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本日のご説明内容
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○ 当社は，地下構造評価について，第1199回審査会合（2023年10月20日）で説明を行った。

○ 本日は，上記審査会合におけるコメントの回答について説明する。

○ また，2024年1月1日に令和6年能登半島地震（以下，「2024年能登半島地震」という）が発生し，地震観測記録や震源
データ，知見を新たに取得したこと，さらに，2024年8月2日に地震調査研究推進本部により「日本海側の海域活断層
の長期評価－兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖－（令和6年8月版）」が公表されたことを踏まえ，これら知見等を
拡充した検討結果※についても併せて説明する。

○ 当資料の冒頭において，今回とりまとめた資料の概要を以下の項目ごとに整理した。

I. 「地下構造評価」の資料の全体構成（P.5）

II. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映（P.6～10）

III. 地下構造評価（P.11～27）

IV. 地震発生層の設定（P.28～36）

V. コメント回答の概要（P.38～46）

※ 2024年11月末までの地震観測記録及び震源データ，並びに，2025年3月21日までに確認した地震調査研究推進本部や各種学会等において公表された知見を反映。
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※ 第1199回審査会合におけるコメントの対応を行った項目はP.38～40参照

：地震観測記録や震源データ，知見の拡充を行った項目（4.2.2項，4.3.2項は新設）

地震観測記録の拡充

地震観測記録の拡充

震源データの拡充

知見の拡充

知見の拡充

地震観測記録の拡充
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○ 「地下構造評価」の資料は，下記の通り「本資料」，「補足資料」及び「データ集」の3階層に区分し，とりまとめた。

Ⅰ. 「地下構造評価」の資料の全体構成

本資料

1. 地下構造の成層性及び均質性の評価

2. 地下構造モデルの設定

3. 地下構造モデルの妥当性確認

4. 地震発生層の設定

補足資料

データ集1. 敷地地盤の調査結果
(ボーリング調査結果，反射法地震探査結果等)

微動探査の評価結果
観測地震一覧 等

データ集

データ集2. 鉛直アレー地震観測記録

データ集3. 水平アレー地震観測記録（地表）

• ボーリングの調査結果，地震観測記録等を「データ集」
としてとりまとめた。

補足資料1. 地下構造の成層性及び均質性の
評価に係る補足説明

• 新規制基準に適合すると判断した論理構成を説
明する上で必要な内容を「本資料」としてとりまと
めた。

• 「本資料」以外で，評価に関連する内容を「補足資料」と
してとりまとめた。

補足資料4. 地震発生層の設定に係る補足説明

補足資料3. 地下構造モデルの妥当性確認に
係る補足説明

補足資料2. 地下構造モデルの設定に係る
補足説明

データ集4. 水平アレー地震観測記録（地中）
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○ 地震調査研究推進本部「令和6年能登半島地震の評価」（2024年2月9日）によると，「1月1日16時10分に石川県能登地方の深さ約15kmでマグニ
チュード(M)7.6の地震が発生した。この地震により石川県輪島市や志賀町（しかまち）で最大震度7を観測したほか，能登地方の広い範囲で震度
6強や6弱の揺れを観測し，被害を伴った。M7.6の地震の前後にも規模の大きな地震が発生し強い揺れが長く続いた。また，石川県では長周期
地震動階級4を観測した。この地震の発震機構は北西－南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，地殻内で発生した地震である」とされ，また「震
源断層は，北東－南西に延びる150㎞程度の主として南東傾斜の逆断層」とされている。

○ また，地震調査研究推進本部「2024年8月の地震活動の評価」（2024年9月10日）によると，「M7.6の地震の震源断層は，地震後の地震活動の分
布や地震波の解析によると，北東－南西に延びる150km程度（門前断層帯門前沖区間の東部～能登半島北岸断層帯～富山トラフ西縁断層の
南西部）であると推定される」とされている。

Ⅱ. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映 －2024年能登半島地震の概要－

震央分布図
（波形相関DD法により再決定した震源データ：2024年1月1日～1月10日，深さ0～40km，M≧2.0）

地震調査研究推進本部（2024a）に一部加筆震央分布図
（2020年12月1日～2025年2月28日，深さ0～30km，M≧3.0）

地震調査研究推進本部（2025a）に一部加筆

2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）

2024年能登半島地震本震

門前沖区間

海士岬沖区間

海士岬沖東断層

※：地震活動の分布から当社が推定した範囲を図示
赤線：地震調査研究推進本部（2024b）の活断層
星形：M5.0以上の震源



▲志賀原子力発電所

 敷地周辺で発生した2024年能登半島地震について，震源断層周辺における臨時地震観測による詳細な知見を整理し，地震発生層上端深さ
に係る検討に反映した。

 具体的には，2024年能登半島地震の震源断層上端深さは3kmと判断し，敷地周辺の地震発生層上端深さと整合していることを確認した。 7

○ 地震調査研究推進本部や各種学会等において公表された2024年能登半島地震の知見※のうち本資料に反映した知見について，地震活動の
分布に係る知見の概要を下記に，活断層の長期評価に係る知見の概要を次頁に示す。

Ⅱ. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映 －地震調査研究推進本部や各種学会等において公表された知見の反映（1/2）－

再決定した地震の震央分布（2024年4月22日～7月2日）（4.2.2項（1））
髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

∶ 臨時地震観測点
∶ 陸域地震観測点
∶ 地震調査研究推進本部の評価対象

の海域活断層

検討手法 文献 知見の概要
関連する
評価項目

記載箇所

地震活動の
分布

髙橋ほか（2024）
• 2024年能登半島地震の震源断層周辺の陸域において臨時地震観測（30箇

所）を実施し，陸域における余震分布を再決定しており，再決定した震源の深
さは約3～12km（定常地震観測（10箇所）の記録も使用）。

地震発生層の設定 4.2.2項（1）

地震調査研究推進本部（2024a）
• 2024年能登半島地震の震源断層のうち能登半島北東沖の海域において海底

地震計による臨時地震観測（26箇所）を実施し，海域における余震分布を再決
定している（陸域における地震観測（4箇所）の記録も使用）。

地震発生層の設定 4.2.2項（2）

本資料に反映した地震活動の分布に係る知見の概要

※ 知見収集の対象とした主な報告会等の一覧については，巻末資料参照。

再決定した地震の震源分布（2024年1月24日～2月22日）（4.2.2項（2））
地震調査研究推進本部（2024a）に一部加筆

B6

3

3

3

3

∶ 当社が設定した敷地周辺の
地震発生層上端深さ（3km）

3

∶ 当社が設定し
た敷地周辺の
地震発生層上
端深さ（3km）



 震源として考慮する活断層に対応する地震調査研究推進本部により評価された海域活断層の下端深さ※の設定値を，地震発生層下端深さの
設定に反映した。

 具体的には，上越沖断層帯（当社による断層名：TB5・TB6・JO1・JO2・JO3）の地震発生層下端深さを18kmから20kmに変更した。
8

○ 地震調査研究推進本部により公表された日本海側の海域活
断層の長期評価の概要を以下に示す。

海域活断層の特性

：震源として考慮する活断層に対応する断層
：地震発生層下端深さの設定を変更した断層

地震調査研究推進本部（2024b）に一部加筆

Ⅱ. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映 －地震調査研究推進本部や各種学会等において公表された知見の反映（2/2）－

※ 日本海側の海域活断層の長期評価においては断層の上端深さについても記載されているが，反射断面の浅部（海底直下）において変位が認められていることを踏まえ，原則として0kmとされている。一方で，当社の地震発生
層上端深さ及び下端深さの検討において，地震発生層の上端深さについては，地震の震源分布及び速度構造による検討結果を踏まえて設定することとしていることから，ここでは断層の下端深さのみを対象とした。

検討手法 文献 知見の概要
関連する
評価項目

記載箇所

活断層の
長期評価

地震調査
研究推進本部

（2024b）

• 兵庫県北方沖～新潟県上越
地方沖の海域活断層の位置，
長さ，形状，地震規模等につ
いての評価を公表している。

地震発生層
の設定

4.3.2項

本資料に反映した活断層の長期評価に係る知見の概要

地震調査研究推進本部の海域活断層の概略位置図（4.3.2項）
地震調査研究推進本部（2024b）に一部加筆



 2024年能登半島地震等を踏まえた地下構造評価及び地震発生層の設定に係る各種の検討や評価は，至近で発生した2024年11月26日石
川県西方沖の地震（M6.6）を含む2024年11月末までの地震観測記録及び震源データを反映する。（反映状況は次頁参照）

 なお，各種の検討や評価にあたっては，2023年12月末までのデータ，2024年1月末までのデータ及び2024年11月末までのデータを用いた場
合の検討結果を比較し，顕著な違いがないことを確認している。 9

○ 2024年能登半島地震の地震活動は，地震調査研究推進本部の「2025年2月の地震活動の評価」によると，「地震の発生数は増減を繰り返しな
がら大局的に緩やかに減少してきているが，M7.6の地震後の地震活動域の西端の石川県西方沖で，2024年11月26日にM6.6の地震（最大震度
５弱）が発生し，2月中に震度1以上を観測した地震が25回（このうち，石川県西方沖のM6.6の地震活動域で18回）発生するなど活発な状態が続
いている」とされている。（下図参照）

領域a内のM－T図及び回数積算図

Ⅱ. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映 －2024年能登半島地震等の地震観測記録及び震源データの反映（1/2）－

震央分布図
（2020年12月1日～2025年2月28日，深さ0～30km，M≧3.0）

地震調査研究推進本部（2025a）に一部加筆

1月末 11月末

地震調査研究推進本部（2025a）に一部加筆

2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）

2024年能登半島地震本震



地震観測記録・震源データ
を用いる検討項目

①第1199回審査会合資料（2023年10月20日）
に用いたデータ

②2024年能登半島地震等のデータの本資料への反映について

地
下
構
造
の
成
層
性
及
び
均
質
性
の
評
価

1.3.1
鉛直アレー地震観測記録
（深度別）を用いた検討

1999年9月～2023年5月
のデータ

①に加え，2024年能登半島地震本震及び
2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）を含む，

2024年11月末までのデータを反映

1.3.2
鉛直アレー地震観測記録
（到来方向別）を用いた検討

1999年9月～2023年5月
のデータ

1.3.1項と同じ

1.3.3
水平アレー地震観測記録（地表）
（到来方向別）を用いた検討

2016年1月～2018年2月
2020年10月～2023年2月

のデータ
1.3.1項と同じ

1.3.4
水平アレー地震観測記録（地中）
（到来方向別）を用いた検討

2004年10月～2023年5月
のデータ

1.3.1項と同じ

1.3.5
原子炉建屋基礎版上の
地震観測記録を用いた検討

2004年10月～2023年5月
のデータ

1.3.1項と同じ

地
下
構
造
モ
デ
ル
の
妥
当
性
確
認

3.1.1
地震動シミュレーションによる
地盤増幅特性の検討

2019年7月～2023年5月
のデータ

①に加え，2024年7月※1までのデータを反映

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討
2019年7月～2023年5月

のデータ
3.1.1項と同じ

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討
1999年9月～2018年9月

のデータ

－
（本検討は，EL-200m～EL+19.5mの減衰に係る検討であるが，

①の期間を対象とした解析に用いるデータは，十分なデータ数を確保できていると考える。）

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討
2019年7月～2023年5月

のデータ
①に加え，2024年7月※2までのデータを反映

地
震
発
生
層
の

設
定

4.1.1 地震の震源分布による検討
1997年10月～2022年3月

のデータ

①に加え，2024年能登半島地震本震及び
2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）を含む，

2024年11月末までのデータを反映
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○ 2024年能登半島地震，2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）等の地震観測記録及び震源データの反映状況を下表に示す。

Ⅱ. 2024年能登半島地震の知見等の概要及び当社評価への反映 －2024年能登半島地震等の地震観測記録及び震源データの反映（2/2）－

※1

※2

本検討は，大深度地震観測記録を用いた地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性に係る検討であるが，地震観測装置の不具合により2024年7月7日以降は大深度地震観測記録が得られていないことから，2024年7月6日まで
のデータを反映した。なお，2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）については，地震観測装置の不具合により大深度地震観測記録が得られていないものの，敷地のEL-200m以浅において大
きな加速度を記録した地震であることを踏まえ，EL-200m～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，検討の対象とした。
本検討は，大深度地震観測記録を用いた地震基盤～EL-200mの減衰に係る検討であるが，地震観測装置の不具合により2024年7月7日以降は大深度地震観測記録が得られていないことから，2024年7月6日までのデータを反映
した。



11

○ 地下構造評価は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」別記２（以下，「解釈別記２」という）及び「敷地
内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（以下，「審査ガイド」という）の記載事項を踏まえ，下記の流れで評価を行う。
 まず，「➊解放基盤表面の位置」，「➋敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造」，「➌地震基盤の位置及び形状」，「➍岩

相・岩質の不均一性」及び「➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性」を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施する。調査について
は，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等
を組み合わせて実施する。また，上記➊～➎を把握した結果を踏まえ，敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討し，地下構
造が成層かつ均質と認められるか評価を行う。（1章で説明）

 つぎに，地下構造が成層かつ均質と認められる場合は，調査により把握した敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性
を踏まえ，一次元の地下構造モデルを設定する。なお，地下構造が成層かつ均質と認められない場合は，別途，三次元的な地下構造により検討を行う。（2
章で説明）

 さらに，申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，地下構造モデルが適切に設定されていることを確認する。（3章で説
明）

○ 上記の内容を踏まえた地下構造評価のフローを下図に示す。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価のフロー－

Yes

No

敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，
一次元の地下構造モデルを設定

地下構造評価のフロー

2章 地下構造モデルの設定

地下構造が成層かつ均質

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，
地下構造モデルが適切に設定されていることを確認

3章 地下構造モデルの妥当性確認

➊ 解放基盤表面の位置

➋ 敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造

➌ 地震基盤の位置及び形状

➍ 岩相・岩質の不均一性

➎ 地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性

を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施し，

敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討

1章 地下構造の成層性及び均質性の評価

解釈別記２の記載事項

三次元的な地下構造
により検討

【解放基盤表面の設定】

• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される
自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地
盤であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること
（➊解放基盤表面の位置）

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の
調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，
ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺にお
ける地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとと
もに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並び
に➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること
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Ⅲ. 地下構造評価 －敷地及び敷地周辺の調査の概要－

○ 前頁に示す➊～➎を把握するための敷地及び敷地周辺の調査については，比較的長周期領域を対象とした「広域地下構造調査（概査）」及び
比較的短周期領域を対象とした「敷地近傍地下構造調査（精査）」のそれぞれについて，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分
析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を組み合わせて実施する。

○ 「広域地下構造調査（概査）」は敷地から半径30km程度以内の範囲，「敷地近傍地下構造調査（精査）」は敷地から半径5km程度以内の範囲を
対象として調査を行う。具体的な調査の手法及び範囲を下図に，調査の手法等の概要を次頁～次々頁に示す。

○ また，これら調査による地下構造の成層性及び均質性の評価の検討内容をP.15に示す。

審査ガイドの記載事項

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

●敷地近傍地下構造調査（精査）

• 比較的短周期領域における地震波の伝播特性に影響を与える，地
震基盤から地表面までの地下構造モデルを作成するための敷地近
傍地下構造調査（精査）を，適切に行うこと

• 敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造・
地下構造を把握するため，ボーリング調査に加えて地震基盤相当
に達する大深度ボーリング，物理検層，高密度な弾性波探査，重
力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直アレイ地震動観
測及び水平アレイ地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施する
こと

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

●広域地下構造調査（概査）

• 比較的長周期領域における地震波の伝播特性に大きな影響を与
える，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤までの地下構造モ
デルを作成するための広域地下構造調査（概査）を，適切に行うこ
と

• ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地震探査，電磁気探査，
重力探査，微動アレイ探査及び水平アレイ地震動観測等による調
査・探査・観測を適切な範囲及び数量で実施すること

• 震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影
響を与える地殻構造調査として，弾性波探査や地震動観測等を適
切な範囲及び数量で実施すること

敷地及び敷地周辺の調査の手法及び範囲

5km程度

▼地震基盤

▼解放基盤表面

▼地震発生層上端

30km程度

【広域地下構造調査（概査）】

敷地

ⓖ 浅層ボーリング調査（物理検層含む）

ⓗ 大深度ボーリング調査（物理検層含む）

ⓘ 反射法地震探査・VSP探査

ⓙ 微動アレー探査

ⓚ 単点微動探査

ⓛ 鉛直アレー地震観測

ⓜ 水平アレー地震観測

ⓝ 原子炉建屋基礎版上地震観測

℄

【敷地近傍地下構造調査（精査）】

ⓐ 地表地質調査
ⓑ 文献調査
ⓒ 音波探査
ⓓ 屈折法地震探査
ⓔ 重力探査

ⓑ 文献調査

ⓕ 広域微動探査

サイト特性

（増幅特性）

（地震基盤～解放基盤表面）

伝播経路特性

（伝播特性）
（地震発生層～地震基盤）

コメントNo.2の回答

震源特性

（地震発生層）

※ 「Ⅲ．地下構造評価」における各調査は，地震動評価の3要素のうち『サイト特性』または『伝播経路特性』に対応し（詳細は次頁～次々頁），

「Ⅳ．地震発生層の設定」における各調査は，地震動評価の3要素のうち『震源特性』に対応する（詳細はP.29） 。 紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



：地質・地質構造の調査による地下構造の検討
：物理探査による地下構造の検討
：観測記録による地下構造の検討
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Ⅲ. 地下構造評価 －調査の手法等の概要（1/2）－

【調査の目的と各調査の対象及び手法（1/2）】

※ 赤字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容

調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊

解放基盤表面

の位置

の把握

敷地 EL-200m程度以浅
ⓖ 浅層ボーリング調査

地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

PS検層に基づくS波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.4項

ⓚ 単点微動探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.4項

➋

敷地及び敷地周辺の

地層の傾斜，断層及び

褶曲構造等の地質構造

の把握

敷地周辺 地表付近

ⓐ 地表地質調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

1.1.1～
1.1.2項

ⓑ 文献調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

ⓒ 音波探査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

敷地
EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

地震基盤以浅 ⓗ 大深度ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

➌

地震基盤

の位置及び形状

の把握

敷地周辺 地震基盤
ⓔ 重力探査 ブーゲー異常を確認する。 サイト特性 1.2.1項

ⓓ 屈折法地震探査 P波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.3項

敷地近傍 地震基盤 ⓙ 微動アレー探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.4項

敷地 地震基盤

ⓗ 大深度ボーリング調査 PS検層に基づくS波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

ⓘ 反射法地震探査・VSP探査 反射断面を確認する。 サイト特性 1.2.5項

ⓚ 単点微動探査
地下の速度構造が反映されている微動H/Vスペクトル比
を敷地の複数の観測点で比較する。 サイト特性 1.2.7項

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



：地質・地質構造の調査による地下構造の検討
：物理探査による地下構造の検討
：観測記録による地下構造の検討
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Ⅲ. 地下構造評価 －調査の手法等の概要（2/2）－

【調査の目的と各調査の対象及び手法（2/2）】

※ 赤字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容

調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➍

岩相・岩質
の不均一性

の把握

敷地周辺 地表付近

ⓐ 地表地質調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

1.1.1～
1.1.2項

ⓑ 文献調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

ⓒ 音波探査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

敷地
EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

地震基盤以浅 ⓗ 大深度ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

➎

地震波速度構造等

の地下構造及び

地盤の減衰特性

の把握

敷地周辺

地震基盤 ⓓ 屈折法地震探査 P波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.3項

地震基盤より深部

ⓑ 文献調査 屈折法地震探査に基づくP波速度構造を確認する。 伝播経路特性 1.2.3項

ⓑ 文献調査 地震波トモグラフィーに基づくP波速度構造・S波速度構造
を確認する。

伝播経路特性 1.2.2項

ⓕ 広域微動探査
地下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に
基づき複数の観測点ペアで評価した群速度を比較する。 伝播経路特性 1.2.6項

敷地近傍 地震基盤 ⓙ 微動アレー探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.4項

EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査
PS検層に基づくP波速度構造・S波速度構造，密度試験に
基づく密度構造及びQ値測定に基づく減衰構造を確認す
る。

サイト特性 1.1.4項，
1.1.6項

敷地
地震基盤以浅

ⓗ 大深度ボーリング調査
PS検層に基づくP波速度構造・S波速度構造，密度検層に
基づく密度構造及びQ値測定に基づく減衰構造を確認す
る。

サイト特性 1.1.5～
1.1.6項

ⓜ 水平アレー地震観測 観測点間の応答スペクトル比を確認し，地震波の到来方
向ごとに比較する。

サイト特性 1.3.3～
1.3.4項

ⓛ 鉛直アレー地震観測
自由地盤地震観測点の深度別応答スペクトルを確認する。
観測点間の応答スペクトル比を確認し，地震波の到来方
向ごとに比較する。

サイト特性
1.3.1～
1.3.2項

ⓝ 原子炉建屋基礎版上地震観測 原子炉建屋基礎版上における加速度時刻歴波形及び応
答スペクトルを1号と2号で比較する。

サイト特性 1.3.5項

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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コメントNo.1，3の回答

1.1～1.3節の検討の結果を踏まえ，地下構造の成層性及び均質性を評価

地質・地質構造の調査による地下構造の検討（1.1節）

地震基盤以浅の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，

「敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等

の地質構造」，「岩相・岩質の不均一性」並びに「敷地の地震基盤

以浅の速度構造，減衰特性」に関する地質・地質構造の調査によ

る検討を実施する（1.1.1～1.1.6項）。

また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の解放基盤表面を設定す

る（1.1.7項）。

検
討
方
針

物理探査による地下構造の検討（1.2節）

地震基盤の位置及び形状，地震基盤より深部の地下構造の成層

性及び均質性を評価するため，「地震基盤の位置及び形状」，「地

震基盤より深部の速度構造」に関する物理探査による検討を実施

する（1.2.1～1.2.7項）。

また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の地震基盤を設定する

（1.2.8項）。

検
討
方
針

敷地の鉛直アレー地震観測記録により敷地地盤の増幅特性を把

握する（1.3.1項）とともに，地震基盤以浅の地下構造の成層性及び

均質性を評価するため，敷地内の複数地点で得られた地震観測

記録を比較，検討する（1.3.2～1.3.5項）。

検
討
方
針

【検討内容】
観測記録による地下構造の検討（1.3節）

1.2.1 重力探査

 敷地周辺の地震基盤の形状を把握するため，敷地周辺の

ブーゲー異常図及び水平一次微分図を確認。

1.2.2 地震波トモグラフィー

 敷地周辺の地震基盤より深部（深さ5km程度以深）の速度構

造を把握するため，地震波トモグラフィーに基づくP波速度構

造及びS波速度構造を確認。

1.2.3 屈折法地震探査

 敷地周辺の地震基盤の位置及び形状，並びに地震基盤より

深部の速度構造を把握するため，文献及び当社による屈折

法地震探査に基づくP波速度構造を確認。

1.2.4 微動アレー探査

 敷地近傍の地震基盤の位置及び形状を把握するため，微動

アレー探査に基づくS波速度構造を確認し，地震基盤に相当

する層の上面の深さを複数の地点で比較。

1.2.5 反射法地震探査・VSP探査

 敷地の地震基盤の位置及び形状を把握するため，大深度

ボーリング孔を用いたVSP探査及び海陸連続で測線を配置し

た反射法地震探査に基づく反射断面を確認。

1.2.6 広域微動探査

 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把握するため，地

下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に基づき

複数の観測点ペアで評価した群速度を比較。

1.2.7 単点微動探査

 敷地の地震基盤の形状を把握するため，地下の速度構造が

反映されている微動H/Vスペクトル比を敷地の複数の観測点

で比較。また，水平アレー地震観測記録を用いた検討結果と

の整合性を確認。

1.2.8 地震基盤の設定

 敷地の地震基盤は，「基準地震動及び耐震設計方針に係る

審査ガイド」の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえて設定。

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討

 敷地の増幅特性（地震基盤～解放基盤表面）を把握するため，

自由地盤地震観測点における深度別（EL+19.5m，EL-10m，

EL-100m，EL-200m，EL-1298m）の応答スペクトルより増幅傾

向を確認。

1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討

 敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象に特異な速度構造の

有無を確認するため，自由地盤地震観測点における応答スペ

クトル比（EL-10m／EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比

較。

1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討

 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認

するため，水平アレー地震観測点（地表）間の応答スペクトル

比を地震波の到来方向ごとに比較。

1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討

 敷地の地震基盤～EL-200mを対象に特異な速度構造の有無

を確認するため，EL-200mの地震観測点間の応答スペクトル

比（自由地盤EL-200m／2号原子炉建屋直下EL-200m）を地

震波の到来方向ごとに比較。

1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討

 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認

するため，1号原子炉建屋基礎版上及び2号原子炉建屋基礎

版上での加速度時刻歴波形及び応答スペクトルを比較。

1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造

 敷地周辺の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，

並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査

等の地質調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造

 敷地近傍の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，

並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査

等の地質調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.3 敷地の地質・地質構造

 敷地の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並び

に岩相・岩質の不均一性を把握するため，ボーリング調査等

の地盤調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造を把握する

ため，26孔の浅層ボーリングで実施したPS検層結果を確認。

 原子炉設置位置周辺の第3速度層上面の形状を把握するた

め，敷地の複数の観測点で，微動H/Vスペクトル比を用いた

逆解析により第3速度層上面の標高を推定。

 周囲と異なる速度特性を示す範囲（第3’速度層及び第4’速度

層）が地震動へ与える影響を把握するため，二次元FEMモデ

ルを用いた地震動シミュレーション等による検討を実施。

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

 原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質，速度構造を把

握するため，2孔で実施した大深度ボーリング調査結果を確認。

 大深度ボーリング2孔における花崗岩上面の高度差が地震動

へ与える影響を把握するため，二次元FEMモデルを用いた地

震動シミュレーション等による検討を実施。

1.1.6 原子炉設置位置付近の減衰構造（地震基盤以浅）

 原子炉設置位置付近の減衰特性を把握するため，2孔で実施

したQ値測定結果を確認。

1.1.7 解放基盤表面の設定

 敷地の解放基盤表面は，解釈別記２の記載事項及び敷地地

盤の特徴を踏まえて設定。

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

Ⅲ. 地下構造評価 －地下構造の成層性及び均質性の評価の検討内容－

P.16～20 P.21～22 P.23～25

P.25



1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討

1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造 －敷地を中心とした半径30km範囲－
 陸域の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接覆っている。

 敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。

 海域の地質は，北部海域は，笹波沿岸及び前ノ瀬・長平礁周辺の顕著なD層の隆起で特徴づけられる。南部海域は，南西方向に広がる堆積盆地と，厚く堆積するC層及びB

層で特徴づけられる。

1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造 －敷地を中心とした半径5km範囲－
 海岸に沿って広く分布する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は，敷地北方で緩く東に傾斜する凝灰岩を挟む。

 敷地近傍に分布する新第三紀の地層の傾斜は，概ね水平ないし10°程度を示している。

 中位段丘堆積層は，ほぼ水平または海側方向に非常に緩く傾斜して分布する。

 海岸に露出する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は海域のD2層に対比され，D2層は沖合い方向に徐々に深度を増す。その上部には水深20m以浅の汀線部を除き，C

層，B層，A層が分布し，A層及びB層は海底面とほぼ平行して堆積している。
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敷地周辺陸域の地質分布図
（1.1.1項）

敷地近傍の地質分布図
（1.1.2項）

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討（1/5））－
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敷地の地質分布図（上段）及び

地質断面図（②－②’断面）（下段）
（1.1.3項）

原子炉設置位置付近の地質水平断面図（EL-4.7m）（上段）及び
地質鉛直断面図（R－R’断面）（下段）

（1.1.3項）

断層

1.1.3 敷地の地質・地質構造
 敷地の地質は，新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類と，これを覆う第四紀の堆積物からなる。

 別所岳安山岩類は，敷地に広く分布しており，安山岩を主体とし，凝灰角礫岩を挟在する。

 原子炉設置位置付近の地質は，別所岳安山岩類の安山岩（均質），安山岩（角礫質）及び凝灰角礫岩からなる。

 2号原子炉建屋底盤の岩盤にはほとんど変質部は認められず，主に Ba 級， Bb 級の岩級区分を示す安山岩が広く分布している。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討（2/5））－



1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）
 浅層ボーリング調査の結果，原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造は，概ね水平な層構造を呈すものの，周囲と異なる速度特性を示す範囲として，第3’速度層

及び第4’速度層が認められる。

 微動H/Vスペクトル比を用いた逆解析による検討の結果，原子炉設置位置周辺の第3速度層上面はEL-10m以浅に位置しており，顕著な不整形はみられない。

 周囲と異なる速度特性を示す範囲として第3’速度層及び第4’速度層が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討を実施して，第3’

速度層及び第4’速度層が地震動へ与える影響を確認した結果，第3’速度層または第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル及び第3’速度層または第4’速度層をモデ

ル化しない二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる応答に顕著な違いはみられない。また，観測記録を用いた検討（1.3.2～1.3.3項，1.3.5項）の結果によれば，

敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。これらより，第3’速度層及び第4’速度層は，地震動へ与える影響は小さいものと

考えられる。
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PS検層結果に基づく速度層断面図（R－R’断面）
（1.1.4項）

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションの検討のイメージ
（第3’速度層の場合）

（1.1.4項）

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーション結果
（応答スペクトル）（第3’速度層の場合）

（1.1.4項）

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

コメントNo.5の回答

：第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル

＊ 地質分布を参考に設定

鉛直入射 斜め入射（+30°） 斜め入射（-30°）

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討（3/5））－

モデル図は便宜上，
第3’速度層をモデル
化した二次元FEMモ
デルを示している。
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1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）
 大深度ボーリング（D-8.6孔，K-13.6孔）調査の結果，原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質は，下位から先第三紀の花崗岩，古第三紀の楡原階（砂岩と頁岩の互層，

礫岩），新第三紀の岩稲階（安山岩，凝灰角礫岩）からなり，大深度ボーリング2孔の花崗岩上面には約180mの高度差が認められる。

 弾性波速度については，花崗岩以浅におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ4km/s及び2km/s程度，花崗岩以深におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ5km/s及び

3km/s程度であり，密度については，概ね2～3t/m3の範囲を示す。

 大深度ボーリング2孔（D-8.6孔，K-13.6孔）の花崗岩上面に約180mの高度差が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討を実施し

て，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響を確認した結果，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル及び花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次

元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる応答に顕著な違いはみられない。また，観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅

に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。これらより，敷地の花崗岩上面の高度差は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。
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大深度ボーリング調査（D-8.6孔）による

柱状概要図及びPS検層結果
（1.1.5項）

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーション結果
（応答スペクトル）

（1.1.5項）二次元FEMモデルを用いた
地震動シミュレーションの検討のイメージ

（1.1.5項）

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

コメントNo.4の回答

：花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル
：花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル

鉛直入射 斜め入射（+30°） 斜め入射（-30°）

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討（4/5））－

モデル図は便宜上，花崗岩上面の高度差を
モデル化した二次元FEMモデルを示している。



 地質・地質構造の調査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接覆っており，敷地を含む邑知
潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。また，敷地の地震基盤以浅の地質は凝灰角礫岩を狭在するものの安山岩を主体とした新第三紀の岩稲
階の別所岳安山岩類が広く分布しており，速度構造は概ね水平な層構造を呈していること，局所的に周囲と異なる速度特性を示す第3’速度層及び第4’速度
層並びに大深度ボーリング2孔間で認められた花崗岩上面の高度差が解放基盤表面の地震動へ与える影響が小さいことから，敷地の地震基盤以浅の地下
構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。

 また，敷地の解放基盤表面は，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-10mの位置に設定した。

1.1.6 原子炉設置位置付近の減衰構造（地震基盤以浅）
 原子炉設置位置付近のQ値は，比較的浅部（EL-200m程度以浅）については10程度，また，それより深部については，深さ方向に大きくなる傾向がみられる。

1.1.7 解放基盤表面の設定
 敷地の解放基盤表面は，解釈別記２の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえ，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-

10mの位置に設定した。

解放基盤表面の位置（R－R’断面）
（1.1.7項）
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紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

コメントNo.3の回答

2号原子炉建屋底盤 岩級区分図
（1.1.3項）

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討（5/5））－



1.2 物理探査による地下構造の検討

1.2.1 重力探査
 敷地近傍（敷地から半径5km範囲）の重力異常値はほぼ一定であり，高重力異常域と低重力異常域との境界は明瞭ではなく，敷地近傍には地震基盤の形状の急激な変化を

示唆する顕著な線状の重力異常急変部は認められないことから，敷地近傍の地震基盤に顕著な不整形はないものと考えられる。

1.2.2 地震波トモグラフィー
 敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の速度構造に顕著な不整形はみられない。

1.2.3 屈折法地震探査
 敷地周辺（敷地から南東方向に約13kmの範囲）の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。また，敷地から10km程度の範囲において，地震基盤より深部の

速度構造に顕著な不整形はみられない。

1.2.4 微動アレー探査
 敷地近傍の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。

21

敷地近傍のブーゲー異常図
（金沢大学・当社作成）

（1.2.1項）

敷地近傍の水平一次微分図
（金沢大学・当社作成）

（1.2.1項）
当社による屈折法地震探査による検討結果

（1.2.3項）

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.2節 物理探査による地下構造の検討（1/2））－

P波速度構造断面

調査測線図



 物理探査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地震基盤は，深さ1km程度であり概ね水平に分布している結果が得られていることから，概ね水平で評
価できることを確認した。また，地震基盤より深部の地下構造については，顕著な不整形はないものと評価できることから，成層かつ均質と評価できることを
確認した。

 また，敷地の地震基盤は，S波速度が3km/s程度以上であるEL-1.19kmの位置に設定した。

1.2.5 反射法地震探査・VSP探査
 敷地の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。

1.2.6 広域微動探査
 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられる周期帯において，群速度はいずれも同様の分散性を示すことから，敷地周辺の地震基盤より深部の速

度構造に，顕著な不整形はないものと考えられる。

1.2.7 単点微動探査
 敷地の地震基盤の位置を反映していると考えられる周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著な違いはないことから，敷地の地震基盤の形状に顕著な

不整形はないものと考えられる。また，水平アレー地震観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.4項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅（地震基盤の形状を含む）に地震動へ

影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられることと整合的である。

1.2.8 地震基盤の設定
 敷地の地震基盤は，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえ，S波速度が3km/s程度以上であるEL-1.19kmの位置に設

定した。
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反射法地震探査（2016年）・VSP探査結果（東西測線：深度断面）（1.2.5項）

コメントNo.3，7の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

大深度ボーリングでの地層区分

：古第三系～新第三系
（安山岩，凝灰角礫岩，砂岩と頁岩の互層，礫層）

：花崗岩

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.2節 物理探査による地下構造の検討（2/2））－



1.3 観測記録による地下構造の検討

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討
 検討に用いたいずれの地震についても，NS方向及びEW方向の周期0.2～0.7秒程度，並びにUD方向の周期0.1～0.3秒程度では，EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅す

る傾向にあり，NS方向及びEW方向の周期0.7秒程度より長周期側，並びにUD方向の周期1～4秒程度では，EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する傾向にあり，増

幅傾向がみられる周期帯に顕著な違いはないことから，これらの増幅は敷地地盤固有の振動特性によるものであり，自由地盤地震観測点周辺の地震基盤以浅に，地震動

へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

敷地地盤における主な地震観測点配置図
（1.3節）
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コメントNo.8，9，10の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

EL+19.5m EL-10m EL-100m EL-200m EL-1298m

地震観測記録の拡充

1.3.1項について，地震観測記録を拡充した検討結果は，地震観測記録を拡充する前の検討結果と顕著な違いがないことを確認。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.3節 観測記録による地下構造の検討（1/3））－

EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯

自由地盤地震観測点における主な観測地震の深度別応答スペクトル
（2024/01/02 石川県能登地方の地震）

（1.3.1項）
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応答スペクトル比（自由地盤EL-10m/自由地盤EL-200m）
の地震波の到来方向ごとの比較

（1.3.2項）

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討
 自由地盤EL-200mに対する自由地盤EL-10mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，自由地盤地震観測点周辺のEL-10m～EL-200mに，

地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。
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コメントNo.8，9，10の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

地震観測記録の拡充

1.3.2項について，地震観測記録を拡充した検討結果は，地震観測記録を拡充する前の検討結果と顕著な違いがないことを確認。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.3節 観測記録による地下構造の検討（2/3））－

到来方向 地震数

1 130個

2 38個

3 5個

4 8個

5 5個

6 18個

7 58個

8 187個

全方向 449個

鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討
の対象とした地震の震央分布図

（1.3.2項）



0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

観
測

点
2
/
 観

測
点

1

周期 [s]

NS方向

0.5

0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

観
測

点
2
/
 観

測
点

1

周期 [s]
EW方向

0.5

0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

観
測

点
2
/
 観

測
点

1

周期 [s]
UD方向

0.5
0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

自
由

地
盤

E
L
-
2
0
0
m

/
 2

号
R

/
B

直
下

E
L
-
2
0
0
m

周期 [s]

0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

自
由

地
盤

E
L
-
2
0
0m

/
 2

号
R

/
B

直
下

E
L
-
20

0m

周期 [s]

0.1

1

10

0.01 0.1 1 10

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
比

自
由

地
盤

E
L
-
2
0
0
m

/
 2

号
R

/
B

直
下

E
L
-
2
0
0
m

周期 [s]

UD方向

EW方向

NS方向

1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討
 各観測点間の応答スペクトル比の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，各観測点周辺の地震基盤以浅（表層地盤を除く）に，地震動

へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討
 2号原子炉建屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程度であることから，2号原子炉建屋直下地

震観測点周辺と自由地盤地震観測点周辺のEL-200m～地震基盤に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討
 加速度時刻歴波形及び応答スペクトルに顕著な違いはないことから，1号原子炉建屋周辺及び2号原子炉建屋周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼすような特異な

速度構造はないと考えられる。

応答スペクトル比
（自由地盤EL-200m/2号原子炉建屋直下EL-200m）

の地震波の到来方向ごとの比較
（1.3.4項）

1号及び2号原子炉建屋基礎版上における
加速度時刻歴波形及び応答スペクトルの比較

（1.3.5項）

 観測記録による地下構造の検討の結果，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられることから，地震基盤以浅
の地下構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。

 以上の通り，1.1～1.3節の検討より，敷地の地下構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。 25

応答スペクトル比（観測点2/観測点1）
の地震波の到来方向ごとの比較

（1.3.3項）

NS方向
（2024年能登半島地震）

コメントNo.8，9の回答

地震観測記録の拡充
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1.3.3項，1.3.4項及び1.3.5項について，地震観測記録を拡充した検討結果は，地震観測記録を拡充する前の検討結果と顕著な違いがないことを確認。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（1章 地下構造の成層性及び均質性の評価：1.3節 観測記録による地下構造の検討（3/3））－

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）



地下構造モデルの設定
 一次元の地下構造モデルは，敷地における地盤調査（浅層ボーリング調査，大深度ボーリング調査及び微動アレー探査）の結果に基づき設定。

 また，これら地盤調査の範囲より深部については文献に基づき設定。

 1.3.1項の鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討において確認された敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されていること

を確認。

 敷地の地下構造モデルは，上表の通り，敷地における地盤調査の結果及び文献に基づき一次元の地下構造モデルとして設定した。 26

※ 統計的グリーン関数法及び理論的手法に用いる範囲を表の右側に示す。

：浅層ボーリング調査結果に基づき設定
：大深度ボーリング調査結果に基づき設定
：浅層ボーリング調査結果及び大深度ボーリング調査結果に対して安全側に設定
：微動アレー探査結果に基づき設定
：文献に基づき設定

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

3.1 0.100 500∞ 4.4 7.6
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400
-18km

27012,500 3.6 6.3 2.7 0.185
-5.5km

2.7 0.250 2002,500 3.5 5.6
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200
-1.79km

200600 3.16 5.29 2.67 0.250
-1.19km

2.41 1.000 50200 1.56 3.26
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33
-200m

16.6791.1 1.96 3.96 2.38 3.000
-108.9m

2.37 3.000 16.6798.9 1.50 3.19

標高EL

-10m

設定した地下構造モデル

地震基盤

解放基盤表面

統
計
的
グ
リ
ー
ン
関
数
法理

論
的
手
法

設定した地下構造モデルの伝達関数

コメントNo.10の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

水平方向（S波）

鉛直方向（P波）

EL-10m/EL-100m

EL-10m/EL-100m

EL-200m/EL-1298m

EL-200m/EL-1298m
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1
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100
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A
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p.

周期(s)
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周期(s)
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0.1
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A
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p.

周期(s)

0.01

0.1

1

10
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0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯

EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（2章 地下構造モデルの設定）－



 地下構造モデルの地盤増幅特性，減衰構造及び速度構造は適切に設定されており，地下構造モデル全体としての妥当性を確認した。
（追加検討の結果は申請時の検討内容と整合的であり，申請時において設定した地下構造モデルに変更はない）
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地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討結果
（応答スペクトル）（2020/03/13 石川県能登地方の地震（M5.5））

（3.1.1項）

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，地下構造
モデルの地盤増幅特性，減衰構造及び速度構造が適切に設定されていることを確認。

3.1 地盤増幅特性の妥当性確認

3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

 鉛直アレー地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによる地震動シミュレーショ
ンを行い，シミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果，シミュレーション解析結果
は観測記録に対して同程度あるいは大きいことから，地震基盤～解放基盤表面の地盤増
幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討

 鉛直アレー地震観測記録を用いた逆解析により推定した地下構造モデルと設定した地下
構造モデルによる地盤増幅率を比較した結果，逆解析により推定した地下構造モデルの
地盤増幅率を上回ることから，地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性は安全側に設
定されていると考えられる。

3.2 減衰構造の妥当性確認

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討

 地震波干渉法を敷地の鉛直アレー地震観測記録に適用することにより推定したQ値は，設
定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，EL-10m～EL-200mの減衰構造は安全側
に設定されていると考えられる。

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討

 敷地で実施したボーリング調査により得られた岩石コアを用いて超音波試験により推定し
たQ値は，設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，EL-200m～EL-990mの減衰
構造は安全側に設定されていると考えられる。

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討

 鉛直アレー地震観測記録のS波直達上昇波を用いて推定したQ値は，設定した地下構造
モデルのQ値を下回ることから，EL-200m～EL-1.19kmの減衰構造は安全側に設定されて
いると考えられる。

3.3 速度構造の妥当性確認
 微動アレー探査により得られた位相速度と設定した地下構造モデルの理論位相速度は調

和的であることから，EL-1.19km以浅の速度構造は適切に設定されていると考えられる。
 敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度と設定した地下構造モデルの理論群速度

は調和的であることから，地震基盤より深部の速度構造は適切に設定されていると考えら
れる。

 申請時以降に得られた知見において評価された速度構造と設定した地下構造モデルの速
度構造は地震基盤より深部において調和的であることから，地震基盤より深部の速度構
造は適切に設定されていると考えられる。

コメントNo.11の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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：観測記録

：シミュレーション解析結果

地震観測記録の拡充

設定した地下構造モデルにおいて妥当性を確認した範囲
（3章）

3.1.1項，3.1.2項及び3.2.3項について，地震観測記録を拡充した検討結果は，地震観測記録を拡充する前の検討結果と顕著な違いが
ないことを確認。

Ⅲ. 地下構造評価 －評価結果（3章 地下構造モデルの妥当性確認）－
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Ⅳ. 地震発生層の設定 －設定のフロー－

地震発生層の設定のフロー

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の

地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

○ 地震発生層は，審査ガイドの記載事項を踏まえ，下記の流れで設定を行う。
• まず，敷地周辺の「➊地震の震源分布」，「➋キュリー点深度」及び「➌速度構造データ等」を把握し，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下

端深さを設定する。（4.1節で説明）
• つぎに，敷地周辺の「➍大地震の余震の精密調査による観測点直下及びその周辺の精度の良い震源の深さ」（以下，「大地震の余震の深さ」

という）を把握し，大地震※の震源断層上端深さを設定する。（4.2節で説明）
• また，「地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯及び海域活断層」 （以下，「地震調査研究推進本部の主要活断層帯等」とい

う）の知見を踏まえ，敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定する。（「➊地震の震源分布」及び「➌速度構造データ等」に関
連，4.3節で説明）

○ 上記の内容を踏まえた地震発生層の設定のフローを下図に示す。

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定

※ 敷地周辺の大地震として，2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震を対象とした。
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Ⅳ. 地震発生層の設定 －検討の手法等の概要－

○ 前頁に示す➊～➍を把握するための検討の手法等の概要を下表に示す。また，地震発生層の設定のフローに基づく検討内容を次頁に示す。

コメントNo.2の回答

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊
地震の震源分布

の把握

敷地周辺

上端深さ
下端深さ

気象庁「地震月報(カ
タログ編)」または防
災 科 学 技 術 研 究所
「 Hi-net 検 測 値 デ ー
タ」の震源データに基
づく検討

D10%及びD90%を検討する。 震源特性 4.1.1項

文献調査 D10%及びD90%を確認する。 震源特性 4.1.1項

➋
キュリー点深度

の把握
下端深さ 文献調査 キュリー点深度分布図から，D90%と相関があるキュリー点

深度を確認する。
震源特性 4.1.4項

➌
速度構造データ等

の把握

上端深さ

文献調査
速度構造断面から，P波速度が5.8km/sの層の上端深さを
確認する。

震源特性 4.1.2項

群速度に基づく検討
敷地周辺の微動観測記録による群速度と敷地の地下構造
モデルによる理論群速度を比較することで，P波速度が
5.8km/sの層の上端深さを検討する。

震源特性 4.1.2項

下端深さ 文献調査 コンラッド面深さの図から，コンラッド面深さを確認する。 震源特性 4.1.3項

【敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討の目的と各検討の対象及び手法】

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➍

大地震の

余震の深さ

の把握

敷地周辺 上端深さ 文献調査

敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能
登半島地震について，当該地震の震源断層上端深さに係
る知見を整理し，当該地震の震源断層上端深さを総合的
に検討する。

震源特性
4.2.1～
4.2.2項

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊

➌

地震調査研究推進

本部の主要活断層

帯等の知見

の把握

敷地周辺
上端深さ
下端深さ

文献調査

震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部
により評価された主要活断層帯及び海域活断層を対象に，
地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端
深さ及び下端深さの設定値を整理する。特に，敷地から半
径75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層につ
いては，地震の震源分布，キュリー点深度，速度構造デー
タ等に係る検討結果との整合性を確認のうえ，各断層の上
端深さ及び下端深さを検討する。

震源特性 4.3.1～
4.3.2項

【2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの検討の目的，対象及び手法】

【地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討の目的，対象及び手法】
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Ⅳ. 地震発生層の設定 －地震発生層の設定のフローに基づく検討内容－

25km

• 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯及び海域活断層を対象に，
地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値を整理。特に，敷地から半径
75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層については，4.1節の検討結果との整合性を確認のうえ，各断層の
上端深さ及び下端深さを検討。

【検討内容】

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.1.1～4.1.4項 敷地周辺の地震の震源分布，速度構造，コンラッド面深さ及びキュリー点深度による検討

4.3.1～4.3.2項 地震調査研究推進本部の主要活断層帯及び海域活断層に係る知見による検討

4.2.1～4.2.2項 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震に係る知見による検討

• 地震の震源分布による検討（4.1.1項）では，気象庁の震源データに基づく検討及び文献調査を実施。気象庁の震源
データに基づく検討では，敷地周辺（敷地周辺と標高が大きく異なる高標高地域が含まれない範囲として，敷地から半
径75kmの範囲）におけるD10%及びD90%を検討。文献調査では，文献に示されている敷地周辺におけるD10%及びD90%
を確認。

• 速度構造による検討（4.1.2項）では，文献調査及び群速度に基づく検討を実施。文献調査では，文献の速度構造断面
から，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを確認。群速度に基づく検討では，敷地周辺の微動観測記録に
よる群速度と敷地の地下構造モデルによる理論群速度を比較することで，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端
深さを検討。

• コンラッド面深さによる検討（4.1.3項）では，文献によるコンラッド面深さの図から，敷地周辺におけるコンラッド面深さを
確認。

• キュリー点深度による検討（4.1.4項）では，文献によるキュリー点深度分布図から，敷地周辺におけるD90%と相関があ
るキュリー点深度を確認。

• 敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震について，当該地震の震源断層における臨時地
震観測等の詳細な知見を整理し，当該地震の震源断層上端深さを総合的に検討。

地震の震央分布図（1997年10月～2024年11月）

： 志賀原子力発電所
： 2007年能登半島地震の震源
： 2024年能登半島地震の震源

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

P.31

P.33～35

P.32

下記の検討に基づき，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定。

下記の検討に基づき，2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定。

下記の検討に基づき，地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定。

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定



 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さは，敷地周辺の地震の震源分布，速度構造，コンラッド面深さ及びキュリー点深度による検討（4.1.1～4.1.4項）
の結果を踏まえ，上端深さを3km，下端深さを18kmと設定する。

深さ分布図（矢視方向①）

4.1 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.1.1 地震の震源分布による検討

 気象庁の震源データに基づく検討及び文献調査を実施。気象庁の震源データ（1997年10月～2024年11月）に基づく検討では，敷地周辺※におけるD10%及びD90%を検討（下図参照） 。

文献調査では，文献に示されている敷地周辺におけるD10%及びD90%を確認。検討の結果，地震発生層上端深さは，3.2～5.8km，下端深さは10.7～13.9km。

4.1.2 速度構造による検討

 文献調査及び群速度に基づく検討を実施。文献調査では，文献の速度構造断面から，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを確認。群速度に基づく検討では，敷地周辺の微

動観測記録による群速度と敷地の地下構造モデルによる理論群速度を比較することで，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを検討。検討の結果，地震発生層上端深さは，

3kmより深い。

4.1.3 コンラッド面深さによる検討

 文献によるコンラッド面深さの図から，敷地周辺におけるコンラッド面深さを確認。検討の結果，地震発生層下端深さは12～18km程度。

4.1.4 キュリー点深度による検討

 文献によるキュリー点深度分布図から，敷地周辺におけるD90%と相関があるキュリー点深度を確認。検討の結果，地震発生層下端深さは9～10km程度。

31

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定：4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定）－

地震の分布（1997年10月～2024年11月）（4.1.1項）

※ 敷地周辺の地震の震源深さの傾向を適切に評価するため，敷地周辺と標高が大きく異なる高標高地域（山岳地域）が含まれない範囲として，敷地から半径75kmの範囲を対象として，D10%及びD90%を検討。

震源データの拡充

紫字は第1199回審査会合以降に追加，修正した箇所

：志賀原子力発電所

検討項目 上端深さ 下端深さ

地震の震源分布
気象庁の震源データ [D10%, D90%] 5.8km 13.9km

原子力安全基盤機構（2004） [D10%, D90%] 3.2km 10.7km

速度構造

Matsubara et al.(2022) 4km程度以深 *

Iidaka et al.（2008） 3kmより深い *

日本海地震・津波調査プロジェクト（2015） 3kmより深い *

群速度 3kmより深い *

コンラッド面深さ

Zhao et al.（1994） * 14km程度

河野ほか（2009） * 12km程度

Katsumata（2010） * 18km程度

Iidaka et al.（2003） * 18km程度

キュリー点深度 大久保（1984） * 9～10km程度

設定した地震発生層 3km 18km

4.1.1～4.1.4項で検討した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討結果（4.1節）

*：検討対象外

震央分布図



4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定

4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討

 地域地盤環境研究所（2011）に示されるD10%は，震源決定精度の低いデータの影響により，2kmより浅くなっているものと考えられるが，佐藤ほか(2007a，2007b)は，陸域・海域の精密な
臨時地震観測による余震データ（Sakai et al.（2008），Yamada et al.（2008））及び反射法地震探査データを組み合わせて震源断層の形状を求めており，最も重視すべき知見と考え，同地
震の震源断層上端深さを2kmと判断。

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

 髙橋ほか（2024）及び地震調査研究推進本部（2024a）を踏まえて，同地震の震源断層上端深さを3kmと判断。

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定：4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定（1/2））－

2007年能登半島地震に係る知見による検討（4.2.1項）

震源断層を横断する反射断面（4.2.1項）
（測線から幅1km以内の震源をプロット。余震分布はSakai et al.(2008)とYamada et al.(2008)，

反射断面は佐藤ほか(2007a)に基づく。また三角形は井上ほか(2007)に基づく活断層の痕跡を示す。）

佐藤ほか(2007b)より抜粋

知見の拡充

 4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）より震源断層上端深さが浅い2007年能登半島地震については，4.2.1項の検討結果を踏まえ，同地震の震源断層
である笹波沖断層帯（東部）の上端深さを2kmと設定する。

 また，2024年8月2日に地震調査研究推進本部により公表された「日本海側の海域活断層の長期評価－兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖－（令和6年8月版）」（地震調査研究
推進本部（2024b））において笹波沖断層帯（東部）と同じ門前断層帯として評価されている笹波沖断層帯（西部），並びに2007年能登半島地震の震源断層から分岐している
可能性のある海士岬沖断層帯についても，上端深さを2kmと設定する。

再決定した地震の震央分布（2024年4月22日～7月2日）（4.2.2項）
髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

2024年能登半島地震に係る知見による検討（4.2.2項）
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検討項目 上端深さ

2007年能登半島地震

に係る知見

佐藤ほか（2007a，b） [反射法地震探査, 余震分布] 2km

Sakai et al.（2008） [余震分布（陸域）] 2km

Yamada et al.（2008） [余震分布（海域）] 2km

地域地盤環境研究所（2011） [D10%] 1.86km

検討結果 2km

検討項目 上端深さ

2024年能登半島地震
に係る知見

髙橋ほか（2024） [余震分布（陸域）] （陸域） 3km

地震調査研究推進本部（2024a）[余震分布（海域）] （海域） 3km

検討結果 3km

断層名

（当社による断層名）

設定した地震発生層

上端深さ

笹波沖断層帯（東部） 2km

笹波沖断層帯（西部） 2km

海士岬沖断層帯 2km

▲志賀原子力発電所

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

：4.1節において設定した敷地周辺の
地震発生層上端深さ（3km）



コメントNo.14，15の回答

断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

（A）

地震調査研究推進本部

の知見における設定値

（B）

地震の震源分布

（C）

地盤構造

（D）

検討結果

上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ

邑知潟断層帯（邑知潟南縁断層帯） 2km 18km 4.7km * 3kmより深い * 2km 18km

砺波平野断層帯※1（砺波平野断層帯（西部）・（東部））・呉羽山断層帯 4km 20km * 16.8km * 18km程度 4km 20km

森本・富樫断層帯 4km 18km * * * * 4km 18km

魚津断層帯 3km 18km * * * * 3km 18km

牛首断層帯 2km 18km * * * * 2km 18km

跡津川断層帯 2km 18km * * * * 2km 18km

庄川断層帯（御母衣断層） 2km 16km * * * * 2km 16km

福井平野東縁断層帯※2 2km 18km * * * * 2km 18km

糸魚川-静岡構造線断層帯（糸魚川-静岡構造線活断層系） 4km 17km * * * * 4km 17km

地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討（4.3.1項）

地震調査研究推進本部の主要活断層帯の概略位置図（4.3.1項）

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定：4.3節地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定（1/3））－

※1 砺波平野断層帯は，砺波平野断層帯西部と砺波平野断層帯東部からなる。 ※2 福井平野東縁断層帯は，福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部からなる。

4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯について，地

震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値を整理した結果※を

下表（A）列に示す。

 特に，敷地から半径75km程度の範囲の主要活断層帯については，4.1節で検討した敷地周辺の地震発

生層上端深さ及び下端深さとの整合性を確認した結果，邑知潟断層帯の上端深さ（2km）及び砺波平野

断層帯・呉羽山断層帯の下端深さ（20km）は，それぞれ，4.1節で設定した上端深さ（3km）及び下端深さ

（18km）の範囲から外れることから，これら断層帯については，断層帯周辺における最新の地震の震源

分布（気象庁の震源データによるD10%，D90%）（下表(B)列）や地盤構造に係る詳細な知見（下表（C）列）

についても整理し，総合的に検討。

 上記の検討結果を下表（D）列に示す。

 邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見を整理した結果，邑知潟断層帯の地震発生層上端深

さは2～4.7kmと考えられるが，地震調査研究推進本部の知見を重視し，2kmと判断。

 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見を整理した結果，砺波平野断層帯・

呉羽山断層帯の地震発生層下端深さは16.8～20kmと考えられるが，地震調査研究推進本部の知見を

重視し，20kmと判断。
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※ 地震調査研究推進本部の知見は強震動評価の報告書とし，強震動評価が実施されていない場合は全国地震動予測地図とした。
全国地震動予測地図については，最新の2020年版には，断層モデル上端深さ及び下端深さは記載されているものの，地震発生層
上端深さ及び下端深さは記載されていないことから，2020年版に加え2014年版も参照することとした。また，本検討における全国地
震動予測地図の知見による地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値については，それぞれ「2020年版の断層モデル上端深さと
2014年版の地震発生層上端深さを比較して浅い方」及び「2020年版の断層モデル下端深さと2014年版の地震発生層下端深さを比
較して深い方」 とすることとした。
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紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

*：検討対象外



上図中の番号
断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

（A）

地震調査研究推進本部（2024b）

における断層の下端深さ

（B）検討結果

下端深さ

10 羽咋沖東断層（羽咋沖東撓曲） 15km 15km

11 羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲） 15km 15km

12 内灘沖断層（KZ4） 15km 15km

13 海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯） 15km 15km

14-1～2 門前断層帯（笹波沖断層帯（東部）・（西部）） 15km 15km

15 沖ノ瀬東方断層（前ノ瀬東方断層帯） 15km 15km

16-1～3 能登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメント） 15km 15km

17 輪島はるか沖断層（猿山岬北方沖断層） 15km 15km

20-1～2,21 七尾湾東方断層帯（富山湾西側海域断層（南部）・（北部）） 飯田海脚南縁断層（TB3） 15km 15km

8-1～2 ゲンタツ瀬・大グリ南東縁断層帯（FU1・FU2・FU3） 15km 15km

9 加佐ノ岬沖断層（KZ6） 15km 15km

18 能登半島北方沖断層* 15km 15km

19-1～2 舳倉島近海断層帯（NT1） 15km 15km

22 富山トラフ西縁断層（NT2・NT3） 15km 15km

23-1～3 上越沖断層帯（TB5・TB6・JO1・JO2・JO3） 15～20km 15～20km

75km

地震調査研究推進本部の海域活断層の概略位置図（4.3.2項）
地震調査研究推進本部（2024b）に一部加筆

▲：志賀原子力発電所

地震調査研究推進本部の海域活断層に係る知見による検討（4.3.2項）
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知見の拡充

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定： 4.3節地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定（2/3））－

※ 地震調査研究推進本部（2024b）には断層の上端深さについても記載されているが，反射断面の浅部（海底直下）において変位が
認められていることを踏まえ，原則として0kmとされている。一方で，本節の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討において，地
震発生層の上端深さについては，地震の震源分布及び速度構造による検討結果を踏まえて設定することとしていることから，ここ
では断層の下端深さのみを対象とした。
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地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海域活断層*

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

4.3.2 地震調査研究推進本部の海域活断層に係る知見による検討

 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された海域活断層について，地震

調査研究推進本部（2024b）における断層の下端深さを整理した結果※を下表（A）列に示す。

 特に，敷地から半径75km程度の範囲の海域活断層については，4.1節で設定した敷地周辺の地震発生

層下端深さとの整合性を確認した結果，いずれの断層についても，敷地周辺の地震発生層下端深さ

（18km）の範囲に含まれることを確認。

 上記の検討結果を下表（B）列に示す。



4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定（続き）
 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等に係る知見による地震発生層上端深さ及び下端深さの検討

結果を下記に示す。

 4.1節の検討結果（P.31）を踏まえ，上端深さが3kmより浅い断層及び下端
深さが18kmより深い断層は，地震調査研究推進本部により評価された値
を上端深さ及び下端深さとして設定し，上端深さが3kmより深い断層及び
下端深さが18kmより浅い断層は，安全側に，それぞれ上端深さを3km，
下端深さを18kmと設定する。 35

断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

検討結果

上端深さ 下端深さ

邑知潟断層帯（邑知潟南縁断層帯） 2km 18km

砺波平野断層帯※1（砺波平野断層帯（西部）・（東部））・呉羽山断層帯 4km 20km

森本・富樫断層帯 4km 18km

魚津断層帯 3km 18km

牛首断層帯 2km 18km

跡津川断層帯 2km 18km

庄川断層帯（御母衣断層） 2km 16km

福井平野東縁断層帯※2 2km 18km

糸魚川-静岡構造線断層帯（糸魚川-静岡構造線活断層系） 4km 17km

設定した地震発生層

上端深さ 下端深さ

2km 18km

3km※3 20km

3km※3 18km

3km 18km

2km 18km

2km 18km

2km 18km※3

2km 18km

3km※3 18km※3

主要活断層帯に係る知見による検討（4.3.1項）

※1
※2

砺波平野断層帯は，砺波平野断層帯西部と砺波平野断層帯東部からなる。
福井平野東縁断層帯は，福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部
からなる。

※3 安全側に，上端深さを3kmまたは下端深さを18kmと設定

断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

検討結果

下端深さ

羽咋沖東断層（羽咋沖東撓曲） 15km

羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲） 15km

内灘沖断層（KZ4） 15km

海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯） 15km

門前断層帯（笹波沖断層帯（東部）・（西部）） 15km

沖ノ瀬東方断層（前ノ瀬東方断層帯） 15km

能登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメント） 15km

輪島はるか沖断層（猿山岬北方沖断層） 15km

七尾湾東方断層帯（富山湾西側海域断層（南部）・（北部）） 飯田海脚南縁断層（TB3） 15km

ゲンタツ瀬・大グリ南東縁断層帯（FU1・FU2・FU3） 15km

加佐ノ岬沖断層（KZ6） 15km

能登半島北方沖断層* 15km

舳倉島近海断層帯（NT1） 15km

富山トラフ西縁断層（NT2・NT3） 15km

上越沖断層帯（TB5・TB6・JO1・JO2・JO3） 15～20km

設定した地震発生層

下端深さ

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

20km

海域活断層に係る知見による検討（4.3.2項）

地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海
域活断層

*

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定： 4.3節地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定（3/3））－



断層名 上端深さ 下端深さ
敷
地
近
傍

ふくうら

(1) 福浦断層 3 km 18 km
かぶといわおき

(2) 兜岩沖断層 3 km 18 km
ごばんじまおき

(3) 碁盤島沖断層 3 km 18 km

敷

地

周

辺

とぎ が わな ん がん

(4）富来川南岸断層 3 km 18 km
さかみ

(5) 酒見断層 3 km 18 km
びじょうさん

(6) 眉丈山第２断層 3 km 18 km
の と じ ま は ん う ら

(7) 能登島半の浦断層帯 3 km 18 km
あまみさきおき

(8) 海士岬沖断層帯 2 km 18 km
ささなみおき

(9-1) 笹波沖断層帯（東部） 2 km 18 km

(9-2) 笹波沖断層帯（西部） 2 km 18 km
さるやまおき

(10-1) 猿山沖セグメント 3 km 18 km
わじま おき

(10-2) 輪島沖セグメント 3 km 18 km
す ず おき

(10-3) 珠洲沖セグメント 3 km 18 km
ろっこう

(10-4) 禄剛セグメント 3 km 18 km

(11) NT2・NT3 3 km 18 km
と ぎ が わ

(12) 富来川断層 3 km 18 km
はくいおきひがし

(13) 羽咋沖東撓曲 3 km 18 km
はくいおきにし

(14) 羽咋沖西撓曲 3 km 18 km
おうちがたなんえん

(15) 邑知潟南縁断層帯 2 km 18 km
もりもと とがし

(16) 森本・富樫断層帯 3 km 18 km
ま えの せ とう ほ う

(17) 前ノ瀬東方断層帯 3 km 18 km
お き の せ

(18) 沖ノ瀬断層 3 km 18 km
の と

(19-1) 能都断層帯 3 km 18 km
と やまわん にしがわ かいいき

(20-1) 富山湾西側海域断層（南部） 3 km 18 km

(20-2) 富山湾西側海域断層（北部） 3 km 18 km
(20-3) TB3 3 km 18 km

と な み へ い や

(21-1) 砺波平野断層帯（西部） 3 km 20 km
さるやまみさきほっぽうおき

(22) 猿山岬北方沖断層 3 km 18 km
と な み へ い や

(23) 砺波平野断層帯（東部） 3 km 20 km
くれはやま

(24) 呉羽山断層帯 3 km 20 km

(25-1) KZ3 3 km 18 km
(25-2) KZ4 3 km 18 km
(26) KZ6 3 km 18 km
(27-1) FU1 3 km 18 km
(27-2) FU2 3 km 18 km
(27-3) FU3 3 km 18 km
(28) KZ5 3 km 18 km

うしくび

(29) 牛首断層帯 2 km 18 km
の と は ん と う ほっぽうおき

(30) 能登半島北方沖断層 3 km 18 km
あとつがわ

(31) 跡津川断層帯 2 km 18 km
うおづ

(32) 魚津断層帯 3 km 18 km

(33-1) TB5 3 km 20 km
(33-2) TB6 3 km 20 km
(33-3) JO1 3 km 20 km
(33-4) JO2 3 km 20 km
(33-5) JO3 3 km 20 km

み ぼ ろ

(34) 御母衣断層 2 km 18 km

(35) NT1 3 km 18 km
ふ く い へ い や と う え ん

(36) 福井平野東縁断層帯 2 km 18 km
いといがわ しずおかこうぞうせん

(37-1)糸魚川－静岡構造線活断層系(北部) 3 km 18 km

(37-2)糸魚川－静岡構造線活断層系(中北部) 3 km 18 km
(37-3)糸魚川－静岡構造線活断層系(中南部) 3 km 18 km
(37-4)糸魚川－静岡構造線活断層系(南部) 3 km 18 km 36

Ⅳ. 地震発生層の設定 －評価結果（4章 地震発生層の設定：まとめ）－

 震源として考慮する活断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを右表の通り設定した。
（申請時の地震発生層の設定（敷地周辺全域の上端深さを3km，下端深さを18kmに設定）を変更）

敷地周辺の断層の分布
（震源として考慮する活断層を表示）

コメントNo.16の回答

「上端深さを3kmかつ下端深さを18kmと設定する断層」以外の断層

(18)，(30)の断層は，地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海域活断層
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余白



No. 区分 コメント 回答概要 記載頁

1
地下構造評価

地震発生層の設定
資料構成

各種の検討に際しては，検討方針を示したうえで，検
討・評価を行い，その結果を踏まえた内容を結論に記載
すること。

• 各検討の冒頭に検討方針を示した。また，各検討の結論は，検討方針と対応するように記載した。 P.58,P.60,P.117～
118,P.120,P.142～
143,P.145,P.166～
167,P.184,P.186,

P.204,P.218,P.222
～223

2
地下構造評価

地震発生層の設定
資料構成

地震動評価の3要素（震源特性・伝播特性・増幅特性）
の観点から，各種の調査・検討がどの要素と対応してい
るのか分かるように資料に記載すること。

• 各種の調査・検討と地震動評価の3要素の関係を記載した。 P.55～57，P.227，
P.231，P.252，

P.270

3 地下構造評価 資料構成

解放基盤表面及び地震基盤の設定は，地下構造モデ
ルの設定の前提となることから，解放基盤表面の設定
については，1.1節の地質・地質構造の調査において説
明すること。また，地震基盤の設定についても，解放基
盤表面の設定と同様に，項目立てして，1章で説明する
こと。

• 解放基盤表面及び地震基盤の設定を項目立てし，解放基盤表面の設定については，「1.1.7 解放
基盤表面の設定」に，地震基盤の設定については，「1.2.8 地震基盤の設定」に記載した。

P.113～116，
P.140～141

4 地下構造評価 敷地の地質・地質構造

大深度ボーリング2孔（D-8.6孔及びK-13.6孔）の花崗岩
上面の高度差が約180mであるとの調査結果を踏まえ，
花崗岩上面の形状を考察したうえで，高度差が地震動
へ与える影響について検討すること。

【花崗岩上面の形状の考察について】
▪ 約460m離隔している2孔の大深度ボーリング（D-8.6孔及びK-13.6孔）の調査結果において，花崗

岩上面に約180mの高度差が認められることから，この花崗岩上面の形状について，以下の通り
考察した。

▪ 大深度ボーリング，重力探査及び反射法地震探査・VSP探査の結果から，敷地には花崗岩上面
に変位を与えるような断層は推定されない。

▪ 敷地の花崗岩は長期間にわたり，侵食作用を受けており，敷地周辺には敷地と同様の花崗岩上
面の凹凸形状が認められる。

▪ 以上のことから，2孔の大深度ボーリングで認められた花崗岩上面の高度差は，局所的な断層変
位ではなく，侵食作用による凹凸形状であると判断した。

【高度差が地震動へ与える影響について】
▪ K-13.6孔とD-8.6孔において花崗岩上面の高度差約180mが認められることから，二次元FEMモデ

ルを用いた地震動シミュレーションによる検討を実施することで，この高度差が地震動へ与える影
響を確認するとともに，観測記録を用いた検討の結果も踏まえ，花崗岩上面の高度差の影響を検
討した。

▪ 地震動シミュレーションによる検討は，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと
花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルにそれぞれ地震波を入力し，解放基盤
表面として設定したEL-10mにおける応答スペクトルを比較することで行った。花崗岩上面の高度
差は，上記の考察を踏まえ，K-13.6孔とD-8.6孔の花崗岩上面を滑らかに接続するようにモデル化
した。地震動シミュレーションによる検討の結果，応答スペクトルに顕著な違いはみられない。

▪ また，観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ
影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

▪ 以上のことから，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。

P.102～111

5 地下構造評価 敷地の地質・地質構造

第3'速度層・第4'速度層の影響検討について，地震動シ
ミュレーションの検討結果に，地震観測記録を用いた検
討結果も含めて，総合的に検討を行う方針を示したうえ
で，地震動へ与える影響の有無を示すこと。

• 検討方針として，地震動シミュレーションによる検討に加え，地震観測記録を用いた検討を含めて
総合的に行うことを示した。

• 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第3’速度層または第4’速度
層をモデル化した二次元FEMモデル及び第3’速度層または第4’速度層をモデル化しない二次元
FEMモデルによる応答に顕著な違いはみられないこと）及び1.3節において実施した観測記録を用
いた検討結果（敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考
えられること）より，第3’速度層及び第4’速度層は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられ
る。

P.90～98

38

Ⅴ. コメント回答の概要 －一覧表－ （1/3）

○ 今回説明するコメント回答の概要を示す。



No. 区分 コメント 回答概要 記載頁

6 地下構造評価 地震波トモグラフィー

Matsubara et al.(2022)の速度構造による地下構造の成
層性及び均質性の検討においては，1-1'断面及び2-2'
断面以外の断面も確認すること。

• 1-1’断面（東西断面）及び2-2’断面（南北断面）に加え，北東－南西方向及び北西－南東方向の
断面を追加し，敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の速度構造に顕著な不
整形がないことを確認した。

P.123～124，P.238

7 地下構造評価

単点微動探査

観測記録による
地下構造の検討

敷地の単点微動探査と水平アレー地震観測による検討
結果の整合性について記載すること。

• 単点微動探査による検討結果（周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著
な違いはないことから，敷地の地震基盤の形状に，顕著な不整形はないものと考えられること）と，
水平アレー地震観測記録を用いた検討結果（敷地の地震基盤以浅の速度構造（地震基盤の形状
を含む）に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないものと考えらえること）は整合的で
あることを確認した。

P.136，P.138～139

8 地下構造評価
観測記録による
地下構造の検討

地震観測記録を用いた到来方向の検討について，到来
方向を東西南北の4方位で検討しているが，方位を適切
に区分して検討すること。また，検討に用いる地震数が
少なくなる場合は，検討精度を確保できる範囲で用いる
地震の拡充を検討すること。

• 観測記録を用いた到来方向の検討について，到来方向を8方位で検討するとともに，検討に用い
る地震を拡充した。また，応答スペクトル比の図の縦軸を0.1～10に適正化した。

• 検討の結果，「1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討」，「1.3.3 水平アレー地
震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討」及び「1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到
来方向別）を用いた検討」 のいずれの検討についても，地震波の到来方向による顕著な違いはな
いことを確認した。

P.152～153，
P.155～158，
P.160～161

9 地下構造評価
観測記録による
地下構造の検討

地震観測記録を用いた到来方向の検討について，応答
スペクトル比がわかりやすくなるように，応答スペクトル
比の図の縦軸を適正化すること。

10 地下構造評価
観測記録による
地下構造の検討

深度別の応答スペクトルにおいて，周期0.2秒程度より
短周期側では，岩盤中においてはほとんど増幅がみら
れないとしているが，例えばEW方向の周期0.2秒から0.5
秒で増幅がみられること等の特徴について，地震動に
与える影響を考察すること。

• 検討に用いたいずれの地震についても，NS方向及びEW方向の周期0.2～0.7秒程度，並びにUD
方向の周期0.1～0.3秒程度では，EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する傾向にあり，NS方
向及びEW方向の周期0.7秒程度より長周期側，並びにUD方向の周期1～4秒程度では，EL-
1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する傾向にあり，増幅傾向がみられる周期帯に顕著な違
いはないことから，これらの増幅は敷地地盤固有の振動特性によるものと考えられる。

• この敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されていることを確認するため，設定し
た地下構造モデルの増幅がみられた観測点間の伝達関数（EL-10m/EL-100m及びEL-200m/EL-
1298m）を確認した結果，深度別応答スペクトルで増幅がみられた周期帯については，設定した地
下構造モデルの伝達関数においても1を上回るピークがみられ，敷地地盤の振動特性が地下構造
モデルに適切に反映されていることを確認した。

P.149，P.181，
補足資料P.25～52

11 地下構造評価
観測記録による
地下構造の検討

地下構造モデルの地盤増幅特性の妥当性確認につい
て，地震観測記録を直接用いた検討を行うこと。

• 設定した地下構造モデルの地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地
の鉛直アレー地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによる地震動シミュレーションを
行い，シミュレーション解析結果と観測記録を比較した。地震動シミュレーションは，設定した地下
構造モデルのEL-1298mに観測記録を入力し，解放基盤表面を設定した位置（EL-10m）の地震動
を評価した。

• シミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果，検討に用いたいずれの地震についても，シ
ミュレーション解析結果は観測記録に対して同程度あるいは大きいことから，設定した地下構造モ
デルは安全側に設定されていると考えられる。

P.187～191
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Ⅴ. コメント回答の概要 －一覧表－ （2/3）
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Ⅴ. コメント回答の概要 －一覧表－ （3/3）

No. 区分 コメント 回答概要 記載頁

12 地震発生層の設定
2007年能登半島地震に係

る知見による検討

能登半島周辺の地震の震源深さ分布について，断面図
にプロットした2007年能登半島地震の震源域の平面的
な範囲を確認するため，図中の矢視方向の直角方向か
らの深さ分布も示すこと。また，能登半島周辺のD10%・
D90%について，2007年能登半島地震の震源域の震源
データを除いたD10%・D90%を示すこと。

• 第1199回審査会合で示した矢視方向の直角方向からの深さ分布を追加した。同審査会合で示し
た矢視方向からの断面図と同様，2007年能登半島地震の震源域の震源深さが周囲に比べて浅
い傾向であることを確認した。

• また，能登半島周辺のD10%・D90%について，2007年能登半島地震の震源域の震源データを除い
たD10%・D90%を示した。

P.259～260

13 地震発生層の設定
2007年能登半島地震に係

る知見による検討

2007年能登半島地震発生日前後の震源深さ分布図に
ついて，2007年能登半島地震の震源域の震源が，発生
日前に比べて発生日後に浅くなっている。他の断層でも
同様なことが起きるのか検討すること。

• 能登半島周辺の地震の震源深さ分布において，2007年能登半島地震の震源域の震源深さが周
辺に比べて浅い傾向は，当該地震発生日より前においても認められることを確認した。 P.260

14 地震発生層の設定

地震調査研究推進本部の

主要活断層帯に係る

知見による検討

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さ及び砺波平野断
層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さについて，
地震調査研究推進本部の評価（邑知潟断層帯は2020，
砺波平野断層帯・呉羽山断層帯は2004）を踏まえても，
設定した地震発生層3～18kmが妥当であるか科学的に
説明すること。

• 邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見を整理した結果，邑知潟断層帯の地震発生層
上端深さは2～4.7kmと考えられるが，地震調査研究推進本部（2020,2014）を重視し，邑知潟断層
帯の地震発生層上端深さは2kmと判断した。

• 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見を整理した結果，砺波平野断
層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さは16.8～20kmと考えられるが，地震調査研究推進本
部（2004）を重視し，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さは20kmと判断した。

P.273，P.276，
P.279

15 地震発生層の設定

地震調査研究推進本部の

主要活断層帯に係る

知見による検討

邑知潟断層帯のD10%の検討に際しては，邑知潟断層
帯と関連のない2007年能登半島地震等の震源データの
影響がないよう，適切な範囲で再検討すること。

• 邑知潟断層帯のD10%及びD90%の検討では，邑知潟断層帯と関連のない2007年能登半島地震及
び2024年能登半島地震の震源データの影響が含まれない範囲で設定した。

• また，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯のD10%及びD90%の検討範囲についても同様に，砺波平野
断層帯・呉羽山断層帯と関連のない跡津川断層帯周辺の震源データの影響が含まれない範囲で
設定した。

P.274，P.277

16 地震発生層の設定 地震発生層の設定

敷地周辺において設定した地震発生層（上端深さ3km・
下端深さ18km）と異なる地震発生層を設定する断層に
ついては，その断層名及び地震発生層の設定値を明示
すること。

• 震源として考慮する活断層のうち敷地周辺において設定した地震発生層（上端深さ3km・下端深さ
18km）と異なる地震発生層を設定する断層の断層名及び地震発生層の設定値を明示した。

P.283
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Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.4－ （1/2）
コメントNo.4の回答

反射法地震探査（2016年）・VSP探査結果
（東西測線：深度断面）

大深度ボーリング
2孔（D-8.6孔及び
K-13.6孔）の花崗
岩上面の高度差
が約180mである
との調査結果を踏
まえ，花崗岩上面
の形状を考察①し
たうえで，高度差
が地震動へ与え
る影響について検
討②すること。

コメントNo.4 【回答の概要】（P.102～104）

【①花崗岩上面の形状の考察について】
○約460m離隔している2孔の大深度ボーリング（D-8.6孔及びK-13.6孔）の調査結果において，花崗岩上面に約180mの高度差が認められることから，この花崗岩上面の形状について，以

下の通り考察した。
○大深度ボーリング，重力探査及び反射法地震探査・VSP探査の結果から，敷地には花崗岩上面に変位を与えるような断層は推定されない。
• 大深度ボーリングK-13.6孔のコア観察の結果，花崗岩上面に変位を与えるような規模の断層は認められない（下図の（1））。
• 重力探査の結果，敷地近傍に顕著な線状の重力異常急変部は認められず，断層等による基盤標高の急激な変化は推定されない（下図の（2））。
• 反射法地震探査・VSP探査の結果，花崗岩上面に相当する反射面は連続しており，敷地の花崗岩上面に変位を与える断層は認められない（下図の（3））。

○敷地の花崗岩は長期間（1億年以上）にわたり，侵食作用を受けており，敷地周辺には敷地と同様の花崗岩上面の凹凸形状が認められる。
• 敷地の花崗岩（約1.9～1.4億年前）は，楡原階の堆積岩（約2500万年前）や，岩稲階の別所岳安山岩類（約2200～1500万年前）に覆われており，上位層が堆積するまでの間の長期間

（1億年以上）にわたり，侵食作用を受けていたと推定される。
• 敷地から海域にかけて連続して測線を配置した反射法地震探査・VSP探査の結果，花崗岩上面に相当する反射面に約200mの高度差が認められる（下図の（4））。
• 敷地周辺には，同様の花崗岩上面の凹凸形状が認められる（下図の（5））。

○以上のことから，2孔の大深度ボーリングで認められた花崗岩上面の高度差は，局所的な断層変位ではなく，侵食作用による凹凸形状であると判断した。

断面図
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大深度ボーリング，反射法地震探査（2016年）・VSP探査
位置図

←NW SE→

岩稲階
岩稲階
（約2200～

1500万年前）

楡原階
（約2500万年前）

楡原階

花崗岩

花崗岩
（約1.9～1.4億年前）

ノンコア
区間

（1）花崗岩上面の高度差が逆断層による変位により生じたと仮
定した場合，K-13.6孔において断層の出現が想定されるが，
K-13.6孔（EL+ 33.72m～EL-1,217.78m区間）には花崗岩上面
に変位を与えるような規模の断層は認められない。

断層（仮想） カッティングス観察により，
EL-1,370m以深で花崗岩を
確認

・②の回答は次頁

大深度ボーリングでの地層区分

：古第三系～新第三系
（安山岩，凝灰角礫岩，砂岩と頁岩の互層，礫層）

：花崗岩
（3）花崗岩上面に相当する反射面

は連続しており，敷地の花崗岩上
面に変位を与える断層は認めら
れない。

（4）花崗岩上面に相当す
る反射面に約200mの
高度差が認められる。

高度差
約200m

5km

志賀原子力発電所

敷地近傍のブーゲー異常図

（金沢大学・当社作成）

黒点は測定点
仮定密度：2,300kg/m3

コンター間隔：1mGal

（2）敷地近傍に顕著な線状の重
力異常急変部は認められない。

大深度ボーリング
D-8.6孔

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

大深度ボーリング
K-13.6孔

左図
断面位置

20304050607080

反射法地震探査
（2016年）・VSP探査

測線位置

（5）敷地周辺の花崗岩上面に
約60m程度の凹凸形状が
認められる。

Grn

敷地周辺（富来川断層北端付近）の地質断面図
（Grn：花崗岩・片麻岩）
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Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.4－ （2/2）
コメントNo.4の回答

コメントNo.4

【②高度差が地震動へ与える影響について】
○K-13.6孔とD-8.6孔において花崗岩上面の高度差約180mが認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討を実施することで，この高度差が

地震動へ与える影響を確認するとともに，観測記録を用いた検討の結果も踏まえ，花崗岩上面の高度差の影響を検討した。
○地震動シミュレーションによる検討は，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルにそれぞれ地震波を

入力し，解放基盤表面として設定したEL-10mにおける応答スペクトルを比較することで行った。花崗岩上面の高度差は，前頁の考察を踏まえ，K-13.6孔とD-8.6孔の花崗岩上面
を滑らかに接続するようにモデル化した。地震動シミュレーションによる検討の結果，応答スペクトルに顕著な違いはみられない。

○また，観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。
○以上のことから，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。

【回答の概要】（P.105～111）
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花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル

花崗岩上面の高度差をモデル化しない
二次元FEMモデル

EL-10ｍにおける
応答スペクトルを比較

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションの検討のイメージ

Vs=2.14km/s

Vs=3.16km/s

Vs=2.14km/s

Vs=3.16km/s

：花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル
：花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル

大深度ボーリング2孔（D-
8.6孔及びK-13.6孔）の花
崗岩上面の高度差が約
180mであるとの調査結果
を踏まえ，花崗岩上面の
形状を考察①したうえで，
高度差が地震動へ与え
る影響について検討②す
ること。

・①の回答は前頁

鉛直入射 斜め入射（+30°） 斜め入射（-30°）

EL-990m

EL-1190m

EL-990m

EL-1190m

花崗岩層 花崗岩層

Vs=1.56km/s

Vs=1.56km/s

Vs=1.96km/s Vs=1.96km/s

Vs=1.50km/s Vs=1.50km/s

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーション結果
（応答スペクトル）



Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.10－

深度別の応答スペクトルにおいて，周
期0.2秒程度より短周期側では，岩盤中
においてはほとんど増幅がみられない
としているが，例えばEW方向の周期0.2
秒から0.5秒で増幅がみられること等の
特徴について，地震動に与える影響を
考察すること。

コメントNo.10の回答

コメントNo.10 【回答の概要】（P.149，P.181，補足資料P.25～52）
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○検討に用いたいずれの地震についても，NS方向及びEW方向の周期0.2～0.7秒程度，並びにUD方向の周期0.1～0.3秒程度では，EL-100m
～EL-10mにおいて応答が増幅する傾向にあり，NS方向及びEW方向の周期0.7秒程度より長周期側，並びにUD方向の周期1～4秒程度で
は，EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する傾向にあり，増幅傾向がみられる周期帯に顕著な違いはないことから，これらの増幅は
敷地地盤固有の振動特性によるものと考えられる。

○この敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されていることを確認するため，設定した地下構造モデルの増幅がみられた観測
点間の伝達関数（EL-10m/EL-100m及びEL-200m/EL-1298m）を確認した結果，深度別応答スペクトルで増幅がみられた周期帯については，
設定した地下構造モデルの伝達関数においても1を上回るピークがみられ，敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されてい
ることを確認した。

NS方向 UD方向

EL+19.5m EL-10m EL-100m EL-200m EL-1298m

深度別の応答スペクトル（2024/01/02 石川県能登地方の地震）

設定した地下構造モデルの伝達関数

水平方向（S波）

鉛直方向（P波）

EL-10m/EL-100m

EL-10m/EL-100m

EL-200m/EL-1298m

EL-200m/EL-1298m

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

A
m

p.
周期(s)

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯

EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

0.
01

0.
1

1
10

10
0

10
00

10
00

0

(c
m

/s
 )2

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1

1 10 100

(cm
)

周  期(s)

速
 

度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

0.
01

0.
1

1
10

10
0

10
00

10
00

0

(c
m

/s
 )2

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1

1 10 100

(cm
)

周  期(s)

速
 

度
 

(cm/s)

(h=0.05)



0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

NS方向 EW方向 UD方向

(h=0.05) (h=0.05) (h=0.05)

P
se

u
d
o 

ve
lo

c
it
y(

c
m

/
s)

0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

0.01 0.1 1 10

0.01

0.1

1

10

100

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

Period(s)

NS方向 EW方向 UD方向

(h=0.05) (h=0.05) (h=0.05)

P
se

u
do

 v
e
lo

ci
ty

(c
m

/
s)

44

Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.11－
コメントNo.11の回答

コメントNo.11 【回答の概要】（P.187～191）

地下構造モデルの地盤増幅特性の妥当性確
認について，地震観測記録を直接用いた検討
を行うこと。

検討の概要

入力

観測記録（EL-1298m）

観測記録（EL-10m）
シミュレーション

解析結果（EL-10m）

E+F

出力

E+F
▽EL-10m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

▽EL-1298m

解放基盤表面

地震基盤

設定した地下構造モデル

○設定した地下構造モデルの地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地の鉛直アレー地震観測記録を用いて，
設定した地下構造モデルによる地震動シミュレーションを行い，シミュレーション解析結果と観測記録を比較した。地震動シミュレーショ
ンは，設定した地下構造モデルのEL-1298mに観測記録を入力し，解放基盤表面を設定した位置（EL-10m）の地震動を評価した。

○シミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果，検討に用いたいずれの地震についても，シミュレーション解析結果は観測記録
に対して同程度あるいは大きいことから，設定した地下構造モデルは安全側に設定されていると考えられる。

：観測記録

：シミュレーション解析結果

応答スペクトルを比較

2020/03/13 石川県能登地方の地震（M5.5）

2023/05/05 14:42 石川県能登地方の地震（M6.5）

シミュレーション解析結果と観測記録の応答スペクトルの比較



Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.14－
コメントNo.1４の回答
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コメントNo.14 【回答の概要】（P.273，P.276，P.279）

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さ及び砺波平野断層帯・呉羽山断
層帯の地震発生層下端深さについて，地震調査研究推進本部の評価
（邑知潟断層帯は2020，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯は2004）を踏ま
えても，設定した地震発生層3～18kmが妥当であるか科学的に説明す
ること。

○邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見を整理した結果，邑知潟断層帯の地震発生層上端深さは
2～4.7kmと考えられるが，地震調査研究推進本部（2020,2014）を重視し，邑知潟断層帯の地震発生層上端
深さは2kmと判断した。

○砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見を整理した結果，砺波平野断層帯・呉羽
山断層帯の地震発生層下端深さは16.8～20kmと考えられるが，地震調査研究推進本部（2004）を重視し，砺
波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さは20kmと判断した。

対象断層帯 知見 知見の概要 上端深さ

邑知潟断層帯

地震調査研究推進本部
（2020，2014）

• 全国地震動予測地図2020年版によれば，断層モデル上端深さは微小地震の発生
と地震基盤深さを参考に2kmと設定されている。

2km

当社による
気象庁の震源データに

基づく検討

• 1997年10月から2024年11月までの気象庁の震源データによる邑知潟断層帯周辺
のD10%は，4.7kmとなる。

4.7km

Iidaka et al.(2008)
• 中部日本を横断する測線において，屈折法地震探査を実施し，邑知潟断層帯周辺

のP波速度構造断面を評価している。
• P波速度構造断面によると，P波速度が5.8km/sの層の上端深さは3kmよりも深い。

3kmより深い

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さ 2km

 邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見を整理した結果，邑知潟断層帯の地震発生層上端深さは2～4.7kmと考えられる
が，地震調査研究推進本部（2020，2014）を重視し，邑知潟断層帯の地震発生層上端深さは2kmと判断する。

対象断層帯 知見 知見の概要 下端深さ

砺波平野断層帯
・呉羽山断層帯

地震調査研究推進本部
（2004）

• 強震動評価によれば，微小地震の深さ分布及び地盤構造の評価結果から，地震発
生層を深さ4～20kmと設定している。

20km

当社による
気象庁の震源データに

基づく検討

• 1997年10月から2024年11月までの気象庁の震源データによる砺波平野断層帯・呉
羽山断層帯周辺のD90%は，16.8kmとなる。

16.8km

Iidaka et al.(2003)
• 中部日本を横断する測線において，屈折法地震探査を実施し，砺波平野断層帯・

呉羽山断層帯周辺のP波速度構造断面を評価している。
• P波速度構造断面によると，コンラッド面深さは18km程度である。

18km程度

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さ 20km

 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見を整理した結果，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生
層下端深さは16.8～20kmと考えられるが，地震調査研究推進本部（2004）を重視し，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生
層下端深さは20kmと判断する。

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見に基づく検討結果

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見に基づく検討結果

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所



断層名 上端深さ 下端深さ
敷
地
近
傍

ふくうら

(1) 福浦断層 3 km 18 km
かぶといわおき

(2) 兜岩沖断層 3 km 18 km
ごばんじまおき

(3) 碁盤島沖断層 3 km 18 km

敷

地

周

辺

とぎ が わな ん がん

(4）富来川南岸断層 3 km 18 km
さかみ

(5) 酒見断層 3 km 18 km
びじょうさん

(6) 眉丈山第２断層 3 km 18 km
の と じ ま は ん う ら

(7) 能登島半の浦断層帯 3 km 18 km
あまみさきおき

(8) 海士岬沖断層帯 2 km 18 km
ささなみおき

(9-1) 笹波沖断層帯（東部） 2 km 18 km

(9-2) 笹波沖断層帯（西部） 2 km 18 km
さるやまおき

(10-1) 猿山沖セグメント 3 km 18 km
わじま おき

(10-2) 輪島沖セグメント 3 km 18 km
す ず おき

(10-3) 珠洲沖セグメント 3 km 18 km
ろっこう

(10-4) 禄剛セグメント 3 km 18 km

(11) NT2・NT3 3 km 18 km
と ぎ が わ

(12) 富来川断層 3 km 18 km
はくいおきひがし

(13) 羽咋沖東撓曲 3 km 18 km
はくいおきにし

(14) 羽咋沖西撓曲 3 km 18 km
おうちがたなんえん

(15) 邑知潟南縁断層帯 2 km 18 km
もりもと とがし

(16) 森本・富樫断層帯 3 km 18 km
ま えの せ とう ほ う

(17) 前ノ瀬東方断層帯 3 km 18 km
お き の せ

(18) 沖ノ瀬断層 3 km 18 km
の と

(19-1) 能都断層帯 3 km 18 km
と やまわん にしがわ かいいき

(20-1) 富山湾西側海域断層（南部） 3 km 18 km

(20-2) 富山湾西側海域断層（北部） 3 km 18 km
(20-3) TB3 3 km 18 km

と な み へ い や

(21-1) 砺波平野断層帯（西部） 3 km 20 km
さるやまみさきほっぽうおき

(22) 猿山岬北方沖断層 3 km 18 km
と な み へ い や

(23) 砺波平野断層帯（東部） 3 km 20 km
くれはやま

(24) 呉羽山断層帯 3 km 20 km

(25-1) KZ3 3 km 18 km
(25-2) KZ4 3 km 18 km
(26) KZ6 3 km 18 km
(27-1) FU1 3 km 18 km
(27-2) FU2 3 km 18 km
(27-3) FU3 3 km 18 km
(28) KZ5 3 km 18 km

うしくび

(29) 牛首断層帯 2 km 18 km
の と は ん と う ほっぽうおき

(30) 能登半島北方沖断層 3 km 18 km
あとつがわ

(31) 跡津川断層帯 2 km 18 km
うおづ

(32) 魚津断層帯 3 km 18 km

(33-1) TB5 3 km 20 km
(33-2) TB6 3 km 20 km
(33-3) JO1 3 km 20 km
(33-4) JO2 3 km 20 km
(33-5) JO3 3 km 20 km

み ぼ ろ

(34) 御母衣断層 2 km 18 km

(35) NT1 3 km 18 km
ふ く い へ い や と う え ん

(36) 福井平野東縁断層帯 2 km 18 km
いといがわ しずおかこうぞうせん

(37-1)糸魚川－静岡構造線活断層系(北部) 3 km 18 km

(37-2)糸魚川－静岡構造線活断層系(中北部) 3 km 18 km
(37-3)糸魚川－静岡構造線活断層系(中南部) 3 km 18 km
(37-4)糸魚川－静岡構造線活断層系(南部) 3 km 18 km

Ⅴ. コメント回答の概要 －コメントNo.16－
コメントNo.16の回答

4646

コメントNo.16

【回答の概要】（P.283）

敷地周辺において設定した地震発生層（上端深さ3km・下端深さ18km）と異なる地震発生層を設定する断層について
は，その断層名及び地震発生層の設定値を明示すること。

○震源として考慮する活断層のうち敷地周辺において設定した地震発生層（上端深さ3km・下端深さ18km）と異なる地
震発生層を設定する断層の断層名及び地震発生層の設定値を明示した。

敷地周辺の断層の分布
（震源として考慮する活断層を表示）

「上端深さを3kmかつ下端深さを18kmと設定する断層」以外の断層

(18)，(30)の断層は，地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海域活断層



はじめに
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○ ここでは，解釈別記２及び審査ガイドの記載事項を整理したうえで，地下構造評価及び地震発生層の設
定のフローを項目ごとに示す。

i. 地下構造評価（P.48～50）

ii. 地震発生層の設定（P.51～52）

○ なお，当資料の地下構造評価において設定する地下構造モデルは，「敷地ごとに震源を特定して策定す
る地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の両者の評価で用いる。

第1199回審査会合 資料1
P.22 再掲



解釈別記２の記載事項の整理

ⅰ.（1） 地下構造評価に係る解釈別記２の記載事項の整理

第４条（地震による損傷の防止）

５

一

四

【解釈別記２】（地下構造評価に係る部分の抜粋※）

第４条第３項に規定する「基準地震動」は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷地及び敷地周辺の地質・地質構造，地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定するこ
とが適切なものとし，次の方針により策定すること。

① 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため，敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価
するとともに，地震基盤の位置及び形状，岩相・岩質の不均一性並びに地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価すること。なお，評価の過程において，地下構造が成層か
つ均質と認められる場合を除き，三次元的な地下構造により検討すること。

② 上記①の評価の実施に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査
並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な手順と組合せで実施すること。

基準地震動は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について，解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定する
こと。
上記の「解放基盤表面」とは，基準地震動を策定するために，基盤面上の表層及び構造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面であって，著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを
持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう上記の「基盤」とは，おおむねせん断波速度Vs＝700m/s以上の硬質地盤であって，著しい風化を受けていないものとする。

基準地震動の策定に当たっての調査については，目的に応じた調査手法を選定するとともに，調査手法の適用条件及び精度等に配慮することによって，調査結果の信頼性と精度を確保すること。
また，上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の地震動評価においては，適用する評価手法に必要となる特性データに留意の上，地震波の伝
播特性に係る次に示す事項を考慮すること。

○ 地下構造評価にあたり，解釈別記２の記載事項を整理した。

48

項目 記載事項

解放基盤表面の設定
• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地盤であって，著しい風化を受けてい

ない位置に設定すること（以下，「➊解放基盤表面の位置」という）

敷地地盤の地下構造及び

地震波の伝播特性の評価

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は

三次元の物理探査等を適切な手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構

造等の地質構造を評価するとともに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並びに➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価する

こと

（➊～➎は把握すべき事項）

※ 下線は，下表の記載事項に対応する箇所として当社で追記

第1199回審査会合 資料1
P.23 一部修正



ⅰ.（2） 地下構造評価に係る審査ガイドの記載事項の整理

5. 地震動評価のための地下構造調査
5.1 調査方針

(1)

(2)

(3)

(4)

5.2 地下構造調査
5.2.1 広域地下構造調査（概査）

(1)

(2)

(3)
5.2.2 敷地近傍地下構造調査（精査）

(1)

(2)

【審査ガイド】（地下構造評価に係る部分の抜粋※1）

地下構造（地盤構造，地盤物性）の性状は敷地ごとに異なるため，地震動評価のための地下構造モデル作成に必要な地下構造調査に際しては，それぞれの敷地における適切な調査・手法が適
用されていることを確認する。
地下構造調査により，敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を把握するとともに，地震基盤・解放基盤の位置や形状，地下構造の三次元不整形性，岩相・岩
質の不均一性，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性が適切に把握できていることを確認する。
敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性，既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査及び二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順と組合せで実施されていることを確認する。
地震動評価の過程において，地下構造が成層かつ均質と認められる場合を除き，三次元的な地下構造により検討されていることを，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」により確認
する。

比較的長周期領域における地震波の伝播特性に大きな影響を与える，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤までの地下構造モデルを作成するための広域地下構造調査（概査）が，適切に
行われていることを確認する。
広域地下構造調査（概査）として，ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地震探査，電磁気探査，重力探査，微動アレイ探査及び水平アレイ地震動観測等による調査・探査・観測を適切な範
囲及び数量で実施していることを確認する。
震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影響を与える地殻構造調査として，弾性波探査や地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施していることを確認する。

比較的短周期領域における地震波の伝播特性に影響を与える，地震基盤から地表面までの地下構造モデルを作成するための敷地近傍地下構造調査（精査）が，適切に行われていることを確
認する。
敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造・地下構造を把握するため，ボーリング調査に加えて地震基盤相当に達する大深度ボーリング，物理検層，高密度な弾性波探
査，重力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直アレイ地震動観測及び水平アレイ地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施していることを確認する。

○ 地下構造評価にあたり，審査ガイドの記載事項を整理した。
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審査ガイドの記載事項の整理※2

項目 記載事項

敷地地盤の地下構造及び

地震波の伝播特性の評価

広域地下構造調査

（概査）

• 比較的長周期領域における地震波の伝播特性に大きな影響を与える，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤までの地下構造モデル

を作成するための広域地下構造調査（概査）を，適切に行うこと

• ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地震探査，電磁気探査，重力探査，微動アレイ探査及び水平アレイ地震動観測等による調査・

探査・観測を適切な範囲及び数量で実施すること

• 震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影響を与える地殻構造調査として，弾性波探査や地震動観測等を適切

な範囲及び数量で実施すること

敷地近傍地下構造調査

（精査）

• 比較的短周期領域における地震波の伝播特性に影響を与える，地震基盤から地表面までの地下構造モデルを作成するための敷地近傍

地下構造調査（精査）を，適切に行うこと

• 敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造・地下構造を把握するため，ボーリング調査に加えて地震基盤相当に

達する大深度ボーリング，物理検層，高密度な弾性波探査，重力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直アレイ地震動観測及び

水平アレイ地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施すること

※2 解釈別記２の記載事項と重複している事項は除いて整理

※1 下線は，下表の記載事項に対応する箇所として当社で追記

第1199回審査会合 資料1
P.24 一部修正
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○ 地下構造評価は，解釈別記２及び審査ガイドの記載事項を踏まえ，下記の流れで評価を行う。
 まず，「➊解放基盤表面の位置」，「➋敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造」，「➌地震基盤の位置及び形状」，「➍岩

相・岩質の不均一性」及び「➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性」を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施する。調査について
は，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等
を組み合わせて実施する。また，上記➊～➎を把握した結果を踏まえ，敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討し，地下構
造が成層かつ均質と認められるか評価を行う。（1章で説明）

 つぎに，地下構造が成層かつ均質と認められる場合は，調査により把握した敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性
を踏まえ，一次元の地下構造モデルを設定する。なお，地下構造が成層かつ均質と認められない場合は，別途，三次元的な地下構造により検討を行う。（2
章で説明）

 さらに，申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，地下構造モデルが適切に設定されていることを確認する。（3章で説
明）

○ 上記の内容を踏まえた地下構造評価のフローを下図に示す。

ⅰ.（3） 地下構造評価のフロー

Yes

No

敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，
一次元の地下構造モデルを設定

地下構造評価のフロー

2章 地下構造モデルの設定

地下構造が成層かつ均質

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，
地下構造モデルが適切に設定されていることを確認

3章 地下構造モデルの妥当性確認

➊ 解放基盤表面の位置

➋ 敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造

➌ 地震基盤の位置及び形状

➍ 岩相・岩質の不均一性

➎ 地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性

を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施し，

敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討

1章 地下構造の成層性及び均質性の評価

解釈別記２の記載事項

三次元的な地下構造
により検討

【解放基盤表面の設定】

• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される
自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地
盤であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること
（➊解放基盤表面の位置）

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の
調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，
ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺にお
ける地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとと
もに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並び
に➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること

第1199回審査会合 資料1
P.25 一部修正



○ 地震発生層の設定にあたり，審査ガイドの記載事項を整理した。

審査ガイドの記載事項の整理

4. 震源断層に係る調査及び評価
4.4 震源断層の評価

4.4.1 震源断層の評価における共通事項
(2)

(3)

【審査ガイド】（地震発生層の設定に係る部分の抜粋）※

地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生した地震の震源分布・キュリー点深度・速度構造データ等を参考に設定されているこ
とを確認する。ただし，地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテクトニクス的背景が，類似の地域における大地震の余震の
精密調査による観測点直下及びその周辺の精度の良い震源の深さが参考とされていることを確認する。
地震発生層は，調査結果から判明した浅さ限界・深さ限界を明らかにし，調査の不確かさを踏まえた浅さ限界・深さ限界が設定されているこ
とを確認する。
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ⅱ.（1） 地震発生層の設定に係る審査ガイドの記載事項の整理

項目 記載事項

地震発生層の設定

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生した➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造デー
タ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテクトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震

の深さを参考とすること

（➊～➍は把握すべき事項）

※下線は，下表の記載事項に対応する箇所として当社で追記

第1199回審査会合 資料1
P.26 再掲
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第1199回審査会合 資料1
P.27 一部修正

○ 地震発生層は，審査ガイドの記載事項を踏まえ，下記の流れで設定を行う。
• まず，敷地周辺の「➊地震の震源分布」，「➋キュリー点深度」及び「➌速度構造データ等」を把握し，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下

端深さを設定する。（4.1節で説明）
• つぎに，敷地周辺の「➍大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さ」を把握し，2007年能登半島地震及び2024年

能登半島地震の震源断層上端深さを設定する。（4.2節で説明）
• また，「地震調査研究推進本部の主要活断層帯等」の知見を踏まえ，敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定する。（「➊地

震の震源分布」及び「➌速度構造データ等」に関連，4.3節で説明）
○ 上記の内容を踏まえた地震発生層の設定のフローを下図に示す。

ⅱ.（2）地震発生層の設定のフロー

地震発生層の設定のフロー

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の

地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定



1. 地下構造の成層性及び均質性の評価
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○ 1章では，下図の地下構造評価のフローに基づき，「➊解放基盤表面の位置」，「➋敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造
等の地質構造」，「➌地震基盤の位置及び形状」，「➍岩相・岩質の不均一性」及び「➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性」を
把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施する。調査については，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記
録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を組み合わせて実施する。また，上記➊～➎を把握した結果を
踏まえ，敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討し，地下構造が成層かつ均質と認められるか評価を行う。

○ 敷地及び敷地周辺の調査の手法等の概要を次頁に示す。なお，敷地及び敷地周辺の調査は，「地質・地質構造の調査による地下構造の検
討」（1.1節），「物理探査による地下構造の検討」（1.2節）及び「観測記録による地下構造の検討」（1.3節）に分類して，説明する。

本章の説明範囲

（1）地下構造の成層性及び均質性の評価方法
1. 地下構造の成層性及び均質性の評価

Yes

No

敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，
一次元の地下構造モデルを設定

地下構造評価のフロー

2章 地下構造モデルの設定

地下構造が成層かつ均質

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，
地下構造モデルが適切に設定されていることを確認

3章 地下構造モデルの妥当性確認

➊ 解放基盤表面の位置

➋ 敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造

➌ 地震基盤の位置及び形状

➍ 岩相・岩質の不均一性

➎ 地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性

を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施し，

敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討

1章 地下構造の成層性及び均質性の評価

解釈別記２の記載事項

三次元的な地下構造
により検討

【解放基盤表面の設定】

• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される
自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地
盤であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること
（➊解放基盤表面の位置）

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の
調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，
ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺にお
ける地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとと
もに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並び
に➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること

第1199回審査会合 資料1
P.29 一部修正
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○ 前頁に示す➊～➎を把握するための敷地及び敷地周辺の調査については，比較的長周期領域を対象とした「広域地下構造調査（概査）」及び
比較的短周期領域を対象とした「敷地近傍地下構造調査（精査）」のそれぞれについて，地域特性及び既往文献の調査，既存データの収集・分
析，地震観測記録の分析，地質調査，ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を組み合わせて実施する。

○ 「広域地下構造調査（概査）」は敷地から半径30km程度以内の範囲，「敷地近傍地下構造調査（精査）」は敷地から半径5km程度以内の範囲を
対象として調査を行う。具体的な調査の手法及び範囲を下図に，調査の手法等の概要を次頁～次々頁に示す。

○ また，これら調査による地下構造の成層性及び均質性の評価の検討内容をP.58に示す。

（2）敷地及び敷地周辺の調査の概要
1. 地下構造の成層性及び均質性の評価 第1199回審査会合 資料1

P.30 一部修正

コメントNo.2の回答

審査ガイドの記載事項

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

●敷地近傍地下構造調査（精査）

• 比較的短周期領域における地震波の伝播特性に影響を与える，地
震基盤から地表面までの地下構造モデルを作成するための敷地近
傍地下構造調査（精査）を，適切に行うこと

• 敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造・
地下構造を把握するため，ボーリング調査に加えて地震基盤相当
に達する大深度ボーリング，物理検層，高密度な弾性波探査，重
力探査，微動アレイ探査等による調査・探査，鉛直アレイ地震動観
測及び水平アレイ地震動観測等を適切な範囲及び数量で実施する
こと

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

●広域地下構造調査（概査）

• 比較的長周期領域における地震波の伝播特性に大きな影響を与
える，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤までの地下構造モ
デルを作成するための広域地下構造調査（概査）を，適切に行うこ
と

• ボーリング及び物理検層，反射法・屈折法地震探査，電磁気探査，
重力探査，微動アレイ探査及び水平アレイ地震動観測等による調
査・探査・観測を適切な範囲及び数量で実施すること

• 震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路特性に影
響を与える地殻構造調査として，弾性波探査や地震動観測等を適
切な範囲及び数量で実施すること

敷地及び敷地周辺の調査の手法及び範囲

5km程度

▼地震基盤

▼解放基盤表面

▼地震発生層上端

30km程度

【広域地下構造調査（概査）】

敷地

ⓖ 浅層ボーリング調査（物理検層含む）

ⓗ 大深度ボーリング調査（物理検層含む）

ⓘ 反射法地震探査・VSP探査

ⓙ 微動アレー探査

ⓚ 単点微動探査

ⓛ 鉛直アレー地震観測

ⓜ 水平アレー地震観測

ⓝ 原子炉建屋基礎版上地震観測

℄

【敷地近傍地下構造調査（精査）】

ⓐ 地表地質調査
ⓑ 文献調査
ⓒ 音波探査
ⓓ 屈折法地震探査
ⓔ 重力探査

ⓑ 文献調査

ⓕ 広域微動探査

サイト特性

（増幅特性）

（地震基盤～解放基盤表面）

伝播経路特性

（伝播特性）

（地震発生層～地震基盤）

震源特性

（地震発生層）

※ 「1. 地下構造の成層性及び均質性の評価」における各調査は，地震動評価の3要素のうち『サイト特性』または『伝播経路特性』に対応し（詳細は次頁～次々頁），

「4. 地震発生層の設定」における各調査は，地震動評価の3要素のうち『震源特性』に対応する（詳細はP.227） 。

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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（3）調査の手法等の概要（1/2）
1. 地下構造の成層性及び均質性の評価 第1199回審査会合 資料1

P.31 一部修正

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

【調査の目的と各調査の対象及び手法（1/2）】

※ 赤字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容

：地質・地質構造の調査による地下構造の検討
：物理探査による地下構造の検討
：観測記録による地下構造の検討

調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊

解放基盤表面

の位置

の把握

敷地 EL-200m程度以浅
ⓖ 浅層ボーリング調査

地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

PS検層に基づくS波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.4項

ⓚ 単点微動探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.4項

➋

敷地及び敷地周辺の

地層の傾斜，断層及び

褶曲構造等の地質構造

の把握

敷地周辺 地表付近

ⓐ 地表地質調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

1.1.1～
1.1.2項

ⓑ 文献調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

ⓒ 音波探査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

敷地
EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

地震基盤以浅 ⓗ 大深度ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

➌

地震基盤

の位置及び形状

の把握

敷地周辺 地震基盤
ⓔ 重力探査 ブーゲー異常を確認する。 サイト特性 1.2.1項

ⓓ 屈折法地震探査 P波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.3項

敷地近傍 地震基盤 ⓙ 微動アレー探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.4項

敷地 地震基盤

ⓗ 大深度ボーリング調査 PS検層に基づくS波速度構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

ⓘ 反射法地震探査・VSP探査 反射断面を確認する。 サイト特性 1.2.5項

ⓚ 単点微動探査
地下の速度構造が反映されている微動H/Vスペクトル比
を敷地の複数の観測点で比較する。 サイト特性 1.2.7項
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（3）調査の手法等の概要（2/2）
1. 地下構造の成層性及び均質性の評価 第1199回審査会合 資料1

P.32 一部修正

コメントNo.2の回答

【調査の目的と各調査の対象及び手法（2/2）】

※ 赤字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容

：地質・地質構造の調査による地下構造の検討
：物理探査による地下構造の検討
：観測記録による地下構造の検討

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➍

岩相・岩質
の不均一性

の把握

敷地周辺 地表付近

ⓐ 地表地質調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

1.1.1～
1.1.2項

ⓑ 文献調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

ⓒ 音波探査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性

敷地
EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.3項

地震基盤以浅 ⓗ 大深度ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 1.1.5項

➎

地震波速度構造等

の地下構造及び

地盤の減衰特性

の把握

敷地周辺

地震基盤 ⓓ 屈折法地震探査 P波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.3項

地震基盤より深部

ⓑ 文献調査 屈折法地震探査に基づくP波速度構造を確認する。 伝播経路特性 1.2.3項

ⓑ 文献調査 地震波トモグラフィーに基づくP波速度構造・S波速度構造
を確認する。

伝播経路特性 1.2.2項

ⓕ 広域微動探査
地下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に
基づき複数の観測点ペアで評価した群速度を比較する。 伝播経路特性 1.2.6項

敷地近傍 地震基盤 ⓙ 微動アレー探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 1.2.4項

EL-200m程度以浅 ⓖ 浅層ボーリング調査
PS検層に基づくP波速度構造・S波速度構造，密度試験に
基づく密度構造及びQ値測定に基づく減衰構造を確認す
る。

サイト特性 1.1.4項，
1.1.6項

敷地
地震基盤以浅

ⓗ 大深度ボーリング調査
PS検層に基づくP波速度構造・S波速度構造，密度検層に
基づく密度構造及びQ値測定に基づく減衰構造を確認す
る。

サイト特性 1.1.5～
1.1.6項

ⓜ 水平アレー地震観測 観測点間の応答スペクトル比を確認し，地震波の到来方
向ごとに比較する。

サイト特性 1.3.3～
1.3.4項

ⓛ 鉛直アレー地震観測
自由地盤地震観測点の深度別応答スペクトルを確認する。
観測点間の応答スペクトル比を確認し，地震波の到来方
向ごとに比較する。

サイト特性
1.3.1～
1.3.2項

ⓝ 原子炉建屋基礎版上地震観測 原子炉建屋基礎版上における加速度時刻歴波形及び応
答スペクトルを1号と2号で比較する。

サイト特性 1.3.5項
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1. 地下構造の成層性及び均質性の評価

（4）地下構造の成層性及び均質性の評価の検討内容
第1199回審査会合 資料1

P.33 一部修正

コメントNo.3,7の回答

【検討内容】 紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

コメントNo.1，3の回答

1.1～1.3節の検討の結果を踏まえ，地下構造の成層性及び均質性を評価

地質・地質構造の調査による地下構造の検討（1.1節）

地震基盤以浅の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，

「敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等

の地質構造」，「岩相・岩質の不均一性」並びに「敷地の地震基盤

以浅の速度構造，減衰特性」に関する地質・地質構造の調査によ

る検討を実施する（1.1.1～1.1.6項）。

また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の解放基盤表面を設定す

る（1.1.7項）。

検
討
方
針

物理探査による地下構造の検討（1.2節）

地震基盤の位置及び形状，地震基盤より深部の地下構造の成層

性及び均質性を評価するため，「地震基盤の位置及び形状」，「地

震基盤より深部の速度構造」に関する物理探査による検討を実施

する（1.2.1～1.2.7項）。

また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の地震基盤を設定する

（1.2.8項）。

検
討
方
針

敷地の鉛直アレー地震観測記録により敷地地盤の増幅特性を把

握する（1.3.1項）とともに，地震基盤以浅の地下構造の成層性及び

均質性を評価するため，敷地内の複数地点で得られた地震観測

記録を比較，検討する（1.3.2～1.3.5項）。

検
討
方
針

観測記録による地下構造の検討（1.3節）

1.2.1 重力探査

 敷地周辺の地震基盤の形状を把握するため，敷地周辺の

ブーゲー異常図及び水平一次微分図を確認。

1.2.2 地震波トモグラフィー

 敷地周辺の地震基盤より深部（深さ5km程度以深）の速度構

造を把握するため，地震波トモグラフィーに基づくP波速度構

造及びS波速度構造を確認。

1.2.3 屈折法地震探査

 敷地周辺の地震基盤の位置及び形状，並びに地震基盤より

深部の速度構造を把握するため，文献及び当社による屈折

法地震探査に基づくP波速度構造を確認。

1.2.4 微動アレー探査

 敷地近傍の地震基盤の位置及び形状を把握するため，微動

アレー探査に基づくS波速度構造を確認し，地震基盤に相当

する層の上面の深さを複数の地点で比較。

1.2.5 反射法地震探査・VSP探査

 敷地の地震基盤の位置及び形状を把握するため，大深度

ボーリング孔を用いたVSP探査及び海陸連続で測線を配置し

た反射法地震探査に基づく反射断面を確認。

1.2.6 広域微動探査

 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把握するため，地

下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に基づき

複数の観測点ペアで評価した群速度を比較。

1.2.7 単点微動探査

 敷地の地震基盤の形状を把握するため，地下の速度構造が

反映されている微動H/Vスペクトル比を敷地の複数の観測点

で比較。また，水平アレー地震観測記録を用いた検討結果と

の整合性を確認。

1.2.8 地震基盤の設定

 敷地の地震基盤は，「基準地震動及び耐震設計方針に係る

審査ガイド」の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえて設定。

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討

 敷地の増幅特性（地震基盤～解放基盤表面）を把握するため，

自由地盤地震観測点における深度別（EL+19.5m，EL-10m，

EL-100m，EL-200m，EL-1298m）の応答スペクトルより増幅傾

向を確認。

1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討

 敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象に特異な速度構造の

有無を確認するため，自由地盤地震観測点における応答スペ

クトル比（EL-10m／EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比

較。

1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討

 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認

するため，水平アレー地震観測点（地表）間の応答スペクトル

比を地震波の到来方向ごとに比較。

1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討

 敷地の地震基盤～EL-200mを対象に特異な速度構造の有無

を確認するため，EL-200mの地震観測点間の応答スペクトル

比（自由地盤EL-200m／2号原子炉建屋直下EL-200m）を地

震波の到来方向ごとに比較。

1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討

 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認

するため，1号原子炉建屋基礎版上及び2号原子炉建屋基礎

版上での加速度時刻歴波形及び応答スペクトルを比較。

1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造

 敷地周辺の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，

並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査

等の地質調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造

 敷地近傍の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，

並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査

等の地質調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.3 敷地の地質・地質構造

 敷地の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並び

に岩相・岩質の不均一性を把握するため，ボーリング調査等

の地盤調査結果から地質・地質構造を確認。

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造を把握する

ため，26孔の浅層ボーリングで実施したPS検層結果を確認。

 原子炉設置位置周辺の第3速度層上面の形状を把握するた

め，敷地の複数の観測点で，微動H/Vスペクトル比を用いた

逆解析により第3速度層上面の標高を推定。

 周囲と異なる速度特性を示す範囲（第3’速度層及び第4’速度

層）が地震動へ与える影響を把握するため，二次元FEMモデ

ルを用いた地震動シミュレーション等による検討を実施。

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

 原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質，速度構造を把

握するため，2孔で実施した大深度ボーリング調査結果を確認。

 大深度ボーリング2孔における花崗岩上面の高度差が地震動

へ与える影響を把握するため，二次元FEMモデルを用いた地

震動シミュレーション等による検討を実施。

1.1.6 原子炉設置位置付近の減衰構造（地震基盤以浅）

 原子炉設置位置付近の減衰特性を把握するため，2孔で実施

したQ値測定結果を確認。

1.1.7 解放基盤表面の設定

 敷地の解放基盤表面は，解釈別記２の記載事項及び敷地地

盤の特徴を踏まえて設定。

P.59～118 P.119～143 P.144～166

P.167



1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討
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※ 青字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容

検討方針
1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討

○ 地震基盤以浅の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，「敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造」，
「岩相・岩質の不均一性」並びに「敷地の地震基盤以浅の速度構造，減衰特性」に関する地質・地質構造の調査による検討を実施する（1.1.1～
1.1.6項）。

○ また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の解放基盤表面を設定する（1.1.7項）。

：地質・地質構造の調査による地下構造の検討

調査項目 調査方法 調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

詳細説明
水平方向 深さ方向 種別 内容

1.1.1 敷地周辺の地質・地質構
造

敷地周辺の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等
の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把
握するため，地表地質調査等の地質調査結果
から地質・地質構造を確認する。

➋敷地及び敷地周辺の地層
の傾斜，断層及び褶曲構造
等の地質構造

並びに
➍岩相・岩質の不均一性
の把握

敷地周辺
（半径30km）

地表付近
ⓐ地表地質調査
ⓑ文献調査
ⓒ音波探査

地質・地質構造を確認する。 サイト特性 P.61～64

1.1.2 敷地近傍の地質・地質構
造

敷地近傍の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等
の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把
握するため，地表地質調査等の地質調査結果
から地質・地質構造を確認する。

➋敷地及び敷地周辺の地層
の傾斜，断層及び褶曲構造
等の地質構造

並びに
➍岩相・岩質の不均一性
の把握

敷地近傍
（半径5km）

地表付近
ⓐ地表地質調査
ⓑ文献調査
ⓒ音波探査

地質・地質構造を確認する。 サイト特性 P.65～66

1.1.3 敷地の地質・地質構造

敷地の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地
質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握す
るため，ボーリング調査等の地盤調査結果から
地質・地質構造を確認する。

➊解放基盤表面の位置
並びに

➋敷地及び敷地周辺の地層
の傾斜，断層及び褶曲構造
等の地質構造

並びに
➍岩相・岩質の不均一性
の把握

敷地 EL-200m程度
以浅 ⓖ浅層ボーリング調査 地質・地質構造を確認する。 サイト特性 P.67～79

1.1.4 原子炉設置位置付近の速
度構造等（EL-200m以浅）

原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構
造を把握するため，26孔の浅層ボーリングで実
施したPS検層結果を確認する。

➊解放基盤表面の位置
並びに

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地 EL-200m程度
以浅 ⓖ浅層ボーリング調査

PS検層に基づくP波速度
構造・S波速度構造及び密
度試験に基づく密度構造
を確認する。

サイト特性 P.80～83

原子炉設置位置周辺の第3速度層上面の形状
を把握するため，敷地の複数の観測点で，微動
H/Vスペクトル比を用いた逆解析により第3速度
層上面の標高を推定する。

➊解放基盤表面の位置
並びに

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
EL-200m程度

以浅 ⓚ単点微動探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 P.88～89

周囲と異なる速度特性を示す範囲（第3’速度層
及び第4’速度層）が地震動へ与える影響を検
討するため，二次元FEMモデルを用いた地震動
シミュレーション等による検討を実施する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地 EL-200m程度
以浅 - - サイト特性 P.90～98

1.1.5 原子炉設置位置付近の速
度構造等（地震基盤以浅）

原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質，
速度構造を把握するため，2孔で実施した大深
度ボーリング調査結果を確認する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地 地震基盤以浅 ⓗ大深度ボーリング調査
PS検層に基づくS波速度
構造及び密度検層に基づ
く密度構造を確認する。

サイト特性 P.99～101

大深度ボーリング2孔における花崗岩上面の高
度差が地震動へ与える影響を検討するため，二
次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーショ
ン等による検討を実施する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地 地震基盤以浅 - - サイト特性 P.102～111

1.1.6
原子炉設置位置付近の減
衰構造（地震基盤以浅）

原子炉設置位置付近の減衰特性を把握するた
め，2孔で実施したQ値測定結果を確認する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地 地震基盤以浅
ⓖ浅層ボーリング調査
ⓗ大深度ボーリング調査

Q値測定に基づく減衰構造
を確認する。 サイト特性 P.112
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30km

5km

石動山

高爪山

志賀原子力
発電所

宝達山

C C'

A
'

A

敷地を中心とした半径30km範囲（陸域） （1/2）
1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造

○ 敷地周辺の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査等の地
質調査結果から地質・地質構造（敷地周辺の地質・地質構造で説明済み）を確認した。

○ 敷地周辺陸域の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接覆っている。花崗岩の露岩域は，高爪山，眉丈山南
東縁，石動山及び宝達山周辺に限定されている。

○ 敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。邑知潟平野南側では，NNE-SSW方向及びNE-SW方向を示す
褶曲とE-W方向を示す褶曲が認められる。

【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】
第1193回審査会合 資料2-1

P.44 一部修正

敷地周辺陸域の地質分布図

（絈野（1993）等を踏まえ，地表地質調査結果，各種分析結果を加味し，当社作成）



敷地周辺陸域の地質断面図（当社作成）

【地質断面図】
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敷地を中心とした半径30km範囲（陸域） （2/2）
1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造 【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】

第1193回審査会合 資料2-1
P.45 再掲



志賀原子力発電所
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○A層は，水深約140m以浅の大陸棚のほとんどの海域に分布する。

○B層は，海士岬以北の海域の一部を除くほぼ全域に分布しており，水深約140m以浅ではA層に覆われている。

○C層は，海士岬以北の海域の一部を除くほぼ全域に分布しており，ほとんどが上位層に覆われている。

○D層は，ほぼ全域に分布するが安右エ門礁，前ノ瀬及び長平礁付近等を除き，上位層に覆われている。

敷地前面調査海域の海底地質図

0 10km

No.3測線

No.9測線
2'2

1 1'

（音波探査により取得したデータをもとに当社作成）

凡 例

敷地を中心とした半径30km範囲（海域） （1/2）
1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造 【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】

第1193回審査会合 資料2-1
P.53 再掲

【敷地前面調査海域 海底地質図】
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○北部海域は，笹波沿岸及び前ノ瀬・長平礁周辺の顕著なD層の隆起で特徴づけられる。

笹波沿岸の隆起帯の西方及び南西方に小規模なD層の隆起が認められ，前ノ瀬・長平礁周辺の隆起帯の東方にも小規模なD層の隆起が認め
られる。これら小隆起帯の北西縁及び西縁の地層は急傾斜している。

○南部海域は，南西方向に広がる堆積盆地と，厚く堆積するC層及びB層で特徴づけられる。

C層及びB層中にはN-S方向に伸びる2条の褶曲が認められ，これらの褶曲は東翼が急傾斜している。

凡 例

No.3測線（北部海域）

No.9測線（南部海域）

←W E→

1 1'

←W E→

2'2

【敷地前面調査海域 海底地質断面図】

敷地前面調査海域の海底地質断面図

（音波探査により取得したデータをもとに当社作成）
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敷地を中心とした半径30km範囲（海域） （2/2）
1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造 【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】

第1193回審査会合 資料2-1
P.54 再掲
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5km

３ ３’

２ ２’

１ １’

４’

４

５’

５

地質分布図

地質断面線

凡 例

敷地を中心とした半径5km範囲 （1/2）
1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造

○ 敷地近傍の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査等の地質調査結果
から地質・地質構造を確認した。

○ 海岸に沿って広く分布する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は，敷地北方で緩く東に傾斜する凝灰岩を挟む。岩稲階を不整合に覆う草木
互層，浜田泥岩層，赤浦砂岩層及び出雲石灰質砂岩層（非石灰質部）は，海岸より東方で，別所岳安山岩類上面の凹地を埋積しており，大局
的には北から南に向かって順次新しい地層が分布する。これらの地層の傾斜は，概ね水平ないし10°程度を示している。

○ 中位段丘堆積層は，ほぼ水平または海側方向に非常に緩く傾斜して分布する。
○ 海岸に露出する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は海域のD2層に対比され，D2層は沖合い方向に徐々に深度を増す。その上部には水深

20m以浅の汀線部を除き，C層，B層，A層が分布し，A層及びB層は海底面とほぼ平行して堆積している。

【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】
第1193回審査会合 資料3-1

P.35 一部修正



地質断面図

１’

２’

３’

４’

１

２

３

５’５

４

←W（海側）

←W（海側）

←W（海側）

E（山側）→

E（山側）→

E（山側）→

←N S→

←N S→

【地質断面図】
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凡 例

断層

敷地を中心とした半径5km範囲 （2/2）
1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造 【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】

第1193回審査会合 資料3-1
P.36 再掲



２号 １号
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○ 敷地の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，ボーリング調査等の地盤調
査結果から地質・地質構造を確認した。調査位置を下図に示す。

調査位置図
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1
1
0
0

2
0
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表土はぎ※

斜めボーリング孔※

岩盤調査坑※

鉛直ボーリング孔

トレンチ※

試掘坑・試験坑・斜坑

凡 例

水平ボーリング孔※

基礎掘削面（１・２号，防潮堤建設時の掘削範囲）

反射法地震探査，VSP探査測線（CMP番号）
70

調査位置図
1.1.3 敷地の地質・地質構造 【敷地の地質・地質構造で説明済み】

第1121回審査会合 資料1-1
P.2-3 一部修正

※水平ボーリング，斜めボーリング，トレンチ，表土はぎ，岩盤調査坑については，

敷地内断層の分布・性状等を確認するために実施した調査であり，以降の資料
には用いていない。



敷地の地質分布図

凡 例

②’

②

①’

① ２号原子炉建屋

１号原子炉建屋
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○ 敷地の地質は，新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類と，これを覆う第四紀の堆積物からなる。

○ 別所岳安山岩類は，敷地に広く分布しており，安山岩を主体とし，凝灰角礫岩を挟在する。

○ 第四紀の堆積物は，段丘堆積層，崖錐堆積層及び沖積層からなる。

※当資料で示す「敷地」は，原子炉建屋
等を含む周辺監視区域に相当する範
囲を示している。（設置変更許可申請
書における「敷地」は，大坪川ダム周
辺を含む当社の所有地の範囲を示し
ている。）敷地※

1.1.3 敷地の地質・地質構造

敷地全体 （1/2）
【敷地の地質・地質構造で説明済み】

第1121回審査会合 資料1-1
P.1-10 一部修正



敷地の地質断面図

【地質断面図】

69

２号原子炉建屋

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

断層

1.1.3 敷地の地質・地質構造

敷地全体 （2/2）
【敷地の地質・地質構造で説明済み】

第1121回審査会合 資料1-1
P.1-11 一部修正



原子炉設置位置付近 （1/9）
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○ 原子炉設置位置付近の地質は，別所岳安山岩類の安山岩（均質），安山岩（角礫質）及び凝灰角礫岩からなる。

地質水平断面図（EL-4.7m）

矢印（ ）の向きは断層の傾斜方向を示す
（B-1の傾斜はほぼ90°）

別所岳安山岩類 安山岩（均質）

別所岳安山岩類 安山岩（角礫質）

別所岳安山岩類 凝灰角礫岩

1.1.3 敷地の地質・地質構造 【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-12 一部修正



原子炉設置位置付近 （2/9）

【敷地の別所岳安山岩類の産状】

岩石試験一覧表※

※敷地全域のボーリングコア等による３岩種の平均物性値〔志賀
原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書（２号原子炉の増
設）参照〕

・別所岳安山岩類の３岩種のうち，安山岩（均質）は他
の２岩種に比べて硬質である（岩石試験一覧表）

岩種 産状

安山岩（均質） 岩相が比較的均質な安山岩質溶岩。暗灰色を呈し，緻密で堅硬である。節理は
比較的多く認められる。岩石組織は一様である。

安山岩（角礫質） 角礫状を呈する安山岩質溶岩。暗灰色ないし赤褐色を呈し，安山岩の大小の礫
を含む。基質は比較的堅硬である。また，節理も少なく塊状であり，礫と基質の
境界は不明瞭な場合が多い。

凝灰角礫岩 節理が少なく塊状で，色調の異なる安山岩質の小礫から中礫を含み，礫と基質
の境界は明瞭であり密着している。また，堆積構造が認められる場合がある。

安山岩（均質） 安山岩（角礫質） 凝灰角礫岩

岩 　   　　種  安山岩（均 質）
安 山 岩

（角礫質）
凝灰角礫岩

岩　級　区　分 Ａａ Ｂａ Ｂｂ Ｂｂ

試  験  個  数 21 123 317 151 

　 平 均 値 2.71 2.68 2.27 2.28 

(ｇ/cm3) 標準偏差 0.06 0.05 0.09 0.08 

　 平 均 値 1.12 1.34 12.58 12.14 

（％） 標準偏差 0.58 0.56 2.45 2.92 

　 平 均 値 2.98 3.53 25.28 24.62 

（％） 標準偏差 1.41 1.37 3.61 4.40 

試  験  個  数 21 123 317 151 

平 均 値 5.65 5.53 3.79 3.77 

超 (km/s) 標準偏差 0.23 0.25 0.41 0.42 

音 平 均 値 3.06 2.98 1.90 1.89 

波 (km/s) 標準偏差 0.10 0.18 0.23 0.22 

速 65.1 61.9 21.8 21.8 

度 (×10３Ｎ/mm2) (66.4) (63.1) (22.2) (22.2)

測 (×10４kg/cm2) 4.9 7.5 5.7 5.5 

定 (5.0) (7.6) (5.8) (5.6)

平 均 値 0.29 0.29 0.33 0.33 

標準偏差 0.02 0.02 0.02 0.02 

試  験  個  数 21 123 317 151 

156.2 147.9 14.9 16.4 

(Ｎ/mm2) (1,593) (1,508) (152) (167)

(kg/cm2) 34.9 33.8 6.1 6.4 

(356) (345) (62) (65)

59.6 57.3 12.0 12.3 

(×10３Ｎ/mm2) (60.8) (58.4) (12.2) (12.5)

(×10４kg/cm2) 7.4 8.5 5.5 4.8 

(7.5) (8.7) (5.6) (4.9)

平 均 値 0.25 0.25 0.25 0.24 

標準偏差 0.02 0.03 0.06 0.07 

試  験  個  数 4 33 65 42 

10.8 9.8 1.5 1.7 

(Ｎ/mm2) (110) (100) (15) (17)

(kg/cm2) 2.6 0.6 0.6 

(26) (6) (6)

引

張

試

験

一

軸

圧

縮

試

験

－

力

学

試

験

物

理

試

験

一軸圧縮強度

動ポアソン比

静 弾 性 係 数

静ポアソン比

引 張 強 度

動 弾 性 係 数

Ｓ 波 速 度

Ｐ 波 速 度

標準偏差

平 均 値

平 均 値

平 均 値

標準偏差

標準偏差

標準偏差

平 均 値

密 度

吸 水 率

有 効 間 隙 率
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○敷地に分布する別所岳安山岩類は，安山岩と凝灰角礫岩からなる。安山岩は岩相により，安山岩（均質）と安山岩（角礫質）に区分され
る。3岩種の産状は以下の通り。

【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-5 一部修正

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （3/9）

【7－7’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-13 一部修正

地質鉛直断面図（7－7’断面）

2号
タービン建屋

1号
タービン建屋

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （4/9）

【9－9’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-14 一部修正

地質鉛直断面図（9－9’断面）

2号
原子炉建屋 1号

原子炉建屋

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （5/9）

【11－11’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-15 一部修正

地質鉛直断面図（11－11’断面）

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （6/9）

【E－E’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-16 一部修正

地質鉛直断面図（E－E’断面）

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （7/9）

【R－R’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-17 一部修正

地質鉛直断面図（R－R’断面）

2号
タービン建屋

2号
原子炉建屋

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （8/9）

【I－I’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-18 一部修正

地質鉛直断面図（I－I’断面）

1号
タービン建屋

1号
原子炉建屋

1.1.3 敷地の地質・地質構造



原子炉設置位置付近 （9/9）

【K－K’断面】
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【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.2-19 一部修正

地質鉛直断面図（K－K’断面）

1.1.3 敷地の地質・地質構造
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2号原子炉建屋底盤 岩級区分図

1.1.3 敷地の地質・地質構造

○ 2号原子炉建屋底盤の岩盤にはほとんど変質部は認められず，主に Ba 級， Bb 級の岩級区分を示す安山岩が広く分布している。

原子炉設置位置

0 5 10m

級岩盤

級岩盤

級岩盤

級岩盤

級岩盤

安山岩（均質）

安山岩（角礫質）

凝灰角礫岩

安山岩礫

岩級区分境界

断層及び断層名

節 理

変 質 部

凝灰質な細粒部

岩級 特徴

・ハンマの軽打で高
音を発する。
・節理間隔5cm～
50cm程度である。
・ハンマの打撃で鋭
利な割れ口ができ
るか割れ目から砕
ける。

・ハンマの軽打で低
音を発する。
・節理間隔5cm程度
以下である。
・ハンマの打撃で容
易に砕ける。

岩級 特徴

・ハンマの軽打で中
高音を発する。
・節理はほとんどな
く，ヘアクラック程度
のひび割れがあり，
間隔5cm程度以上
である。
・ハンマの打撃で鈍
い割れ口ができる。

・ハンマの軽打で低
音を発する。
・節理あるいはヘア
クラック程度のひび
割れがあり，間隔
5cm程度以下である。
・ハンマの打撃で容
易に砕ける。

安山岩（均質） 安山岩（角礫質），凝灰角礫岩

Ba

Ca

Bb

Cb

岩級区分基準

第1199回審査会合 資料1
P.54 再掲
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○ 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造を把握するため，下図に示す26孔の浅層ボーリングで実施したPS検層結果（ダウンホール
法）を確認した。

C-9’A-9 E-9 2T-4

G-9

I-13

I-11

V-6

V-2

X-4

T-4

2X-4 K-9 M-9

I-5

I-9

2号原子炉建屋

調査位置図

2V-6

R-9

2V-2

R-7

R-5

R-11

R-13

R-15

I-7

R-3

1号原子炉建屋

●：浅層ボーリングにおけるPS検層実施孔

調査位置図
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.55 再掲
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○ 原子炉設置位置付近の東西方向（R－R’断面）の速度層区分は，PS検層実施孔で得られた弾性波速度（Vp，Vs）を踏まえ，埋土速度層及び第
1速度層から第4速度層に区分し，第3速度層中において周囲と異なる速度特性（周囲に比べて速度が大きい）を示す範囲を第3’速度層とした。
なお，第3’速度層は，第3速度層中に局所的に厚く分布する安山岩（均質）と対応関係が認められる（P.84）。

○ 速度層境界は，各孔で得られた速度層境界標高をなめらかに結んだ。

○ 浅層ボーリングPS検層結果によれば，原子炉設置位置付近の東西方向（R－R’断面）の速度構造は，概ね水平な層構造を呈す。

埋土速度層

第１速度層

第２速度層

第３速度層

第３’速度層

第４速度層

Vp Vs

速度層区分
P波速度
Vp (km/s)

S波速度
Vs (km/s)

密度
ρ(t/㎥)

埋土速度層 0.79 0.25 2.20

第１速度層 0.42 0.18 1.68

第２速度層 1.37 0.60 1.97

第３速度層 3.19 1.50 2.37

第３’速度層 4.00 2.01 2.55

第４速度層 3.96 1.96 2.38

（単位：km/s）

PS検層結果に基づく速度層断面図（R－R’断面）

第２速度層

第３速度層第３’速度層

第４速度層

R’

R

3.10 1.73

4.40 2.40

2.20 0.95

1.43 0.40

0.50 0.20

0.42 0.18

1.50 0.42

2.10 0.95

3.12 1.75

4.06 2.00

1.10 0.45

1.80 1.00

3.20 1.80

4.00 2.00

0.90 0.40

1.60 0.68

3.04 1.30

3.50 1.80

1.26 0.66

2.92 1.48

3.78 2.00

1.61 0.69

3.57 1.40

4.68 2.28

3.70 1.84

2.36 1.05

3.48 1.60

4.16 1.95

1.50 0.80

3.10 1.40

2.80 1.20

3.40 1.50

1.00 0.29
1.80 0.85

2.35 1.10

3.30 1.52

4.20 2.06

２号
原子炉建屋

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

1.25 0.22 0.82 0.43
1.10 0.20

埋土速度層

第１速度層

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

KEYPLAN

凡例

各速度層の弾性波速度及び密度※

※ 算出方法は，P.87参照。

＊

＊ 地質分布を参考に設定
（詳細は P.84参照）

調査結果（R－R’断面）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

• PS検層の走時曲線はデータ集1 P.7～17。

第1199回審査会合 資料1
P.56 再掲
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Vp Vs

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

（単位：km/s）

凡例

速度層区分
P波速度
Vp (km/s)

S波速度
Vs (km/s)

密度
ρ(t/㎥)

第１速度層 0.42 0.18 1.68

第２速度層 1.37 0.60 1.97

第３速度層 3.19 1.50 2.37

第４速度層 3.96 1.96 2.38

第４’速度層 3.45 1.63 2.29

各速度層の弾性波速度及び密度※

PS検層結果に基づく速度層断面図（I－I’断面）

KEYPLAN I’

I

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

第１速度層

第２速度層

第３速度層

第４速度層

第４’速度層

※ 算出方法は，P.87参照。

調査結果（I－I’断面）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

第２速度層

第３速度層

第４’速度層

第４速度層

1.30 0.62

3.20 1.34

4.80 2.26

0.32 0.17

第１速度層

1.60 0.60

3.35 1.38

4.25 2.10

0.32 0.14 0.94 0.47

2.80 1.14

3.90 1.90

0.30 0.15

3.20 1.30

3.45 1.70

0.63 0.32

3.50 1.54

3.35 1.56

0.25 0.10

1.54 0.78

4.15 1.80

0.88 0.30

3.75 1.68

3.60 1.74

0.15 0.06

1.50 0.68

4.60 2.16

１号
原子炉建屋

1.40 0.61

3.25 1.45

4.16 2.00

0.50 0.20

1.60 0.65

2.40 1.10

4.10 2.00

0.32 0.16

3.00 1.50

I I’

＊

＊

＊ 地質分布を参考に設定
（詳細は P.85参照）

0.60 0.38

• PS検層の走時曲線はデータ集1 P.7～17。

○ 原子炉設置位置付近の東西方向（I－I’断面）の速度層区分は，PS検層実施孔で得られた弾性波速度（Vp，Vs）を踏まえ，第1速度層から第4速
度層に区分し，第4速度層中において周囲と異なる速度特性（周囲に比べて速度が小さい）を示す範囲を第4’速度層とした。なお，第4’速度層は，
第4速度層中に局所的に厚く分布する凝灰角礫岩と対応関係が認められる（P.85）。

○ 速度層境界は，各孔で得られた速度層境界標高をなめらかに結んだ。

○ 浅層ボーリングPS検層結果によれば，原子炉設置位置付近の東西方向（I－I’断面）の速度構造は，概ね水平な層構造を呈す。

第1199回審査会合 資料1
P.57 再掲



 浅層ボーリングPS検層結果（R断面，Ｉ断面，9断面）によれば，原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造は，概ね水平な層構造を呈すものの，
周囲と異なる速度特性を示す範囲として，第3’速度層及び第4’速度層が認められる。

83

○ 原子炉設置位置付近の南北方向（9－9’断面）の速度層区分は，PS検層実施孔で得られた弾性波速度（Vp，Vs）を踏まえ，埋土速度層及び第
2速度層から第4速度層に区分し，第3速度層中において周囲と異なる速度特性（周囲に比べて速度が大きい）を示す範囲を第3’速度層とした。
なお，第3’速度層は，第3速度層中に局所的に厚く分布する安山岩（均質）と対応関係が認められる（P.86）。

○ 速度層境界は，各孔で得られた速度層境界標高をなめらかに結んだ。

○ 浅層ボーリングPS検層結果によれば，原子炉設置位置付近の南北方向（9－9’断面）の速度構造は，概ね水平な層構造を呈す。

埋土速度層

第２速度層

第３速度層

第３’速度層

第４速度層

PS検層結果に基づく速度層断面図（9－9’断面）

Vp Vs

第２速度層

第３速度層

第４速度層

第３’速度層

9’9
２号原子炉建屋

1.48 0.75

3.00 1.40

3.40 1.60

3.80 1.75

2.40 0.85

3.60 1.66

4.15 2.10

3
.2

5

1
.5

5

3
.8

2

1
.9

2

3
.2

5
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.4

5

4
.1

6

2
.0

0

3
.2

0
1
.5

53
.7

0
1
.7

3
3
.8

0
1
.9

0

3
.7

0
1
.9

0
4
.0

0
2
.0

0

3
.7

0
2
.0

0

2
.9

2

1
.4

8

3
.7

8

2
.0

0

3
.2

5
1
.5

4
4
.1

5
2
.0

0

3
.0

0
1
.5

0
4
.2

6
2
.0

0

2.20 0.78

3.25 1.64

3.65 1.80

0.90 0.50

1.90 1.00

3.22 1.43

3.22 1.75

3.55 1.96

2.00 0.60

3.00 1.20

3.30 1.60

２号
原子炉建屋

１号
原子炉建屋

１号原子炉建屋

埋土速度層

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

（単位：km/s）

KEYPLAN

凡例

速度層区分
P波速度
Vp (km/s)

S波速度
Vs (km/s)

密度
ρ(t/㎥)

埋土速度層 0.79 0.25 2.20

第１速度層 0.42 0.18 1.68

第２速度層 1.37 0.60 1.97

第３速度層 3.19 1.50 2.37

第３’速度層 4.00 2.01 2.55

第４速度層 3.96 1.96 2.38

各速度層の弾性波速度及び密度※
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＊
＊

※ 算出方法は，P.87参照。

＊ 地質分布を参考に設定
（詳細は P. 86参照）

＊

調査結果（9－9’断面）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

• PS検層の走時曲線はデータ集1 P.7～17。

第1199回審査会合 資料1
P.58 再掲



速度層断面図及び地質断面図（ R－R’断面 ）※

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

凡例

※ 速度層断面図は速度層断面作成時の地形
地質断面図は現地形
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２号
原子炉建屋２号

タービン建屋

第３’速度層

埋土速度層

第１速度層

第２速度層

第３速度層

第４速度層

第3’速度層は，第3速度層中に局所的に
厚く分布する安山岩（均質）と対応関係が
認められることから，安山岩（均質）の分布
形状に合わせて速度層境界を設定

R

R’

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

KEYPLAN

【速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（ R－R’断面 ）】

速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（R－R’断面）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.59 再掲



I’

I

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

速度層断面図及び地質断面図（ Ｉ－Ｉ’ 断面）※

【速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（ Ｉ－Ｉ’断面 ）】

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

凡例

KEYPLAN

第１速度層

第２速度層

第３速度層

第４速度層

第４’速度層

１号
原子炉建屋１号

タービン建屋

第4’速度層は，第4速度層中に局所的に
厚く分布する凝灰角礫岩と対応関係が
認められることから，凝灰角礫岩の分布
形状に合わせて速度層境界を設定

※ 速度層断面図は速度層断面作成時の地形
地質断面図は現地形

安山岩（均質）の分布形状に合わせて
速度層境界を設定

I I’

85

速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（Ｉ－Ｉ’断面 ）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.60 再掲



9’9
２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

KEYPLAN

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

凡例

【速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（ 9－9’断面 ）】

速度層断面図及び地質断面図（ 9－9’断面 ）※

第３’速度層

埋土速度層

第２速度層

第３速度層

第４速度層

２号
原子炉建屋

１号
原子炉建屋

M-9孔位置と比較して第２速度層の安山岩（均質）の割
合が少ないことから，速度層境界は下降すると推定し，
深部方向に延長

M-9孔位置と比較して第３速度層の安山岩（均質）の割
合が多いことから，速度層境界は上昇すると推定し，
浅部方向に延長

※ 速度層断面図は速度層断面作成時の地形
地質断面図は現地形
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第3’速度層は，第3速度層中に局所的に
厚く分布する安山岩（均質）と対応関係が
認められることから，安山岩（均質）の分布
形状に合わせて速度層境界を設定

速度層断面図と地質断面図の重ね合わせ（9－9’断面 ）
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.61 再掲



ボーリングA ボーリングB ボーリングC

第２速度層

第３速度層

第４速度層

L1

L2

ℓ1，ρ角

ℓ2，ρ均

ℓ3，ρ凝

L3

L4

L5

L6

ℓ3，ρ角

ℓ4，ρ角

ℓ5，ρ凝

ℓ6，ρ凝

上図における第３速度層の密度の算出例

■安山岩（均質）
■安山岩（角礫質）
■凝灰角礫岩

第１速度層

上図における第３速度層の弾性波速度の算出例

ボーリングA ボーリングB ボーリングC

第２速度層

第３速度層

第４速度層

L1

L2

t1

t2
L3 t3 L4 t4

第１速度層

 弾性波速度（Vp,Vs）

●各速度層の弾性波速度(Vp,Vs)は，各速度層の全

層厚を全伝播時間で割ることにより算出している。

イメージ図

 密度（ρ）

●各速度層の密度(ρ)は，埋土・第１・第２速度層は全層を１区間
とし，第３・第４・第３’・第４’速度層は深度方向に概ね20ｍを
１区間として細分化し，地質の密度と区間毎の地質の分布割合をも
とに算出している。

ここに， ρ’j：１区間の平均密度
n：区間数
ℓi：１区間における地質毎の長さ

ρ地質：地質毎の密度（右表）
Lj：１区間の長さ

ρᇱ𝑗 ൌ
∑ ℓ𝑖 ൈ ρ

地質

𝐿𝑗
各速度層の密度

ここに， Li：速度層の層厚
ti：速度層の伝播時間

𝑉 ൌ
∑𝐿𝑖
∑ 𝑡𝑖

各速度層の弾性波速度

イメージ図

地質毎の密度

ρ ൌ
1
𝑛ρᇱ𝑗
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地質
岩級
区分

密度※1

ρ
(t/㎥)

安山岩（均質） 〔Ba〕 2.68

安山岩（角礫質）

〔Bb〕

2.27

凝灰角礫岩 2.28

安山岩（均質） 〔Ca〕 2.38

安山岩（角礫質）

〔Cb〕

2.16

凝灰角礫岩 2.13

安山岩（均質） 〔Da〕 1.53

安山岩（角礫質）

〔Db〕

1.51

凝灰角礫岩 1.51※2

表土 1.75

埋土 2.20

※1 敷地で実施した試験結果に基づ
き設定

※2   分布範囲が小さく試験を実施し
ていない凝灰角礫岩〔Db級〕につ
いては，凝灰角礫岩〔Bb級〕及び
〔Cb級〕と安山岩（角礫質）〔Bb
級〕及び〔Cb級〕の密度値がそれ
ぞれ同程度であることを踏まえ，
安山岩（角礫質）〔Db級〕と同一
の値としている。

【EL-200m以浅の各速度層の弾性波速度及び密度の算出方法】

EL-200m以浅の各速度層の弾性波速度及び密度の算出方法
1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.62 再掲
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：微動観測点

微動観測点配置図

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21

A

C

E

G

I

K

M

O

Q

S

B

D

F

H

J

L

N

P

R

T

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

項目 仕様

地震計

名称 LE-3D/5S 改

製造会社 レナーツ社(独)

成分 3成分(水平動2成分・上下動1成分)

固有周期 5/7秒切り替え式

電圧 DC12V

出力感度 4V/kine

センサー形式 速度型

収録装置

名称 LS-8000

製造会社 白山工業

チャンネル数 3

分解能 24bit

サンプリング周波数 100Hz

電源 DC6～16V

周波数範囲（周波数帯域） 0.14～50Hz

微動計の仕様

※ 微動観測点は，敷地において約50m間隔に設置することを基本としているが，施設の設置状況や工事状況等を考慮して配置した。

○ 原子炉設置位置周辺においてS波速度が0.7km/s程度以上の硬質地盤である第3速度層（Vs=1.5km/s）上面の形状を把握するため，敷地の複数の観
測点で，地下の速度構造が反映されている単点微動観測記録に基づくH/Vスペクトル比（以下，「微動H/Vスペクトル比」という）を用いた逆解析により，
第3速度層上面の標高を推定した。なお，逆解析は，1層目を第2速度層（Vs=0.6km/s），基盤層を第3速度層とした2層構造を仮定して，各観測点の理
論H/Vスペクトル比が微動H/Vスペクトル比に周期0.1～1秒でフィッティングする1層目の層厚を探索することで実施した。

○ 微動観測は敷地の232地点※（約50m間隔）において，2014年1月13日～23日の期間の中で実施した。微動観測点配置図及び微動計の仕様を下記に
示す。

第3速度層上面形状の検討 －検討方法－

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）



 微動H/Vスペクトル比を用いた逆解析の検討結果を踏まえると，原子炉設置位置周辺の第3速度層上面はEL-10m以浅に位置して
おり，顕著な不整形はみられない。

○ 微動H/Vスペクトル比を用いた逆解析により推定した各観測点の第3速度層上面の標高を下図に示す。

89

第3速度層上面形状の検討 －検討結果－

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

微動H/Vスペクトル比を用いた逆解析により推定した第3速度層上面の標高※2

※1 微動H/Vスペクトル比の周期0.1～1秒に明瞭なピークがみられない観測点については，逆解析の対象外とした。
※2 各観測点の微動H/Vスペクトル比と逆解析結果の比較は，データ集1 P.165～172。

：逆解析の対象外※1とした観測点

：第3速度層上面コンター線

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21

A

C

E

G

I

K

M

O

Q

S

B

D

F

H

J

L

N

P

R

T

2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

第3速度層上面の標高(m)

-10

50

第1199回審査会合 資料1
P.96 再掲



1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

90

速度層の地盤物性

層区分
Vs

(km/s)
Vp

(km/s)
密度
(t/m3)

第3速度層 1.50 3.19 2.37

第3’速度層 2.01 4.00 2.55

第4速度層 1.96 3.96 2.38

第4’速度層 1.63 3.45 2.29

○ 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造は概ね水平な層構造を呈すものの，周囲と異なる速度特性を示す範囲として，第3’速度層及
び第4’速度層が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討を実施するとともに，1.3節の観測記録を用
いた検討の結果も踏まえ，第3’速度層及び第4’速度層が地震動へ与える影響を検討した。

○ 地震動シミュレーションによる検討は，第3’速度層または第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル※1と第3’速度層または第4’速度層をモ
デル化しない二次元FEMモデル※1にそれぞれ地震波を入力し，第3速度層が概ね水平に拡がっているEL-10mにおける応答スペクトル※2を比較
することで行った。

○ 広帯域で第3’速度層及び第4’速度層の影響を確認するため，検討に用いる地震波は申請時の基準地震動Ss-1とした。また地震波の入射方
向については敷地近傍の福浦断層等の断層面の位置を考慮し，鉛直入射及び斜め入射（±30°）した場合の検討を行った。検討のイメージと
速度層の地盤物性を下記に示す。

○ なお，第3’速度層は原子炉設置位置付近の速度構造のR－R’断面及び9－9’断面の両断面にみられるが，第3’速度層の大きさ及び位置に大
きな違いはないことから，ここではR－R’断面を代表として検討を行った。

検討のイメージ（第3’速度層の場合）
第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

：評価地点：評価地点

▽EL-10m

EL-10ｍにおける
応答スペクトルを比較標

高
E
L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 2号原子炉建屋直下

(m) (m)

東西 2号原子炉建屋直下

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －検討方法－

第1199回審査会合 資料1
P.63 一部修正

コメントNo.5の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加，修正した箇所

検討に用いる地震波（申請時の基準地震動Ss-1）

※1

※2

二次元FEMモデルの側面及び底面への波動の逸散を考慮するため，側面はエネルギー伝達境界を設定し，側面境界以遠は，水平成層地盤として仮定する。また，底面は粘性境界を設定し，底面物性
は第4速度層の地盤物性を用いる。なお，各層の減衰は，3.1.2項の逆解析による地盤増幅特性の検討において推定した減衰定数を用いる。
建屋・構築物への応答に及ぼす影響を確認する観点から応答スペクトルを用いて検討する。なお，第3’速度層の影響検討（鉛直入射）のケースについて，フーリエスペクトルを用いて検討した結果を参考
に補足資料P.5に示す。
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○ 第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに鉛直入射した場合のEL-10mに
おける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，いずれの周期についても顕著な違いはみられない。

※ モデル図は便宜上，第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第3’速度層・鉛直入射）－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

：評価地点

標
高

E
L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 2号原子炉建屋直下

(m)

各評価地点の応答スペクトル（鉛直入射）

第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

：第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル
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第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第3’速度層・斜め入射（+30°））－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

※ モデル図は便宜上，第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

：評価地点

標
高

E
L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 2号原子炉建屋直下

(m)

第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

○ 第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射（+30°）した場合の
EL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期についても顕著な違いはみ
られない。

：第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル

各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（+30°））



93

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第3’速度層・斜め入射（-30°））－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

※ モデル図は便宜上，第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

：評価地点

標
高

E
L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 2号原子炉建屋直下

(m)

第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

○ 第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射（-30°）した場合の
EL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期についても顕著な違いはみ
られない。

各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（-30°））

：第3’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第3’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル
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○ 第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに鉛直入射した場合のEL-10mに
おける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，いずれの周期についても顕著な違いはみられない。

※ モデル図は便宜上，第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第4’速度層・鉛直入射）－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

：評価地点

標
高

E
L
(m

)

0

-200
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-50

東西 1号原子炉建屋直下
(m)

第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

：第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル

各評価地点の応答スペクトル（鉛直入射）
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第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第4’速度層・斜め入射（+30°））－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

※ モデル図は便宜上，第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

：評価地点

標
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L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 1号原子炉建屋直下
(m)

○ 第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射（+30°）した場合の
EL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期についても顕著な違いはみ
られない。

各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（+30°））

：第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル



○ 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果によれば，第3’速度層または第4’速度層をモデル化した二次元
FEMモデル及び第3’速度層または第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルによる応答に顕著な違いはみられない。 96

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第4’速度層・斜め入射（-30°））－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

※ モデル図は便宜上，第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルを示している。 各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（-30°））

第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル

：評価地点

標
高

E
L
(m

)

0

-200

-150

-100

-50

東西 1号原子炉建屋直下
(m)

○ 第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデルと第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射（-30°）した場合の
EL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期についても顕著な違いはみ
られない。

：第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル
：第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデル
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 観測記録を用いた検討（1.3.2～1.3.3項，1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はない
と考えられる。

第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －観測記録を用いた検討結果（1.3節）－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）
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○ 第3’速度層・第4’速度層が地震動へ与える影響を検討するため，1.3節において実施した観測記録を用いた検討結果を確認した。
○ 敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象とした鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.2項）によれば，自由地盤EL-200mに対す

る自由地盤EL-10mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，自由地盤地震観測点周辺のEL-10m～EL-200mに，地
震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

○ 敷地の地震基盤以浅を対象とした水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.3項）によれば，各観測点間の応答スペクトル比
の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，観測点1～4周辺の地震基盤以浅（表層地盤を除く）に，地震動へ影響を
及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる※。

○ 敷地の地震基盤以浅を対象とした原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討結果（1.3.5項）によれば， 1号及び2号の加速度時刻歴波形及び
応答スペクトルに顕著な違いはないことから，1号原子炉建屋周辺及び2号原子炉建屋周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速
度構造はないと考えられる。

1号及び2号原子炉建屋基礎版上における
加速度時刻歴波形及び応答スペクトルの比較（1.3.5項）

NS方向
（2024年能登半島地震）
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※ 第3’速度層が位置するEL-100m以浅及び第4’速度層が位置するEL-200m以浅の敷地地盤の1次卓越周期は，P.196に示す速度構造を用いて1/4波長則に基づき算定するとそれぞれ0.4秒程度及び0.6秒程
度となる。したがって，水平アレー地震観測記録(地表)（到来方向別）を用いた検討（検討対象周期帯：周期0.5秒以上）については，検討対象周期帯の範囲外となる第3’速度層の影響検討を対象外とした。
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第3’速度層・第4’速度層の影響検討 －検討結果－
コメントNo.5の回答

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）

○ 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーショ
ンによる検討結果によれば，第3’速度層または
第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル及
び第3’速度層または第4’速度層をモデル化しな
い二次元FEMモデルによる応答に顕著な違いは
みられない。

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果 1.3節において実施した観測記録を用いた検討結果

○ 観測記録を用いた検討（1.3.2～1.3.3項，1.3.5項）
の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動
へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと
考えられる。

 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（第3’速度層または第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデ
ル及び第3’速度層または第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルによる応答に顕著な違いはみられないこと）及び1.3節に
おいて実施した観測記録を用いた検討結果（敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えら
れること）より，第3’速度層及び第4’速度層は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。
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○ 原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質，速度構造を把握するため，下図に示す2孔で実施した大深度ボーリング調査結果（PS検層※及
び密度検層）を確認した。

調査位置図

2号原子炉建屋 1号原子炉建屋

●：大深度ボーリング調査孔

D-8.6

K-13.6

※ 地震基盤以浅の速度構造を詳細に把握するため，全2孔でサス
ペンション法によるPS検層を実施した。また，D-8.6孔では速度層
境界をより明確にするため，ダウンホール法によるPS検層も実施
した。

調査位置図
1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.70 再掲



S波速度（ダウンホール法）

P波速度（ダウンホール法）

S波速度（サスペンション法）

P波速度（サスペンション法）
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100

○ 地質は，下位から先第三紀の花崗岩，古第三紀の楡原階（砂岩と頁岩の互層，礫岩），新第三紀の岩稲階（安山岩，凝灰角礫岩）からなる。

○ PS検層結果による花崗岩上面標高はEL-1,190mであり（補足資料P.7～10），P波速度及びS波速度は，花崗岩以浅では4km/s及び2km/s程度，
花崗岩以深では5km/s及び3km/s程度を示す。

○ 密度検層結果によれば，密度は，浅部区間を除き概ね2～3t/m3の範囲を示す。

柱状概要図 PS検層結果

2号原子炉建屋 1号原子炉建屋

密度検層結果

密度(t/m3)

0 1 2 3 4

• 大深度ボーリング（D-8.6孔）は，４区間（EL-1,175.68m～EL-1,183.68m，EL-1,275.68m～
EL-1,280.78m，EL-1,375.68m～EL-1,380.78m，EL-1,475.98m～EL-1,489.08m）でスポット
コアリングによるコア採取を行い，それ以外の区間はカッティングス観察（深度20m間隔）
を行った。コア写真，柱状図，カッティングス写真はデータ集1 P.129～137。

• 右の柱状概要図は，PS検層結果により地質境界標高を決定し，コア観察，カッティングス
観察により地質を判定した。なお，PS検層結果による花崗岩上面標高EL-1,190mはコア
観察による花崗岩上面標高EL-1,181.73mと概ね整合する。PS検層（ダウンホール法）の
走時曲線はデータ集1 P.128。

※掘削径が大きく，測定ツールが
十分に孔壁と密着できなかった
ため，信頼性が低い区間

※

弾性波速度（km/ｓ ）
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大深度ボーリング（D-8.6孔）の調査位置図
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地質，弾性波速度及び密度の調査結果 －D-8.6孔－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅） 第1199回審査会合 資料1
P.71 一部修正
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○ 地質は，下位から古第三紀の楡原階（砂岩と頁岩の互層，礫岩），新第三紀の岩稲階（安山岩，凝灰角礫岩）からなる。また，花崗岩は，カッティングス観察に
よれば，EL-1,370m以深に認められる（補足資料P.11～12） 。

○ PS検層結果によれば，P波速度及びS波速度は，4km/s及び2km/s程度を示す。

○ 密度検層結果によれば，密度は，概ね2～3t/m3の範囲を示す。

柱状概要図 PS検層結果 密度検層結果
密度(t/m3)

0 1 2 3 4

• 大深度ボーリング（K-13.6孔）は，EL+ 33.72m～EL-1,217.78mの区間でオールコアリ
ングによるコア採取を行い，EL-1,217.78m以深の区間については，孔壁崩壊の恐れ
があったためノンコアリングにより掘進した。コア写真，柱状図はデータ集1 P.19～
123。

弾性波速度（km/ｓ ）

0 1 2 3 4 5 6 7

標
高
(Ｅ

Ｌ
－
ｍ
)

2号原子炉建屋

大深度ボーリング（K-13.6孔）の調査位置図

1号原子炉建屋

S波速度（サスペンション法）

P波速度（サスペンション法）

 大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔，K-13.6孔）によれば，原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質は，下位から先第三紀の花崗岩，古第三紀の楡原階
（砂岩と頁岩の互層，礫岩），新第三紀の岩稲階（安山岩，凝灰角礫岩）からなり，花崗岩以浅におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ4km/s及び2km/s程度，
花崗岩以深におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ5km/s及び3km/s程度であり，密度は概ね2～3t/m3の範囲を示す。

 なお，地下構造モデルの設定においては，より深部まで物性を把握できているD-8.6孔の調査結果（PS検層（ダウンホール法）による速度値及び密度検層によ
る密度値）に基づき設定した。（詳細はP.172参照）

地質，弾性波速度及び密度の調査結果 －K-13.6孔－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）
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●
●
●
●

カッティングス観察により，
EL-1,370m以深で花崗岩を
確認（補足資料P.12参照）

第1199回審査会合 資料1
P.71 一部修正



地質，弾性波速度及び密度の調査結果 －花崗岩上面の形状の考察（1/3）－
コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

102断面図
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K-13.6孔D-8.6孔

大深度ボーリング
D-8.6孔

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

大深度ボーリング
K-13.6孔

大深度ボーリング位置図

左図
断面位置

←NW SE→

岩稲階
岩稲階

楡原階

楡原階

花崗岩

花崗岩

ノンコア
区間

地質系統対比表（絈野（1993）を編集，一部加筆）

・絈野（1993）によれば，敷地周辺の
花崗岩類は約1.9～1.4億年前，楡
原層は約2500万年前，別所岳安山
岩類は約1600万年前に形成された。

・なお，敷地内の別所岳安山岩類を
対象にK-Ar年代分析を実施した結
果，K-Ar年代値は22～15Maを示し
た（第1121回審査会合 机上配布
資料2 P.5.3-1-6 ）。

断層（仮想）

○ 約460m離隔している2孔の大深度ボーリング（D-8.6孔及びK-13.6孔）の調査結果において，花崗岩上面に約180mの高度差が認められることから，この花崗岩上面の形状について，
以下の通り考察した。

○ 大深度ボーリング，重力探査及び反射法地震探査・VSP探査の結果から，敷地には花崗岩上面に変位を与えるような断層は推定されない。
・大深度ボーリングK-13.6孔のコア観察の結果，花崗岩上面に変位を与えるような規模の断層は認められない（左下図，データ集1 P.19～123）。
・重力探査の結果，敷地近傍に顕著な線状の重力異常急変部は認められず，断層等による基盤標高の急激な変化は推定されない（次頁左図）。
・反射法地震探査・VSP探査の結果，花崗岩上面に相当する反射面は連続しており，敷地の花崗岩上面に変位を与える断層は認められない（次頁右下図の①）。

○ 敷地の花崗岩は長期間（1億年以上）にわたり，侵食作用を受けており，敷地周辺には敷地と同様の花崗岩上面の凹凸形状が認められる。
・敷地の花崗岩（約1.9～1.4億年前）は，楡原階の堆積岩（約2500万年前）や，岩稲階の別所岳安山岩類（約2200～1500万年前）に覆われており，上位層が堆積するまでの間の長期

間（1億年以上）にわたり，侵食作用を受けていたと推定される（右下図）。
・敷地から海域にかけて連続して測線を配置した反射法地震探査・VSP探査の結果，花崗岩上面に相当する反射面に約200mの高度差が認められる（次頁右下図の②）。
・敷地周辺には，同様の花崗岩上面の凹凸形状が認められる（次々頁）。

○ 以上のことから，2孔の大深度ボーリングで認められた花崗岩上面の高度差は，局所的な断層変位ではなく，侵食作用による凹凸形状であると判断した。

カッティングス観察により，
EL-1,370m以深で花崗岩を
確認

・花崗岩上面の高度差が逆断層による
変位により生じたと仮定した場合，K-
13.6孔において断層の出現が想定さ
れるが，K-13.6孔（EL+ 33.72m～EL-
1,217.78m区間）には花崗岩上面に変
位を与えるような規模の断層は認めら
れない。（データ集1 P.19～123）



コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

地質，弾性波速度及び密度の調査結果 －花崗岩上面の形状の考察（2/3）－
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5km

志賀原子力発電所

・上図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，
The Gravity Research Group in Southwest Japan
(2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al.
(2019)，澤田ほか（2021），海域は産業技術総合研究
所地質調査総合センター(2013)，石田ほか（2018）を
用いて，金沢大学・当社が作成した。

敷地近傍のブーゲー異常図（金沢大学・当社作成）

黒点は測定点
仮定密度：2,300kg/m3

コンター間隔：1mGal

・敷地近傍に顕著な線状
の重力異常急変部は認
められない。

大深度ボーリングでの地層区分

：古第三系～新第三系
（安山岩，凝灰角礫岩，砂岩と頁岩の互層，礫層）

：花崗岩

反射法地震探査（2016年）・VSP探査結果
（東西測線：深度断面）

反射法地震探査（2016年）・VSP探査（東西測線）
測線位置

①花崗岩上面に相当する反射
面は連続しており，敷地の花
崗岩上面に変位を与える断
層は認められない。

解析測線（反射法，VSP探査共通）
・東西測線：約3.1ｋｍ（陸域1.1km，海域2.0km）
・CMP間隔：12.5ｍ
・CMP重合数：東西測線：1～99（平均50）
・計測：2016年7月

②花崗岩上面に相当する反射
面に約200mの高度差が認め
られる。

高度差
約200m

調査位置図
（石川県（1997）に一部加筆）

右図拡大範囲

251 1

志賀原子力発電所

解析測線
東西測線：約3.1ｋｍ

（陸域：1.1ｋｍ，海域2.0ｋｍ）
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コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

地質，弾性波速度及び密度の調査結果 －花崗岩上面の形状の考察（3/3）－

D
D’

推定区間

断層位置

地質断面図富来川断層北端付近の地質図

・敷地周辺の花崗岩上面に約60m程度
の凹凸形状が認められる。

Grn

・花崗岩が地表に露出している。

下図拡大範囲
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：評価地点

花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル

花崗岩上面の高度差をモデル化しない
二次元FEMモデル
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○ K-13.6孔とD-8.6孔において花崗岩上面の高度差約180mが認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討
を実施するとともに，1.3節の観測記録を用いた検討の結果も踏まえ，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響を検討した。

○ 地震動シミュレーションによる検討は，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル※1と花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次
元FEMモデル※1にそれぞれ地震波を入力し，第3速度層が概ね水平に拡がっているEL-10mにおける応答スペクトル※2を比較することで行った。
二次元FEMモデルは，K-13.6孔とD-8.6孔を通る断面を対象とし，花崗岩上面の高度差は，P.102～104の考察を踏まえ，K-13.6孔とD-8.6孔の
花崗岩上面を滑らかに接続するようにモデル化した。（検討の対象とした断面の位置を次頁に示す）

○ 広帯域で花崗岩上面の高度差の影響を確認するため，検討に用いる地震波は申請時の基準地震動Ss-1とした。また地震波の入射方向につ
いては敷地近傍の福浦断層等の断層面の位置を考慮し，鉛直入射及び斜め入射（±30°）した場合の検討を行った。検討のイメージと速度層
の地盤物性を下記に示す。

速度層の地盤物性

層区分
Vs

(km/s)
Vp

(km/s)
密度
(t/m3)

1
（第3速度層）

1.50 3.19 2.37

2
（第4速度層）

1.96 3.96 2.38

3 2.14 3.92 2.34

4 1.56 3.26 2.41

5
（花崗岩層）

3.16 5.29 2.67

コメントNo.4の回答

検討に用いる地震波（申請時の基準地震動Ss-1）

EL-990m

EL-1190m

EL-990m

EL-1190m

花崗岩層 花崗岩層

花崗岩上面の形状の影響検討 －検討方法－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

二次元FEMモデルの側面及び底面への波動の逸散を考慮するため，側面はエネ
ルギー伝達境界を設定し，側面境界以遠は，水平成層地盤として仮定する。また，
底面は粘性境界を設定し，底面物性は花崗岩層の地盤物性を用いる。なお，各層
の減衰は，3.1.2項の逆解析による地盤増幅特性の検討において推定した減衰定数
を用いる。

※1

※2 建屋・構築物への応答に及ぼす影響を確認する観点から応答スペクトル
を用いて検討する。なお，鉛直入射のケースについて，フーリエスペクト
ルを用いて検討した結果を参考に補足資料P.13に示す。
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コメントNo.4の回答
花崗岩上面の形状の影響検討 －検討の対象とした断面の位置－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

検討の対象とした断面の位置

大深度ボーリング
D-8.6孔

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

大深度ボーリング
K-13.6孔
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：評価地点

EL-990m

EL-1190m
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花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル



EL-990m

EL-1190m
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○ 花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルに鉛直入射した
場合のEL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，いずれの周期についても顕著な違いはみられない*。

※ モデル図は便宜上，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

花崗岩上面の形状の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（鉛直入射）－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

コメントNo.4の回答

各評価地点の応答スペクトル（鉛直入射）
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0

-100

-200

-300

-400

-500

-600
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-900

-1000
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-1400

南東北西

：評価地点

花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル

：花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル
：花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル

* 顕著な違いはみられないものの，一部の評価地点の短周期側において，「花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル」による結果 （黒線）が「花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元
FEMモデル」による結果 （赤線）をやや上回る傾向がみられる。この傾向については，敷地の地下構造を「花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル」で示す水平成層構造として評価するこ
とにより，反映できるものと考える。

花崗岩層



EL-990m

EL-1190m
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花崗岩上面の形状の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（斜め入射（+30°））－
コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

※ モデル図は便宜上，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルを示している。

各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（+30°））
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：評価地点

花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル

○ 花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射
（+30°）した場合のEL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期につい
ても顕著な違いはみられない*。

：花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル
：花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル

花崗岩層

* 顕著な違いはみられないものの，一部の評価地点の短周期側において，「花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル」による結果 （黒線）が「花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元
FEMモデル」による結果 （赤線）をやや上回る傾向がみられる。この傾向については，敷地の地下構造を「花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル」で示す水平成層構造として評価するこ
とにより，反映できるものと考える。



EL-990m

EL-1190m

 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果によれば，各評価地点の応答スペクトルに顕著な違いはみられ
ない。 109

花崗岩上面の形状の影響検討 －二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（斜め入射（-30°））－
コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

※ モデル図は便宜上，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルを示している。
各評価地点の応答スペクトル（斜め入射（-30°））
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：評価地点

花崗岩上面の高度差をモデル化した
二次元FEMモデル

○ 花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルに斜め入射
（-30°）した場合のEL-10mにおける各評価地点の応答スペクトルを比較した結果，鉛直入射の場合と同様，いずれの周期につい
ても顕著な違いはみられない。

：花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル
：花崗岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル

花崗岩層
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応答スペクトル比（自由地盤EL-200m/2号原子炉建屋直下EL-200m）の
地震波の到来方向ごとの比較（1.3.4項）

応答スペクトル比（観測点2/観測点1）の
地震波の到来方向ごとの比較（1.3.3項）

 観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えら
れる。

○ 花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響を検討するため，1.3節において実施した観測記録を用いた検討結果を確認した。
○ 敷地の地震基盤以浅を対象とした水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.3項）によれば，各観測点間の応答ス

ペクトル比の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，観測点1～4周辺の地震基盤以浅（表層地盤を除く）
に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

○ 敷地の地震基盤～EL-200mを対象とした水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.4項）によれば， 2号原子炉建
屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程度であることから，2号
原子炉建屋直下地震観測点周辺と自由地盤地震観測点周辺のEL-200m～地震基盤に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はない
と考えられる。

○ 敷地の地震基盤以浅を対象とした原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討結果（1.3.5項）によれば，1号及び2号の加速度時刻歴波
形及び応答スペクトルに顕著な違いはないことから，1号原子炉建屋周辺及び2号原子炉建屋周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼす
ような特異な速度構造はないと考えられる。

1号及び2号原子炉建屋基礎版上における
加速度時刻歴波形及び応答スペクトルの比較（1.3.5項）

NS方向
（2024年能登半島地震）

花崗岩上面の高度差の影響検討 －観測記録を用いた検討結果（1.3節）－

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）
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コメントNo.4の回答
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花崗岩上面の高度差の影響検討 －検討結果－
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コメントNo.4の回答

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）

○ 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーショ
ンによる検討結果によれば，花崗岩上面の高度
差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗岩上
面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデル
の応答に顕著な違いはみられない。

二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果 1.3節において実施した観測記録を用いた検討結果

○ 観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.5項）の結果に
よれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を
及ぼすような特異な速度構造はないと考えられ
る。

 二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討結果（花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデルと花崗
岩上面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルの応答に顕著な違いはみられないこと）及び1.3節において実施した観測記録
を用いた検討結果（敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられること）より，敷地の花
崗岩上面の高度差は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。
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○ 原子炉設置位置付近の減衰特性を把握するため，下図に示す2孔で実施したQ値測定結果を確認した。

○ 最大振幅法によるQ値の測定結果を下表に示す。

最大振幅法によるQ値測定結果

調査
位置

層区分
標高EL

(m)

卓越
周波数

(Hz)
Q値

R-9孔

1
(第3速度層)

1 ～ -97 24 10.4

2
(第4速度層)

-97 ～ -301 25 8.9

D-8.6孔

1
(第3速度層)

-4 ～ -110 32 8.1

2
(第4速度層)

-110 ～ -160 26 7.6

3 -160 ～ -990 27 27.4

4 -990 ～ -1190 22 47.0

D-8.6孔

2号原子炉建屋 1号原子炉建屋

調査位置図

R-9孔

 Q値測定結果によれば，原子炉設置位置付近のQ値は，比較的浅部（R-9孔のEL-301m以浅及びD-8.6孔のEL-160m以浅）については10程度，また，
それより深部については，深さ方向に大きくなる傾向がみられる。

調査結果（R-9孔及びD-8.6孔）
1.1.6 原子炉設置位置付近の減衰構造（地震基盤以浅） 第1199回審査会合 資料1

P.73 再掲
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■解放基盤表面の設定に係る解釈別記２の記載事項

 敷地地盤は，安山岩を主体とした別所岳安山岩類が広く分布し，ほぼ水平で相当な拡がりをもっており，S波速度が1.5km/sである
第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-10mの位置を解放基盤表面として設定する。（設定した解放基盤表
面の位置は次頁以降の速度構造及び密度構造断面参照）

著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地盤
であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること

■敷地地盤の特徴

○ 敷地の地質・地質構造は，安山岩(均質)，安山岩(角礫質)及び凝灰角礫岩からなる新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類が広く分
布し，ほぼ水平な構造と判断される。（詳細は1.1.3項（P.67～78）参照）

○ 敷地のEL-200m以浅の速度構造は，第1速度層から第4速度層に分類され，概ね水平な層構造を呈す。また第3速度層以深は，S
波速度が1.5km/s以上の硬質地盤であり，第3速度層上面はEL-10m以浅に位置する。 （詳細は1.1.4項参照）

○ 原子炉設置位置（EL-4.7m）の岩盤にはほとんど変質部は認められず，主に Ba 級， Bb 級の岩級区分を示す安山岩が広く分布し
ていることから，著しい風化を受けていないと判断される。（詳細は1.1.3項（P.79）参照）

解放基盤表面の設定 (1/4)
1.1.7 解放基盤表面の設定 第1199回審査会合 資料1

P.144 再掲

コメントNo.3の回答

○ 敷地の解放基盤表面は，解釈別記２の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえて設定する。
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○ EL-200m以浅の速度構造及び密度構造断面（R－R’断面）に設定した解放基盤表面の位置（EL-10m）を示す。

※ 速度構造及び密度構造断面の設定の詳細はP.81参照。

２号
原子炉建屋

速度構造及び密度構造断面（ R－R’断面）※

凡例

Ｖｐ：Ｐ波速度（km/s）
Ｖｓ：Ｓ波速度（km/s）
ρ：密度（t/m3）

第２速度層
Vp=1.37
Vs=0.60
ρ=1.97

第３速度層
Vp=3.19
Vs=1.50
ρ=2.37

第３’速度層
Vp=4.00
Vs=2.01
ρ=2.55

第４速度層
Vp=3.96
Vs=1.96
ρ=2.38

埋土速度層
Vp=0.79
Vs=0.25
ρ=2.20

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

解放基盤表面

R’

R

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

KEYPLAN

第１速度層
Vp=0.42
Vs=0.18
ρ=1.68

EL-10m

解放基盤表面の設定 (2/4)
1.1.7 解放基盤表面の設定

コメントNo.3の回答



１号
原子炉建屋

I I’

速度構造及び密度構造断面（ I－I’断面）※

凡例

Ｖｐ：Ｐ波速度（km/s）
Ｖｓ：Ｓ波速度（km/s）
ρ：密度（t/m3）

第２速度層
Vp=1.37
Vs=0.60
ρ=1.97

第３速度層
Vp=3.19
Vs=1.50
ρ=2.37

第４’速度層
Vp=3.45
Vs=1.63
ρ=2.29

第４速度層
Vp=3.96
Vs=1.96
ρ=2.38

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

解放基盤表面

第１速度層
Vp=0.42
Vs=0.18
ρ=1.68

EL-10m

○ EL-200m以浅の速度構造及び密度構造断面（I－I’断面）に設定した解放基盤表面の位置（EL-10m）を示す。

解放基盤表面の設定 (3/4)
1.1.7 解放基盤表面の設定

115※ 速度構造及び密度構造断面の設定の詳細はP.82参照。

コメントNo.3の回答

KEYPLAN I’

I

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋
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速度構造及び密度構造断面（ 9－9’断面）※

凡例

KEYPLAN

9’9

２号
原子炉建屋

１号
原子炉建屋

Ｖｐ：Ｐ波速度（km/s）
Ｖｓ：Ｓ波速度（km/s）
ρ：密度（t/m3）

第２速度層
Vp=1.37
Vs=0.60
ρ=1.97

第３速度層
Vp=3.19
Vs=1.50
ρ=2.37

第３’速度層
Vp=4.00
Vs=2.01
ρ=2.55

第４速度層
Vp=3.96
Vs=1.96
ρ=2.38

２号原子炉建屋 １号原子炉建屋

埋土速度層
Vp=0.79
Vs=0.25
ρ=2.20

自由地盤位置

○ EL-200m以浅の速度構造及び密度構造断面（9－9’断面）に設定した解放基盤表面の位置（EL-10m）を示す。

盛土及び埋土と岩盤の境界線

PS検層実施
ボーリング孔及び孔名

速度層境界（PS検層）

解放基盤表面

※ 速度構造及び密度構造断面の設定の詳細はP.83参照。

EL-10m

解放基盤表面の設定 (4/4)
1.1.7 解放基盤表面の設定

コメントNo.3の回答



1.1.1 敷地周辺の地質・地質構造 －敷地を中心とした半径30km範囲－
○ 敷地周辺の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査等の地質調査結果から地質・

地質構造を確認した。
 敷地周辺陸域の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接覆っている。
 敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。
 敷地周辺海域の地質は，北部海域は，笹波沿岸及び前ノ瀬・長平礁周辺の顕著なD層の隆起で特徴づけられる。南部海域は，南西方向に広がる堆積盆

地と，厚く堆積するC層及びB層で特徴づけられる。

1.1.2 敷地近傍の地質・地質構造 －敷地を中心とした半径5km範囲－
○ 敷地近傍の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，地表地質調査等の地質調査結果から地質・

地質構造を確認した。
 海岸に沿って広く分布する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は，敷地北方で緩く東に傾斜する凝灰岩を挟む。
 敷地近傍に分布する新第三紀の地層の傾斜は，概ね水平ないし10°程度を示している。
 中位段丘堆積層は，ほぼ水平または海側方向に非常に緩く傾斜して分布する。
 海岸に露出する新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類は海域のD2層に対比され，D2層は沖合い方向に徐々に深度を増す。その上部には水深20m以浅の

汀線部を除き，C層，B層，A層が分布し，A層及びB層は海底面とほぼ平行して堆積している。

1.1.3 敷地の地質・地質構造
○ 敷地の地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造，並びに岩相・岩質の不均一性を把握するため，ボーリング調査等の地盤調査結果から地質・地質

構造を確認した。
 敷地の地質は，新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類と，これを覆う第四紀の堆積物からなる。
 別所岳安山岩類は，敷地に広く分布しており，安山岩を主体とし，凝灰角礫岩を挟在する。
 原子炉設置位置付近の地質は，別所岳安山岩類の安山岩（均質），安山岩（角礫質）及び凝灰角礫岩からなる。
 2号原子炉建屋底盤の岩盤にはほとんど変質部は認められず，主に Ba 級， Bb 級の岩級区分を示す安山岩が広く分布している。

1.1.4 原子炉設置位置付近の速度構造等（EL-200m以浅）
○ 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造を把握するため，26孔の浅層ボーリングで実施したPS検層結果を確認した。
 原子炉設置位置付近のEL-200m以浅の速度構造は，概ね水平な層構造を呈すものの，周囲と異なる速度特性を示す範囲として，第3’速度層及び第4’速

度層が認められる。
 微動H/Vスペクトル比を用いた逆解析による検討の結果，原子炉設置位置周辺の第3速度層上面はEL-10m以浅に位置しており，顕著な不整形はみられ

ない。
 周囲と異なる速度特性を示す範囲として第3’速度層及び第4’速度層が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる検討

を実施して，第3’速度層及び第4’速度層が地震動へ与える影響を確認した結果，第3’速度層または第4’速度層をモデル化した二次元FEMモデル及び第
3’速度層または第4’速度層をモデル化しない二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる応答に顕著な違いはみられない。また，観測記録
を用いた検討（1.3.2～1.3.3項，1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。これら
より，第3’速度層及び第4’速度層は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。

まとめ
1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討

コメントNo.1の回答
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○ 地震基盤以浅の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，「敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造」，「岩
相・岩質の不均一性」並びに「敷地の地震基盤以浅の速度構造，減衰特性」に関する地質・地質構造の調査による検討を実施した（1.1.1～1.1.6項）。検
討結果を下記に示す。

○ また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の解放基盤表面を設定した（1.1.7項）。

第1199回審査会合 資料1
P.74 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



 地質・地質構造の調査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接
覆っており，敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。また，敷地の地震基盤以浅の地質は凝灰角礫岩
を狭在するものの安山岩を主体とした新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類が広く分布しており，速度構造は概ね水平な層構造を
呈していること，局所的に周囲と異なる速度特性を示す第3’速度層及び第4’速度層並びに大深度ボーリング2孔間で認められた花
崗岩上面の高度差が解放基盤表面の地震動へ与える影響が小さいことから，敷地の地震基盤以浅の地下構造は成層かつ均質と
評価できることを確認した。

 また，敷地の解放基盤表面は，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-10mの位
置に設定した。

まとめ
1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討

1.1.5 原子炉設置位置付近の速度構造等（地震基盤以浅）
○ 原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質，速度構造を把握するため，2孔で実施した大深度ボーリング調査結果を確認した。
 原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質は，下位から先第三紀の花崗岩，古第三紀の楡原階（砂岩と頁岩の互層，礫岩），新第三紀の岩稲階（安山

岩，凝灰角礫岩）からなり，花崗岩以浅におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ4km/s及び2km/s程度，花崗岩以深におけるP波速度及びS波速度はそ
れぞれ5km/s及び3km/s程度であり，密度は概ね2～3t/m3の範囲を示す。

 大深度ボーリング2孔（D-8.6孔，K-13.6孔）の花崗岩上面に約180mの高度差が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションに
よる検討を実施して，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響を確認した結果，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル及び花崗岩上
面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる応答に顕著な違いはみられない。また，観測記録を用いた検討
（1.3.3～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。これらより，敷地の花崗岩
上面の高度差は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。

1.1.6 原子炉設置位置付近の減衰構造（地震基盤以浅）
○ 原子炉設置位置付近の減衰特性を把握するため，2孔で実施したQ値測定結果を確認した。
 原子炉設置位置付近のQ値は，比較的浅部（R-9孔のEL-301m以浅及びD-8.6孔のEL-160m以浅）については10程度，また，それより深部については，深

さ方向に大きくなる傾向がみられる。

1.1.7 解放基盤表面の設定
 敷地の解放基盤表面は，解釈別記２の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえ，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていない

と判断されるEL-10mの位置に設定した。
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1.2 物理探査による地下構造の検討
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検討方針
1.2 物理探査による地下構造の検討

○ 地震基盤の位置及び形状，地震基盤より深部の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，「地震基盤の位置及び形状」，「地
震基盤より深部の速度構造」に関する物理探査による検討を実施する（1.2.1～1.2.7項）。

○ また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の地震基盤を設定する（1.2.8項）。

：物理探査による地下構造の検討

調査項目 調査方法 調査の目的
対象 手法※

地震動評価
の3要素

詳細説明
水平方向 深さ方向 種別 内容

1.2.1 重力探査
敷地周辺の地震基盤の形状を把握するため，
敷地周辺のブーゲー異常図及び水平一次微分
図を確認する。

➌地震基盤の位置及び形状
の把握

敷地周辺 地震基盤 ⓔ重力探査 ブーゲー異常を確認する。 サイト特性 P.121～122

1.2.2 地震波トモグラフィー

敷地周辺の地震基盤より深部（深さ5km程度以
深）の速度構造を把握するため，地震波トモグ
ラフィーに基づくP波速度構造及びS波速度構造
を確認する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地周辺
地震基盤より

深部
ⓑ文献調査

地震波トモグラフィーに基
づくP波速度構造・S波速
度構造を確認する。

伝播経路
特性

P.123～124

1.2.3 屈折法地震探査

敷地周辺の地震基盤の位置及び形状，並びに
地震基盤より深部の速度構造を把握するため，
文献及び当社による屈折法地震探査に基づくP
波速度構造を確認する。

➌地震基盤の位置及び形状
並びに

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地周辺

地震基盤 ⓓ屈折法地震探査 P波速度構造を確認する。 サイト特性
P.125，
P.128

地震基盤より
深部

ⓑ文献調査
屈折法地震探査に基づくP
波速度構造を確認する。

伝播経路
特性

P.125～127

1.2.4 微動アレー探査

敷地近傍の地震基盤の位置及び形状を把握す
るため，微動アレー探査に基づくS波速度構造
を確認し，地震基盤に相当する層の上面の深さ
を複数の地点で比較する。

➌地震基盤の位置及び形状
並びに

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地近傍 地震基盤 ⓙ微動アレー探査 S波速度構造を確認する。 サイト特性 P.129～130

1.2.5
反射法地震探査・VSP探
査

敷地の地震基盤の位置及び形状を把握するた
め，大深度ボーリング孔を用いたVSP探査及び
海陸連続で測線を配置した反射法地震探査に
基づく反射断面を確認する。

➌地震基盤の位置及び形状
の把握

敷地 地震基盤
ⓘ反射法地震探査・VSP探
査

反射断面を確認する。 サイト特性 P.131～132

1.2.6 広域微動探査

敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把
握するため，地下の速度構造が反映されている
広域微動観測記録に基づき複数の観測点ペア
で評価した群速度を比較する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地周辺
地震基盤より

深部
ⓕ広域微動探査

地下の速度構造が反映さ
れている広域微動観測記
録に基づき複数の観測点
ペアで評価した群速度を
比較する。

伝播経路
特性

P.133～135

1.2.7 単点微動探査

敷地の地震基盤の形状を把握するため，地下
の速度構造が反映されている微動H/Vスペクト
ル比を敷地の複数の観測点で比較する。また，
水平アレー地震観測記録を用いた検討結果と
の整合性を確認する。

➌地震基盤の位置及び形状
の把握

敷地 地震基盤 ⓚ単点微動探査

地下の速度構造が反映さ
れている微動H/Vスペクト
ル比を敷地の複数の観測
点で比較する。

サイト特性 P.136～139

※ 青字の調査内容は，地質・地質構造の審査において説明済みの内容
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（1）敷地周辺の重力異常（ブーゲー異常図）
1.2.1 重力探査

砺波平野

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，国土
地理院(2006)，The Gravity Research
Group in Southwest Japan (2001) ，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et
al. (2019)，澤田ほか（2021），海域は産
業技術総合研究所地質調査総合セン
ター(2013)，石田ほか（2018）を用いて，
金沢大学・当社が作成した。

敷地周辺の水平一次微分図（金沢大学・当社作成）

宝達山

氷見平野

石動山

輪島市

七尾市

かほく市

羽咋市

氷見市

高爪山

敷地周辺のブーゲー異常図（金沢大学・当社作成）

高爪山

黒点は測定点
仮定密度：2,300kg/m3

コンター間隔：1mGal

志賀原子力発電所

・水平一次微分図は，作図範囲の大きさ，調査密度を考慮し，平面トレンドを除去及び
遮断波長4kmのローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

○ 能登半島では地震基盤である花崗岩を新第三紀以降の地層が直接覆っており（P.61～62），これらの密度差により，重力異常値は地震基盤の形状を反映していると考えられるこ
とから，敷地周辺の地震基盤の形状を把握するため，敷地周辺のブーゲー異常図及び水平一次微分図を確認した。

○ 敷地周辺陸域については，稠密な調査を実施し，重力異常図を作成した。周辺に対して高い重力異常を示すのは，高爪山周辺，石動山周辺及び宝達山周辺，低い重力異常を示
すのは，輪島市南部，羽咋市北部及び邑知潟平野南西部である。

○ 規模が大きく直線的に連続する重力異常急変部は，NE-SW方向を示す邑知潟平野の北西縁及び南東縁，石動山と氷見平野との境界及び宝達山地と砺波平野との境界と，E-W
方向を示す宝達山北部及び南部に認められる。

○ ブーゲー異常図及び水平一次微分図から，敷地の位置する能登半島中部には規模が大きく直線的に連続する重力異常急変部は認められない。

砺波平野

宝達山

氷見平野

石動山

輪島市

七尾市

かほく市

羽咋市

氷見市

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

【敷地周辺の地質・地質構造で説明済み】
第1193回審査会合 資料2-1

P.47 一部修正



 敷地近傍には地震基盤の形状の急激な変化を示唆する顕著な線状の重力異常急変部は認められないことから，敷地近傍の地震基盤に顕著な不整形はない
ものと考えられる。
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敷地近傍のブーゲー異常図（金沢大学・当社作成）

5km

黒点は測定点
仮定密度：2,300kg/m3

コンター間隔：1mGal

5km

敷地近傍の水平一次微分図（金沢大学・当社作成）

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

・右図は，陸域は本多ほか(2012)，
国土地理院(2006)，The Gravity
Research Group in Southwest
Japan (2001)，Yamamoto et al.
(2011)，Hiramatsu et al. (2019)，
澤田ほか（2021），海域は産業技
術総合研究所地質調査総合セ
ンター(2013)，石田ほか（2018）を
用いて，金沢大学・当社が作成し
た。

・水平一次微分図は，作図範囲の大きさ，調査密度を考慮し，平面トレンドを除去及び
遮断波長3kmのローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

○敷地近傍（敷地から半径5km範囲）の重力異常値はほぼ一定であり，高重力異常域と低重力異常域との境界は明瞭ではなく，敷地近傍には地震基盤の形状の急激な変化を示唆す
る顕著な線状の重力異常急変部は認められない。

（2）敷地近傍の重力異常（ブーゲー異常図）
1.2.1 重力探査 【敷地の地質・地質構造で説明済み】

第1193回審査会合 資料3-1
P.37 一部修正



Matsubara et al.(2022)による深さごとの速度構造マップ（P波速度）
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○ 敷地周辺の地震基盤より深部（深さ5km程度以深※）の速度構造を把握するため，地震波トモグラフィーに基づくP波速度構造及びS波速度構造
を確認した。

○ Matsubara et al.(2022)は，防災科学技術研究所のHi-netやS-netのデータ等を含む地震波トモグラフィーにより，日本海と太平洋を含む日本列
島周辺の3次元速度構造を評価している。

○ また，防災科学技術研究所は，Matsubara et al.(2022)による3次元速度構造から，地図上で深さや位置を任意に指定して，速度構造断面を表
示することが可能なソフトウェアを公開している。（https://www.hinet.bosai.go.jp/topics/sokudo_kozo/software.php?LANG=ja）

○ P波速度構造及びS波速度構造の確認は，防災科学技術研究所によるソフトウェアを用い，Matsubara et al.(2022)による敷地周辺の速度構造
断面を確認することで実施した。

（1）検討方法

Matsubara et al.(2022)より抜粋

1.2.2 地震波トモグラフィー 第1199回審査会合 資料1
P.78 一部修正

コメントNo.6の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

※ 深さ5km程度以浅については，敷地周辺における屈折法地震探査による検討結果（P.127）及び微動アレー探査による検討結果（P.130）において詳細な速度構造を把握できて
いることから，ここでは深さ5km程度以深を対象とした。



 Matsubara et al.(2022)による敷地周辺の速度構造断面より，敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の速度構造に顕著な不
整形はみられない。

○ Matsubara et al.(2022)による敷地周辺の速度構造断面を下図に示す。
○ この速度構造断面によると，敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の速度構造は概ね水平な層構造を呈している。
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Matsubara et al.(2022)による敷地周辺の速度構造断面
防災科学技術研究所のソフトウェアを用いて表示した図に一部加筆

（2）検討結果
1.2.2 地震波トモグラフィー
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②

②’

③
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④’

④

KEYPLAN P波速度構造断面

①-①’断面

②-②’断面

③-③’断面

④-④’断面

志賀原子力発電所
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S波速度構造断面

志賀原子力発電所
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志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所
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紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

・深さ0～10km
-水平方向：0.2°（約20km）
-深さ方向：5km

・深さ10～30km
-水平方向：0.2°（約20km）
-深さ方向：10km

Matsubara et al.(2022)の分解能
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○ 敷地周辺の地震基盤の位置及び形状，並びに地震基盤より深部の速度構造を把握するため，文献及び当社による屈折法地震探
査に基づくP波速度構造を確認した。

○ Iidaka et al.（2003）及びIidaka et al.（2008）は，中部日本を横断する測線において，屈折法地震探査を実施し，敷地周辺のP波速度
構造断面を評価している。

○ また，当社は，敷地から南東方向に約13kmの測線において，屈折法地震探査を実施し，深さ3km以浅のP波速度構造を推定してい
る。

（1）検討方法
1.2.3 屈折法地震探査

Iidaka et al.(2003)の調査測線図（A－A’）

志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

（★は爆破点を示す。）

Iidaka et al.(2008)に一部加筆

Iidaka et al.(2008)の調査測線図

志賀原子力発電所

当社の実施した調査測線図

（☆は爆破点を示す。）

第1199回審査会合 資料1
P.80 一部修正

：爆破点2地点（SP1及びSP2）
：観測点29点（爆破点2地点の内側は23点）
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P波速度構造断面（A－A’）調査測線図（A－A’）

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

Iidaka et al.(2003)による調査測線図及びP波速度構造断面

○ Iidaka et al.（2003）による調査測線図及びP波速度構造断面を下図に示す。
○ この断面によると，敷地周辺において，地震基盤に相当すると考えられるP波速度が5.3～5.8km/sの層が広く分布し，この層より深

部については，上から，P波速度が6.0～6.4km/s，6.6～6.8km/s，7.6～7.9km/sの層が概ね水平に分布している。

（★は爆破点を示す。）

（2） Iidaka et al.（2003）による検討結果
1.2.3 屈折法地震探査

（▼は爆破点を示す。）

第1199回審査会合 資料1
P.81 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：261.6km，観測点：391箇所（平均観測点間隔：669m）
• 爆薬量：（J1～J5）500kg，（T6）100kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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○ Iidaka et al.（2008）による調査測線図及びP波速度構造断面を下図に示す。
○ この断面によると，敷地から10km程度の範囲において，敷地の地震基盤（深さ1km程度）より深部の速度層は概ね水平に分布して

いる。

Iidaka et al.(2008)による調査測線図及びP波速度構造断面

Iidaka et al.(2008)に一部加筆

調査測線図

志賀原子力発電所

P波速度構造断面

志賀原子力発電所

深さ1km

（☆は爆破点を示す。） （▼は爆破点を示す。）

（3） Iidaka et al.（2008）による検討結果
1.2.3 屈折法地震探査 第1199回審査会合 資料1

P.82 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：170km，観測点：1108箇所（平均観測点間隔：153m）
• 爆薬量：（北端・南端）500kg，（北端・南端以外）300kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



 「Iidaka et al.（2003）による検討結果」，「Iidaka et al.（2008）による検討結果」及び「当社による検討結果」より，敷地周辺の地震基盤は深さ1km程度であ
り，概ね水平に分布している。また，敷地から10km程度の範囲において，地震基盤より深部の速度構造に顕著な不整形はみられない。

5.2km/s～5.7km/s

4.0km/s～5.2km/s

P波速度▼志賀原子力発電所

EL-1km
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P波速度構造断面

○ 当社による屈折法地震探査は，敷地から南東方向に約13kmの測線において，1985年11月24日に実施した。調査測線図，観測装置の仕様，走
時曲線及び爆破点間のP波速度構造断面を下記に示す。

○ 敷地周辺において，地震基盤に相当すると考えられるP波速度5.2～5.7km/sの層上面はEL-1km程度の位置にあり，概ね水平に分布している。

項目 仕様

名称 ARP-4400

製造会社 日本物理探鑛（株）

チャンネル数 4

記録再生方式 FM

成分 3成分(水平動2成分・上下動1成分)

周波数範囲（周波数帯域） 4～100Hz

電源 内蔵電池12V×2

観測装置の仕様

調査測線図

（4）当社による検討結果
1.2.3 屈折法地震探査 第1199回審査会合 資料1

P.83 一部修正

走時曲線 ※観測波形については，データ集1 P.139～141。

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

：爆破点2地点（SP1及びSP2）
：観測点29点（爆破点2地点の内側は23点）

観測

理論

＜調査諸元＞
• 調査測線：約13km，観測点：29箇所（平均観測点間隔：448m）
• 爆薬量：（SP1）150kg，（SP2）105kg
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○ 敷地近傍の地震基盤の位置及び形状を把握するため，微動アレー探査に基づくS波速度構造を確認し，地震基盤に相当する層の
上面の深さを複数の地点で比較した。

○ 微動アレー探査のための微動観測は，敷地を対象としたAアレーでは半径50～1000mの6種類，敷地の周辺を対象としたB～Gア
レーでは半径80～640mの4種類とし，原則としてアレーの中心点1箇所及びその円周上で正三角形となる3箇所に微動計を設置し，
2007年11月26日及び27日並びに2008年7月26日から8月1日の期間の中で実施した。微動アレー探査地点及び微動計の仕様を下
記に示す。

微動アレー探査地点

Aアレー※1

半径 = 50m

半径 = 100m

半径 = 150m

半径 = 300m

半径 = 500m

半径 = 1000m

B～Gアレー※2

半径 = 80m

半径 = 160m

半径 = 320m

半径 = 640m

※1 Aアレーの半径 = 1000mについては，三角形の頂点のうち

1箇所が海上となるため，円の中心と反対側に設置する変

形アレーを適用した。

※2 C，Gアレーの半径 = 640mについては，半径 = 640mの円

周上での設置が困難であったため，三角形一辺の長さが

640mとなる中心点なしのアレーを適用した。

0 0.5 1.0km

志賀原子力発電所

A
B

C

D

E

F

G

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の2万5千分1
地形図を複製したものである（承認番号 平26情複，第123号）。
上記地図を第三者がさらに複製する場合には，国土地理院の長の
承認を得なければならない。

項目 仕様

地震計

名称 LE-3D/5S 改

製造会社 レナーツ社(独)

成分 3成分(水平動2成分・上下動1成分)

固有周期 5/7秒切り替え式

電圧 DC12V

出力感度 4V/kine

センサー形式 速度型

収録装置

名称 LS-8000SH

製造会社 白山工業

チャンネル数 3

分解能 16bit

サンプリング周波数 100Hz

電源 DC6～9V

周波数範囲（周波数帯域） 0.14～50Hz

微動計の仕様

（1）検討方法
1.2.4 微動アレー探査 第1199回審査会合 資料1

P.94 再掲



 微動アレー探査に基づく各地点のS波速度構造より，敷地近傍の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。
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各地点の分散曲線（左）及び推定したS波速度構造（右）

A地点 B地点

D地点 E地点

F地点 G地点

○ 推定した各地点のS波速度構造を下図に示す。
○ 地震基盤に相当するS波速度3km/s程度の層の上面は深さ1km程度の位置にあり，概ね水平に分布している。

【分散曲線の凡例】 ：観測 ：理論
微動アレー探査地点
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（2）検討結果
1.2.4 微動アレー探査 第1199回審査会合 資料1

P.85 再掲



（1）検討方法
1.2.5 反射法地震探査・VSP探査 【敷地の地質・地質構造で説明済み】

第1121回審査会合 資料1-1
P.1-13 一部修正

○ 敷地の地震基盤の位置及び形状を把握するため，大深度ボーリング孔を用いたVSP探査及び海陸連続で測線を配置した反射法地震探査（2016年）
に基づく反射断面を確認した。

岩石

中砂

細砂

調査位置図（石川県，1997に一部加筆）

解析測線
東西測線：約3.1ｋｍ

（陸域：1.1ｋｍ，海域2.0ｋｍ）
南北測線：約1.2ｋｍ

（陸域のみ）

94

右図拡大範囲

調査位置図

大深度ボーリング孔を通るように，東西
測線，南北測線を配置し，発振した地震
波を反射法地震探査は地表受振点，
VSP探査はボーリング孔内受振点で収録。

凡 例

探査仕様

発振源 仕様 発振間隔 受振間隔

陸域 大型バイブレータ
・18t×2台
・起振マス：2.3t，2.6t（最大荷重18t）
・発振周波数：10-70Hz

50m
25m（地表）
15m（孔内）

海域 エアガン ・480cu.in. 25m 25m

251 1
1

131

志賀原子力発電所

・敷地内には上記の測線以外に，福浦断層の調査を目的とした反射法地震探査（A測線）が通過しているが，
同探査記録では，地震基盤（花崗岩上面）の形状は確認できない（詳細はデータ集1 P.143～145）。



（2）検討結果

 反射法地震探査・VSP探査に基づく反射断面より，敷地の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。 132

＊マイグレーション処理後の時間断面から深度変換を行い作成。（マイグレーション処理前後の時間断面は補足資料P.15～16参照）

反射法地震探査（2016年）・VSP探査結果
（東西測線：深度断面）

VSP解析結果

花崗岩上面※2

東→

250 200 150 100
50 ＣＭＰＣＭＰ
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]

陸海境界251

大深度ボーリング（D-8.6孔）での地層区分

1

←北

大深度ボーリング（D-8.6孔） ※1

VSP
解析結果

反射法地震探査（2016年）・VSP探査結果
（南北測線：深度断面）

花崗岩上面※2
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501 94

大深度ボーリング（D-8.6孔）での地層区分←西

大深度ボーリングでの地層区分

：古第三系～新第三系
（安山岩，凝灰角礫岩，砂岩と頁岩の互層，礫層）

：花崗岩

・反射法地震探査区間における花崗岩上面付近での垂直分解能は32～35m程度。

反射法地震探査（2016年）
解析結果

反射法地震探査（2016年）解析結果

※2 花崗岩上面の解釈線は，重合数が相対
的に多い測線中央付近から反射面が連
続的に追跡でき，信頼性が高いと考えら
れる区間について記載

【敷地の地質・地質構造で説明済み】
第1121回審査会合 資料1-1

P.1-14 一部修正

3125 3000

大深度ボーリング（D-8.6孔） ※1

○ 反射断面＊を下図に示す。
○ 探査の結果，花崗岩上面（地震基盤）に相当する反射面は深さ1km程度の位置にあり，EL -1100～-1300mの範囲で概ね水平に分布している。

1.2.5 反射法地震探査・VSP探査

大深度ボーリング（K-13.6孔）（投影）※1

南→

大深度ボーリング（K-13.6孔）（投影）※1

福浦断層

60°

※1 D-8.6孔（P.100）とK-13.6孔（P.101）により確認された花崗岩上
面の高度差約180mについては，重力探査の結果で敷地近傍
に顕著な線状の重力異常急変部が認められず（P.122），反射
法地震探査・VSP探査結果で断層が認められないこと，花崗岩
上面に相当する反射面に同程度の高度差（約100～200m）が
認められることから，敷地の地下深部における花崗岩上面の
凹凸の範囲内であると判断した。
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微動観測点配置図

136.5ﾟ

136.5ﾟ

137.0ﾟ

137.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

10 km

20 km

30 km

0 5 10 15 20 25 km

観測点1（志賀原子力発電所）

観測点4

観測点3

観測点5

観測点2

：微動観測点
：検討対象とする観測点ペア

○ 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把握するため，地下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に基づき複数の
観測点ペアで評価した群速度を比較した。

○ 微動観測は敷地内外の5地点において，2014年6月26日から順次実施している。微動観測点配置図及び観測開始日並びに微動計
の仕様を下記に示す。

○ 群速度は，敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把握する観点から，観測点の一方が敷地となっている観測点ペア及び観測
点間に敷地が含まれている観測点ペアのうち観測点間距離が比較的長い観測点ペア（4組）で評価した。

微動計の仕様

観測開始日

観測点1,2,3 2014年6月26日

観測点4 2015年2月10日

観測点5 2017年1月18日

（1）検討方法
1.2.6 広域微動探査

項目 仕様

地震計 3成分加速度計（ミツトヨ製JEP-6A3）

データロガー LS-8000（白山工業製）

電源供給 バッテリー

データ収録
連続観測（100Hzサンプリング）
GPSによる時刻校正

第1199回審査会合 資料1
P.90 再掲
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○ 地表の2点間で観測された波動場の相互相関によって，一方の観測点にインパルス信号を与え，もう一方の観測点で観測した際の
記録（グリーン関数）を合成できる。（Wapenaar（2004））

地震波干渉法の常時微動への適用

○ 無数の振源で囲まれた領域中の2点間で微動を計測し，各振源による相互相関を全て積分（スタック処理）すると，停留位相点と呼
ばれる領域以外の成分は打ち消し合い，2点間のグリーン関数のみが残る。

常時微動への適用

Shapiro and Campillo（2004）

観測点（常時微動の連続観測）

○ 群速度の評価方法を下記に示す。

① 1時間分の連続記録の相互相関を全日数分スタック処理し，グリーン関数を評価※

② グリーン関数の狭帯域フィルタ処理から，周期ごとのフィルター波形とそのエンベロープ（包絡線）を評価

③ 観測点間距離をエンベロープの最大値時刻で除し，周期ごとの群速度を評価

（2）地震波干渉法の原理及び群速度の評価方法
1.2.6 広域微動探査

※ 相互相関関数の評価結果は，データ集1 P.149～157。

第1199回審査会合 資料1
P.91 再掲



微動観測記録により得られた群速度

 微動観測記録により得られた群速度は，周期2秒程度より長周期側において，いずれも同様の分散性を示すことから，敷地周辺の
地震基盤より深部の速度構造に，顕著な不整形はないものと考えられる。
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○ 微動観測記録により得られた群速度（右下図）は，敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられる周期2秒
程度より長周期側※において，いずれも同様の分散性を示す。

微動観測点配置図
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観測点1（志賀原子力発電所）

観測点4

観測点3

観測点5

観測点2

：微動観測点
：検討対象とする観測点ペア

（3）検討結果

※ 群速度における周期2秒程度より長周期側が，敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられることについては，補足資料P.18参照。

1.2.6 広域微動探査

：観測点1-観測点2ペアの群速度
：観測点1-観測点5ペアの群速度
：観測点3-観測点4ペアの群速度
：観測点4-観測点5ペアの群速度

第1199回審査会合 資料1
P.92 再掲
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：微動観測点
：水平アレー地震観測点（地表）
：鉛直アレー地震観測点微動観測点配置図
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項目 仕様

地震計

名称 LE-3D/5S 改

製造会社 レナーツ社(独)

成分 3成分(水平動2成分・上下動1成分)

固有周期 5/7秒切り替え式

電圧 DC12V

出力感度 4V/kine

センサー形式 速度型

収録装置

名称 LS-8000

製造会社 白山工業

チャンネル数 3

分解能 24bit

サンプリング周波数 100Hz

電源 DC6～16V

周波数範囲（周波数帯域） 0.14～50Hz

微動計の仕様

※ 微動観測点は，敷地において約50m間隔に設置することを基本としているが，施設の設置状況や工事状況等を考慮して配置した。

○ 敷地の地震基盤の形状を把握するため，微動H/Vスペクトル比を敷地の複数の観測点で比較するとともに，1.3節において実施した
水平アレー地震観測記録を用いた検討結果との整合性を確認する。

○ 微動観測は敷地の232地点※（約50m間隔）において，2014年1月13日～23日の期間の中で実施した。微動観測点配置図及び微動
計の仕様を下記に示す。（P.88再掲）

（1）検討方法
1.2.7 単点微動探査 第1199回審査会合 資料1

P.94 一部修正

コメントNo.7の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



 単点微動探査による検討結果によれば，周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著な違いはないことから，
敷地の地震基盤の形状に顕著な不整形はないものと考えられる。

各観測点の微動H/Vスペクトル比
平均値
±σ

○ 各観測点の微動H/Vスペクトル比を比較した結果を下図に示す。
○ 周期1秒程度より短周期側は観測点により変動がみられる※1が，敷地の地震基盤の位置を反映していると考えられる周期2秒程度

※2において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著な違いはない。

各観測点の微動H/Vスペクトル比の比較

各観測点の微動H/Vスペクトル比
の詳細はデータ集1 P.159～163。
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（2）単点微動探査による検討結果 －地震基盤の形状－

※1 微動H/Vスペクトル比における周期1秒程度より短周期側において，観測点により変動がみられることについての分析は，補足資料P.20参照。
※2 微動H/Vスペクトル比における周期2秒程度が，敷地の地震基盤の位置を反映していると考えられることについては，補足資料P.21参照。

1.2.7 単点微動探査 第1199回審査会合 資料1
P.95 再掲
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 水平アレー地震観測記録を用いた検討（1.3.3～1.3.4項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅（地震基盤の形状を含む）に地震動
へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.2.7 単点微動探査

○ 1.3節において実施した水平アレー地震観測記録を用いた検討結果を確認した。
○ 敷地の地震基盤以浅を対象とした水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.3項）によれば，各観測点

間の応答スペクトル比の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，観測点1～4周辺の地震基
盤以浅（表層地盤を除く）に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

○ 敷地の地震基盤～EL-200mを対象とした水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討結果（1.3.4項）によれば，2号
原子炉建屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程
度であることから，2号原子炉建屋直下地震観測点周辺と自由地盤地震観測点周辺のEL-200m～地震基盤に，地震動へ影響を及
ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

応答スペクトル比（観測点2/観測点1）の
地震波の到来方向ごとの比較（1.3.3項）
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（3）観測記録を用いた検討結果（1.3節）
コメントNo.7の回答

応答スペクトル比（自由地盤EL-200m/2号原子炉建屋直下EL-200m）の
地震波の到来方向ごとの比較（1.3.4項）
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 単点微動探査による検討結果（周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著な違いはみられないことから，敷
地の地震基盤の形状に顕著な不整形はないものと考えられること）は，1.3節において実施した水平アレー地震観測記録を用いた
検討結果（敷地の地震基盤以浅（地震基盤の形状を含む）に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられるこ
と）と整合的である。

○ 単点微動探査による検討結果によれば，周期2
秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル
比に顕著な違いはみられないことから，敷地の地
震基盤の形状に顕著な不整形はないものと考え
られる。
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1.2.7 単点微動探査

（4）検討結果の整合性確認
コメントNo.7の回答

○ 単点微動探査による検討結果と1.3節において実施した水平アレー地震観測記録を用いた検討結果について整合性を確認する。

単点微動探査による検討結果 1.3節において実施した水平アレー地震観測記録を用いた検討結果

○ 水平アレー地震観測記録を用いた検討（1.3.3～
1.3.4項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅
（地震基盤の形状を含む）に地震動へ影響を及
ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

整合性確認



 以上の1.1節の地質・地質構造の調査による地下構造の検討及び1.2節の物理探査による地下構造の検討の結果から，敷地の地震基盤は水平で評価できる
ことを確認した。

地震基盤の設定（1/2）
1.2.8 地震基盤の設定
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コメントNo.3の回答

■「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の記載事項

「地震基盤」とは，せん断波速度Vs=3000m/s 程度以上の地層をいう。

■敷地地盤の特徴

○ 敷地の地震基盤は，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえて設定する。

【1.1節 地質・地質構造の調査による地下構造の検討】
○ 大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔，K-13.6孔）によれば，原子炉設置位置付近の地震基盤以浅の地質は，下位から先第三紀の花崗岩，古第三紀の楡原

階（砂岩と頁岩の互層，礫岩），新第三紀の岩稲階（安山岩，凝灰角礫岩）からなり，花崗岩以浅におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ4km/s及び2km/s
程度，花崗岩以深におけるP波速度及びS波速度はそれぞれ5km/s及び3km/s程度であり，密度は概ね2～3t/m3の範囲を示す。（詳細は1.1.5項（P.99～101）
参照）

○ また，大深度ボーリング2孔（D-8.6孔，K-13.6孔）の花崗岩上面に約180mの高度差が認められることから，二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーション
による検討を実施して，花崗岩上面の高度差が地震動へ与える影響を確認した結果，花崗岩上面の高度差をモデル化した二次元FEMモデル及び花崗岩上
面の高度差をモデル化しない二次元FEMモデルを用いた地震動シミュレーションによる応答に顕著な違いはみられない。また，観測記録を用いた検討（1.3.3
～1.3.5項）の結果によれば，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。これらより，敷地の花崗岩上面の高
度差は，地震動へ与える影響は小さいものと考えられる。（詳細は1.1.5項（P.102～111）参照）

【1.2節 物理探査による地下構造の検討】
○ 敷地周辺における重力探査の検討結果によれば，敷地近傍（敷地から半径5km範囲）の重力異常値はほぼ一定であり，高重力異常域と低重力異常域との境

界は明瞭ではなく，敷地近傍には地震基盤の形状の急激な変化を示唆する顕著な線状の重力異常急変部は認められないことから，敷地近傍の地震基盤に
顕著な不整形はないものと考えられる。（詳細は1.2.1項参照）

○ 敷地周辺における屈折法地震探査の検討結果によれば，敷地周辺の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。（詳細は1.2.3項参照）
○ 敷地近傍における微動アレー探査の検討結果によれば，敷地近傍の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。（詳細は1.2.4項参照）
○ 敷地における反射法地震探査・VSP探査の検討結果によれば，敷地の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。（詳細は1.2.5項参照）
○ 敷地における単点微動探査の検討結果によれば，敷地の地震基盤の位置を反映していると考えられる周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクト

ル比に顕著な違いはないことから，敷地の地震基盤の形状に顕著な不整形はないものと考えられる。（詳細は1.2.7項参照）



0 0.5 1.0km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の2万5千分1地形図を複製したも
のである（承認番号 平26情複，第123号）。
上記地図を第三者がさらに複製する場合に
は，国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

微動アレー探査地点（A地点）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

標
高

(Ｅ
Ｌ

－
ｍ

)

弾性波速度（km/ｓ ）

0 1 2 3 4 5 6 7

PS検層結果

EL-1.19km
（地震基盤）

微動アレー探査結果

 以上により，敷地の地震基盤はEL-1.19kmの位置に設定した。
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コメントNo.3の回答地震基盤の設定（2/2）
1.2.8 地震基盤の設定

■地震基盤の設定

○ 大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔）のPS検層結果によれば，EL-1.19km以深でS波速度が3km/s程度以上となることから，地震基盤はEL-1.19kmである。
○ また，地震基盤をEL-1.19kmとした場合の理論位相速度は，敷地における微動アレー探査により得られた位相速度と調和的である。

大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔）
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1.2.1 重力探査
○ 敷地周辺の地震基盤の形状を把握するため，敷地周辺のブーゲー異常図及び水平一次微分図を確認した。
 敷地近傍（敷地から半径5km範囲）の重力異常値はほぼ一定であり，高重力異常域と低重力異常域との境界は明瞭ではなく，

敷地近傍には地震基盤の形状の急激な変化を示唆する顕著な線状の重力異常急変部は認められないことから，敷地近傍の地
震基盤に顕著な不整形はないものと考えられる。

1.2.2 地震波トモグラフィー
○ 敷地周辺の地震基盤より深部（深さ5km程度以深）の速度構造を把握するため，地震波トモグラフィーに基づくP波速度構造及び

S波速度構造を確認した。
 敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の速度構造に顕著な不整形はみられない。

1.2.3 屈折法地震探査
○ 敷地周辺の地震基盤の位置及び形状，並びに地震基盤より深部の速度構造を把握するため，Iidaka et al.（2003），Iidaka et al.

（2008）及び当社による屈折法地震探査に基づくP波速度構造を確認した。
 敷地周辺の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。また，敷地から10km程度の範囲において，地震基盤よ

り深部の速度構造に顕著な不整形はみられない。

1.2.4 微動アレー探査
○ 敷地近傍の地震基盤の位置及び形状を把握するため，微動アレー探査に基づくS波速度構造を確認し，地震基盤に相当する層

の上面の深さを複数の地点で比較した。
 敷地近傍の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。

1.2.5 反射法地震探査・VSP探査
○ 敷地の地震基盤の位置及び形状を把握するため，大深度ボーリング孔を用いたVSP探査及び海陸連続で測線を配置した反射

法地震探査に基づく反射断面を確認した。
 敷地の地震基盤は深さ1km程度であり，概ね水平に分布している。

まとめ（1/2）
1.2 物理探査による地下構造の検討
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コメントNo.1の回答

○ 地震基盤の位置及び形状，地震基盤より深部の地下構造の成層性及び均質性を評価するため，「地震基盤の位置及び形状」，「地
震基盤より深部の速度構造」に関する物理探査による検討を実施した（1.2.1～1.2.7項）。検討結果を下記に示す。

○ また，これらの検討結果を踏まえ，敷地の地震基盤を設定した（1.2.8項）。

第1199回審査会合 資料1
P.99 一部修正



1.2.6 広域微動探査
○ 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を把握するため，地下の速度構造が反映されている広域微動観測記録に基づき複数

の観測点ペアで評価した群速度を比較した。
 敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられる周期2秒程度より長周期側において，いずれも同様の分

散性を示すことから，敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造に，顕著な不整形はないものと考えられる。

1.2.7 単点微動探査
○ 敷地の地震基盤の形状を把握するため，微動H/Vスペクトル比を敷地の複数の観測点で比較した。
 敷地の地震基盤の位置を反映していると考えられる周期2秒程度において，各観測点の微動H/Vスペクトル比に顕著な違いは

ないことから，敷地の地震基盤の形状に顕著な不整形はないものと考えられる。また，水平アレー地震観測記録を用いた検討
（1.3.3～1.3.4項）の結果によれば敷地の地震基盤以浅（地震基盤の形状を含む）に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構
造はないと考えられることと整合的である。

1.2.8 地震基盤の設定
 敷地の地震基盤は，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」の記載事項及び敷地地盤の特徴を踏まえ，S波速度が

3km/s程度以上となるEL-1.19kmの位置に設定した。

まとめ（2/2）
1.2 物理探査による地下構造の検討

 物理探査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地震基盤は，深さ1km程度であり概ね水平に分布している結果が得られてい
ることから，概ね水平で評価できることを確認した。また，地震基盤より深部の地下構造については，顕著な不整形はないものと評
価できることから，成層かつ均質と評価できることを確認した。

 また，敷地の地震基盤は，S波速度が3km/s程度以上であるEL-1.19kmの位置に設定した。
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コメントNo.1の回答

第1199回審査会合 資料1
P.100 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



1.3 観測記録による地下構造の検討
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○ 敷地の鉛直アレー地震観測記録により敷地地盤の増幅特性を把握する（1.3.1項）とともに，地震基盤以浅の地下構造の成層性及
び均質性を評価するため，敷地内の複数地点で得られた地震観測記録を比較，検討する（1.3.2～1.3.5項）。

：観測記録による地下構造の検討

調査項目 調査概要 調査の目的
対象 手法 地震動評価

の3要素
詳細説明

水平方向 深さ方向 種別 内容

1.3.1
鉛直アレー地震観測記録
（深度別）を用いた検討

敷地の増幅特性（地震基盤～解放基盤表面）を
把握するため，自由地盤地震観測点における
深 度 別 （ EL+19.5m ， EL-10m ， EL-100m ， EL-
200m，EL-1298m）の応答スペクトルより増幅傾
向を確認する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
地震基盤以浅
（地震基盤～解放

基盤表面）

ⓛ鉛直アレー地震観測
自由地盤地震観測点の深
度別応答スペクトルを確認
する。

サイト特性 P.147～150

1.3.2
鉛直アレー地震観測記録
（到来方向別）を用いた検
討

敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象に特異
な速度構造の有無を確認するため，自由地盤
地震観測点における応答スペクトル比（EL-10m
／EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比較す
る。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
地震基盤以浅
（EL-200m～解放

基盤表面）

ⓛ鉛直アレー地震観測
観測点間の応答スペクト
ル比を確認し，地震波の
到来方向ごとに比較する。

サイト特性 P.151～153

1.3.3
水平アレー地震観測記録
（地表）（到来方向別）を用
いた検討

敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造
の有無を確認するため，水平アレー地震観測点
（地表）間の応答スペクトル比を地震波の到来
方向ごとに比較する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
地震基盤以浅
（地震基盤～解放

基盤表面）

ⓜ水平アレー地震観測
観測点間の応答スペクト
ル比を確認し，地震波の
到来方向ごとに比較する。

サイト特性 P.154～158

1.3.4
水平アレー地震観測記録
（地中）（到来方向別）を用
いた検討

敷地の地震基盤～EL-200mを対象に特異な速
度構造の有無を確認するため，EL-200mの地
震観測点間の応答スペクトル比（自由地盤EL-
200m／2号原子炉建屋直下EL-200m）を地震波
の到来方向ごとに比較する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
地震基盤以浅
（地震基盤～EL-

200m）

ⓜ水平アレー地震観測
観測点間の応答スペクト
ル比を確認し，地震波の
到来方向ごとに比較する。

サイト特性 P.159～161

1.3.5
原子炉建屋基礎版上の地
震観測記録を用いた検討

敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造
の有無を確認するため，1号原子炉建屋基礎版
上及び2号原子炉建屋基礎版上での加速度時
刻歴波形及び応答スペクトルを比較する。

➎地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性
の把握

敷地
地震基盤以浅
（地震基盤～原子
炉建屋基礎版）

ⓝ原子炉建屋基礎版上地
震観測

原子炉建屋基礎版上にお
ける加速度時刻歴波形及
び応答スペクトルを1号と2
号で比較する。

サイト特性 P.162～165

検討方針
1.3 観測記録による地下構造の検討
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コメントNo.1の回答

※ 上記検討に用いた地震観測データの概要一覧は補足資料P.23参照



鉛直アレー地震観測点断面図

▲：地震観測点

自由地盤地震観測点

（1999年9月～）

2号原子炉建屋直下地震観測点

（2004年10月～）

▽EL-1298m

▽EL-100m

▽EL-200m

▽EL+19.5m

▽EL-10m
▽EL-6.2m

▽EL-40m

▽EL-100m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

○ 敷地地盤における主な地震観測点の位置を下記に示す。
○ 鉛直アレー地震観測点については，自由地盤地震観測点において，1999年9月よりEL+19.5m～EL-200mで観測を実施しており，2019年7月より

その深部の大深度地震観測点（EL-1298m）で観測を実施している（大深度地震観測点（EL-1298m）については，地震観測装置の不具合により
2024年7月に観測停止※）。また，2号原子炉建屋直下地震観測点において，2004年10月よりEL-6.2m～EL-200mで観測を実施している。

○ 水平アレー地震観測点については，敷地地盤の地表4地点において，2016年1月～2018年2月に観測を実施し，2020年10月より観測を再開して
いる。

敷地地盤における主な地震観測点配置図

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

自由地盤地震観測点（1999年9月～）

2号原子炉建屋直下地震観測点（2004年10月～）

：鉛直アレー地震観測点
：水平アレー地震観測点（地表）
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敷地地盤における主な地震観測点
1.3 観測記録による地下構造の検討

大深度地震観測点

（2019年7月～2024年7月）

第1199回審査会合 資料1
P.102 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

※ 2022年11月26日以降，地震観測装置の不具合により，断続的な観測を行っていたが，2024年7月6日に観測不能となり，観測を停止した。



1 2000/06/07 06:16 36.8265 135.5630 21.30 6.2 106.9

2 2004/10/23 17:56 37.2925 138.8672 13.08 6.8 191.8

3 2007/03/25 09:41 37.2207 136.6860 10.70 6.9 18.1

4 2007/07/16 10:13 37.5568 138.6095 16.75 6.8 175.8

5 2020/03/13 02:18 37.2797 136.8245 12.33 5.5 25.8

6 2021/09/16 18:42 37.5053 137.3008 13.12 5.1 70.9

7 2022/06/19 15:08 37.5153 137.2763 13.14 5.4 70.1

8 2022/06/20 10:31 37.5220 137.3220 13.86 5.0 73.5

9 2023/05/05 14:42 37.5390 137.3045 12.14 6.5 73.8

10 2023/05/05 14:53 37.5257 137.2218 12.81 5.0 67.7

11 2023/05/05 21:58 37.5263 137.2355 13.70 5.9 68.6

12 2024/01/01 16:06 37.5105 137.2463 11.79 5.5 67.9

13 2024/01/01 16:10 37.4962 137.2705 15.86 7.6 68.3

14 2024/01/01 16:12 37.1550 136.6583 9.23 5.7 12.1

15 2024/01/01 16:18 37.1985 136.8197 11.29 6.1 17.4

16 2024/01/01 16:39 37.5497 137.4418 13.08 5.2 83.4

17 2024/01/01 16:42 37.4475 137.1913 11.59 5.0 59.5

18 2024/01/01 16:56 37.2622 136.8567 13.78 5.8 25.2

19 2024/01/01 17:07 37.1102 136.6108 0.41 5.3 11.7

20 2024/01/01 18:03 37.5928 137.4077 13.64 5.5 84.4

21 2024/01/01 18:08 37.5783 137.3827 13.53 5.8 81.7

22 2024/01/02 10:17 37.2220 136.7225 10.21 5.6 17.9

23 2024/01/03 10:54 37.3735 136.8728 12.84 5.6 37.0

24 2024/01/06 05:26 37.2172 136.8325 12.06 5.4 19.7

25 2024/06/03 06:31 37.4675 137.3030 13.78 6.0 68.2

26 2024/06/03 06:40 37.4640 137.3475 13.74 5.0 71.0

27 2024/11/26 22:47 37.0087 136.3975 7.46 6.6 29.9

28 2024/11/26 22:48 37.0050 136.4303 3.09 5.0 27.1

No.

震源情報

日付 時刻
深さ
(km)

M
北緯
（°）

東経
（°）

震央距離
（km）

○ 敷地地盤の増幅特性（地震基盤～解放基盤表面）を把握するため，自由地盤地震観測点における深度別（EL+19.5m，EL-10m，
EL-100m，EL-200m，EL-1298m）の応答スペクトルより増幅傾向を確認する。

○ 検討に用いた主な観測地震（No.1～28）の諸元を下表に，震央分布図を次頁に示す。No.1～4の地震は，2014年の設置変更許可申
請書に記載している主な観測地震で，No.5～28の地震※は，EL-1298mの大深度地震観測を開始した2019年7月以降に観測された
主な観測地震（敷地から100km以内において発生したM5以上の地震）である。
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主な観測地震の諸元＊

（1）検討方針（1/2）

＊ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1
P.103 一部修正

自由地盤地震観測点

：地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1298m

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤

地震観測記録の拡充

※ No.12～21，24，27～28の地震については，地震観測装置の不具合によりEL-1298mの観測記録が得られていない。

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所



137.0ﾟ

137.0ﾟ

137.1ﾟ

137.1ﾟ

137.2ﾟ

137.2ﾟ

137.3ﾟ

137.3ﾟ

137.4ﾟ

137.4ﾟ

37.4ﾟ 37.4ﾟ

37.5ﾟ 37.5ﾟ

○ 検討に用いた主な観測地震（No.1～28）の震央分布図を下図に示す。

志賀原子力発電所

No.1

No.22

No.3 （2007年能登半島地震） No.2 （2004年新潟県中越地震）

No.4 （2007年新潟県中越沖地震）
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主な観測地震の震央分布図

（1）検討方針（2/2）

No.8

No.9

No.6

No.7
No.11

No.10

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1
P.103 一部修正

地震観測記録の拡充

No.19

No.16

No.20

No.14

No.5

No.23

No.15
No.24
No.18

No.25

No.12

No.21

No.13 （2024年能登半島地震）

No.26

No.17

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

No.27

No.28



1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討
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○ 敷地地盤の増幅特性を把握するため，自由地盤地震観測点における主な観測地震（No.1～28）について，深度別の応答スペクトルを確認する。
○ No.1～28の地震のうち，自由地盤地震観測点の全深度で観測記録が得られた地震のうち最も大きな加速度を記録したNo.22（2024/01/02 10:17 石川県能登

地方の地震）の検討結果を下図に示す。（その他の地震も含めた全地震の検討結果については補足資料P.25～52に示す。また，参考に，No.22の深度別の
フーリエスペクトル及び伝達関数を補足資料P.53～54に示す。）

○ 下図の深度別の応答スペクトルによると，NS方向及びEW方向の周期0.2秒程度より短周期側，並びにUＤ方向の周期0.1秒程度より短周期側では，表層地盤
（EL-10m～EL+19.5m）において応答が大きく増幅する傾向にあるが，岩盤中（EL-1298m～EL-10m）においてはほとんど増幅がみられない。また，NS方向及
びEW方向の周期0.2～0.7秒程度，並びにUD方向の周期0.1～0.3秒程度では，EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する傾向にあり，NS方向及びEW方向
の周期0.7秒程度より長周期側，並びにUD方向の周期1～4秒程度では，EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する傾向にある。

NS方向 EW方向 UD方向
深度別の応答スペクトル（No.22（2024/01/02 10:17 石川県能登地方の地震））

EL+19.5m EL-10m EL-100m EL-200m EL-1298m

（2）自由地盤地震観測点における主な観測地震 －深度別の応答スペクトル（1/2）－
コメントNo.10の回答

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯

地震観測記録の拡充
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 No.1～28のいずれの地震についても，増幅傾向がみられる周期帯に顕著な違いはないことから，これらの増幅は敷地地盤固有の振動特性によるものであり，
自由地盤地震観測点周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

 なお，地下構造モデルの設定にあたっては，この振動特性が地下構造モデルに適切に反映されていることを確認する。（確認した結果はP.181参照）

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討

○ 前頁において深度別の応答スペクトルに見られた増幅の傾向（NS方向及びEW方向の周期0.2～0.7秒程度，並びにUD方向の周期0.1～0.3秒程度では，EL-
100m～EL-10mにおいて応答が増幅する傾向，NS方向及びEW方向の周期0.7秒程度より長周期側，並びにUD方向の周期1～4秒程度では，EL-1298m～EL-
200mにおいて応答が増幅する傾向）が，その他の地震についてもみられるか確認するため，No.1～28の全地震を対象としてEL-100m～EL-10m間及びEL-
1298m～EL-200m間の応答スペクトル比を確認した。

○ No.1～28のいずれの地震についても，増幅傾向がみられる周期帯に顕著な違いはない。

（2）自由地盤地震観測点における主な観測地震 －深度別の応答スペクトル（2/2）－
コメントNo.10の回答

地震観測記録の拡充

No.1～28の各地震 平均

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯
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○ 敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，自由地盤地震観測点における応答スペクトル
比（EL-10m／EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比較する。

検討対象の地震観測点配置図

鉛直アレー地震観測点断面図

▲：地震観測点

△：検討対象の地震観測点

自由地盤地震観測点

（1999年9月～）

▽EL-1298m※

▽EL+19.5m

▽EL-10m

▽EL-100m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

解放基盤表面

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

自由地盤地震観測点（1999年9月～）

：鉛直アレー地震観測点

（1）検討方法
1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討

※ 大深度地震観測点については，敷地より南側の地震が少ないことから，検討対象としない。

第1199回審査会合 資料1
P.125 一部修正
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○ 検討の対象は，1999年9月～2024年11月に自由地盤EL-200mと自由地盤EL-10mで同時に観測された地震のうち，2地点のNS成分，EW成分，
UD成分の最大加速度が全て0.5cm/s2以上を記録し，観測記録の信頼周期上限が5秒程度以上である449地震とした。検討の対象とした地震の
震央分布図を下図に示す。

（2）検討の対象とした地震
1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.126 一部修正

コメントNo.8の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

地震観測記録の拡充

方向1

方向2

志賀原子力発電所

方向3

方向7

方向6

方向8

方向4方向5

到来方向 地震数

1 130個

2 38個

3 5個

4 8個

5 5個

6 18個

7 58個

8 187個

全方向 449個

検討の対象とした地震の震央分布図

※ 検討の対象とした地震の諸元はデータ集2 P.5～9。
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 自由地盤EL-200mに対する自由地盤EL-10mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，自由地盤地震観測点
周辺のEL-10m～EL-200mに，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。 153

UD方向

EW方向

NS方向

応答スペクトル比（自由地盤EL-10m/自由地盤EL-200m）の地震波の到来方向ごとの比較

○ 自由地盤EL-200mに対する自由地盤EL-10mの応答スペクトル比を地震波の到来方向ごとに比較した結果，応答スペクトル比に地
震波の到来方向による顕著な違いはない。

（3）検討結果

※検討に用いるデータの期間
を変更した場合の検討結果

の比較 については， 補足資
料P.56。

※到来方向ごとの全地震の応
答スペクトル比については，
データ集2 P.460～468。

1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1
P.128 一部修正

コメントNo.8,9の回答

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

地震観測記録の拡充
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検討対象周期帯

観測点1 観測点3観測点2 観測点4

EL+33.5m(GL-25.5m)

▽

EL＋2.6m(GL-8.4m)

▽

EL＋9m(GL-26m)

▽

EL＋33.1m(GL-8.9m)

▽

各観測点の表層地盤の地盤増幅率（水平方向）
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○ 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，水平アレー地震観測点（地表）間の応答スペクトル比※1（観測点1に対
する観測点2～4の比※2）を地震波の到来方向ごとに比較する。

○ 各観測点付近の表層地盤のS波速度構造※3と水平方向の地盤増幅率※4を右下図に示す。
○ 地盤増幅率をみると，周期0.5秒未満の短周期側では，各観測点の増幅特性が異なっており，応答スペクトル比にはS波速度1000m/s未満とな

る表層地盤の速度構造の違いによる影響が含まれると考えられることから，本検討では周期0.5秒以上の長周期側を対象とした，表層地盤より
深部の速度構造について確認した。

各観測点の表層地盤のS波速度構造

水平アレー地震観測点配置図

観測点1

観測点3

観測点4

観測点2

：水平アレー地震観測点（地表）

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

（1）検討方法
1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討

▽

EL＋11m(GL±0m)

▽

EL＋35m(GL±0m)

▽

EL＋42m(GL±0m)

▽

EL＋59m(GL±0m)

第1199回審査会合 資料1
P.115 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

※1
※2

※3
※4

地震基盤においては，観測点位置によらず同様の揺れであると考えられることから，観測点間の応答スペクトル比は，地震基盤以浅の速度構造の違いが反映されているものと考える。
基準とする観測点については，第1199回審査会合資料（2023年10月20日）においては観測点4としていたが，2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）を含む2024年11月19日～2024年11月30日に観測された地震について，地震
観測装置の不具合により観測点4の地震観測記録が得られなかったことから，検討の対象とした全地震の観測記録が得られている観測点1に変更した。なお，観測点4を基準とする観測点とした場合の2024年11月18日までの地震観
測記録を用いた検討結果（補足資料P.61～64）においても，観測点1を基準とする観測点とした場合の検討結果（P.156～158）と同様に，検討対象とした周期帯（周期0.5秒以上）において，応答スペクトル比に地震波の到来方向によ
る顕著な違いはないことを確認している。
半径数m程度の三角形アレー等を複数配置した微動アレー探査により推定した。
表層地盤のS波速度構造より，最下層に対する地表（GL±0m）の地盤増幅率を算定した。
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○ 検討の対象は，2016年1月～2018年2月及び2020年10月～2024年11月30日に観測された地震のうち，SN 比が大きい461地震とした。検討の対象とし
た地震の震央分布図を下図に示す。

（2）検討の対象とした地震
1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.116 一部修正

コメントNo.8の回答

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

地震観測記録の拡充

検討の対象とした地震の震央分布図

到来方向 地震数

1 187個

2 80個

3 12個

4 17個

5 14個

6 52個

7 35個

8 64個

全方向 461個

方向1

方向2

志賀原子力発電所

方向3

方向7

方向6

方向8

方向4方向5

※ 検討の対象とした地震の諸元はデータ集3 P. 5～9。
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応答スペクトル比（観測点2/観測点1）の地震波の到来方向ごとの比較

○ 観測点1に対する観測点2の応答スペクトル比の平均値を地震波の到来方向ごとに比較した結果，検討対象とした周期帯（周期0.5秒以上）にお
いて，応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはない。

（3）検討結果 －観測点2/観測点1－
1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.118 一部修正

コメントNo.8,9の回答

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

地震観測記録の拡充

※灰色ハッチング箇所は検討
対象外の周期帯を示す。

※検討に用いるデータの期間
を変更した場合の検討結果
の比較については， 補足資
料P.58。

※到来方向ごとの全地震の応
答スペクトル比については，
データ集3 P. 472～480 。
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応答スペクトル比（観測点3/観測点1）の地震波の到来方向ごとの比較

○ 観測点1に対する観測点3の応答スペクトル比についても，観測点1に対する観測点2の応答スペクトル比と同様，検討対象とした周期帯（周期
0.5秒以上）において，応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはない。

（3）検討結果 －観測点3/観測点1－
1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.119 一部修正

コメントNo.8,9の回答

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

地震観測記録の拡充

※灰色ハッチング箇所は検討
対象外の周期帯を示す。

※検討に用いるデータの期間
を変更した場合の検討結果
の比較については， 補足資
料P. 59 。

※到来方向ごとの全地震の応
答スペクトル比については，
データ集3 P. 481 ～ 489 。
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 各観測点間の応答スペクトル比の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，観測点1～4周辺の地震基盤以浅（表層地盤
を除く）に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

応答スペクトル比（観測点4/観測点1）の地震波の到来方向ごとの比較
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○ 観測点1に対する観測点4の応答スペクトル比についても，観測点1に対する観測点2の応答スペクトル比と同様，検討対象とした周期帯（周期0.5秒以上）にお
いて，応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはない。

（3）検討結果 －観測点4/観測点1－
1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.120 一部修正

コメントNo.8,9の回答

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

地震観測記録の拡充

※灰色ハッチング箇所は検討
対象外の周期帯を示す。

※検討に用いるデータの期間
を変更した場合の検討結果
の比較については， 補足資
料P. 60。

※到来方向ごとの全地震の応
答スペクトル比については，
データ集3 P. 490 ～ 498 。
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○ 敷地の地震基盤～EL-200mを対象に特異な速度構造の有無を確認するため，EL-200mの地震観測点間の応答スペクトル比（自由
地盤EL-200m／2号原子炉建屋直下EL-200m）※を地震波の到来方向ごとに比較する。

検討対象の地震観測点配置図
鉛直アレー地震観測点断面図

▲：地震観測点

△：検討に用いた地震観測点

自由地盤地震観測点

（1999年9月～）

2号原子炉建屋直下地震観測点

（2004年10月～）

▽EL-1190m 地震基盤

▽EL-100m

▽EL-200m

▽EL+19.5m

▽EL-10m
▽EL-6.2m

▽EL-40m

▽EL-100m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

2号原子炉建屋

1号原子炉建屋

自由地盤地震観測点（1999年9月～）

2号原子炉建屋直下地震観測点（2004年10月～）

：鉛直アレー地震観測点

約170m

（1）検討方法
1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討

※ 地震基盤においては，観測点位置によらず同様の揺れであると考えられることから，観測点間の応答スペクトル比は，地震基盤以浅の速度構造の違いが反映されているものと考える。

第1199回審査会合 資料1
P.121 一部修正
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○ 検討の対象は，2004年10月～2024年11月に2号原子炉建屋直下EL-200mと自由地盤EL-200mで同時に観測された地震のうち，2地点のNS成分，EW成分，
UD成分の最大加速度が全て0.5cm/s2以上を記録し，観測記録の信頼周期上限が5秒程度以上である267地震とした。検討の対象とした地震の震央分布図を
下図に示す。

（2）検討の対象とした地震
1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.122 一部修正

コメントNo.8の回答

地震観測記録の拡充

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

検討の対象とした地震の震央分布図

方向1

方向2

志賀原子力発電所

方向3

方向7

方向6

方向8

方向4方向5

到来方向 地震数

1 89個

2 31個

3 5個

4 6個

5 2個

6 12個

7 34個

8 88個

全方向 267個

※ 検討の対象とした地震の諸元はデータ集4 P.5～7。
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 2号原子炉建屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程度であることから，2号
原子炉建屋直下地震観測点周辺と自由地盤地震観測点周辺のEL-200m～地震基盤に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

○ 2号原子炉建屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比を地震波の到来方向ごとに比較した結果，応答スペクトル比に地
震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程度である。

UD方向

EW方向

NS方向

応答スペクトル比（自由地盤EL-200m/2号原子炉建屋直下EL-200m）の地震波の到来方向ごとの比較

（3）検討結果
1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討 第1199回審査会合 資料1

P.124 一部修正

コメントNo.8,9の回答

平均値（全方向）

±σ（全方向）

平均値（方向1）

平均値（方向2）

平均値（方向3）

平均値（方向4）

平均値（方向5）

平均値（方向6）

平均値（方向7）

平均値（方向8）

地震観測記録の拡充
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※検討に用いるデータの期間
を変更した場合の検討結果
の比較については， 補足資
料P.66。

※到来方向ごとの全地震の応
答スペクトル比については，
データ集4 P.276～284。
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※ 断面図の地震計設置位置は，平面図に示される地震計設置位置を当該断面に投影して示す。
※ 2007年3月25日能登半島地震本震（M6.9）については，検討に用いた地震計のうち1号原子炉建屋基礎版上の地震計の不具合により，観測記録が得られていないこ

とから，バックアップ用地震計により得られた観測記録を用いた。

検討に用いる1号及び2号原子炉建屋基礎版上の地震計設置位置

1号原子炉建屋断面図 2号原子炉建屋断面図

1号原子炉建屋平面図(EL -1.6m) 2号原子炉建屋平面図(EL 0.8m)

NS方向

EW方向

UD方向

検討に用いた地震計

バックアップ用地震計

NS・EW・UD方向（3方向）

○ 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，1号原子炉建屋基礎版上及び2号原子炉建屋基礎版上で
の加速度時刻歴波形及び応答スペクトルを比較する。

○ 検討に用いる1号及び2号原子炉建屋基礎版上の地震計の設置位置を下図に示す。

1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討

（1）検討方法
第1199回審査会合 資料1

P.129 一部修正



NS EW UD NS EW UD

1 2007/03/25 09:41 37.2207 136.6860 10.70 6.9 18.1 163.2 239.4 150.8 179.4 254.2 204.2

2 2007/06/11 03:45 37.2442 136.6547 7.29 5.0 21.3 34.9 30.4 18.1 36.2 33.2 17.4

3 2007/06/22 03:34 36.8780 136.6677 7.50 4.6 21.0 20.2 24.8 10.6 22.1 26.5 13.0

4 2007/07/16 10:13 37.5568 138.6095 16.75 6.8 175.8 5.9 5.9 2.9 6.1 7.2 3.9

5 2008/01/26 04:33 37.3188 136.7733 11.30 4.8 28.9 9.3 6.9 4.5 7.5 8.2 5.0

6 2020/03/13 02:18 37.2797 136.8245 12.33 5.5 25.8 29.2 19.6 16.4 31.7 21.5 16.9

7 2023/05/05 14:42 37.5390 137.3045 12.14 6.5 73.8 18.4 20.8 14.0 24.1 17.6 11.9

8 2023/05/05 21:58 37.5263 137.2355 13.70 5.9 68.6 10.3 12.1 7.9 11.2 12.3 9.7

9 2024/01/01 16:10 37.4962 137.2705 15.86 7.6 68.3 349.0 310.1 265.4 324.7 375.4 259.7

10 2024/01/01 16:12 37.1550 136.6583 9.23 5.7 12.1 122.7 111.8 60.3 109.7 133.9 80.2

11 2024/01/01 16:18 37.1985 136.8197 11.29 6.1 17.4 48.1 52.6 62.4 61.9 54.3 32.3

12 2024/01/01 16:56 37.2622 136.8567 13.78 5.8 25.2 53.3 39.4 35.3 58.9 41.3 22.7

13 2024/01/01 17:07 37.1102 136.6108 0.41 5.3 11.7 12.1 14.5 14.6 14.2 14.3 12.8

14 2024/01/01 18:39 37.1067 136.6473 6.26 4.8 8.7 42.9 39.3 27.3 46.2 39.9 28.3

15 2024/01/02 04:42 37.2572 136.6767 12.17 4.9 22.2 24.3 15.9 11.8 26.5 17.3 10.9

16 2024/01/02 10:17 37.2220 136.7225 10.21 5.6 17.9 32.6 35.0 20.7 49.1 32.2 20.1

17 2024/01/02 17:13 37.1393 136.6333 5.84 4.6 12.0 12.5 13.3 11.2 14.6 14.1 10.3

18 2024/01/03 07:04 37.0708 136.7350 6.58 2.9 1.3 13.0 29.0 13.1 11.0 36.4 14.1

19 2024/01/05 00:04 37.1868 136.8327 12.00 4.4 16.9 12.6 11.1 13.7 12.1 11.7 11.8

20 2024/01/06 05:26 37.2172 136.8325 12.06 5.4 19.7 26.8 45.4 34.4 35.2 42.5 26.5

21 2024/01/06 23:20 37.1717 136.6453 4.62 4.3 14.3 12.2 20.4 14.5 13.8 21.3 17.8

22 2024/01/07 15:26 37.2122 136.7193 10.80 4.5 16.8 19.6 14.2 12.6 15.6 17.3 11.5

23 2024/01/07 21:38 37.1795 136.8145 11.70 4.7 15.3 26.3 17.8 12.1 25.2 19.7 21.8

24 2024/06/03 06:31 37.4675 137.3030 13.78 6.0 68.2 18.7 12.5 11.0 16.2 10.1 11.9

25 2024/11/26 22:47 37.0087 136.3975 7.46 6.6 29.9 29.5 35.0 30.6 38.9 37.1 29.4

震央距離
（km）

原子炉建屋基礎版上最大加速度（cm/s2）

1号 2号No.

震源情報

日付 時刻
深さ
(km)

M
北緯
（°）

東経
（°）
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検討の対象とした地震の諸元＊

○ 検討の対象とした地震の諸元を下表に示す。
○ 検討の対象は，2004年10月～2024年11月に1号と2号で同時に観測された地震のうち，最大加速度10cm/s2程度※以上を記録し，

観測記録の信頼周期上限が5秒程度以上である25地震とした。

（2）検討の対象とした地震 －地震の諸元－
1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討

＊ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

第1199回審査会合 資料1
P.130 一部修正

地震観測記録の拡充

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

※ 2024年能登半島地震の発生前は，最大加速度を10cm/s2以上とすると，検討の対象とする地震数が少ないことから，最大加速度が10cm/s2をわずかに下回るもの（No.4,5,8）も検討の対象としたが，2024年
能登半島地震の発生後は，最大加速度が10cm/s2以上となる記録が拡充されたことから，最大加速度が10cm/s2以上のものを検討の対象とした（2024/11/26 22:48 石川県西方沖の地震（M5.0）等，最大加
速度が10cm/s2未満の地震は検討対象外）。
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○ 検討の対象とした地震の震央分布図を下図に示す。

検討の対象とした地震の震央分布図

志賀原子力発電所

150 km

No.5

No.3

No.2

200 km

No.7No.8

No.15

No.24

No.12

No.6
No.16

No.20

No.22

No.18

No.14
No.13

No.17 No.10

No.21
No.23
No.19

No.11

（2）検討の対象とした地震 －震央分布図－
1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討

地震観測記録の拡充

No.1 （2007年能登半島地震）

No.4 （2007年新潟県中越沖地震）

No.9 （2024年能登半島地震）

No.25



 No.1～25の地震について，加速度時刻歴波形及び応答スペクトルに顕著な違いはないことから，1号原子炉建屋周辺及び2号原子炉建屋
周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。 165

1号

2号

○ No.1～25の地震のうち，本資料では，敷地において最も大きな加速度を記録したNo.9（2024年能登半島地震）の検討結果を示し，その他の地震も含めた全地
震の検討結果については補足資料P.68～92に示す。

○ No.1～25の地震について，1号及び2号原子炉建屋基礎版上における加速度時刻歴波形及び応答スペクトルを比較した結果，1号と2号に顕著な違いはない。

EW方向 UD方向NS方向
上段：加速度時刻歴波形，下段：応答スペクトル（No.9(2024年能登半島地震)）

（3）検討結果
1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討
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地震観測記録の拡充



 観測記録による地下構造の検討の結果，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられ
ることから，地震基盤以浅の地下構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。

1.3.1 鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討
○ 敷地の増幅特性（地震基盤～解放基盤表面）を把握するため，自由地盤地震観測点における深度別（EL+19.5m，EL-10m，EL-100m，EL-

200m，EL-1298m）の応答スペクトルより増幅傾向を確認した。
 いずれの地震についても，増幅傾向がみられる周期帯に顕著な違いはないことから，これらの増幅は敷地地盤固有の振動特性によるもの

であり，自由地盤地震観測点周辺の地震基盤以浅に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.3.2 鉛直アレー地震観測記録（到来方向別）を用いた検討
○ 敷地のEL-200m～解放基盤表面を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，自由地盤地震観測点における応答スペクトル比（EL-

10m／EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比較した。
 自由地盤EL-200mに対する自由地盤EL-10mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，自由地盤地震観

測点周辺のEL-10m～EL-200mに，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.3.3 水平アレー地震観測記録（地表）（到来方向別）を用いた検討
○ 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，水平アレー地震観測点（地表）間の応答スペクトル比を地震波の到

来方向ごとに比較した。
 各観測点間の応答スペクトル比の周期0.5秒以上において地震波の到来方向による顕著な違いはないことから，観測点1～4周辺の地震基

盤以浅（表層地盤を除く）に，地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。

1.3.4 水平アレー地震観測記録（地中）（到来方向別）を用いた検討
○ 敷地の地震基盤～EL-200mを対象に特異な速度構造の有無を確認するため，EL-200mの地震観測点間の応答スペクトル比（自由地盤EL-

200m／2号原子炉建屋直下EL-200m）を地震波の到来方向ごとに比較した。
 2号原子炉建屋直下EL-200mに対する自由地盤EL-200mの応答スペクトル比に地震波の到来方向による顕著な違いはなく，概ね1程度で

あることから，2号原子炉建屋直下地震観測点周辺と自由地盤地震観測点周辺のEL-200m～地震基盤に，地震動へ影響を及ぼすような特
異な速度構造はないと考えられる。

1.3.5 原子炉建屋基礎版上の地震観測記録を用いた検討
○ 敷地の地震基盤以浅を対象に特異な速度構造の有無を確認するため，1号原子炉建屋基礎版上及び2号原子炉建屋基礎版上での加速度

時刻歴波形及び応答スペクトルを比較した。
 加速度時刻歴波形及び応答スペクトルに顕著な違いはないことから，1号原子炉建屋周辺及び2号原子炉建屋周辺の地震基盤以浅に，地

震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えられる。
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まとめ
1.3 観測記録による地下構造の検討

コメントNo.1の回答

○ 敷地の鉛直アレー地震観測記録により敷地地盤の増幅特性を把握する（1.3.1項）とともに，地震基盤以浅の地下構造の成層性及
び均質性を評価するため，敷地内の複数地点で得られた地震観測記録を比較，検討した（1.3.2～1.3.5項）。検討結果を下記に示す。
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1.1 地質・地質構造の調査による地下構造の検討
 地質・地質構造の調査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地質は，新第三紀以降の地層が基盤である花崗岩類を直接

覆っており，敷地を含む邑知潟平野北側では，大きな褶曲構造は認められない。また，敷地の地震基盤以浅の地質は凝灰角礫
岩を狭在するものの安山岩を主体とした新第三紀の岩稲階の別所岳安山岩類が広く分布しており，速度構造は概ね水平な層
構造を呈していること，局所的に周囲と異なる速度特性を示す第3’速度層及び第4’速度層並びに大深度ボーリング2孔間で認
められた花崗岩上面の高度差が解放基盤表面の地震動へ与える影響が小さいことから，敷地の地震基盤以浅の地下構造は成
層かつ均質と評価できることを確認した。

 また，敷地の解放基盤表面は，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-10mの
位置に設定した。

1.2 物理探査による地下構造の検討
 物理探査による地下構造の検討の結果，敷地周辺の地震基盤は，深さ1km程度であり概ね水平に分布している結果が得られて

いることから，概ね水平で評価できることを確認した。また，地震基盤より深部の地下構造については，顕著な不整形はないもの
と評価できることから，成層かつ均質と評価できることを確認した。

 また，敷地の地震基盤は，S波速度が3km/s程度以上であるEL-1.19kmの位置に設定した。

1.3 観測記録による地下構造の検討
 観測記録による地下構造の検討の結果，敷地の地震基盤以浅に地震動へ影響を及ぼすような特異な速度構造はないと考えら

れることから，地震基盤以浅の地下構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。

まとめ
1. 地下構造の成層性及び均質性の評価

コメントNo.1の回答

○ 「➊解放基盤表面の位置」，「➋敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造」，「➌地震基盤の位置
及び形状」，「➍岩相・岩質の不均一性」及び「➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性」を把握するため，敷地及び
敷地周辺の調査を実施した。また，上記➊～➎を把握した結果を踏まえ，敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与
える影響を検討した。検討結果を下記に示す。

第1199回審査会合 資料1
P.140 一部修正

 以上の通り，地質・地質構造の調査による地下構造の検討（1.1節），物理探査による地下構造の検討（1.2節）及び観測記録による
地下構造の検討（1.3節）より，敷地の地下構造は成層かつ均質と評価できることを確認した。

 また，敷地の解放基盤表面は，S波速度が1.5km/sである第3速度層において著しい風化を受けていないと判断されるEL-10mの位
置に，敷地の地震基盤は，S波速度が3km/s程度以上であるEL-1.19kmの位置に設定した。



2. 地下構造モデルの設定
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2. 地下構造モデルの設定

（1）地下構造モデルの設定方法

地下構造評価のフロー

○ 1章の地下構造の成層性及び均質性の評価により，敷地の地下構造は成層かつ均質と評価した。
○ 2章では，下図の地下構造評価のフローに基づき，「敷地近傍地下構造調査（精査）」及び「広域地下構造調査（概査）」により把握した敷地の地

質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，一次元の地下構造モデルを設定する。
○ 地下構造モデルの設定に用いた敷地における調査の種別及び範囲，並びに地下構造モデルの設定手順を次頁に示す。

本章の説明範囲

Yes

No

敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，
一次元の地下構造モデルを設定

2章 地下構造モデルの設定

地下構造が成層かつ均質

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，
地下構造モデルが適切に設定されていることを確認

3章 地下構造モデルの妥当性確認

➊ 解放基盤表面の位置

➋ 敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造

➌ 地震基盤の位置及び形状

➍ 岩相・岩質の不均一性

➎ 地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性

を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施し，

敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討

1章 地下構造の成層性及び均質性の評価

解釈別記２の記載事項

三次元的な地下構造
により検討

【解放基盤表面の設定】

• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される
自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地
盤であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること
（➊解放基盤表面の位置）

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の
調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，
ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺にお
ける地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとと
もに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並び
に➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること
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2. 地下構造モデルの設定

（2）敷地における調査の種別及び範囲，並びに地下構造モデルの設定手順

○ 敷地の地下構造は成層かつ均質と評価できることから，鉛直アレー地震観測を実施している自由地盤位置（P.146に示す自由地盤地震観測
点）において一次元の地下構造モデルを設定する。

○ 一次元の地下構造モデルは，左下図に示す敷地における地盤調査（浅層ボーリング調査，大深度ボーリング調査及び微動アレー探査）の結果
に基づき設定する。また，これら地盤調査の範囲より深部については文献に基づき設定する。

○ 敷地における調査結果を踏まえた地下構造モデルの設定手順を右下図に示す。

▼EL-200m

▼EL-1.19km

（地震基盤）

（解放基盤表面）

敷地における調査の種別及び範囲（深度方向） 地下構造モデルの設定手順

※ 微動アレー探査のアレー半径（1km）を踏まえて設定。

▼EL-301m

▼EL-1.5km

▼EL-3km※

微動アレー探査
（P.130）

S波速度・P波速度

大深度ボーリング調査
（P.100～101）

浅層ボーリング調査
（P.81～83）

文献調査

大深度ボーリング調査
（P.100～101）

浅層ボーリング調査
（P.81～83）

密度

浅
層
ボ
ー
リ
ン
グ
調
査

（

）

減衰

大
深
度
ボ
ー
リ
ン
グ
調
査
（

）

密度 減衰S波速度・P波速度

【設定手順③】

EL-1.19km以浅は

浅層ボーリング調

査結果及び大深

度ボーリング調査

結果によりQ値を

確認しており，こ

のQ値に対して安

全側に設定

【設定手順①】

EL-200m以浅は浅層ボーリング調査結果が多数あり，これらに基づ

き評価した速度構造及び密度構造は，EL-200m以浅の物性値として

信頼性が高いと考えられることから，この速度構造及び密度構造に

基づき設定

【設定手順②】

EL-200mからEL-1.5kmは大深度ボーリング調査により直接物性を確

認できていることから，この調査結果に基づき設定（D-8.6孔における

PS検層（ダウンホール法）による速度値及び密度検層による密度値

に基づき設定）

【設定手順⑤】

設定手順④までに設定したS波速度構造を

拘束条件として微動アレー探査結果に基づ

き設定

【設定手順④】

EL-3kmより深部は文献に基づき設定

【設定手順⑥】

文献に基づき設定文献調査

文献
調査

モデル設定

P.
112

P.
112
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2. 地下構造モデルの設定

（3）設定手順① EL-200m以浅のS波速度，P波速度及び密度

○ 自由地盤位置の速度構造及び密度構造を左上表に示す。
○ 左上表の層区分の標高は，自由地盤位置の鉛直アレー地震計の設置に際して別途実施したボーリング調査による層区分（左下表）を踏まえて

設定した。また，左上表の速度及び密度は，P.116に示す速度構造及び密度構造断面における自由地盤位置の速度及び密度を示す。
○ なお，原子炉設置位置付近の速度構造等の調査結果（P.81～83，P.100）において，EL-200mに速度及び密度の明瞭な境界はみられないが，

左上表に示す速度構造及び密度構造は，EL-200m以浅の多数の浅層ボーリング調査結果に基づくものであり，物性値として信頼性が高いと考
えられることから，地下構造モデルのEL-200m以浅のS波速度，P波速度及び密度は，左上表に示す速度構造及び密度構造に基づき設定し，
EL-200mに層境界を設定した。

自由地盤位置の速度構造及び密度構造

層区分 標高EL※1 Vs※2

(km/s)
Vp※2

(km/s)
密度※2

(t/m3)

埋土速度層 +21m ～ +17.1m 0.25 0.79 2.20

第2速度層 +17.1m ～ -4.9m 0.60 1.37 1.97

第3速度層 -4.9m ～ -108.9m 1.50 3.19 2.37

第4速度層 -108.9m ～ -200m 1.96 3.96 2.38

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：浅層ボーリング調査結果に基づき設定した範囲

※1：

※2：

層区分 標高EL

埋土速度層 +21m ～ +17.1m

第2速度層 +17.1m ～ -4.9m

第3速度層 -4.9m ～ -108.9m

第4速度層 -108.9m ～ -200m

自由地盤位置の鉛直アレー地震計の設置に際して
実施したボーリング調査による層区分

自由地盤位置の鉛直アレー地震計（EL+19.5m， -10m，-100m，-200m）の
設置に際して別途実施したボーリング調査による層区分（下表）を踏まえて
設定した。
P.116に示す速度構造及び密度構造断面における自由地盤位置の速度及
び密度を示す。
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解放基盤表面

地震基盤
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2. 地下構造モデルの設定

（4）設定手順② EL-200mからEL-1.5kmのS波速度，P波速度及び密度

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

標
高

(Ｅ
Ｌ

－
ｍ

)

大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔）

PS検層結果 密度検層結果

EL-1.19km
（地震基盤）

EL-990m

EL-160m
EL-110m

EL-4m

密度(t/m3)
0 1 2 3 4

大深度ボーリング調査結果（D-8.6孔）による層区分毎の速度（ダウンホール法）及び密度

層区分 標高EL
Vs

(km/s)
Vp

(km/s)
密度
(t/m3)

1
（第3速度層）

-4m ～ -110m 1.55 3.55 1.87※

2
（第4速度層）

-110m ～ -160m 2.00 3.69 1.85※

3 -160m ～ -990m 2.14 3.92 2.34

4 -990m ～ -1190m 1.56 3.26 2.41

5 -1190m ～ -1290m 3.16 5.29 2.67

※掘削径が大きく，測定
ツールが十分に孔壁と
密着できなかったため，
信頼性が低い区間

※

※ 掘削径が大きく，測定ツールが十分に孔壁と密着できなかったため，信頼性が低い区間

○ EL-200mからEL-1.5kmのS波速度，P波速度及び密度は，大深度ボーリング調査により直接物性を確認できていることから，当該深度の地下構
造モデルのS波速度，P波速度及び密度はこの調査結果に基づき設定した。大深度ボーリング調査は2孔（K-13.6孔及びD-8.6孔）で実施してい
るが，2孔の物性値（S波速度，P波速度及び密度）は同程度の値を示す（P.100～101）ことから，自由地盤位置において，より深部まで物性を把
握できているD-8.6孔の調査結果（PS検層（ダウンホール法）による速度値及び密度検層による密度値）に基づき設定した。なお，D-8.6孔のEL-
200m以浅の速度構造は，EL-160mに層境界がみられるが，これを境界として，速度値に顕著な違いはなく，また，設定した地下構造モデルの
速度構造とも整合的である。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：大深度ボーリング調査結果に基づき設定した範囲

✱ EL-1.19km～EL-1.5kmの物性値をEL-1.5km～-1.79kmの区間まで適用できることに
ついては，設定手順⑤において確認

*
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2. 地下構造モデルの設定

（5）設定手順③ EL-1.19km以浅の減衰

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：浅層ボーリング調査結果及び大深度ボーリング調査結果に対して安全側に設定した範囲

Q値は，Q=1/2hの関係式より算出した。（調査結果を上回るQ値になるように減衰定数hを設定）

○ EL-1.19km以浅の減衰は，浅層ボーリング調査結果及び大深度ボーリング調査結果によりQ値を確認しており，当該深度の地下構
造モデルのQ値は，この調査結果に対して安全側に設定した。

○ 浅層ボーリング調査（R-9孔）及び大深度ボーリング調査（D-8.6孔）によるQ値測定結果（P.112）を下表に示す。
○ R-9孔とD-8.6孔の層区分1及び層区分2はそれぞれ第3速度層及び第4層速度層に対応するものとし，EL-10m～EL-108.9mのQ値

は層区分1のQ値測定結果を，EL-108.9m～EL-200mのQ値は層区分2のQ値測定結果を上回るように設定した。またEL-200m～
EL-990mのQ値はD-8.6孔の層区分3のQ値測定結果を，EL-990m～EL-1.19kmのQ値はD-8.6孔の層区分4のQ値測定結果を上回
るように設定した。

最大振幅法によるQ値測定結果

調査位置 層区分
標高EL

(m)
卓越周波数

(Hz)
Q値

R-9孔

1
(第3速度層)

1 ～ -97 24 10.4

2
(第4速度層)

-97 ～ -301 25 8.9

D-8.6孔

1
(第3速度層)

-4 ～ -110 32 8.1

2
(第4速度層)

-110 ～ -160 26 7.6

3 -160 ～ -990 27 27.4

4 -990 ～ -1190 22 47.0

第1199回審査会合 資料1
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（▼は爆破点を示す。）
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2. 地下構造モデルの設定

（6）設定手順④ EL-3km以深のS波速度及びP波速度（1/3）

○ 地下構造モデルのEL-3kmより深部の速度構造は文献に基づき設定した。
○ 敷地周辺においては，Iidaka et al.(2003)（P.126）及びIidaka et al.(2008)（P.127）により詳細なP波速度構造が求められている。Iidaka et al.(2003)

は，Iidaka et al.(2008)と比較して調査測線が長く，深さ40kmまでの大局的なP波速度構造が求められている。一方で，Iidaka et al.(2008)は，
Iidaka et al.(2003)と比較して調査測線が短いが，敷地の近くにおいては深さ5km程度以浅についてより詳細なP波速度構造が求められている。

○ このことを踏まえ，深さ5km程度以深についてはIidaka et al.(2003)，深さ5km程度以浅についてはIidaka et al.(2008)に基づき設定した。

志賀原子力発電所

調査測線図
（☆は爆破点を示す。）

P波速度構造断面

志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2008)による調査測線図及びP波速度構造断面 Iidaka et al.(2008)に一部加筆

Iidaka et al.(2003)による調査測線図及びP波速度構造断面

P波速度構造断面（A－A’）

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

調査測線図（A－A’）
（★は爆破点を示す。） （▼は爆破点を示す。）

第1199回審査会合 資料1
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2. 地下構造モデルの設定

（6）設定手順④ EL-3km以深のS波速度及びP波速度（2/3）

○ Iidaka et al.(2003)による敷地周辺の深さ5km程度以深のP波速度構造に基づき，地下構造モデルのEL-5.5km以深のP波速度構造
を設定した。

○ また，設定したP波速度に対応するS波速度は，地殻構造の平均的なVs－Vp関係（Vs=Vp/ 3 ）に基づき設定した。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：Iidaka et al.（2003）に基づき設定した範囲
：地殻構造の平均的なVs－Vp関係に基づき設定した範囲

P波速度構造断面（A－A’）
調査測線図（A－A’）

（★は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

Iidaka et al.(2003)による調査測線図及びP波速度構造断面

5.5km

18km

28km

√

（▼は爆破点を示す。）
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2. 地下構造モデルの設定

（6）設定手順④ EL-3km以深のS波速度及びP波速度（3/3）

○ Iidaka et al.(2008)によるP波速度構造に基づき，地下構造モデルのEL-5.5kmからEL-3kmまでのP波速度構造を設定した。
○ Iidaka et al.(2008)による敷地の近くにおけるP波速度構造をみると，深さ5.5kmから3kmの範囲において深さ方向の速度の変化は比較的緩やかであることから，

深さ5.5km～3kmをひとつの層として設定することとし，この層のP波速度は深さ3km程度におけるP波速度値（5.6km/s）とした。
○ また，設定したP波速度に対応するS波速度については，設定したP波速度（5.6km/s）が大深度ボーリング調査（D-8.6孔）におけるサスペンション法のVs－Vp

関係のデータ（左下図中赤丸）の範囲内であることから，敷地の特性をより反映させるため，このVs－Vp関係のデータの直線近似（左下図中青線）に基づき
設定した。

大深度ボーリング調査（D-8.6孔）における
サスペンション法のVs－Vp関係

：サスペンション法のVs-Vp関係のデータ

：直線近似
層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：Iidaka et al.（2008）に基づき設定した範囲
：大深度ボーリング調査結果によるVs－Vp関係に基づき設定した範囲

調査測線図
（☆は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所

P波速度構造断面

志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2008)による調査測線図及びP波速度構造断面 Iidaka et al.(2008)に一部加筆

3km

5.5km
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標高EL No.
層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

-10m
1 98.9 1.50

-108.9m
2 91.1

-200m
1.96

-1190m
5 0～1,810

-990m
4 200 1.56

3 790 2.14

6 0～1,810 3.3

3.16

-3000m
7 ∞ 3.5

177

2. 地下構造モデルの設定

（7）設定手順⑤ EL-1.19kmからEL-3kmのS波速度及びP波速度（1/2）

177

○ 地下構造モデルのEL-1.19kmからEL-3kmのS波速度構造は，設定手順④までに設定したS波速度構造を拘束条件として微動ア
レー探査結果に基づき設定した。

○ S波速度構造の同定解析は，敷地における微動アレー探査（A地点）により得られた分散曲線に整合する理論分散曲線を与える速
度構造を非線形最小二乗法※により同定した。なお，同定解析にあたっては，層厚と速度のトレードオフを避けるため，No.6層のS波
速度は，No.5層及びNo.7層のS波速度の概ね中間の値となる3.3km/sと固定し，層厚を探索した。

○ 微動アレー探査地点，探査により得られた観測分散曲線及び微動アレー探査に基づく設定範囲を下記に示す。

0 0.5 1.0km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の2万5千分1地形図を複製したも
のである（承認番号 平26情複，第123号）。
上記地図を第三者がさらに複製する場合に
は，国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

微動アレー探査地点（A地点）

：微動アレー探査に基づく設定範囲
：固定した値（No.5層及びNo.7層のS波速度の概ね中間の値）
：探索範囲

青字
赤字

微動アレー探査に基づく設定範囲

観測分散曲線（A地点）

：観測

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

0 1 2 3

位
相

速
度

（m
/
s）

周期（s）
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紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

※ 非線形最小二乗法の概要を補足資料P.96に示す。



-10m

標高EL

-200m
3 790 2.14

-108.9m
2 91.1 1.96

-1190m

-990m

-1790m

7 ∞ 3.5
-3000m

No.
層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

1 98.9 1.50

6 1,210 3.3

200 1.56

5 600 3.16

4
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2. 地下構造モデルの設定

（7）設定手順⑤ EL-1.19kmからEL-3kmのS波速度及びP波速度（2/2）

観測と理論の分散曲線の比較（A地点）

：観測

：理論（右表の探索結果に基づく）

○ EL-1.19kmからEL-3kmの層厚の探索結果を下記に示す。
○ 地下構造モデルのEL-1.19kmからEL-3kmのS波速度構造（No.5層及びNo.6層の境界（EL-1.79km）及びS波速度（3.3km/s））は，こ

の同定解析の結果に基づき設定した。
○ また，設定したS波速度に対応するP波速度については，設定したS波速度（3.3km/s）が大深度ボーリング調査（D-8.6孔）における

サスペンション法のVs－Vp関係のデータ（左下図中赤丸）の範囲内であることから，敷地の特性をより反映させるため，このVs－Vp
関係のデータの直線近似（左下図中青線）に基づき設定した。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：微動アレー探査結果に基づき設定した範囲
：大深度ボーリング調査結果によるVs－Vp関係に基づき設定した範囲

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

0 1 2 3

位
相

速
度

（m
/
s）

周期（s）

微動アレー探査に基づく設定範囲（結果）

大深度ボーリング調査（D-8.6孔）における
サスペンション法のVs－Vp関係

：サスペンション法のVs-Vp関係のデータ

：直線近似
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2. 地下構造モデルの設定

（8）設定手順⑥ EL-1.79km以深の密度及びEL-1.19km以深の減衰

○ 地下構造モデルのEL-1.79km以深の密度及びEL-1.19km以深の減衰は文献に基づき設定した。
○ 岩田・関口（2002）は，震源近傍で得られている強震記録と測地データをもとに，2000年鳥取県西部地震の詳細な断層破壊過程及びその震源

モデルに基づく震源域強震動を推定し，推定された強震動分布には破壊伝播速度の空間変化等の破壊過程の複雑な要素が強く影響している
こと等を報告している。岩田・関口（2002）で用いられている地下構造モデル（左上表）は，京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測
所が震源決定に用いている速度構造を参考とした1次元モデルであり，2000年鳥取県西部地震の震源過程解析及び震源域強震動シミュレー
ションに用いられており，シミュレーション波形は観測記録とよく対応することが確認されている。

○ EL-1.79km以深の密度及びEL-1.19km以深の減衰は，設定した地下構造モデルの速度に概ね対応する岩田・関口（2002）で用いられている地
下構造モデル（左上表）の速度の層の密度及びQS値に基づき設定した。なお，EL-1.79km～EL-5.5kmの密度は，一般的に深部ほど密度が大き
くなることを踏まえ，EL-1.19km～EL-1.79kmの密度2.67t/m3を下回らないよう設定した。

○ なお，岩田・関口（2002）で用いられている地下構造モデル（左上表）の減衰及び密度は，Horikawa（2008）に示される地下構造モデル（京都大学
防災研究所による北陸地方の震源決定において採用されている深部の地下構造モデル，左下表）とも整合的である。

京都大学防災研究所地震予知センター鳥取地震観測所
が震源決定に用いている速度構造を参考とした1次元モデル

岩田・関口(2002)より抜粋

：岩田・関口（2002）に基づき設定した範囲

※ 減衰定数hは，h=1/2Qの関係式より算出した。

京都大学防災研究所による北陸地方の震源決定において
採用されている深部の地下構造モデル

Horikawa(2008)より抜粋

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル
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2. 地下構造モデルの設定

（9）地下構造モデルの設定結果（1/2）

 敷地の地下構造モデルは，下表の通り，敷地における地盤調査の結果及び文献に基づき一次元の地下構造モデルとして設定した。

：浅層ボーリング調査結果に基づき設定
：大深度ボーリング調査結果に基づき設定
：浅層ボーリング調査結果及び大深度ボーリング調査結果に対して安全側に設定
：微動アレー探査結果に基づき設定
：文献に基づき設定

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

3.1 0.100 500∞ 4.4 7.6
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400
-18km

27012,500 3.6 6.3 2.7 0.185
-5.5km

2.7 0.250 2002,500 3.5 5.6
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200
-1.79km

200600 3.16 5.29 2.67 0.250
-1.19km

2.41 1.000 50200 1.56 3.26
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33
-200m

16.6791.1 1.96 3.96 2.38 3.000
-108.9m

2.37 3.000 16.6798.9 1.50 3.19

標高EL

-10m

設定した地下構造モデル

地震基盤

解放基盤表面

統
計
的
グ
リ
ー
ン
関
数
法理

論
的
手
法

※ 統計的グリーン関数法及び理論的手法に用いる範囲を表の右側に示す。
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 1.3.1項の鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討において確認された敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されてい
ることを確認した。 181

2. 地下構造モデルの設定

（9）地下構造モデルの設定結果（2/2）

○ 1.3.1項の鉛直アレー地震観測記録（深度別）を用いた検討において確認された敷地地盤の振動特性が地下構造モデルに適切に反映されてい
ることを確認するため，深度別応答スペクトルで増幅がみられた観測点間について，設定した地下構造モデルの伝達関数（EL-10m/EL-100m
及びEL-200m/EL-1298m）を確認した。

○ 深度別応答スペクトルで増幅がみられた周期帯については，設定した地下構造モデルの伝達関数においても1を上回るピークがみられる。

コメントNo.10の回答

NS方向 UD方向

EL+19.5m EL-10m EL-100m EL-200m EL-1298m

深度別の応答スペクトル（2024/01/02 石川県能登地方の地震）

設定した地下構造モデルの伝達関数

水平方向（S波）

鉛直方向（P波）

EL-10m/EL-100m

EL-10m/EL-100m

EL-200m/EL-1298m

EL-200m/EL-1298m

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10
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p.

周期(s)
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10
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0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

0.01

0.1

1

10

100

0.01 0.1 1 10

A
m

p.

周期(s)

EL-1298m～EL-200mにおいて応答が増幅する周期帯

EL-100m～EL-10mにおいて応答が増幅する周期帯
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3. 地下構造モデルの妥当性確認
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○ 2章では，「敷地近傍地下構造調査（精査）」及び「広域地下構造調査（概査）」により把握した敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下
構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，一次元の地下構造モデルを設定した。

○ 3章では，下図の地下構造評価のフローに基づき，申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，地下構造モ
デルが適切に設定されていることを確認する。

○ 地下構造モデルの妥当性確認の手法等の概要を次頁に示す。

183

3. 地下構造モデルの妥当性確認

（1）地下構造モデルの妥当性確認の方法

地下構造評価のフロー

本章の説明範囲

Yes

No

敷地の地質・地質構造，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を踏まえ，
一次元の地下構造モデルを設定

2章 地下構造モデルの設定

地下構造が成層かつ均質

申請時以降に得られた知見や大深度地震観測記録等を用いた検討を実施し，
地下構造モデルが適切に設定されていることを確認

3章 地下構造モデルの妥当性確認

➊ 解放基盤表面の位置

➋ 敷地及び敷地周辺における地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造

➌ 地震基盤の位置及び形状

➍ 岩相・岩質の不均一性

➎ 地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性

を把握するため，敷地及び敷地周辺の調査を実施し，

敷地及び敷地周辺の地下構造が地震波の伝播特性に与える影響を検討

1章 地下構造の成層性及び均質性の評価

解釈別記２の記載事項

三次元的な地下構造
により検討

【解放基盤表面の設定】

• 著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される
自由表面であり，せん断波速度がおおむね700m/s以上の硬質地
盤であって，著しい風化を受けていない位置に設定すること
（➊解放基盤表面の位置）

【敷地地盤の地下構造及び地震波の伝播特性の評価】

• 敷地及び敷地周辺の調査については，地域特性及び既往文献の
調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の分析，地質調査，
ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な
手順との組合せで実施すること

• 敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の
伝播特性に与える影響を検討するため，➋敷地及び敷地周辺にお
ける地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとと
もに，➌地震基盤の位置及び形状，➍岩相・岩質の不均一性並び
に➎地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価す
ること

第1199回審査会合 資料1
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地下構造モデルの妥当性確認の手法等の概要

設定した地下構造モデル

：3.1節で確認する範囲
：3.2節で確認する範囲
：3.3節で確認する範囲

地震基盤

解放基盤表面

設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の減衰構造はボーリング調査結果に対して安
全側に設定している。ここでは，地下構造モデルの減衰構造が安全側に設定されていること
を確認するため，以下を実施する。
• 地震波干渉法を敷地の鉛直アレー地震観測記録に適用することにより減衰を推定し，設

定した地下構造モデルの減衰と比較する。（3.2.1項）
• 敷地で実施したボーリング調査により得られた岩石コアを用いて超音波試験により減衰

を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較する。（3.2.2項）
• 敷地の鉛直アレー地震観測記録のS波直達上昇波を用いて減衰を推定し，設定した地

下構造モデルの減衰と比較する。 （3.2.3項）

3.2 減衰構造の妥当性確認

設定した地下構造モデルのEL-3kmより浅部の速度構造は敷地における地盤調査（浅層
ボーリング調査，大深度ボーリング調査及び微動アレー探査）の結果に基づき設定し，また
EL-3km以深の速度構造は文献に基づき設定している。ここでは，地下構造モデルの速度構
造が適切に設定されていることを確認するため，以下を実施する。
• 敷地における微動アレー探査により得られた位相速度と設定した地下構造モデルに基

づく位相速度を比較する。（3.3節（1））
• 敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度と設定した地下構造モデルに基づく群

速度を比較する。（3.3節（2））
• 申請時以降に得られた知見において評価された敷地における速度構造と設定した地下

構造モデルの速度構造を比較する。（3.3節（3））

3.3 速度構造の妥当性確認

設定した地下構造モデルの地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅特性が安全側に
設定されていることを確認するため，以下を実施する。
• 敷地の鉛直アレー地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによる地震動シミュ

レーションを行い，シミュレーション解析結果と観測記録を比較する。（3.1.1項）
• 敷地の鉛直アレー地震観測記録を用いた逆解析により推定した地下構造モデルと設定

した地下構造モデルの地震基盤に対する解放基盤表面の地盤増幅率を比較する。
（3.1.2項）

3.1 地盤増幅特性の妥当性確認

○ 設定した地下構造モデルの妥当性確認においては，
• 設定した地下構造モデルの地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅特性を対象として，鉛直アレー地震観測記録を用いた地震動シミュレーション等に

よる地盤増幅特性と比較し，安全側に設定されていること（3.1節で確認）
• 設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の減衰構造を対象として，設定根拠としているボーリング調査結果（Q値測定結果）以外の検討結果（鉛直ア

レー地震観測記録や岩石コアを用いた検討結果）と比較し，安全側に設定されていること（3.2節で確認）
• 設定した地下構造モデルの速度構造を対象として，敷地及び敷地周辺で実施した物理探査結果や申請時以降に得られた知見と比較し，適切に設定され

ていること（3.3節で確認）
を確認することにより，地下構造モデル全体としての妥当性を確認する。

○ 各項目の妥当性確認の手法等の概要を下図に示す。

3. 地下構造モデルの妥当性確認

（2）地下構造モデルの妥当性確認の手法等の概要
第1199回審査会合 資料1

P.159 一部修正

コメントNo.1の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

※ 左記地下構造モデルの妥当性確認における検討に用いた地震観測データの概要一覧は
補足資料P.98参照



3.1 地盤増幅特性の妥当性確認

185



地盤増幅特性の妥当性確認の方針

186

コメントNo.1の回答

3.1 地盤増幅特性の妥当性確認

地盤増幅特性の妥当性確認の概要

設定した地下構造モデル

：3.1節で確認する範囲

地震基盤

解放基盤表面

○ 設定した地下構造モデルの地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅特性
が安全側に設定されていることを確認するため，以下を実施する。

• 敷地の鉛直アレー地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによ
る地震動シミュレーションを行い，シミュレーション解析結果と観測記録を
比較する。（3.1.1項）

• 敷地の鉛直アレー地震観測記録を用いた逆解析により推定した地下構造
モデルと設定した地下構造モデルの地震基盤に対する解放基盤表面の地
盤増幅率を比較する。（3.1.2項）

地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討概要（3.1.1項） 逆解析による地盤増幅特性の検討概要（3.1.2項）

解放基盤表面 ▽EL-10m

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤面

地盤増幅率

設定した地下構造モデル

▽EL-10m
▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤面

逆解析により
推定した地下構造モデル

（解放基盤表面以深）

地盤増幅率 比較

地震基盤 地震基盤
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○ 設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地の自
由地盤地震観測点における鉛直アレー地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによる地震動シミュレーションを行い，シ
ミュレーション解析結果と観測記録を比較した。

○ 地震動シミュレーションは，設定した地下構造モデルのEL-1298mに観測記録を入力し，解放基盤表面を設定した位置（EL-10m）の
地震動を評価した。

3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

（1）検討方法

検討の概要

入力

自由地盤地震観測点

観測記録（EL-1298m）

観測記録（EL-10m）

：地震観測点

：検討に用いた地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1298m

シミュレーション
解析結果（EL-10m）

E+F

出力

E+F
▽EL-10m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

▽EL-1298m

解放基盤表面

地震基盤

設定した地下構造モデル

応答スペクトルを比較

コメントNo.11の回答



1 2020/03/13 02:18 37.2797 136.8245 12.33 5.5 25.8

2 2021/09/16 18:42 37.5053 137.3008 13.12 5.1 70.9

3 2022/06/19 15:08 37.5153 137.2763 13.14 5.4 70.1

4 2022/06/20 10:31 37.5220 137.3220 13.86 5.0 73.5

5 2023/05/05 14:42 37.5390 137.3045 12.14 6.5 73.8

6 2023/05/05 14:53 37.5257 137.2218 12.81 5.0 67.7

7 2023/05/05 21:58 37.5263 137.2355 13.70 5.9 68.6

8 2024/01/02 10:17 37.2220 136.7225 10.21 5.6 17.9

9 2024/01/03 10:54 37.3735 136.8728 12.84 5.6 37.0

10 2024/06/03 06:31 37.4675 137.3030 13.78 6.0 68.2

11 2024/06/03 06:40 37.4640 137.3475 13.74 5.0 71.0

2024年能登半島地震本震 2024/01/01 16:10 37.4962 137.2705 15.86 7.6 68.3

石川県西方沖の地震 2024/11/26 22:47 37.0087 136.3975 7.46 6.6 29.9

日付 時刻
深さ
(km)

M
北緯
（°）

東経
（°）

震央距離
（km）

No.

震源情報

188

○ 検討の対象とした地震の諸元及び震央分布図を下記に示す。
○ 検討の対象は，2019年7月～2024年7月に自由地盤地震観測点におけるEL-1298mとEL-10mで同時に観測された地震のうち，敷地から100km

以内において発生したM5以上の11地震とした。
○ なお，2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）については，地震観測装置の不具合によりEL-1298mの観

測記録が得られていないものの，敷地において大きな加速度を記録した地震であることを踏まえ，EL-200m～解放基盤表面の地盤増幅特性が
安全側に設定されていることを確認するため，検討の対象とした。2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）
の地震動シミュレーションは，設定した地下構造モデルのEL-200mに観測記録を入力し，解放基盤表面を設定した位置（EL-10m）の地震動を
評価した。

（2）検討の対象とした地震
3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

コメントNo.11の回答

検討の対象とした地震の諸元＊

検討の対象とした地震の震央分布図

志賀原子力発電所

＊ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

No.8

No.9

No.11
No.10

No.5No.7
No.6

No.3

No.4

No.2

No.1

No.1～11の地震の検討

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

▽EL-1298m

▲：地震観測点

△：検討に用いた地震観測点

自由地盤地震観測点

2024年能登半島地震本震及び

2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の検討

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

▽EL-1298m

2024年能登半島地震本震

地震観測記録の拡充

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更，追加した箇所

2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）
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No.6（2023/05/05 14:53 能登半島沖の地震）

シミュレーション解析結果と観測記録の応答スペクトルの比較
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No.5（2023/05/05 14:42 能登半島沖の地震）

No.3（2022/06/19 15:08 石川県能登地方の地震） No.4（2022/06/20 10:31 石川県能登地方の地震）

No.1(2020/03/13 02:18 石川県能登地方の地震) No.2（2021/09/16 18:42 石川県能登地方の地震）
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○ No.1～6の地震のシミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果を下図に示す。

（3）検討結果（1/3）
3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

コメントNo.11の回答
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シミュレーション解析結果と観測記録の応答スペクトルの比較
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○ No.7～11の地震のシミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果を下図に示す。

（3）検討結果（2/3）
3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

コメントNo.11の回答

NS方向 EW方向 UD方向

No.7（2023/05/05 21:58 能登半島沖の地震）
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地震観測記録の拡充
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No.9（2024/01/03 10:54 石川県能登地方の地震）
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No.10（2024/06/03 06:31 石川県能登地方の地震）
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No.11（2024/06/03 06:40 石川県能登地方の地震）
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No.8（2024/01/02 10:17 石川県能登地方の地震）
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 シミュレーション解析結果は観測記録に対して同程度あるいは大きいことから，設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増
幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

シミュレーション解析結果と観測記録の応答スペクトルの比較
：観測記録 ：シミュレーション解析結果
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○ 2024年能登半島地震本震及び2024年石川県西方沖の地震（M6.6）のシミュレーション解析結果と観測記録を比較した結果を下図に示す。
○ No.1～11の地震，並びに，2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）のいずれの地震についても，シミュレー

ション解析結果は，観測記録に対して同程度あるいは大きい。なお，一部周期帯で同程度となることについては，3.1.2項（逆解析による地盤増幅
特性の検討）を踏まえると，浅部地盤が含まれない解放基盤表面以深の設定した地下構造モデルの地盤増幅率は，観測記録に基づき逆解析に
より推定した地下構造モデルの地盤増幅率を全周期帯で上回ることから，解放基盤表面以浅の浅部地盤の影響であると考えられる。

（3）検討結果（3/3）
3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討

コメントNo.11の回答

地震観測記録の拡充
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EL-1298mの観測記録が得られていないことから，地震動シミュレー
ションは，設定した地下構造モデルのEL-200mに観測記録を入力し，
解放基盤表面を設定した位置（EL-10m）の地震動を評価した。

※
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○ 設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地の鉛
直アレー地震観測記録を用いた逆解析により推定した地下構造モデルと設定した地下構造モデルの地盤増幅率を比較した。

○ 逆解析は，自由地盤地震観測点における鉛直アレー地震観測点間の伝達関数を対象として，遺伝的アルゴリズム※により行った。

（1）検討方法

検討の概要

逆解析により
推定した地下構造モデル

▽EL-10m
▽GL(EL+21m)

▽EL-10m

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤

地盤増幅率

設定した地下構造モデル

▽EL-10m
▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤

逆解析により
推定した地下構造モデル

（解放基盤表面以深）

地盤増幅率
解放基盤表面
以浅をはぎとり 比較

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討

自由地盤地震観測点

：地震観測点

：検討に用いた地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1298m

逆解析

第1199回審査会合 資料1
P.161 一部修正

※ 遺伝的アルゴリズムの概要を補足資料P.100に示す。 紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



1 2020/03/13 02:18 37.2797 136.8245 12.33 5.5 25.8

2 2021/09/16 18:42 37.5053 137.3008 13.12 5.1 70.9

3 2022/06/19 15:08 37.5153 137.2763 13.14 5.4 70.1

4 2022/06/20 10:31 37.5220 137.3220 13.86 5.0 73.5

5 2023/05/05 14:42 37.5390 137.3045 12.14 6.5 73.8

6 2023/05/05 14:53 37.5257 137.2218 12.81 5.0 67.7

7 2023/05/05 21:58 37.5263 137.2355 13.70 5.9 68.6

8 2024/01/02 10:17 37.2220 136.7225 10.21 5.6 17.9

9 2024/01/03 10:54 37.3735 136.8728 12.84 5.6 37.0

10 2024/06/03 06:31 37.4675 137.3030 13.78 6.0 68.2

11 2024/06/03 06:40 37.4640 137.3475 13.74 5.0 71.0

2024年能登半島地震本震 2024/01/01 16:10 37.4962 137.2705 15.86 7.6 68.3

石川県西方沖の地震 2024/11/26 22:47 37.0087 136.3975 7.46 6.6 29.9

日付 時刻
深さ
(km)

M
北緯
（°）

東経
（°）

震央距離
（km）

No.

震源情報

○ 2019年7月～2024年7月に自由地盤地震観測点における各観測点（EL-1298m，EL-200m，EL-100m，EL-10m及びEL+19.5m）で同時に観測された地震のうち敷地から100km以内
において発生したM5以上の11地震の諸元及び震央分布図を下記に示す。

○ 検討の対象は，第1199回審査会合資料（2023年10月20日）において，2019年7月～2023年5月に自由地盤地震観測点における各観測点で同時に観測された地震のうち，敷地から
100km以内において発生したM5以上の7地震（下記のNo.1～7の地震）とした。検討の対象とした7地震の平均伝達関数を次頁に示す。

○ なお，第1199回審査会合（2023年10月20日）以降も含む2019年7月～2024年7月に自由地盤地震観測点における各観測点で同時に観測された地震のうち，敷地から100km以内に
おいて発生したM5以上の11地震（下記のNo.1～11の地震）の平均伝達関数は，検討の対象とした7地震の平均伝達関数と顕著な違いはみられないことを確認した（次頁参照）こと
から，本検討は，上述の7地震を対象とした逆解析で代表させることができるものと判断した（7地震を対象とした検討をP.195～198に示す）。

○ また，2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）については，地震観測装置の不具合によりEL-1298mの観測記録が得られていないものの，敷
地において大きな加速度を記録した地震であることを踏まえ，EL-200m～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，検討の対象とした。なお，
2024年能登半島地震本震の伝達関数は，その他の地震の平均伝達関数と違いがみられる（次頁参照）ことから，2024年能登半島地震本震を対象とした逆解析は，上述の7地震を
対象とした逆解析とは別に，自由地盤地震観測点のEL-200m以浅における鉛直アレー地震観測点間の伝達関数を対象として行った（2024年能登半島地震本震を対象とした検討
をP.199～202に示す）。また，2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の伝達関数は，検討の対象とした7地震（No.1～7の地震）の平均伝達関数と顕著な違いはみられない
（次頁参照）ことから，2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）を対象とした逆解析は，上述の7地震を対象とした逆解析で代表させることができるものと判断した。

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討

（2）検討の対象とした地震（1/2）
第1199回審査会合 資料1

P.163 一部修正

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

▽EL-1298m

地震観測記録の拡充

地震の諸元＊

地震の震央分布図

志賀原子力発電所

＊ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

No.8

No.9

No.11
No.10

No.5No.7
No.6

No.3

No.4

No.2

No.1

2024年能登半島地震本震

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

▽EL-1298m

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更，追加した箇所

No.1～7の地震の検討

自由地盤地震観測点

2024年能登半島地震本震及び

2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の検討
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2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）
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○ 検討の対象とした7地震（No.1～7の地震）の平均伝達関数を下図に示す。また，併せて，11地震（No.1～11の地震），2024年能登半
島地震本震※1及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）※1の伝達関数を示す。

○ 11地震（No.1～11の地震）の平均伝達関数及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の伝達関数は，検討の対象とした7地
震（No.1～7の地震）の平均伝達関数と顕著な違いはみられない。

○ 2024年能登半島地震本震の伝達関数は，水平方向については，EL-10m以深の伝達関数に顕著な違いはみられないが，EL+19.5m
を分子とする伝達関数において，高振動数側の振幅が小さくなっており，これは表層地盤の非線形化の影響と考えられる。鉛直方
向については，例えば，EL+19.5m/EL-10mの伝達関数の5～10Hz程度において，細かな違いはみられるものの，水平方向ほどの
違いはみられない。

伝達関数

観測記録（No.1～7の7地震平均）
観測記録（No.1～11の11地震平均）
観測記録（2024年能登半島地震本震）
観測記録（2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6））

水平方向※2 鉛直方向

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討

（2）検討の対象とした地震（2/2）
地震観測記録の拡充

※1

※2

2024年能登半島地震本震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）については，地震観測装置の不具合により大深度地震観測点（EL-1298m）の観測記録が得
られていないことから，EL-200m以浅の伝達関数を対象とした。
No.1～11の地震及び2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）はTransverse方向，2024年能登半島地震本震はNS方向及びEW方向の平均の伝達関数を示す。
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○ No.1～7の7地震を対象とした検討の探索範囲を下表に示す。
○ EL-200m以浅の層厚，密度及び速度（EL-4.9m以浅を除く）は自由地盤位置における速度構造及び密度構造（P.171参照）に基づき，

またEL-200m以深の層厚，密度及び速度はD-8.6孔における大深度ボーリング調査結果（P.172参照）に基づき設定した。EL-4.9m
以深の減衰定数の下限値（hmin）はQ値測定結果（P.173参照）に基づき設定した。

探索範囲

：探索するパラメータ
：検討に用いた地震観測点

地震基盤

解放基盤表面

地表

h(f)=h0×f-α（ただし，hmin≦h(f)≦1）

3.1.2.1 No.1～7の7地震を対象とした検討

（1）探索範囲

減衰定数 h（f）

標高EL No.
層厚
(m)

密度
ρ

(t/m3)

S波速度
Vs

(m/s)

P波速度
Vp

(m/s)
hmin h0 α hmin h0 α

水平 鉛直

+19.5m
2

+17.1m
3 22 1.97 300～1200 685～2740

2.4 0.01～1 0～2
0.0250

～
0.1000

-4.9m
4 5.1

2.37 1500 3190
0.0500

0.01～1 0～2

+21.0m
1 1.5

2.20 125～500 198～1580 0.0250
～

0.1000

-10m
5

-100m
6 8.9

-108.9m

90
0.01～1 0～2 0.0500 0.01～2 0～2

7 91.1 2.38 1960 3960
-200m

8 790 2.34 2140 3920 0.0182

0.01～1 0～2

0.0182

0.01～1 0～2

-990m
9 200 2.41 1560 3260

0.0106 0.0106
-1298m

11 ∞

-1190m
10 108

2.67 3160 5290

第1199回審査会合 資料1
P.162 一部修正



-1298m
11 ∞

5290

-1190m
9 200 2.41 1560 3260

-990m

0.042 1.948

0.0182

0.108 1.225
0.0106

8 790 2.34

0.010610 108
2.67 3160

-200m
3960

2140 3920 0.0182

-100m
6 8.9

5 90
0.0500 1.767 1.343

-108.9m

-10m

0.464 1.177

4 5.1

2.37 1500 3190
0.0500

7 91.1 2.38 1960

-4.9m
1429

+21.0m

+17.1m
2 2.4

+19.5m
0.553 1.118 0.0537 0.507 0.644

1 1.5
2.20 267 297

0.0365

3 22 1.97 980

hmin h0

水平 鉛直

α hmin

減衰定数 h（f）

h0 α

S波速度
Vs

(m/s)

P波速度
Vp

(m/s)
標高EL No.

層厚
(m)

密度
ρ

(t/m3)

○ 探索結果（逆解析により推定した地下構造モデル）を下表に示す。
○ 観測記録に基づく伝達関数と逆解析により推定した地下構造モデルによる理論伝達関数を比較した結果を次頁に示す。
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探索結果（逆解析により推定した地下構造モデル）

：探索したパラメータ
：検討に用いた地震観測点

h(f)=h0×f-α（ただし，hmin≦h(f)≦1）

（2）逆解析結果（1/2）

地震基盤

解放基盤表面

地表

第1199回審査会合 資料1
P.164 再掲

3.1.2.1 No.1～7の7地震を対象とした検討
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○ 逆解析により推定した地下構造モデルによる理論伝達関数は観測記録に基づく伝達関数と整合的であることから，逆解析により推
定した地下構造モデルは適切に求められているものと考えられる。（拘束条件としたパラメータ（層厚，密度，並びにEL-4.9m以深の
速度及び減衰定数の下限値（hmin））についても適切に設定されているものと考えられる。）

伝達関数

観測記録（7地震平均）
逆解析により推定した地下構造モデル
（参考）設定した地下構造モデル

水平方向 鉛直方向

（2）逆解析結果（2/2）
第1199回審査会合 資料1

P.165 一部修正
3.1.2.1 No.1～7の7地震を対象とした検討



 設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅率は，逆解析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率を上回ることから，
設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

0.01

0.1

1

10

地
盤

増
幅

率

周期(s)
0.02                 0.1                              1                     5

0.01

0.1

1

10

地
盤

増
幅

率

周期(s)
0.02                 0.1                              1              5

逆解析により推定した地下構造モデル

設定した地下構造モデル
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逆解析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率と
設定した地下構造モデルの地盤増幅率の比較

○ 逆解析により推定した地下構造モデルと設定した地下構造モデルの地震基盤に対する解放基盤表面の地盤増幅率を比較した結果を下図に示す。
○ 設定した地下構造モデル（EL-1.19km以浅の減衰をボーリング調査結果による値に対して安全側に設定（詳細はP.173参照））の地盤増幅率は，逆解

析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率を上回る。

▽EL-10m
▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤

地盤増幅率
(解放基盤表面2E/地震基盤2E)

地盤増幅率算定の概要

解放基盤表面以深のモデル 鉛直方向

水平方向

（3）検討結果
第1199回審査会合 資料1

P.166 一部修正
3.1.2.1 No.1～7の7地震を対象とした検討
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○ 2024年能登半島地震本震を対象とした検討の探索範囲を下表に示す。
○ EL-200m以浅の層厚，密度及び速度（EL-4.9m以浅を除く）は自由地盤位置における速度構造及び密度構造（P.171参照）に基づき，

またEL-200m以深の密度及び速度はD-8.6孔における大深度ボーリング調査結果（P.172参照）に基づき設定した。EL-4.9m以深の
減衰定数の下限値（hmin）はQ値測定結果（P.173参照）に基づき設定した。

3.1.2.2 2024年能登半島地震本震を対象とした検討

（1）探索範囲

探索範囲

：探索するパラメータ
：検討に用いた地震観測点

解放基盤表面

地表

h(f)=h0×f-α（ただし，hmin≦h(f)≦1）

標高EL No.
層厚
(m)

密度
ρ

(t/m3)

S波速度
Vs

(m/s)

P波速度
Vp

(m/s)
水平 鉛直

hmin h0 α hmin

減衰定数 h（f）

+21.0m
1 1.5

2.20 125～500 198～1580 0.0250
～

0.1000
0.01～1

h0 α

+19.5m
2 2.4 0～2

0.0250
～

0.1000
0.01～1 0～2

-4.9m
4 5.1

2.37 1500 3190

+17.1m
3 22 1.97 300～1200 685～2740

-100m
6 8.9

-10m
5 90

-108.9m
7

0.0500 0.01～1 0～2 0.0500 0.01～1 0～2

-200m
8 ∞ 2.34

91.1 2.38 1960 3960

2140 3920

地震観測記録の拡充

2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い追加した項目



○ 探索結果（逆解析により推定した地下構造モデル）を下表に示す。
○ 観測記録に基づく伝達関数と逆解析により推定した地下構造モデルによる理論伝達関数を比較した結果を次頁に示す。
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（2）逆解析結果（1/2）

探索結果（逆解析により推定した地下構造モデル）

：探索したパラメータ
：検討に用いた地震観測点

解放基盤表面

地表

h(f)=h0×f-α（ただし，hmin≦h(f)≦1）

減衰定数 h（f）

hmin h0 α hmin h0 α

水平 鉛直
層厚
(m)

密度
ρ

(t/m3)

S波速度
Vs

(m/s)

P波速度
Vp

(m/s)

1

2

3

+21.0m

標高EL No.

0.505 0.0627 0.494 0.625
+19.5m

1.5
2.20 266 267

0.0432 0.2292.4

22 1.97 649 1041
-4.9m

+17.1m

-100m

-10m
4 5.1

2.37 1500 31905 90

6 8.9
-108.9m

2.38 1960 3960
-200m

7 91.1

8 ∞ 2.34 2140 3920

0.0500 0.166 0.378 0.0500 0.386 0.522

地震観測記録の拡充

2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い追加した項目

3.1.2.2 2024年能登半島地震本震を対象とした検討
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○ 逆解析により推定した地下構造モデルによる理論伝達関数は観測記録に基づく伝達関数と整合的であることから，逆解析により推
定した地下構造モデルは適切に求められているものと考えられる。（拘束条件としたパラメータ（層厚，密度，並びにEL-4.9m以深の
速度及び減衰定数の下限値（hmin））についても適切に設定されているものと考えられる。）

伝達関数

観測記録（2024年能登半島地震本震）
逆解析により推定した地下構造モデル
（参考）設定した地下構造モデル

水平方向 鉛直方向

（2）逆解析結果（2/2）
地震観測記録の拡充

2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い追加した項目

3.1.2.2 2024年能登半島地震本震を対象とした検討
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 設定した地下構造モデルのEL-200m～解放基盤表面の地盤増幅率は，逆解析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率を上回ることから，
設定した地下構造モデルのEL-200m～解放基盤表面の地盤増幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

逆解析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率と
設定した地下構造モデルの地盤増幅率の比較

○ 逆解析により推定した地下構造モデルと設定した地下構造モデルのEL-200mに対する解放基盤表面の地盤増幅率を比較した結果を下図に示す。ま
た，2024年能登半島地震本震以外のNo.1～7の7地震を対象とした逆解析により推定した地下構造モデル（P.196）の地盤増幅率も参考として併せて示
す。

○ 設定した地下構造モデル（EL-1.19km以浅の減衰をボーリング調査結果による値に対して安全側に設定（詳細はP.173参照））の地盤増幅率は，逆解
析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率を上回る。

▽EL-10m
▽GL(EL+21m)

▽EL-1190m

解放基盤表面

地震基盤

地盤増幅率
(解放基盤表面2E/EL-200m2E)

地盤増幅率算定の概要

解放基盤表面以深のモデル 鉛直方向

水平方向

（3）検討結果

▽EL-200m

地震観測記録の拡充

逆解析により推定した地下構造モデル（2024年能登半島地震本震を対象とした検討）
設定した地下構造モデル
（参考）逆解析により推定した地下構造モデル（No.1～7の7地震を対象とした検討）

2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い追加した項目
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3.1.2.2 2024年能登半島地震本震を対象とした検討



3.2 減衰構造の妥当性確認

203



設定した地下構造モデル

：3.2.1項で確認する範囲
：3.2.2項で確認する範囲
：3.2.3項で確認する範囲

地震基盤

解放基盤表面

自由地盤地震観測点

：地震観測点

：検討に用いた地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1298m

敷地の鉛直アレー地震観測記録の
S波直達上昇波を用いて減衰を推定し，

設定した地下構造モデルの減衰と比較（3.2.3項）

地震波干渉法を
敷地の鉛直アレー地震観測記録に
適用することにより減衰を推定し，

設定した地下構造モデルの減衰と比較（3.2.1項）

M-14孔

▽EL-200m

▽EL-300m

▽GL(EL+34m)

▽EL-400m

▽EL-500m

：検討に用いた岩石コア

敷地で実施したボーリング調査により
得られた岩石コアを用いて

超音波試験により減衰を推定し，
設定した地下構造モデルの減衰と比較（3.2.2項）

減衰構造の妥当性確認の方針
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コメントNo.1の回答

3.2 減衰構造の妥当性確認

○ 設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の減衰構造はボーリング調査結果に対して安全側に設定している。ここでは，地下構造モデルの減衰構造が安全
側に設定されていることを確認するため，以下を実施する。

• 地震波干渉法を敷地の鉛直アレー地震観測記録に適用することにより減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較する。（3.2.1項）
• 敷地で実施したボーリング調査により得られた岩石コアを用いて超音波試験により減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較する。（3.2.2項）
• 敷地の鉛直アレー地震観測記録のS波直達上昇波を用いて減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較する。 （3.2.3項）

減衰構造の妥当性確認の概要

：調査位置

調査位置図

２号原子炉建屋

１号原子炉建屋
M-14孔

自由地盤地震観測点
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○ 設定した地下構造モデルのEL-10m～EL-200mの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，Fukushima et al.(2016)
に倣い，地震波干渉法を敷地の鉛直アレー地震観測記録に適用することにより減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と
比較した。

○ Fukushima et al.（2016）は，地震波干渉法を用いて，鉛直アレー地震観測点における地表及び地中地震観測点間の減衰を推定す
る手法を提案しており，本手法をKiK-netの地震観測記録に適用することにより16観測点におけるQs-1を推定し，推定されたQs-1は，
周波数の増加とともに2～3Hz程度までは減少するが，それ以上の周波数ではほぼ一定になるとしている。

Fukushima et al.(2016)に示される推定されたQs-1

Fukushima et al.（2016）より抜粋

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討

（1）検討方法
第1199回審査会合 資料1

P.171 再掲
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○ 減衰の推定方法の概要を以下に示す。

1. 地表の地震観測記録に対して地中の地震観測記録をデコンボリューションすることにより入射波と反射波を分離する。デコンボリューション波
形のフーリエスペクトルWεは下式により求める。

2. 解析に用いる地震観測記録について平均したデコンボリューション波形※において分離された入射波に対する反射波の伝達関数Hを評価する。

3. 伝達関数からQ値を推定する。

：地中記録のフーリエスペクトル

：地表記録のフーリエスペクトル

：地表記録のパワースペクトル（平均）の1%

：角周波数

*は共役複素数を示す。

：入射波と反射波のクロススペクトル

：入射波のパワースペクトル

：周波数

：地震観測点間のS波往復走時

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討

（2）減衰の推定方法

Fukushima et al.(2016)に示される地表と地中で得られた

観測波形とデコンボリューション波形
Fukushima et al.（2016）より抜粋

第1199回審査会合 資料1
P.172 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

地震観測記録数による平均デコンボリューション波形の違い

※ Fukushima et al.(2016)は，検討の対象とした地震それぞれのデコンボリューション波形から伝達関数を評価し，これらの伝達関数の平均に基づき減衰を推定している。本検討においては，本手法
がデコンボリューション波形を用いて減衰を推定する方法であることから，ノイズを低減し，信号成分が明瞭な精度のよいデコンボリューション波形とするため，また，ウィンドウの切り取り等の影響
を少なくするため，解析に用いる地震観測記録の平均デコンボリューション波形から伝達関数を評価し，減衰を推定した（右図より，多数の地震観測記録を用いることで，ノイズが低減され，信号成
分が明瞭になる様子がみられる）。
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○ 検討対象区間は，地震観測記録が多数得られている自由地盤地震観測点におけるEL+19.5m～EL-200mとした。
○ 検討の対象とした地震の震央分布図を右下図に示す。検討の対象は，1999年9月～2018年9月に自由地盤地震観測点における

EL+19.5mとEL-200mで同時に観測された地震のうち，EL+19.5mで最大加速度1cm/s2程度以上が観測された地震を基本とし，表面
波が卓越している地震等は除外した286地震とした※。

検討の対象とした地震の震央分布図

6.0≦Ｍ

5.0≦Ｍ＜6.0
4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0
2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0
   　Ｍ＜1.0

133ﾟ

135ﾟ

135ﾟ

137ﾟ

137ﾟ

139ﾟ

139ﾟ

35ﾟ 35ﾟ

37ﾟ 37ﾟ

39ﾟ 39ﾟ

100 km

200 km

300 km

0 50 100 150 200 250 km

志賀原子力発電所

検討に用いた地震観測点

自由地盤地震観測点

：地震観測点

：検討に用いた地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

▽GL(EL+21m)

▽EL-1298m

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討

（3）検討の対象とした地震
第1199回審査会合 資料1

P.173 一部修正

※ デコンボリューション波形が全地震のデコンボリューション波形の平均と相関が低い地震は，解析の安定性を向上させるため解析の対象から除外した。解析に用いた地震は121地震であり，本手法の原論
文であるFukushima et al. (2016)において用いられた地震数と同程度以上の地震数であることから，解析に用いる地震数としては十分であると考える。検討に用いた地震の諸元及び評価したデコンボリュ
ーション波形を補足資料P.102～106に示す。

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所



 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-10m～EL-200mの減衰構造は安全側に設定
されていると考えられる。 208

○ 推定したQ値※は，設定した地下構造モデルのQ値を下回り，検討対象区間（EL+19.5m～EL-200m）と概ね対応する区間におけるR-9孔及びD-
8.6孔のQ値測定結果（7.6～10.4）とも調和的である。なお，高周波数範囲（4.7～12.6Hz）でQ値がほぼ一定となる傾向は，Fukushima et al.
（2016）とも調和的である。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：妥当性を確認した範囲

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討

（4）検討結果

推定したQ値と設定した地下構造モデルのQ値の比較

：推定結果
：設定した地下構造モデル

：サブセット毎の伝達関数の平均により求めたQ値
：サブセット毎の伝達関数の平均±標準偏差により求めたQ値

第1199回審査会合 資料1
P.179 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

本検討のQ値の推定誤差を確認するため，20地震の地震観測記録を用いることでデコンボリューション波形の信号成分が概ね明瞭となる（前々頁右図）ことを踏まえ，解析に用いた121地震のデータセットから20地震のサブセットを
120セット作成し，サブセット毎の平均デコンボリューション波形に基づく伝達関数の平均及び標準偏差により求めたQ値を下図に併せて示す。

※

1

10

100

4.7

Q
値

Frequency（Hz）
12.6 2010

16.67
推定したQ値の有効周波数範囲（4.7～12.6Hz）は，Riga et al.(2019)を参考に
数値実験により設定した。左図の灰色ハッチング箇所は有効周波数範囲外
の振動数帯を示す。
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鉛直アレー地震観測記録に基づく岩盤層の減衰定数の下限値と

岩石コアの超音波試験に基づく減衰定数（平均値）の比較

佐藤・岡田（2012）より抜粋

パルスライズタイム法とスペクトル比法による

岩石コアの減衰定数の比較

佐藤・岡田（2012）より抜粋

○ 設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-990mの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，佐藤・岡田（2012）に
倣い，敷地で実施したボーリング調査により得られた岩石コアを用いて超音波試験により減衰を推定し，設定した地下構造モデル
の減衰と比較した。

○ 佐藤・岡田（2012）は，超音波試験による岩石コアの減衰測定の適用性を検討するとともに，測定された減衰と鉛直アレー地震観測
記録により評価された減衰の差異について考察している。超音波試験による岩石コアの減衰測定の適用性の検討については，代
表的な測定方法であるパルスライズタイム法とスペクトル比法の2つの方法について行い，ほぼ同様の評価結果が得られることを
示している。また，測定された減衰と鉛直アレー地震観測記録により評価された減衰の比較を行い，鉛直アレー地震観測記録によ
り評価された減衰定数は，岩石コアから測定された減衰定数に対し，0.02程度大きく，鉛直アレー地震観測記録により評価された減
衰に含まれる付加効果の存在を示している。

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討

（1）検討方法
第1199回審査会合 資料1

P.180 再掲



• パルスライズタイム法は，減衰性媒質を透過する波動のパルス幅が透過時間及び媒質のQ値により拡大する現象に基づき，複
雑な後続の波を使用しないで，透過波の初動パルスの時間幅（ライズタイム）のみを利用して減衰を推定する方法である。

• Gladwin and Stacey（1974）は，均質な岩盤とみなせるようなトンネル等での屋外実験から，透過波初動パルスのライズタイムτ
とQ値について，以下のような実験式を得ている。

• 佐藤・岡田（2012）によると，パルスライズタイム法の適用において，比例係数Cは，実験の測定条件に応じて決定する必要が
あるとされていることから，今回用いる岩石コアの大きさ及び性状（S波速度及び想定されるQ値）を考慮して，佐藤・岡田（2012）
と同様な数値シミュレーションにより決定した（C=0.553）。また，上式のうち，透過波初動パルスのライズタイムτ，入射波初動
パルスのライズタイムτ0及び伝播時間Tは超音波試験により求め，Q値を推定した。

• なお，透過波初動パルスのライズタイムτの評価においては，Hatherly（1986）に基づき，初動パルスの最大値の時間と最大の
傾きを示す時間の差をライズタイムと定義した。また入射波初動パルスのライズタイムτ0は，Q値が150,000のアルミニウムを
用いた超音波試験により得られた透過波初動パルスのライズタイムとした。
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○ 本検討における減衰の推定方法は，佐藤・岡田（2012）において適用性が確認されているパルスライズタイム法を用いた。減衰の推
定方法の概要を以下に示す。

：入射波初動パルスのライズタイム

：伝播時間

：比例係数

ライズタイムの評価例

(dA/dt)max

ライズタイム

Amax
：透過波形

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討

（2）減衰の推定方法
第1199回審査会合 資料1

P.181 再掲



○ ボーリング孔（M-14孔）において採取した以下の区間の岩石コアを用いた。
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コア
No.

岩種
区間

深度（m） 標高EL（m）

1 安山岩（均質） 284.20 ～ 284.55 -250.12 ～ -250.47

2 安山岩（均質） 400.50 ～ 400.75 -366.42 ～ -366.67

3 安山岩（均質） 402.45 ～ 402.70 -368.37 ～ -368.62

4 安山岩（角礫質） 435.73 ～ 436.00 -401.65 ～ -401.92

検討に用いた岩石コアの岩種及び区間

岩石コアの写真（M-14孔）

深度283.00m～287.00m

深度399.00m～403.00m

283

284

285

286

435

436

437

438

399

400

401

402

284

285

286

287

436

437

438

439

400

401

402

403

深度435.00m～439.00m

No.1

No.2

No.3

No.4

：ボーリング孔（M-14孔）

ボーリング孔（M-14孔）の配置図

２号原子炉建屋

１号原子炉建屋

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討

（3）検討に用いた岩石コア
第1199回審査会合 資料1

P.182 再掲



減衰の推定結果

 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-990mの減衰構造は安全側に設定
されていると考えられる。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3
)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：妥当性を確認した範囲

コア
No.

岩種
区間

標高EL（m）

入射波初動パルス
のライズタイム

τ0（μs）

透過波初動パルス
のライズタイム

τ（μs）

伝播時間
T（μs）

Q値
減衰定数※2

h(%)

1 安山岩（均質） -250.12 ～ -250.47

1.774

2.257 37.30 42.7 1.2

2 安山岩（均質） -366.42 ～ -366.67 2.531 37.82 27.6 1.8

3 安山岩（均質） -368.37 ～ -368.62 2.595 36.24 24.4 2.0

4 安山岩（角礫質） -401.65 ～ -401.92 2.715 41.86 24.5 2.0

平均 29.8 1.8

標準偏差 8.7 0.4
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○ 推定したQ値（平均値）は30程度であり，設定した地下構造モデルのQ値を下回る。
○ なお，佐藤・岡田（2012）による減衰の付加効果を踏まえると，今回検討した範囲における実際の地盤のQ値は，推定したQ値よりもさらに小さい

ものと考えられる※1。

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討

（4）検討結果

※2 減衰定数hは，h=1/2Qの関係式より算出した。

本検討により推定した減衰定数（1.8%）に、仮に佐藤・岡田(2012)に示される減衰の付加効果（2%）（P.209）を踏まえると、実地盤の減衰定数は3.8%となる。設定した地下構造モデルの減衰定数（1.5%）は，
本検討により推定した減衰定数（1.8%）より小さいが，減衰の付加効果を踏まえると，実地盤の減衰定数に対してさらに小さいものと考えられる。

※1

第1199回審査会合 資料1
P.183 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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佐藤（2012）に示される測定された減衰の比較

佐藤（2012）より抜粋

○ 設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-1.19kmの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，佐藤（2012）に倣い，
敷地の鉛直アレー地震観測記録のS波直達上昇波を用いて減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較した。

○ 佐藤（2012）は，地表に近い岩盤の減衰について，鉛直アレー地震観測記録により評価された減衰と岩石コアの超音波試験により
測定された減衰を比較し，岩石コアの超音波試験により測定された減衰が相対的に小さくなる要因として，顕著な亀裂や不均質が
存在しなかったことが考えられるとし，鉛直アレー地震観測記録により評価された減衰は亀裂や不均質によって付加的な減衰効果
が発生していると推察している。また，鉛直アレー地震観測記録を用いた減衰の評価については，S波重複反射波のスペクトル比
及びS波直達上昇波のスペクトル比のそれぞれを用いた方法について行われ，高周波数側で両者が対応することを示している。

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討

（1）検討方法
第1199回審査会合 資料1

P.184 再掲



• 佐藤（2012）によると，S波直達上昇波を用いた減衰の推定方法は，地震観測点間を上昇するS波直達波のスペクトル比を用い
る方法で，反射波等の影響を受けにくい岩盤における地震観測記録を用いる場合に有効な方法であるとされている。

• 減衰の推定は，佐藤（2012）に倣い，鉛直アレー地震観測点における2つの観測点間のS波直達上昇波のスペクトル比A/A0（A
は上部地震計のフーリエスペクトル，A0は下部地震計のフーリエスペクトル）を算定し，下式のスペクトル低減モデルをフィッティ
ングすることにより行った。なお，本検討では，平均的な減衰を推定するため，検討の対象とした地震の平均スペクトル比を用い
た。
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：Q値

：周波数

：地震観測点間の伝播時間

：定数

○ 減衰の推定方法の概要を以下に示す。

佐藤（2012）に示される観測記録に基づくS波直達上昇波のスペクトル比と
スペクトル低減モデルによりフィッティングした結果の比較

佐藤（2012）より抜粋

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討

（2）減衰の推定方法
第1199回審査会合 資料1

P.185 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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○ 検討対象区間は，反射波の影響が小さい自由地盤地震観測点におけるEL-200m～EL-1298mとした。
○ 検討の対象とした地震の諸元及び震央分布図を下記に示す。検討の対象は，2019年7月～2024年7月に自由地盤地震観測点にお

けるEL-1298mとEL-200mで同時に観測された地震のうち，敷地から100km以内において発生したM5以上の11地震とした。

検討の対象とした地震の諸元＊

検討の対象とした地震の震央分布図

自由地盤地震観測点

▲：地震観測点

△：検討に用いた地震観測点

▽EL+19.5m

▽EL-100m

▽EL-10m

▽EL-200m

GL(EL+21m)

▽

▽EL-1298m

志賀原子力発電所

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討

（3）検討の対象とした地震

＊ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく
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1 2020/03/13 02:18 37.2797 136.8245 12.33 5.5 25.8

2 2021/09/16 18:42 37.5053 137.3008 13.12 5.1 70.9

3 2022/06/19 15:08 37.5153 137.2763 13.14 5.4 70.1

4 2022/06/20 10:31 37.5220 137.3220 13.86 5.0 73.5

5 2023/05/05 14:42 37.5390 137.3045 12.14 6.5 73.8

6 2023/05/05 14:53 37.5257 137.2218 12.81 5.0 67.7

7 2023/05/05 21:58 37.5263 137.2355 13.70 5.9 68.6

8 2024/01/02 10:17 37.2220 136.7225 10.21 5.6 17.9

9 2024/01/03 10:54 37.3735 136.8728 12.84 5.6 37.0

10 2024/06/03 06:31 37.4675 137.3030 13.78 6.0 68.2

11 2024/06/03 06:40 37.4640 137.3475 13.74 5.0 71.0

No.

震源情報

日付 時刻
深さ
(km)

M
北緯
（°）

東経
（°）

震央距離
（km）

No.8

No.9

No.11No.10

No.5No.7
No.6

No.3

No.4
No.2

No.1

地震観測記録の拡充

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所



 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-1.19kmの減衰構造は安全側に設
定されていると考えられる。 216

○ 推定したQ値は27.29※1であり，設定した地下構造モデルのQ値を下回る。
○ 推定したQ値27.29は，検討対象区間（EL-200m～EL-1298m）と概ね対応するD-8.6孔のEL-160m～EL-990mの区間のQ値測定結果27.4とも調

和的である。

層厚
(m)

S波速度
Vs

(km/s)

P波速度
Vp

(km/s)

密度
ρ

(t/m3)

減衰定数
h

(%)
Q値

7.6 3.1 0.100 500∞ 4.4
-28km

10,000 3.9 6.8 2.8 0.125 400

0.185 270
-18km

12,500 3.6 6.3 2.7

5.6 2.7 0.250 200
-5.5km

2,500 3.5
-3km

1,210 3.3 5.4 2.7 0.250 200

0.250 200
-1.79km

600 3.16 5.29 2.67

3.26 2.41 1.000 50
-1.19km

200 1.56
-990m

790 2.14 3.92 2.34 1.500 33.33

3.000 16.67
-200m

91.1 1.96 3.96 2.38

3.19 2.37 3.000 16.67
-108.9m

98.9 1.50
-10m

標高EL

設定した地下構造モデル

：妥当性を確認した範囲

検討に用いた波形例
（赤線区間はS波直達上昇波として解析に用いた区間※2）

※2

3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討

（4）検討結果

S波直達上昇波のスペクトル比

：S波直達上昇波スペクトル比（平均値）
：S波直達上昇波スペクトル比（±σ）
：フィッティング結果
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地震観測記録の拡充

赤字は2024年能登半島地震による地震観測記録拡充に伴い変更した箇所

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

地震観測記録を拡充した検討結果は，地震観測記録を拡充する前の検討結果（No.1～7の地震を対象とした場合の推定したQ値は26.81）と顕著な違いがないことを確認。また，本検討のQ値の推定誤差を確認するため，検討の対象
とした11地震について個別に推定したQ値の平均及び標準偏差は，それぞれ27.08及び4.78である。

※1

S波直達上昇波として解析に用いる区間は，自由地盤地震観測点の
EL+19.5mの地震観測記録で各深度の地震観測記録をデコンボリューション
した波形により，入射波と反射波を分離したフェーズから確認した反射波の
到達時間を踏まえて設定



3.3 速度構造の妥当性確認
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速度構造の妥当性確認の方針
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コメントNo.1の回答

3.3 速度構造の妥当性確認

速度構造の妥当性確認の概要

○ 設定した地下構造モデルのEL-3kmより浅部の速度構造は敷地における地盤調査（浅層ボーリング調査，大深度ボーリング調査及び微動アレー探査）の結果
に基づき設定し，またEL-3km以深の速度構造は文献に基づき設定している。ここでは，地下構造モデルの速度構造が適切に設定されていることを確認する
ため，以下を実施する。

• 敷地における微動アレー探査により得られた位相速度と設定した地下構造モデルに基づく理論位相速度を比較する。（3.3節（1））
• 敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度と設定した地下構造モデルに基づく理論群速度を比較する。（3.3節（2））
• 申請時以降に得られた知見において評価された敷地における速度構造と設定した地下構造モデルの速度構造を比較する。（3.3節（3））

申請後に得られた知見において評価された速度構造

設定した地下構造モデル

：3.3節で確認する範囲

地震基盤

解放基盤表面

：観測点1-観測点2ペアの群速度
：観測点1-観測点5ペアの群速度
：観測点3-観測点4ペアの群速度
：観測点4-観測点5ペアの群速度
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志賀原子力発電所

敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度敷地における微動アレー探査により得られた位相速度

設定した地下構造モデルに基づく
理論群速度と比較（3.3節（2））

設定した地下構造モデルの
速度構造と比較（3.3節（3））

設定した地下構造モデルに基づく
理論位相速度と比較（3.3節（1））

深
さ

（k
m

）



 微動アレー探査により得られた位相速度と調和的であることから，設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の速度構造は適切に
設定されていると考えられる。

○ 設定した地下構造モデルのEL-1.19kmからEL-3kmの速度構造は敷地の微動アレー探査結果に基づき設定している（詳細は2章設
定手順⑤参照）。ここではボーリング調査の結果に基づき設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の速度構造が適切に設定さ
れていることを確認するため，微動アレー探査により得られた位相速度と設定した地下構造モデルの理論位相速度を比較した。

○ 設定した地下構造モデルに基づく理論位相速度は，EL-1.19km以浅の速度構造を反映していると考えられる周期2秒程度より短周
期側※において，微動アレー探査により得られた位相速度と調和的である。

219

観測と理論の分散曲線の比較（A地点）

（1）位相速度を用いた速度構造の検討

：観測

：理論（設定した地下構造モデルに基づく）
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3.3 速度構造の妥当性確認

0 0.5 1.0km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の2万5千分1地形図を複製したも
のである（承認番号 平26情複，第123号）。
上記地図を第三者がさらに複製する場合に
は，国土地理院の長の承認を得なければな
らない。

微動アレー探査地点（A地点）
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※ P.141に示す理論分散曲線より，地震基盤（EL-1.19km）の位置が位相速度へ与える周期帯は周期2秒程度であると考えられることから，EL-1.19km以浅の速度構造の影響は周期2秒程度より短周期側に
おいて表れるものと考えられる。



 微動観測記録により得られた群速度と調和的であることから，設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造は適切に
設定されていると考えられる。

○ 設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造は敷地の微動アレー探査結果及び文献に基づき設定している（詳細は2
章設定手順④～⑤参照）。ここでは設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造が適切に設定されていることを確認
するため，敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度と設定した地下構造モデルの理論群速度を比較した。

○ 設定した地下構造モデルに基づく理論群速度は，地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられる周期2秒程度より長周
期側※において，微動観測記録により得られた群速度と調和的である。
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微動観測記録により得られた群速度と
設定した地下構造モデルの理論群速度の比較

（2）群速度を用いた速度構造の検討
3.3 速度構造の妥当性確認

：観測点1-観測点2ペアの群速度
：観測点1-観測点5ペアの群速度
：観測点3-観測点4ペアの群速度
：観測点4-観測点5ペアの群速度
：理論群速度

微動観測点配置図

136.5ﾟ

136.5ﾟ

137.0ﾟ

137.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

10 km

20 km

30 km

0 5 10 15 20 25 km

観測点1（志賀原子力発電所）

観測点4

観測点3

観測点5

観測点2

：微動観測点
：検討対象とする観測点ペア

※ 群速度における周期2秒程度より長周期側が，敷地周辺の地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられることについては，補足資料P.18参照。
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S波速度構造

：Matsubara et al.(2022)

：設定した地下構造モデル

 Matsubara et al.(2022)により評価された敷地における地震基盤より深部の速度構造と調和的であることから，設定した地下構造モデルの地震
基盤より深部の速度構造は適切に設定されていると考えられる。

○ 設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造が適切に設定されていることを確認するため，申請時以降に得られた知見
（Matsubara et al.(2022)（1.2.2項参照））において評価された敷地における速度構造と設定した地下構造モデルの速度構造を比較した。

○ Matsubara et al.(2022)により評価された敷地における地震基盤より深部の速度構造は，設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度
構造と調和的である。
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Matsubara et al.(2022)により評価された敷地における速度構造と
設定した地下構造モデルの比較

P波速度構造

3.3 速度構造の妥当性確認

（3）知見を用いた速度構造の検討

-1.19 地震基盤

※Matsubara et al.(2022)の初期速度構造モデルは，防災科学技術研究所のHi-netルーチン処理で使用されている1次元速度構造が採用されている。
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3.1 地盤増幅特性の妥当性確認

3.1.1 地震動シミュレーションによる地盤増幅特性の検討
○ 設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地の鉛直アレー

地震観測記録を用いて，設定した地下構造モデルによる地震動シミュレーションを行い，シミュレーション解析結果と観測記録を比較した。
 シミュレーション解析結果は観測記録に対して同程度あるいは大きいことから，設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地

盤増幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

3.1.2 逆解析による地盤増幅特性の検討
○ 設定した地下構造モデルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性が安全側に設定されていることを確認するため，敷地の鉛直アレー

地震観測記録を用いた逆解析により推定した地下構造モデルと設定した地下構造モデルの地盤増幅率を比較した。
 設定した地下構造モデルの地盤増幅率は，逆解析により推定した地下構造モデルの地盤増幅率を上回ることから，設定した地下構造モデ

ルの地震基盤～解放基盤表面の地盤増幅特性は安全側に設定されていると考えられる。

3.2 減衰構造の妥当性確認

3.2.1 地震波干渉法を用いた減衰の検討
○ 設定した地下構造モデルのEL-10m～EL-200mの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，Fukushima et al.(2016)に倣い，

地震波干渉法を敷地の鉛直アレー地震観測記録に適用することにより減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較した。
 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-10m～EL-200mの減衰構造は安全側に設

定されていると考えられる。

3.2.2 岩石コアを用いた減衰の検討
○ 設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-990mの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，佐藤・岡田（2012）に倣い，敷

地で実施したボーリング調査により得られた岩石コアを用いて超音波試験により減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較した。
 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-990mの減衰構造は安全側に

設定されていると考えられる。
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3. 地下構造モデルの妥当性確認

まとめ（1/2）

○ 地下構造モデル全体として妥当性を確認するため，下記について確認を行った。
▪ 設定した地下構造モデルの地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅特性を対象として，鉛直アレー地震観測記録を用いた地震動シミュ

レーション等による地盤増幅特性と比較し，安全側に設定されていること
▪ 設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の減衰構造を対象として，設定根拠としているボーリング調査結果（Q値測定結果）以外の検討結

果（鉛直アレー地震観測記録や岩石コアを用いた検討結果）と比較し，安全側に設定されていること
▪ 設定した地下構造モデルの速度構造を対象として，敷地及び敷地周辺で実施した物理探査結果や申請時以降に得られた知見と比較し，適

切に設定されていること

コメントNo.1の回答
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P.193 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



 地震基盤から解放基盤表面までの地盤増幅特性は安全側に設定されていること，EL-1.19km以浅の減衰構造は安全側に設定されていること，
及び速度構造は適切に設定されていることを確認することにより，地下構造モデル全体としての妥当性を確認した。
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3.2.3 S波直達上昇波を用いた減衰の検討
○ 設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-1.19kmの減衰構造が安全側に設定されていることを確認するため，佐藤（2012）に倣い，敷地の

鉛直アレー地震観測記録のS波直達上昇波を用いて減衰を推定し，設定した地下構造モデルの減衰と比較した。
 推定したQ値が設定した地下構造モデルのQ値を下回ることから，設定した地下構造モデルのEL-200m～EL-1.19kmの減衰構造は安全側

に設定されていると考えられる。

3.3 速度構造の妥当性確認

（1） 位相速度を用いた速度構造の検討
○ 設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の速度構造が適切に設定されていることを確認するため，微動アレー探査により得られた位相

速度と設定した地下構造モデルの理論位相速度を比較した。
 設定した地下構造モデルに基づく理論位相速度は， EL-1.19km以浅の速度構造を反映していると考えられる周期2秒程度より短周期側にお

いて，微動アレー探査により得られた位相速度と調和的であることから，設定した地下構造モデルのEL-1.19km以浅の速度構造は適切に設
定されていると考えられる。

（2） 群速度を用いた速度構造の検討
○ 設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造が適切に設定されていることを確認するため，敷地周辺の微動観測記録により得

られた群速度と設定した地下構造モデルの理論群速度を比較した。
 設定した地下構造モデルに基づく理論群速度は，地震基盤より深部の速度構造を反映していると考えられる周期2秒程度より長周期側にお

いて，微動観測記録により得られた群速度と調和的であることから，設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造は適切に設
定されていると考えられる。

（3） 知見を用いた速度構造の検討
○ 設定した地下構造モデルの地震基盤より深部の速度構造が適切に設定されていることを確認するため，申請時以降に得られた知見

（Matsubara et al.(2022)）において評価された敷地における速度構造と設定した地下構造モデルの速度構造を比較した。
 Matsubara et al.(2022)により評価された敷地における地震基盤より深部の速度構造と調和的であることから，設定した地下構造モデルの地

震基盤より深部の速度構造は適切に設定されていると考えられる。

3. 地下構造モデルの妥当性確認

まとめ（2/2）
第1199回審査会合 資料1

P.193 一部修正

コメントNo.1の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所



224

余白



4. 地震発生層の設定
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4. 地震発生層の設定

(1)地震発生層の設定のフロー

地震発生層の設定のフロー

第1199回審査会合 資料1
P.195 一部修正

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

○ 地震発生層は，審査ガイドの記載事項を踏まえ，下記の流れで設定を行う。
• まず，敷地周辺の「➊地震の震源分布」，「➋キュリー点深度」及び「➌速度構造データ等」を把握し，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下

端深さを設定する。（4.1節で説明）
• つぎに，敷地周辺の「➍大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さ」を把握し，2007年能登半島地震及び2024年

能登半島地震の震源断層上端深さを設定する。（4.2節で説明）
• また，「地震調査研究推進本部の主要活断層帯等」の知見を踏まえ，敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定する。（「➊地

震の震源分布」及び「➌速度構造データ等」に関連，4.3節で説明）
○ 上記の内容を踏まえた地震発生層の設定のフローを下図に示す。
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4. 地震発生層の設定

(2)検討の手法等の概要
第1199回審査会合 資料1

P.196 一部修正

コメントNo.2の回答

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊
地震の震源分布

の把握

敷地周辺

上端深さ
下端深さ

気象庁「地震月報(カ
タログ編)」または防
災 科 学 技 術 研 究所
「 Hi-net 検 測 値 デ ー
タ」の震源データに基
づく検討

D10%及びD90%を検討する。 震源特性 4.1.1項

文献調査 D10%及びD90%を確認する。 震源特性 4.1.1項

➋
キュリー点深度

の把握
下端深さ 文献調査 キュリー点深度分布図から，D90%と相関があるキュリー点

深度を確認する。
震源特性 4.1.4項

➌
速度構造データ等

の把握

上端深さ

文献調査
速度構造断面から，P波速度が5.8km/sの層の上端深さを
確認する。

震源特性 4.1.2項

群速度に基づく検討
敷地周辺の微動観測記録による群速度と敷地の地下構造
モデルによる理論群速度を比較することで，P波速度が
5.8km/sの層の上端深さを検討する。

震源特性 4.1.2項

下端深さ 文献調査 コンラッド面深さの図から，コンラッド面深さを確認する。 震源特性 4.1.3項

○ 前頁に示す➊～➍を把握するための検討の手法等の概要を下表に示す。また，地震発生層の設定のフローに基づく検討内容を次頁に示す。

【敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討の目的と各検討の対象及び手法】

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➍

大地震の

余震の深さ

の把握

敷地周辺 上端深さ 文献調査

敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能
登半島地震について，当該地震の震源断層上端深さに係
る知見を整理し，当該地震の震源断層上端深さを総合的
に検討する。

震源特性
4.2.1～
4.2.2項

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊

➌

地震調査研究推進

本部の主要活断層

帯等の知見

の把握

敷地周辺
上端深さ
下端深さ

文献調査

震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部
により評価された主要活断層帯及び海域活断層を対象に，
地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端
深さ及び下端深さの設定値を整理する。特に，敷地から半
径75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層につ
いては，地震の震源分布，キュリー点深度，速度構造デー
タ等に係る検討結果との整合性を確認のうえ，各断層の上
端深さ及び下端深さを検討する。

震源特性 4.3.1～
4.3.2項

【2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの検討の目的，対象及び手法】

【地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討の目的，対象及び手法】



25km

• 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯及び海域活断層を対象に，
地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値を整理。特に，敷地から半径
75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層については，4.1節の検討結果との整合性を確認のうえ，各断層の
上端深さ及び下端深さを検討。
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(3)地震発生層の設定のフローに基づく検討内容
4. 地震発生層の設定 第1199回審査会合 資料1

P.197 一部修正

【検討内容】

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.1.1～4.1.4項 敷地周辺の地震の震源分布，速度構造，コンラッド面深さ及びキュリー点深度による検討

4.3.1～4.3.2項 地震調査研究推進本部の主要活断層帯及び海域活断層に係る知見による検討

4.2.1～4.2.2項 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震に係る知見による検討

• 地震の震源分布による検討（4.1.1項）では，気象庁の震源データに基づく検討及び文献調査を実施。気象庁の震源
データに基づく検討では，敷地周辺（敷地周辺と標高が大きく異なる高標高地域が含まれない範囲として，敷地から半
径75kmの範囲）におけるD10%及びD90%を検討。文献調査では，文献に示されている敷地周辺におけるD10%及びD90%
を確認。

• 速度構造による検討（4.1.2項）では，文献調査及び群速度に基づく検討を実施。文献調査では，文献の速度構造断面
から，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを確認。群速度に基づく検討では，敷地周辺の微動観測記録に
よる群速度と敷地の地下構造モデルによる理論群速度を比較することで，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端
深さを検討。

• コンラッド面深さによる検討（4.1.3項）では，文献によるコンラッド面深さの図から，敷地周辺におけるコンラッド面深さを
確認。

• キュリー点深度による検討（4.1.4項）では，文献によるキュリー点深度分布図から，敷地周辺におけるD90%と相関があ
るキュリー点深度を確認。

• 敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震について，当該地震の震源断層における臨時地
震観測等の詳細な知見を整理し，当該地震の震源断層上端深さを総合的に検討。

地震の震央分布図（1997年10月～2024年11月）

： 志賀原子力発電所
： 2007年能登半島地震の震源
： 2024年能登半島地震の震源

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

P.232～248

P.271～281

P.253～266

下記の検討に基づき，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定。

下記の検討に基づき，2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定。

下記の検討に基づき，地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定。

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定



4.1 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

229



（1）検討方法

○ 4.1節では，敷地周辺の「➊地震の震源分布」，「➋キュリー点深度」及び「➌速度構造データ等」を把握し，敷地周辺の地震発生層上端深さ及
び下端深さを設定する。

○ 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定するための検討の手法等の概要を次頁に示す。
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4.1 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討 第1199回審査会合 資料1
P.211 一部修正

本節の説明範囲

地震発生層の設定のフロー

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定



（2）検討の手法等の概要
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○ 検討の目的と各検討の対象及び手法を下表に示す。

4.1 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

【検討の目的と各検討の対象及び手法】

第1199回審査会合 資料1
P.212 一部修正

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊
地震の震源分布

の把握

敷地周辺

上端深さ
下端深さ

気象庁「地震月報(カ
タログ編)」または防
災 科 学 技 術 研 究所
「 Hi-net 検 測 値 デ ー
タ」の震源データに基
づく検討

D10%及びD90%を検討する。 震源特性 4.1.1項

文献調査 D10%及びD90%を確認する。 震源特性 4.1.1項

➋
キュリー点深度

の把握
下端深さ 文献調査 キュリー点深度分布図から，D90%と相関があるキュリー点

深度を確認する。
震源特性 4.1.4項

➌
速度構造データ等

の把握

上端深さ

文献調査 速度構造断面から，P波速度が5.8km/sの層の上端深さを
確認する。

震源特性 4.1.2項

群速度に基づく検討
敷地周辺の微動観測記録による群速度と敷地の地下構造
モデルによる理論群速度を比較することで，P波速度が
5.8km/sの層の上端深さを検討する。

震源特性 4.1.2項

下端深さ 文献調査 コンラッド面深さの図から，コンラッド面深さを確認する。 震源特性 4.1.3項



（1）検討方法

○ 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを検討するため，地震の震源分布による検討を実施した。
○ 下表に示す既往の知見によると，地震数を浅い方から積算して10%及び90%になる深さ（D10%及びD90%）は，地震発生層上端深さ及

び下端深さの目安になり得る。
○ 地震の震源分布による検討では，気象庁の震源データに基づく検討及び文献調査により行った。
○ 気象庁の震源データに基づく検討では，敷地周辺におけるD10%及びD90%を求めた。
○ 文献調査では，文献に示されている敷地周辺におけるD10%及びD90%を確認した。
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4.1.1 地震の震源分布による検討

知見 知見の概要

伊藤・中村(1998)
D10%（地震数を浅い方から積算して10％になる深さ）は地震の上
限ともいうべきものであるとしている。

伊藤（2002）
地震数を浅い方から積算して，10%，90%になる深さは地震の上限
と下限の目安として用いることができるとしている。

原子力安全基盤機構（2004）
Ｄ10％は地震発生層上限，Ｄ90％は地震発生層下限に対応する
としている。

地震調査研究推進本部（2020）
地震発生層下限および断層モデル上端の深さは微小地震の深さ
分布から決めることができるとしている。

地震発生層とD10%及びD90%に係る既往の知見

第1199回審査会合 資料1
P.213 再掲



○ 敷地周辺のD10%及びD90%の検討にあたり，1997年10月～2024年11月の震源データ※（震源深さ30km以浅）を用いて，能登半島周
辺（敷地から半径100km程度の範囲）の広域的な地震の震央分布を確認した。

○ 能登半島周辺の地震の震央分布図を，主な地震の震源とあわせて下図に示す。
○ 敷地から半径25km範囲の北方向に2007年能登半島地震，敷地から半径50km範囲の西方向に2024年11月26日石川県西方沖の地

震（M6.6），敷地から半径75km範囲の北東方向に2024年能登半島地震，敷地から半径100km範囲の北東方向に1993年能登半島
沖の地震がみられる。

○ 能登半島周辺では広範囲に地震が分布しており，特に能登半島北岸に沿ってN50°Eの走向で集中してみられる。（震央分布と地
質・地質構造の対応は補足資料P.110参照）
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地震の震央分布図

（1997年10月～2024年11月）

第1199回審査会合 資料1
P.201 一部修正

震源データの拡充

赤字は2024年能登半島地震による震源データ拡充に伴い変更，追加した箇所紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

※ 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

4.1.1 地震の震源分布による検討

（2）気象庁の震源データに基づく検討（1/3）

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

   　Ｍ＜1.0

25 ㎞

：志賀原子力発電所
：1993年能登半島沖の地震の震源
：2007年能登半島地震の震源
：2024年能登半島地震の震源
：2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の震源



4.1.1 地震の震源分布による検討

（2）気象庁の震源データに基づく検討（2/3）
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○ ここでは，前頁と同じ震源データを用いて，地震の震源深さ分布を確認した※ 。 （右図）
○ 敷地周辺には能登半島北岸に沿った地震の集中が認められ，また，敷地から南東方向の75km程度以遠に存在する高標高地域

（山岳地域）には周辺に比べて浅い傾向の地震の集中が認められる（震央分布と地形の対応は補足資料P.109参照）。
○ 気象庁の震源データに基づくD10%及びD90%の検討においては，敷地周辺の地震の震源分布の傾向を適切に評価するため，敷地

周辺と標高が大きく異なる高標高地域（山岳地域）が含まれない範囲として，敷地から半径75kmの範囲について検討を行う。
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※ 震央分布図において，能登半島周辺では，概ねN50°Eの走向で地震の集中がみられたことから，N50°Eに直交する断面（矢視方向①）及びN50°Eに平行な断面（矢視方向②）の地震の震源深さ分
布を確認した。
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：志賀原子力発電所
：1993年能登半島沖の地震の震源＊

：2007年能登半島地震の震源
：2024年能登半島地震の震源
：2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の震源

震央分布図 深さ分布図（敷地から半径100kmの範囲）

地震の分布（1997年10月～2024年11月 ）

* 1993年能登半島沖の地震の震源深さについては，気象庁「地震月報(カタログ編)」によると24.8kmとやや深いが，釜田・武村（1999）によると，等価な点震源を仮定した時の震源深さは10km程度が妥
当であり，本地震が通常の内陸地殻内地震と同様に上部地殻で発生したことを示しているとされている。
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○ 1997年10月から2024年11月までの気象庁の震源データ※1 （震源深さ30km以浅）を用いた敷地周辺（敷地から半径75kmの範囲）のD10%及びD90%は，
それぞれ5.8km及び13.9kmとなる。

○ なお，上記のデータのうち陸域におけるM2以上の震源データを用いた敷地周辺（敷地から半径75kmの範囲）のD10%及びD90%は，それぞれ5.2km及び
13.1kmとなり，上記の結果と顕著な違いはない。（地震の分布図は補足資料P.112）

（2）気象庁の震源データに基づく検討（3/3）

 気象庁の震源データに基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さは，それぞれ5.8km及び13.9kmであると考えられる。 235

4.1.1 地震の震源分布による検討

震央分布図
深さ分布図（敷地から半径75kmの範囲）

地震の分布（1997年10月～2024年11月※2 ）

：志賀原子力発電所

第1199回審査会合 資料1
P.214 一部修正
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震源データの拡充

赤字は2024年能登半島地震による震源データ拡充に伴い変更した項目

震源深さと累積頻度の関係

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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：志賀原子力発電所
：1993年能登半島沖の地震の震源
：2007年能登半島地震の震源
：2024年能登半島地震の震源※3

：2024年11月26日石川県西方沖の地震（M6.6）の震源

※1 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく ※2 検討に用いるデータの期間を変更した場合の検討結果の比較については， 補足資料P.111。
※3 2024年能登半島地震の震源深さは，防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」によると15.86kmである。また，地震調査研究推進本部（2025b）における東京大学・九州大学資料及び東北大学資料よると，本地震の震源深さは10～

13km程度に示されている。



（3）原子力安全基盤機構（2004）に基づく検討

 原子力安全基盤機構（2004）に基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さは，それぞれ3.2km及び10.7km
であると考えられる。

236

○ 原子力安全基盤機構（2004）は，全国を15の地震域に区分し地殻内地震の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討を行い，それ
ぞれの地震域におけるD10%及びD90%を示している。

○ これによると，敷地が位置する地震域では，D10%及びD90%はそれぞれ3.2km及び10.7kmとされている。

原子力安全基盤機構（2004）によるD10%及びD90%
原子力安全基盤機構（2004）に一部加筆

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

4.1.1 地震の震源分布による検討 第1199回審査会合 資料1
P.215 再掲



（1）検討方法

237

○ 敷地周辺の地震発生層上端深さを検討するため，速度構造による検討を実施した。
○ 下表に示す既往の知見によると，P波速度が5.8～6.4km/sの層の上端深さは地震発生層上端深さの目安となり得る。
○ 速度構造による検討では，文献調査及び群速度に基づく検討により行った。
○ 文献調査では，文献の速度構造断面から，敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを確認した。
○ 群速度に基づく検討では，敷地周辺の微動観測記録による群速度と敷地の地下構造モデルによる理論群速度を比較することで，

敷地周辺のP波速度が5.8km/sの層の上端深さを検討した。

知見 知見の概要

入倉・三宅（2001）
微小地震の浅さ限界はP波速度5.8～5.9km/sの層の上限と良い
相関がある。

吉井・伊藤（2001）

近畿地方北部で行われた人工地震探査のデータをもとに，波線
追跡法による解析から，詳細な速度構造モデルを得ることができ
た。得られた速度構造モデルと，地震活動の深さ断面とを比較し
てみると，地震発生層の上限は速度構造が6km/sとなるところに
おおむね一致していることが分かった。

廣瀬・伊藤（2006）
浅い地殻内で発生する微小地震は，P波速度が5.8～6.4km/sの
層に集中しており，その上下には地震波速度境界が存在する。

伊藤ほか（2007）
近畿地方北部で発生する陸域の浅い地震活動は，地震波速度
が5.8～6.3km/sの層に集中して発生する。これは，近畿北部の
他の測線の結果や，東海～中部地方の結果とも調和的である。

伊藤（2008）

地殻内の上限については，Sholz(1998)の考えでは安定すべり領
域として解釈できる。表層付近は堆積層など物性的に違った層
があるのが一般的であり，温度の効果だけでなく，圧力の効果も
大きい。したがって，物性との関連がより重要になる。いわゆるP
波速度が約6.0km/sとなる層で地震が発生し始める。

微小地震とP波速度構造に係る既往の知見

4.1.2 速度構造による検討 第1199回審査会合 資料1
P.216 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



（2）Matsubara et al.(2022)に基づく検討
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○ Matsubara et al.(2022)（1.2.2項参照）による敷地周辺の浅部（5km程度以浅）のP波速度構造断面を確認した※ 。P波速度が5.8km/sの層の上端
深さは，敷地周辺においては4km程度以深に位置している。

○ なお，1.2.2項の地震波トモグラフィーによる検討結果の通り，③－③’断面における敷地から10km程度の範囲においては，深さ5km程度以深の
速度構造は概ね水平な層構造を呈している。

 Matsubara et al.(2022)に基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さは，4km程度以深であると考えられる。 238

4.1.2 速度構造による検討
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第1199回審査会合 資料1
P.217 一部修正

コメントNo.6の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

防災科学技術研究所
のソフトウェアを用いて
表示したものに一部加筆

Matsubara et al.(2022)による敷地周辺のP波速度構造断面
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※ Matsubara et al.(2022)の分解能は，深さ0～10kmにおいて深さ方向に5kmとされているが，本検討では，広域的な速度構造を確認する観点から，敷地周辺の浅部（5km程度以浅）について確認した。
また，気象庁の震源データに基づく検討（4.1.1項(2)）において，能登半島周辺では，概ねN50°Eの走向で地震の集中がみられたことを踏まえて，N50°E に直交する断面について確認した。

・深さ0～10km
-水平方向：0.2°（約20km）
-深さ方向：5km

・深さ10～30km
-水平方向：0.2°（約20km）
-深さ方向：10km

Matsubara et al.(2022)の分解能



（3）Iidaka et al.(2008)に基づく検討

 Iidaka et al.(2008)に基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さは，3kmより深いと考えられる。 239

○ Iidaka et al.（2008）（P.127）のP波速度構造断面によると，P波速度が5.8km/sの層の上端深さは，敷地周辺においては3kmよりも深
いところに位置している。

Iidaka et al.(2008)による調査測線図及びP波速度構造断面
Iidaka et al.(2008)に一部加筆

P波速度構造断面
（▼は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所

深さ3km

調査測線図
（☆は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所

(km)

(km)

4.1.2 速度構造による検討 第1199回審査会合 資料1
P.218 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：170km，観測点：1108箇所（平均観測点間隔：153m）
• 爆薬量：（北端・南端）500kg，（北端・南端以外）300kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



（4）日本海地震・津波調査プロジェクト(2015)に基づく検討

 日本海地震・津波調査プロジェクト(2015)に基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さは，3kmより深いと考えられる。
240

○ 日本海地震・津波調査プロジェクトは，2013年9月から8ヵ年に渡り，日本海の沖合から沿岸域及び陸域にかけての領域でデータを取得し，日本
海の津波波源モデルや沿岸・陸域における震源断層モデルを構築するなどの検討を実施している。

○ 日本海地震・津波調査プロジェクト（2015）は，海域は石川県羽咋郡宝達志水町の海岸を基点として北西へ18km，陸域は同基点から富山県富
山市八尾町に至る約45kmの測線（かほく－砺波測線）における海陸統合の反射法地震探査を実施している。

○ かほく－砺波測線におけるP波速度構造断面によると，P波速度が5.8km/sの層の上端深さは，敷地周辺においては概ね3kmより深い。

5.8km/s

3 3

P波速度構造断面

日本海地震・津波調査プロジェクト(2015)に示される調査測線図及びP波速度構造断面

調査測線概略図

調査測線位置図

日本海地震・津波調査プロジェクト(2015)に一部加筆

かほく－砺波測線

志賀原子力発電所

4.1.2 速度構造による検討

：発震点
：受振測線
：解析投影ライン

第1199回審査会合 資料1
P.219 一部修正

＜調査諸元＞
• 受振測線：（陸上）約45km，（海上）8km，観測点：（陸上）1816箇所，（海上）320箇所

（観測点間隔：25m）
• 発震仕様：（陸上）大型バイブロサイス車4台，（海上）大型エアガン

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



（5）群速度に基づく検討

136.5ﾟ

136.5ﾟ

137.0ﾟ

137.0ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

10 km

20 km

30 km

0 5 10 15 20 25 km

観測点1

（志賀原子力発電所）

観測点4

観測点3

観測点5

観測点2

微動観測点配置図

：微動観測点
：検討対象とする観測点ペア

 群速度に基づく検討によれば，敷地周辺の地震発生層上端深さは，3kmより深いと考えられる。 241

○ 敷地周辺の微動観測記録により得られた群速度（P.135）と敷地において設定した地下
構造モデル（P.180）による理論群速度を比較し，敷地周辺におけるP波速度5.8km/sの
層の上端深さを検討する。

○ まず，敷地において設定した地下構造モデル（左下表）によれば，EL-3kmにP波速度
5.6km/sの層の上端深さがあること，地震基盤（EL-1.19km）以深でP波速度が徐々に増
大していることを踏まえると，P波速度5.8km/sの層の上端深さは，敷地においてはEL-
3kmよりも深いと考えられる。

○ つぎに，群速度の比較（右下図）によれば，敷地周辺の微動観測記録により得られた群
速度（色丸）は，敷地において設定した地下構造モデルによる理論群速度（黒破線）に
対してやや小さいものの同程度であることから，敷地周辺では同様な速度構造が広がっ
ているものと考えられる。

○ 以上により，敷地周辺におけるP波速度5.8km/sの層の上端深さは，EL-3kmより深いと
考えられる。

微動観測記録により得られた群速度と
設定した地下構造モデルによる理論群速度の比較

：観測点1-観測点2ペアの群速度
：観測点1-観測点5ペアの群速度
：観測点3-観測点4ペアの群速度
：観測点4-観測点5ペアの群速度
：理論群速度

設定した地下構造モデル

地震基盤

解放基盤表面

4.1.2 速度構造による検討 第1199回審査会合 資料1
P.220 再掲



（1）検討方法

コンラッド面深さ
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○ 敷地周辺の地震発生層下端深さを検討するため，上部地殻と下部地殻の境界であるコンラッド面深さによる検討を実施した。
○ 長谷川（1991）では，内陸地殻内地震は上部地殻で発生し，下部地殻ではほとんど発生しないとされていることから，コンラッド面深

さは地震発生層下端深さの目安になり得る。
○ コンラッド面深さによる検討では，文献によるコンラッド面深さの図から，敷地周辺におけるコンラッド面深さを確認した。

長谷川（1991）に示される微小地震の震源分布とコンラッド面深さの例
長谷川(1991)に一部加筆

4.1.3 コンラッド面深さによる検討 第1199回審査会合 資料1
P.221 再掲



（2）Zhao et al.(1994)に基づく検討

 Zhao et al.(1994)に基づく検討によれば，地震発生層下端深さは，敷地周辺では14km程度であると考えられる。
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○ Zhao et al.（1994）によるコンラッド面深さによると，敷地周辺では14km程度とされている。

※ 実線は深度コンターを，破線は推定した深度の標準誤差を示す。外側の破線は標準誤差が2km以内，内側の破線は標準誤差が1km以内の領域を囲んでいる。

Zhao et al.(1994)によるコンラッド面深さ
Zhao et al.(1994)に一部加筆

志賀原子力発電所

4.1.3 コンラッド面深さによる検討 第1199回審査会合 資料1
P.222 再掲



（3）河野ほか(2009)に基づく検討

 河野ほか(2009)に基づく検討によれば，地震発生層下端深さは，敷地周辺では12km程度であると考えられる。
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○ 河野ほか（2009）は，重力異常データを用いて日本列島周辺の三次元的地殻構造を推定している。
○ 河野ほか（2009）によるコンラッド面深さによると，敷地周辺では12km程度とされている。

※ 灰色箇所は10kmより浅い領域を示す。

河野ほか(2009)によるコンラッド面深さ

河野ほか(2009)に一部加筆

志賀原子力発電所

4.1.3 コンラッド面深さによる検討 第1199回審査会合 資料1
P.223 再掲



（4）Katsumata(2010)に基づく検討

 Katsumata(2010)に基づく検討によれば，地震発生層下端深さは，敷地周辺では18km程度であると考えられる。
245

○ Katsumata（2010）は，地震波トモグラフィーにより日本列島の地殻構造を推定している。
○ Katsumata（2010）によるコンラッド面深さによると，敷地周辺では18km程度とされている。

※ コンター間隔は2km，太い等高線は深さ20kmを示す。

Katsumata(2010)によるコンラッド面深さ

Katsumata(2010)に一部加筆

志賀原子力発電所

20

18

18

16

4.1.3 コンラッド面深さによる検討 第1199回審査会合 資料1
P.224 再掲



（5）Iidaka et al.(2003)に基づく検討

 Iidaka et al.（2003）に基づく検討によれば，地震発生層下端深さは，敷地周辺では18km程度であると考えられる。
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○ Iidaka et al.（2003）（P.126）によると，上部地殻の下部のP波速度は6.0～6.4km/s，下部地殻のP波速度は6.6～6.8km/sとされ，上部
地殻と下部地殻の境界であるコンラッド面深さは，敷地周辺では18km程度である。

4.1.3 コンラッド面深さによる検討

P波速度構造断面（A－A’）調査測線図（A－A’）

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)による調査測線図及びP波速度構造断面

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

（★は爆破点を示す。） （▼は爆破点を示す。）

深さ18km

第1199回審査会合 資料1
P.225 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：261.6km，観測点：391箇所（平均観測点間隔：669m）
• 爆薬量：（J1～J5）500kg，（T6）100kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



（1）検討方法
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○ 敷地周辺の地震発生層下端深さを検討するため，キュリー点深度による検討を実施した。
○ Tanaka and Ishikawa（2005）は，D90%とキュリー点深度の間には相関があるとしている。また，伊藤（2002）はD90％が地震の下限の

目安として用いることができるとしていること等から，キュリー点深度は地震発生層の下端深さの目安になり得る。
○ キュリー点深度による検討では，文献によるキュリー点深度分布図から，敷地周辺におけるD90%と相関があるキュリー点深度を確

認した。

Tanaka and Ishikawa（2005）による
キュリー点深度（Zb）とD90%の関係

Tanaka and Ishikawa（2005）に一部加筆

補助的に1対1の線を追記

１

１

4.1.4 キュリー点深度による検討 第1199回審査会合 資料1
P.226 再掲



（2）大久保（1984）に基づく検討

 大久保（1984）に基づく検討によれば，地震発生層下端深さは，敷地周辺では9～10km程度であると考えられる。 248

○ 大久保（1984）による日本列島のキュリー点深度分布図によると，敷地周辺では9～10km程度であり，D90%は9～10km程度となる。

大久保(1984)によるキュリー点深度分布図
大久保(1984)に一部加筆

志賀原子力発電所

4.1.4 キュリー点深度による検討 第1199回審査会合 資料1
P.227 再掲



 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さは，敷地周辺の地震の震源分布，速度構造，コンラッド面深さ及びキュリー点深度に
よる検討（4.1.1～4.1.4項）の結果を踏まえ，上端深さを3km，下端深さを18kmと設定する。

まとめ
4.1 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

○ 4.1.1～4.1.4項で検討した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討結果を下表に示す。

検討項目 上端深さ 下端深さ

地震の震源分布
気象庁の震源データ [D10%, D90%] 5.8km 13.9km

原子力安全基盤機構（2004） [D10%, D90%] 3.2km 10.7km

速度構造

Matsubara et al.(2022) 4km程度以深 *

Iidaka et al.（2008） 3kmより深い *

日本海地震・津波調査プロジェクト（2015） 3kmより深い *

群速度 3kmより深い *

コンラッド面深さ

Zhao et al.（1994） * 14km程度

河野ほか（2009） * 12km程度

Katsumata（2010） * 18km程度

Iidaka et al.（2003） * 18km程度

キュリー点深度 大久保（1984） * 9～10km程度

設定した地震発生層 3km 18km

4.1.1～4.1.4項で検討した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討結果

*：検討対象外
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4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震

の震源断層上端深さの設定

250



（1） 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定の方法

○ 4.2節では，敷地周辺の「➍大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さ」を把握し，2007年能登半島地震及び2024
年能登半島地震の震源断層上端深さを設定する。

○ 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを把握するための検討の手法等の概要を次頁に示す。
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4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定 第1199回審査会合 資料1
P.211 一部修正

本節の説明範囲

地震発生層の設定のフロー

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定



（2）検討の手法等の概要

252

○ 検討の目的，対象及び手法を下表に示す。

【検討の目的，対象及び手法】

第1199回審査会合 資料1
P.212 一部修正

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➍

大地震の

余震の深さ

の把握

敷地周辺 上端深さ 文献調査

敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能
登半島地震について，当該地震の震源断層上端深さに係
る知見を整理し，当該地震の震源断層上端深さを総合的
に検討する。

震源特性
4.2.1～
4.2.2項

4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定



（3）検討方法

○ 敷地周辺で発生した2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震について，当該地震の震源断層上端深さを詳細に検討するため，当該地
震に係る知見を確認した。

○ 確認する知見は，震源断層周辺における臨時地震観測等の調査データに基づく震源断層上端深さに係る知見とした。
○ 当該地震の震源断層上端深さは，各知見による震源断層上端深さ及び評価に用いたデータを整理し，総合的に検討した。
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地震の震央分布図※

（1997年10月～2024年11月）

第1199回審査会合 資料1
P.239 一部修正

25 ㎞

：志賀原子力発電所

：2007年能登半島地震の震源

：2024年能登半島地震の震源

※本頁の震源データは気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく。 紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定



（1）佐藤ほか（2007a，2007b）に基づく検討

震源断層を横断する反射断面
（測線から幅1km以内の震源をプロット。余震分布はSakai et al.(2008)とYamada et al.(2008)，反射
断面は佐藤ほか(2007a)に基づく。また三角形は井上ほか(2007)に基づく活断層の痕跡を示す。）

佐藤ほか(2007b)より抜粋 254

余震分布と反射法地震探査から推定される震源断層の形状
（等高線間隔は深さ方向に1km）

佐藤ほか(2007b)より抜粋

○ 佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震の震源断層周辺において二船式の交互発震による反射法地震探査を実施し，測線Aに
おいて深さ4～6km程度まで震源断層をイメージングすることに成功している。また，反射法地震探査から求めた震源断層と陸域及
び海域の臨時地震観測網による余震分布（Sakai et al.（2008）（次頁参照）及びYamada et al.（2008）（次々頁参照））を対応させるこ
とで，深さ2～10km程度まで断層傾斜角が60°であるとしている。

○ 佐藤ほか（2007b）は，臨時地震観測網による余震分布，反射法地震探査を組み合わせて，統合的に2007年能登半島地震の震源
断層の形状を求めるとともに，地質構造との対応から中新世に正断層として形成された既存の南傾斜の高角（約60°）断層が右横
ずれ成分を持った逆断層運動を行うことによって発生したとしている。

4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.240 再掲



（2）Sakai et al.（2008）に基づく検討

3月25日～4月18日の陸域の地震記録を用いて決定された余震分布
（a）：臨時地震観測以後（3月25日～4月18日）の陸域の地震記録を用いて決定された余震分布，

（b）：（a）の長方形内を南西からみた鉛直断面，

（c）：（a）の長方形内を南東からみた鉛直断面，

（d）：気象庁一元化震源カタログによる余震を南西からみた鉛直断面，

（e）：気象庁一元化震源カタログによる余震を南東からみた鉛直断面，

：本震， ：最大余震，✚：臨時地震観測点， ：常設地震観測点

震源決定の精度は震源の色で示されている。

Sakai et al.(2008)より抜粋

臨時地震観測以後と以前の余震分布
（a）：臨時地震観測以後（3月25日～4月18日）の陸域の地震記録を用いて決定された余震分布，

（b）：（a）の北東-南西方向に長辺をもつ長方形内を南西からみた鉛直断面，

（d）：臨時地震観測以前（3月25日9～17時）に発生した地震を再決定した余震分布，

（e）：（d）の北東-南西方向に長辺をもつ長方形内を南西からみた鉛直断面，

：本震， ：前兆現象， ：前震，✚：臨時地震観測点，▲：常設地震観測点，

F14・F15：活断層（片川ほか（2005）），Fa・Fb：地質断層（北陸地方土木地質図編纂委員会（1990））

Sakai et al.(2008)より抜粋

○ Sakai et al.（2008）は，2007年能登半島地震の正確な余震分布を決定するため，地震発生の半日後から震源断層周辺の陸域において高密度
な臨時地震観測（88箇所）を実施し，余震分布を決定している。

○ 本震周辺の余震は，高角（60°）で南東方向に傾斜し，深さ2～13kmの範囲に分布しているとしている。
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4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.241 再掲



（3）Yamada et al.（2008）に基づく検討
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○ Yamada et al.（2008）は，2007年能登半島地震の震源断層周辺の海域における余震活動を調査するため，2007年4月6日から5月8日まで海底
地震計による臨時地震観測（10箇所）を実施し，海域における余震分布を決定している（陸域における地震観測（4箇所）の記録も使用）。余震
は主に本震の南西側で発生し，その震源深さについて，東側は2～10km程度であり，西側は2～5kmに限定されているとしている。また，海域に
おける臨時地震観測の範囲においては，北側のクラスターを除き，深さ2kmより浅い余震はほとんどなく，また深さ15kmより深い余震はみられな
かったとしている。

○ また，地震観測網の空間的な範囲の観点から，海域と陸域の臨時地震観測網はそれぞれ海域と陸域の震源分布に対してよりよく決定できると
し，海域の臨時地震観測網により決定した震源分布と陸域の臨時地震観測網により決定された震源分布（Sakai et al.（2008））を統合し，海域の
最大余震より北東側における震源深さの範囲は2～13kmとし，高角（約60°）で南東方向に傾斜しているとしている。

陸域における臨時地震観測網により決定された震源分布と統合した震源分布
（上段：震源分布，下段：上段の図中矩形内の深さ分布（円の大きさはマグニチュードに対応））

✚は地震観測点，F14～F16：活断層（片川ほか（2005）），Fg：活断層（岡村（2008）），

：本震，★：陸域の最大余震， ：海域の最大余震，

▼：海底の活断層位置（片川ほか（2005）），▼：海底の活断層位置（岡村（2008））

Yamada et al.(2008)より抜粋

4月6日～5月8日の陸域及び海域の地震記録を用いて決定された震源分布
（円の大きさはマグニチュードに対応）

✚は地震観測点
Yamada et al.(2008)より抜粋

4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.242 再掲



（4）地域地盤環境研究所（2011）に基づく検討

[本知見において用いられた余震データ]

 データの期間及び余震分布の形状から陸域の臨時地震観測網による余震分布（Sakai et al.(2008)）と考えられる。

[余震分布の精度]

 Sakai et al.(2008)に示される余震分布（P.255の左図）によれば，海の最大余震以西において震源が浅くなる傾向が認められるが，海の最大余震以東における本震周辺の震源と比較して震源決定
精度は低い。

 Yamada et al.(2008)は，陸域の臨時地震観測網は陸域の震源分布に対して，海域の臨時地震観測網は海域の震源分布に対してよりよく決定できるとしている。また，海域の臨時地震観測網により
決定した最大余震以西の海域においては深さ2kmより浅い余震はほとんどないとしている（P.256）。

[分析結果]

 本知見に示されるD10%は，海の最大余震以西における震源決定精度の低いデータの影響により，2kmより浅くなっているものと考えられる。 257

地域地盤環境研究所(2011)に一部加筆

左：2007年能登半島地震の断層モデル（Horikawa(2008)）

と臨時地震観測網による余震分布，

右：臨時地震観測網による余震分布のヒストグラム

とHorikawa(2008)によるP波速度（赤線）・S波速度（青線）

左：2007年能登半島地震の断層モデル（Horikawa(2008)）

と気象庁一元化震源データによる余震分布，

右：気象庁一元化震源データによる余震分布のヒストグラム

とHorikawa(2008)によるP波速度（赤線）・S波速度（青線）

D10%
深さ3.14km

2007 年能登半島地震
の臨時地震観測網

による震源分布

2007 年能登半島地震
の気象庁一元化震源
データによる震源分布

D10%
深さ1.86km

地域地盤環境研究所(2011)に一部加筆

※ 臨時地震観測網による余震分布と気象庁一元化震源データによる余震分布のデータ期間は同じ（余震分布のデータ期間：2007年3月25日22時41分～4月18日10時27分）。
※ 図中の赤星は震源を示す。

○ 地域地盤環境研究所（2011）は，近年発生した被害地震を対象に，臨時地震観測網で高精度に決定された余震分布や臨時地震観
測網と同時期・同一領域の気象庁一元化震源の余震分布からD10%を求めている。

○ この検討結果より，2007年能登半島地震の震源断層周辺について，臨時地震観測網によるD10%は深さ1.86km，気象庁一元化震
源によるD10%は3.14kmとされ，気象庁一元化震源による余震分布は，臨時地震観測網における余震分布よりも深くなる傾向である
ことが示された。

【本知見に対する当社の分析】

4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.243 再掲



（5）検討結果

 2007年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見を整理した結果，佐藤ほか（2007a，2007b）は，陸域・海域の余震データ及び反射法地震
探査データを組み合わせて震源断層の形状を求めており，最も重視すべき知見と考え，2007年能登半島地震の震源断層上端深さを2kmと判断
する。
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○ 2007年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見，評価に用いたデータ及び検討結果を下表に示す。

2007年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見による検討結果

知見 知見の概要
震源断層の

上端深さ

評価に用いたデータ

余震データ
反射法地震探査

データ陸域の
臨時地震観測網

海域の
臨時地震観測網

佐藤ほか(2007a,2007b)

• 反射法地震探査により深さ4～6km程度まで震
源断層をイメージングしており，陸域及び海域
の臨時地震観測網による余震分布（Sakai et 
al.（2008）及びYamada et al.（2008））を対応さ
せることで，深さ2～10km程度まで断層傾斜角
が60°であるとしている。

• また，余震分布や反射法地震探査，地質構造
との対応から既存の高角（約60°）断層が右
横ずれ成分を持った逆断層運動を行うことに
よって発生したとしている。

2km

[知見の記載内容
から当社が整理※]

○
（2007年3月25日

～4月18日）
※Sakai et al.(2008)

○
（2007年4月6日

～5月8日）
※Yamada et al.(2008)

○

Sakai et al.(2008)
• 震源断層周辺の陸域において高密度な臨時

地震観測（88箇所）を実施し，余震分布を決定
している。

2km
○

（2007年3月25日
～4月18日）

― ―

Yamada et al.(2008)

• 震源断層周辺の海域において海底地震計に
よる臨時地震観測（10箇所）を実施し，海域に
おける余震分布を決定している（陸域における
地震観測（4箇所）の記録も使用）。

• また，決定した震源分布と陸域の臨時地震観
測網により決定された震源分布（Sakai et al.
（2008））を統合している。

2km

○
（2007年3月25日

～4月18日）
※Sakai et al.(2008)

○
（2007年4月6日

～5月8日）

―

地域地盤環境研究所(2011)
• 臨時地震観測網による余震分布からD10%を

求めている。
1.86km

○
（2007年3月25日

～4月18日）

― ―

2007年能登半島地震の震源断層上端深さ 2km

4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.244 一部修正

※ 「深さ2～10km程度まで断層傾斜角が60°である」こと及び「高角（約60°）
断層が逆断層運動を行うことによって発生した」ことを踏まえ，深さ2km以深
の断層が逆断層運動したと整理した。

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所
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（6）気象庁の震源データに基づく検討（1/2）
4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討

○ 前頁の検討結果より，2007年能登半島地震の震源断層上端深さ（2km）は4.1節で設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）より浅いことから，ここ
では，気象庁の震源データにおいても同様の傾向がみられるか定量的に確認するため，1997年10月から2023年12月までの気象庁の震源データ※1 （震
源深さ30km以浅）を用いて，D10%及びD90%により検討を行った。

○ D10%及びD90%による検討においては，同地震のD10%及びD90%を求める範囲を左図の橙色長方形の範囲とし，この範囲のD10%及びD90%と，敷地周辺
（敷地から半径75kmの範囲※2から橙色長方形の範囲を除く範囲）のD10%及びD90%を比較した。

○ 2007年能登半島地震のD10%及びD90%はそれぞれ2.8km及び11.0km，敷地周辺のD10%及びD90%はそれぞれ9.0km及び14.5kmとなり，2007年能登半島
地震の震源深さは周辺に比べて浅い傾向が認められる。
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地震の震源深さ分布図
（1997年10月～2023年12月，敷地から半径75kmの範囲※2 ）

矢視方向①

矢視方向②

地震の震央分布図（1997年10月～2023年12月）

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

   　Ｍ＜1.0

北西側← →南東側

D10%
9.0km

D90%
14.5km

震
源

深
さ

(k
m

)

D10%
2.8km

D90%
11.0km

震
源

深
さ

(k
m

)

南西側← →北東側

D10%
9.0km

D90%
14.5km

D10%
2.8km

D90%
11.0km

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

   　Ｍ＜1.0
震央分布図に示す橙色長方形
の範囲の震源を橙色で示す。

コメントNo.12の回答

気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく
敷地周辺の地震の震源深さの傾向を適切に評価するため，敷地周辺と標高が大きく異なる高標高地域（山岳地域）が含まれない範囲として，敷地から半径75kmの範囲とした。

※1
※2

：志賀原子力発電所
：2007年能登半島地震の震源
：2007年能登半島地震のD10%及びD90%を求める範囲

2007年能登半島地震のD10%及びD90%
敷地周辺のD10%及びD90%

： 志賀原子力発電所

：2007年能登半島地震の震源



（6）気象庁の震源データに基づく検討（2/2）
4.2.1 2007年能登半島地震に係る知見による検討

震
源

深
さ

(k
m

)
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2007年能登半島地震発生日より前の地震の震源深さ分布図
（1997年10月～2007年3月24日，敷地から半径75kmの範囲※2）

2007年能登半島地震発生日より前の
地震の震央分布図（1997年10月～2007年3月24日）

D10%
5.9km

D90%
17.0km

北西側← →南東側

震
源

深
さ

(k
m

)

D10%
2.2km

D90%
12.4km

コメントNo.12,13の回答

○ 2007年能登半島地震発生日より前においても，同地震の震源深さが浅いことを定量的に確認するため，2007年能登半島地震発生日より前（1997年10
月から2007年3月24日）の気象庁の震源データ※1 （震源深さ30km以浅）を用いて，前頁と同様にD10%及びD90%により検討を行った。求めたD10%及び
D90%を右上図に示す。

○ 2007年能登半島地震のD10%及びD90%はそれぞれ2.2km及び12.4km，敷地周辺のD10%及びD90%はそれぞれ5.9km及び17.0kmとなり，2007年能登半
島地震発生日より前においても，2007年能登半島地震の震源深さは周辺に比べて浅い傾向が認められる。

2007年能登半島地震発生日以後を含む地震の震源深さ分布図
（1997年10月～2023年12月，敷地から半径75kmの範囲※2）（再掲）

北西側← →南東側

震
源

深
さ

(k
m

)

D10%
9.0km

D90%
14.5km

D10%
2.8km

D90%
11.0km

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

   　Ｍ＜1.0

気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく
敷地周辺の地震の震源深さの傾向を適切に評価するため，敷地周辺と標高が大きく異なる高標高地域（山岳地域）が含まれない範囲として，敷地から半径75kmの範囲とした。

※1
※2

震央分布図に示す橙色長方形
の範囲の震源を橙色で示す。

2007年能登半島地震のD10%及びD90%
敷地周辺のD10%及びD90%

：志賀原子力発電所
：2007年能登半島地震のD10%及びD90%を求める範囲

： 志賀原子力発電所
：2007年能登半島地震の震源



(1) 髙橋ほか（2024）に基づく検討（1/3）
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4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

再決定した地震の震央分布
（2024年4月22日～7月2日）

髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

○ 髙橋ほか（2024）は，2024年能登半島地震の詳細な余震分布の把握を目的として，2024年4月22日から7月2日にかけて震源断層周辺の陸域
において臨時地震観測（30箇所）を実施し，精密な余震分布を再決定している（定常地震観測（10箇所）の記録も使用。また震源決定において，
速度構造はJMA2001を使用。）。再決定した地震の震央分布を下図に，震源深さ分布（詳細）を次頁に，敷地に比較的近いA1～A12の震源深
さ分布（詳細）の拡大図を次々頁に示す。

○ 髙橋ほか（2024）によると，再決定した震源の深さは約3～12kmとされている。
○ なお，髙橋ほか（2024）の上限深さ約3kmは，4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）とも整合的であるが，A6～A8にお

いては，地震の震源深さがやや浅い傾向がみられる。このA6～A8は，周辺に比べて浅い傾向が認められ，当社が上端深さを2kmと設定した
2007年能登半島地震の震源の近傍に位置する。

：志賀原子力発電所

：2007年能登半島地震の震源

知見の拡充
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再決定した地震の震源深さ分布（詳細）
（2024年4月22日～7月2日）

(1) 髙橋ほか（2024）に基づく検討（2/3）
知見の拡充

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

3

3

3

3

3

3

：4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）
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再決定した地震の震源深さ分布（詳細）（A1～A12の拡大）
（2024年4月22日～7月2日）

(1) 髙橋ほか（2024）に基づく検討（3/3）
知見の拡充

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

3

3

3

：4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）



(2) 地震調査研究推進本部（2024a）に基づく検討（1/2）
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○ 地震調査研究推進本部（2024a）は，東京大学ほかによる能登半島北東沖を対象とした，海底地震計を用いた臨時地震観測（26箇所）に基づく
DD法により再決定（陸域の地震観測（4箇所）の記録も使用）した震源データ（2024年1月24日～2月22日）を報告している（下図参照，地震の
震源深さ分布（詳細）を次頁に示す）。

○ この報告によると，震央分布は，地震調査研究推進本部の評価対象の海域活断層に沿うように分布し，震源深さ分布は，深さ約18kmまでの
範囲内に分布し，また北東側に向かって深い地震が増える傾向がみられるとしている。

○ なお，下図より，陸域周辺の地震の震源深さが比較的浅い傾向がみられるが，陸域周辺は地震観測網の端部または外側であることから，陸
域周辺の地震の震源深さについては，より精度が高いと考えられる陸域における臨時地震観測等に基づく髙橋ほか（2024）を重視する。

○ 次頁に示す地震の震源深さ分布（詳細）によると，2024年能登半島地震の震源断層（海域）の上端深さは，4.1節において設定した敷地周辺の
地震発生層上端深さ（3km）と概ね整合している。

地震の震源分布
（2024年1月24日～2024年2月22日）

地震調査研究推進本部（2024a）に一部加筆

知見の拡充

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

敷地から100km

敷地から75km

：臨時地震観測点
：陸域地震観測点
：地震調査研究推進本部の評価対象の海域活断層



(2) 地震調査研究推進本部（2024a）に基づく検討（2/2）
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地震の震源深さ分布（詳細）
（2024年1月24日～2024年2月22日）

地震調査研究推進本部（2024a）に一部加筆

知見の拡充

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討

3

3

3

3

3

3

：臨時地震観測点
：陸域地震観測点
：地震調査研究推進本部の評価対象の海域活断層

：地震調査研究推進本部の評価対象の海域活断層
：4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）



(3) 検討結果

 2024年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見を整理した結果，髙橋ほか（2024）及び地震調査研究推進本部（2024a）は，2024年能登半
島地震の震源断層における臨時地震観測により詳細な震源分布を求めており，これらの知見を踏まえて，2024年能登半島地震の震源断層上
端深さを3kmと判断する。
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○ 2024年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見，評価に用いたデータ及び検討結果を下表に示す。

2024年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見による検討結果

知見 知見の概要
震源断層の

上端深さ

評価に用いたデータ

余震データ

陸域の
臨時地震観測網

海域の
臨時地震観測網

髙橋ほか（2024）

• 震源断層周辺の陸域において臨時地震観
測（30箇所）を実施し，陸域における余震分
布を再決定している（定常地震観測（10箇
所）の記録も使用）。

（陸域）

3km

○
（2024年4月22日

～7月2日）
―

地震調査研究推進本部（2024a)

• 震源断層のうち能登半島北東沖の海域に
おいて海底地震計による臨時地震観測（26
箇所）を実施し，海域における余震分布を再
決定している（陸域における地震観測（4箇
所）の記録も使用）。

（海域）

3km
[知見の記載内容

から当社が読み取り]

―
○

（2024年1月24日
～2月22日）

2024年能登半島地震の震源断層上端深さ 3km

知見の拡充

4.2.2 2024年能登半島地震に係る知見による検討



 4.1節において設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ（3km）より震源断層上端深さが浅い2007年能登半島地震については，4.2.1項の検討結果を踏
まえ，同地震の震源断層である笹波沖断層帯（東部）の上端深さを2kmと設定する。

 また，2024年8月2日に地震調査研究推進本部により公表された「日本海側の海域活断層の長期評価－兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖－（令和6
年8月版）」（地震調査研究推進本部（2024b））において笹波沖断層帯（東部）と同じ門前断層帯として評価されている笹波沖断層帯（西部），並びに2007
年能登半島地震の震源断層から分岐している可能性のある海士岬沖断層帯についても，上端深さを2kmと設定する。

まとめ

○ 4.2.1～4.2.2項で検討した2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの検討結果を下記に示す。
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4.2 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さの設定

2007年能登半島地震に係る知見による検討（4.2.1項）

震源断層を横断する反射断面（4.2.1項）
（測線から幅1km以内の震源をプロット。余震分布はSakai et al.(2008)とYamada et al.(2008)，

反射断面は佐藤ほか(2007a)に基づく。また三角形は井上ほか(2007)に基づく活断層の痕跡を示す。）

佐藤ほか(2007b)より抜粋

再決定した地震の震央分布（2024年4月22日～7月2日）（4.2.2項）
髙橋ほか（2024）のデータを基に電力中央研究所が作成した図に一部加筆

2024年能登半島地震に係る知見による検討（4.2.2項）
検討項目 上端深さ

2007年能登半島地震

に係る知見

佐藤ほか（2007a，b） [反射法地震探査, 余震分布] 2km

Sakai et al.（2008） [余震分布（陸域）] 2km

Yamada et al.（2008） [余震分布（海域）] 2km

地域地盤環境研究所（2011） [D10%] 1.86km

検討結果 2km

検討項目 上端深さ

2024年能登半島地震
に係る知見

髙橋ほか（2024） [余震分布（陸域）] （陸域） 3km

地震調査研究推進本部（2024a）[余震分布（海域）] （海域） 3km

検討結果 3km

断層名

（当社による断層名）

設定した地震発生層

上端深さ

笹波沖断層帯（東部） 2km

笹波沖断層帯（西部） 2km

海士岬沖断層帯 2km

▲志賀原子力発電所

：4.1節において設定した敷地周辺の
地震発生層上端深さ（3km）



4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定
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（1）地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定の方法

○ 4.3節では，「➊地震の震源分布」及び「➌速度構造データ等」を踏まえた敷地周辺の「地震調査研究推進本部の主要活断層帯等」に係る知見
を把握し，各断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定する。

○ 敷地周辺の「地震調査研究推進本部の主要活断層帯等」に係る知見を把握するための検討の手法等の概要を次頁に示す。
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4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定 第1199回審査会合 資料1
P.211 一部修正

本節の説明範囲

地震発生層の設定のフロー

審査ガイドの記載事項

【地震発生層の設定】

• 地震発生層の浅さ限界・深さ限界は，敷地周辺で発生し
た➊地震の震源分布・➋キュリー点深度・➌速度構造
データ等を参考に設定すること

• 地震発生層の浅さ限界を設定する際には，周辺地域やテ
クトニクス的背景が類似の地域における➍大地震の余震
の深さを参考とすること

4.1節 敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の➊ 地震の震源分布，➋ キュリー点深度及び➌ 速度構造データ等を把握し，

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定

敷地周辺の➍ 大地震（2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震）の余震の深さを把握し，

2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さを設定

地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の知見を踏まえ，

敷地周辺断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを設定（➊➌に関連）

4.3節 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

4.2節 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の
震源断層上端深さの設定



（2）検討の手法等の概要
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○ 検討の目的，対象及び手法を下表に示す。

4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

【検討の目的，対象及び手法】

第1199回審査会合 資料1
P.212 一部修正

コメントNo.2の回答

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所

検討の目的
対象 手法

地震動評価
の3要素

記載箇所
水平方向 深さ方向 種別 内容

➊

➌

地震調査研究推進

本部の主要活断層

帯等の知見

の把握

敷地周辺
上端深さ
下端深さ 文献調査

震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部
により評価された主要活断層帯及び海域活断層を対象に，
地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端
深さ及び下端深さの設定値を整理する。特に，敷地から半
径75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層につ
いては，地震の震源分布，キュリー点深度，速度構造デー
タ等に係る検討結果との整合性を確認のうえ，各断層の上
端深さ及び下端深さを検討する。

震源特性
4.3.1～
4.3.2項



（3）検討方法
4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討結果（再掲）
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第1199回審査会合 資料1
P.228 一部修正

○ ここでは，震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯を対象に，地震調査研究推進本部の知見における
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値を整理する。また，震源として考慮する活断層のうち2024年8月2日に地震調査研究推進本部により公表さ
れた「日本海側の海域活断層の長期評価－兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖－（令和6年8月版）」（地震調査研究推進本部（2024b））における海域
活断層も対象に，断層の下端深さを整理する※。

○ 特に，敷地から半径75km程度の範囲の主要活断層帯及び海域活断層については，4.1節で設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さ
（下表）との整合性を確認し，4.1節で設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さの範囲から外れる断層帯については，当該断層帯周辺に
おける最新の地震の震源分布（気象庁の震源データ）や地盤構造に係る詳細な知見についても整理し，総合的に検討する。

知見の拡充

※ 地震調査研究推進本部（2024b）には断層の上端深さについても記載されているが，反射断面の浅部（海底直下）において変位が認められていることを踏まえ，原則として0kmとされている。一方で，本節の地震発生層上端深さ及び下端
深さの検討において，地震発生層の上端深さについては，地震の震源分布及び速度構造による検討結果を踏まえて設定することとしていることから，ここでは断層の下端深さのみを対象とした。

赤字は地震調査研究推進本部による日本海側の海域活断層の長期評価を踏まえ追加した箇所

検討項目 上端深さ 下端深さ

地震の震源分布
気象庁の震源データ [D10%, D90%] 5.8km 13.9km

原子力安全基盤機構（2004） [D10%, D90%] 3.2km 10.7km

速度構造

Matsubara et al.(2022) 4km程度以深 *

Iidaka et al.（2008） 3kmより深い *

日本海地震・津波調査プロジェクト（2015） 3kmより深い *

群速度 3kmより深い *

コンラッド面深さ

Zhao et al.（1994） * 14km程度

河野ほか（2009） * 12km程度

Katsumata（2010） * 18km程度

Iidaka et al.（2003） * 18km程度

キュリー点深度 大久保（1984） * 9～10km程度

設定した地震発生層 3km 18km

*：検討対象外



（1）地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見における地震発生層の検討
4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

○ 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯について，地震調査研究推進本部の知見における地震発生層上端
深さ及び下端深さの設定値を整理した結果を下表に示す。なお，地震調査研究推進本部の知見は強震動評価の報告書とし，強震動評価が実施されていない
場合は全国地震動予測地図とした※1。

○ 全国地震動予測地図については，最新の2020年版には，断層モデル上端深さ及び下端深さは記載されているものの，地震発生層上端深さ及び下端深さは
記載されていないことから，2020年版に加え2014年版も参照することとした。また，本検討における全国地震動予測地図の知見による地震発生層上端深さ及
び下端深さの設定値については，それぞれ「2020年版の断層モデル上端深さと2014年版の地震発生層上端深さを比較して浅い方」及び「2020年版の断層モ
デル下端深さと2014年版の地震発生層下端深さを比較して深い方」 とすることとした。

○ 特に，敷地から半径75km程度の範囲の主要活断層帯については，4.1節で設定した敷地周辺の地震発生層上端深さ及び下端深さとの整合性を確認した結果，
「邑知潟断層帯」の上端深さ（2km）及び「砺波平野断層帯・呉羽山断層帯」の下端深さ（20km）は，それぞれ，4.1節で設定した上端深さ（3km）及び下端深さ
（18km）の範囲から外れることから，これら断層帯については，断層帯周辺における最新の地震の震源分布（気象庁の震源データ）や地盤構造に係る詳細な
知見についても整理し，総合的に検討する。

○ 本資料では，4.1節で設定した上端深さ（3km）及び下端深さ（18km）の範囲から外れる「邑知潟断層帯」 及び「砺波平野断層帯・呉羽山断層帯」の検討につい
て次頁以降に示し，その他の断層帯も含めた主要活断層帯の検討については補足資料P.114～123に示す。

地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による
地震発生層上端深さ及び下端深さの設定値
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地震調査研究推進本部の主要活断層帯の概略位置図

邑知潟断層帯

森本・富樫断層帯

呉羽山断層帯

魚津断層帯

砺波平野断層帯西部

砺波平野断層帯東部

牛首断層帯

跡津川断層帯
庄川断層帯

福井平野東縁断層帯主部
糸魚川-静岡
構造線断層帯

福井平野東縁断層帯西部

75km

：志賀原子力発電所

断層名
（ ( ) 内は当社による断層名）

設定値
知見

上端深さ 下端深さ

邑知潟断層帯
（邑知潟南縁断層帯）

2km 18km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

砺波平野断層帯※2

（砺波平野断層帯(西部)・(東部)）

・呉羽山断層帯
4km 20km 強震動評価（地震調査研究推進本部（2004））

森本・富樫断層帯 4km 18km 強震動評価（地震調査研究推進本部（2003））

魚津断層帯 3km 18km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

牛首断層帯 2km 18km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

跡津川断層帯 2km 18km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

庄川断層帯
（御母衣断層）

2km 16km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

福井平野東縁断層帯※3 2km 18km 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部（2020，2014））

糸魚川-静岡構造線
断層帯

（糸魚川-静岡構造線
活断層系）

4km 17km 強震動評価（地震調査研究推進本部（2002））

※ 砺波平野断層帯は，砺波平野断層帯西部と砺波平野断層帯東部からなる。
※ 福井平野東縁断層帯は，福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部からなる。

2
3

第1199回審査会合 資料1
P.228 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に修正，追加した箇所

※ 強震動評価の震源断層モデルは，詳細な検討のもとに設定されたものとされていることから，強震動評価の報告書がある場合はこれを重視することとした。1



· 邑知潟断層帯の上端深さ（2km）は，4.1節で設定した敷地周辺の上端深さ（3km）の範囲から外れることから，邑知潟断層帯周辺における最新の地震の
震源分布（気象庁の震源データ）及び地盤構造に係る詳細な知見（Iidaka et al.（2008））についても整理する（次頁以降参照）。

○ 地震調査研究推進本部の全国地震動予測地図2020年版によれば，断層モデル上端深さ及び下端深さは，それぞれ2km及び11kmとされている。
また，全国地震動予測地図2014年版によれば，地震発生層上端深さ及び下端深さは，それぞれ2km及び18kmとされている。

○ 「2020年版の断層モデル上端深さと2014年版の地震発生層上端深さを比較して浅い方」の上端深さ及び「2020年版の断層モデル下端深さと
2014年版の地震発生層下端深さを比較して深い方」の下端深さは，それぞれ2km及び18kmとなる。

①邑知潟断層帯に係る知見に基づく検討 －地震調査研究推進本部（2020，2014）－
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4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

強震動予測のための震源パラメータ

地震調査研究推進本部(2014)に一部加筆

断層面の諸元の設定

地震調査研究推進本部(2014)に一部加筆

コメントNo.14の回答

地震諸元

深さ

地震調査研究推進本部（2020）による断層モデル深さ

及び地震調査研究推進本部（2014）による地震発生層深さ

傾斜方向断面図

11km

2km
断層モデル上端深さ

下端深さ

地震調査研究推進本部(2020)に一部加筆

18km

0km

2km

地震調査推進本部（2014）
による地震発生層深さ

2-18km

地震調査推進本部（2020）
による断層モデル深さ

2-11km
11km

<全国地震動予測地図2014年版><全国地震動予測地図2020年版>

第1199回審査会合 資料1
P.229 一部修正

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所



①邑知潟断層帯に係る知見に基づく検討 －気象庁の震源データに基づく検討－
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○ 1997年10月から2024年11月までの震源データ※1 （震源深さ30km以浅）を用いて，邑知潟断層帯周辺の地震の震源分布を確認した。
○ 地震の深さ分布図によると，地震の震源は概ね深さ0～20kmに分布しており，検討範囲※2のD10%及びD90%は，それぞれ4.7km及び14.7kmとな

る。

D10%及びD90%の検討範囲は，地震調査研究推進本部による森本・富樫断層帯の地震を想定した強震動評価における微小地震分布の検討範囲を参考に，邑知潟断層帯と関連のない2024年能登半
島地震の震源データの影響が含まれない範囲で設定した。

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

：志賀原子力発電所

：邑知潟断層帯

：D10%及びD90%の検討範囲

地震の分布（1997年10月～2024年11月）

震央分布図 深さ分布図
（震央分布図の黒太線長方形の範囲の深さ分布を示す）

検討範囲

南西側← →北東側

25 ㎞

2024年能登半島地震の
震源データを含む範囲

第1199回審査会合 資料1
P.230 一部修正

コメントNo.15の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正，追加した箇所

震
源

深
さ

(k
m

) D10%
4.7km

D90%
14.7km

※1 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

※2



①邑知潟断層帯に係る知見に基づく検討 －Iidaka et al.（2008）－
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○ Iidaka et al.（2008）（P.127）のP波速度構造断面によると，邑知潟断層帯周辺の地表付近においてP波速度が周辺に比べて大きい傾向が認めら
れるものの，P波速度が5.8km/sの層の上端深さは3kmよりも深いところに位置している。

Iidaka et al.(2008)による調査測線図及びP波速度構造断面
Iidaka et al.(2008)に一部加筆

P波速度構造断面
（▼は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所

深さ3km

調査測線図
（☆は爆破点を示す。）

志賀原子力発電所

(km)

(km)

邑知潟断層帯周辺

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討 第1199回審査会合 資料1
P.231 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：170km，観測点：1108箇所（平均観測点間隔：153m）
• 爆薬量：（北端・南端）500kg，（北端・南端以外）300kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



· 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の下端深さ（20km）は， 4.1節で設定した敷地周辺の下端深さ（18km）の範囲から外れることから，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯周辺における
最新の地震の震源分布（気象庁の震源データ）及び地盤構造に係る詳細な知見（Iidaka et al.（2003））についても整理する（次頁以降参照）。

②砺波平野断層帯・呉羽山断層帯に係る知見に基づく検討 －地震調査研究推進本部（2004）－
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○ 地震調査研究推進本部の砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震を想定した強震動評価（2004年3月）によれば，微小地震の深さ分布及び地
盤構造の評価結果から，地震発生層を深さ4～20kmと設定している。

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

震源パラメータ一覧

地震調査研究推進本部(2004)に一部加筆

第1199回審査会合 資料1
P.232 再掲

コメントNo.14の回答



D10%及びD90%の検討範囲は，地震調査研究推進本部による森本・富樫断層帯の地震を想定した強震動評価における微小地震分布の検討範囲を参考に，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯と関連の
ない跡津川断層帯周辺の震源データの影響が含まれない範囲で設定した。

②砺波平野断層帯・呉羽山断層帯に係る知見に基づく検討 －気象庁の震源データに基づく検討－
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4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

○ 1997年10月から2024年11月までの震源データ※1 （震源深さ30km以浅）を用いて，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯周辺の地震の震源分布を確
認した。

○ 地震の深さ分布図によると，地震の震源は概ね深さ0～20kmに分布しており，検討範囲※2のD10%及びD90%は，それぞれ7.2km及び16.8kmとな
る。

地震の分布（1997年10月～2024年11月）

震央分布図 深さ分布図
（震央分布図の黒太線長方形の範囲の深さ分布を示す）

：志賀原子力発電所

：断層帯

：D10%及びD90%の検討範囲

砺波平野断層帯西部

砺波平野断層帯東部

呉羽山断層帯

震
源

深
さ

(k
m

)

D10%
7.2km

D90%
16.8km

検討範囲
25 ㎞

南西側← →北東側

第1199回審査会合 資料1
P.233 一部修正

跡津川断層帯周辺の
震源データを含む範囲

コメントNo.15の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正，追加した箇所

7.0≦Ｍ＜8.0

6.0≦Ｍ＜7.0

5.0≦Ｍ＜6.0

4.0≦Ｍ＜5.0

3.0≦Ｍ＜4.0

2.0≦Ｍ＜3.0

1.0≦Ｍ＜2.0

   　Ｍ＜1.0

※1 気象庁「地震月報(カタログ編)」または防災科学技術研究所「Hi-net検測値データ」に基づく

矢視方向

※2



②砺波平野断層帯・呉羽山断層帯に係る知見に基づく検討 －Iidaka et al.(2003)－
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P波速度構造断面（A－A’）調査測線図（A－A’）

志賀原子力発電所 志賀原子力発電所

Iidaka et al.(2003)に一部加筆

Iidaka et al.(2003)による調査測線図及びP波速度構造断面

（★は爆破点を示す。） （▼は爆破点を示す。）

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

○ Iidaka et al.（2003）（P.126）によると，上部地殻の下部のP波速度は6.0～6.4km/s，下部地殻のP波速度は6.6～6.8km/sとされ，上部地殻と下部
地殻の境界であるコンラッド面深さは，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯周辺では18km程度である。

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯

深さ18km

第1199回審査会合 資料1
P.234 一部修正

＜調査諸元＞
• 調査測線：261.6km，観測点：391箇所（平均観測点間隔：669m）
• 爆薬量：（J1～J5）500kg，（T6）100kg

紫字は第1199回審査会合以降に追加した箇所



対象断層帯 知見 知見の概要 下端深さ
評価に用いたデータ

地盤構造データ 震源データ

砺波平野断層帯
・呉羽山断層帯

地震調査研究推進本部
（2004）

• 強震動評価によれば，微小地震の深さ分布及び地盤構造の評価結果から，地震発
生層を深さ4～20kmと設定している。

20km ○
○

[2004年以前の震源データ
を使用している]

当社による
気象庁の震源データに

基づく検討

• 1997年10月から2024年11月までの気象庁の震源データによる砺波平野断層帯・呉
羽山断層帯周辺のD90%は，16.8kmとなる。

16.8km ―

○
[1997年10月～2024年11月

の最新の震源データ
により評価している]

Iidaka et al.(2003)
• 中部日本を横断する測線において，屈折法地震探査を実施し，砺波平野断層帯・

呉羽山断層帯周辺のP波速度構造断面を評価している。
• P波速度構造断面によると，コンラッド面深さは18km程度である。

18km程度

○
[断層帯周辺における

詳細なP波速度構造断面
を評価している]

―

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さ 20km

 砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見を整理した結果，砺波平野断層帯・呉羽山断層帯
の地震発生層下端深さは16.8～20kmと考えられるが，地震調査研究推進本部（2004）を重視し，砺波平野断層帯・呉
羽山断層帯の地震発生層下端深さは20kmと判断する。

○ 4.1節で設定した上端深さ及び下端深さの範囲から外れた邑知潟断層帯の地震発生層上端深さ並びに砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震
発生層下端深さに係る知見，評価に用いたデータ及び検討結果を下表に示す。
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（2）検討結果（1/2）

対象断層帯 知見 知見の概要 上端深さ
評価に用いたデータ

地盤構造データ 震源データ

邑知潟断層帯

地震調査研究推進本部
（2020，2014）

• 全国地震動予測地図2020年版によれば，断層モデル上端深さは微小地震の発生
と地震基盤深さを参考に2kmと設定されている。※1 2km

○
[地震基盤深さを参考

としている※2]

○
[2020年以前の震源データ

を使用している]

当社による
気象庁の震源データに

基づく検討

• 1997年10月から2024年11月までの気象庁の震源データによる邑知潟断層帯周辺
のD10%は，4.7kmとなる。

4.7km ―

○
[1997年10月～2024年11月

の最新の震源データ
により評価している]

Iidaka et al.(2008)
• 中部日本を横断する測線において，屈折法地震探査を実施し，邑知潟断層帯周辺

のP波速度構造断面を評価している。
• P波速度構造断面によると，P波速度が5.8km/sの層の上端深さは3kmよりも深い。

3kmより深い

○
[断層帯周辺における

詳細なP波速度構造断面
を評価している]

―

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さ 2km

 邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見を整理した結果，邑知潟断層帯の地震発生層上端深さは2～4.7km
と考えられるが，地震調査研究推進本部（2020，2014）を重視し，邑知潟断層帯の地震発生層上端深さは2kmと判断
する。

4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

邑知潟断層帯の地震発生層上端深さに係る知見に基づく検討結果

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯の地震発生層下端深さに係る知見に基づく検討結果

第1199回審査会合 資料1
P.237 一部修正

コメントNo.14の回答

紫字は第1199回審査会合以降に修正した箇所

地震調査研究推進本部（2020），地震調査研究推進本部
（2014）とも上端深さは2kmとされており，ここでは2020年
版を記載。

地震発生層上端深さの目安となる速度層は，微小地震と
P波速度構造に係る既往の知見によると，Vp=6km/s程度
の層とされており（4.1.2（1）参照），地殻構造の平均的な
Vs-Vp関係によれば，Vs=3.5km/s程度の層となる。全国
地震動予測地図2020年版による地震発生層上端深さは，
地震基盤（Vs=3km/s程度の層）を参考としているため，設
定値が浅くなっている。

※1

※2



断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

（A）

地震調査研究推進本部

の知見における設定値

（B）

地震の震源分布

（C）

地盤構造

（D）

検討結果

上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ 上端深さ 下端深さ

邑知潟断層帯（邑知潟南縁断層帯） 2km 18km 4.7km * 3kmより深い * 2km 18km

砺波平野断層帯※1（砺波平野断層帯（西部）・（東部））・呉羽山断層帯 4km 20km * 16.8km * 18km程度 4km 20km

森本・富樫断層帯 4km 18km * * * * 4km 18km

魚津断層帯 3km 18km * * * * 3km 18km

牛首断層帯 2km 18km * * * * 2km 18km

跡津川断層帯 2km 18km * * * * 2km 18km

庄川断層帯（御母衣断層） 2km 16km * * * * 2km 16km

福井平野東縁断層帯※2 2km 18km * * * * 2km 18km

糸魚川-静岡構造線断層帯（糸魚川-静岡構造線活断層系） 4km 17km * * * * 4km 17km

地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討

地震調査研究推進本部の主要活断層帯の概略位置図

※1 砺波平野断層帯は，砺波平野断層帯西部と砺波平野断層帯東部からなる。 ※2 福井平野東縁断層帯は，福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部からなる。
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敷
地

か
ら

半
径

7
5
km

程
度

の
範

囲
の

主
要

活
断

層
帯

*：検討対象外

○ 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された主要活断層帯の地震発生層上端深さ及び下端深さの検討結果を下表に示す。

（2）検討結果（2/2）
4.3.1 地震調査研究推進本部の主要活断層帯に係る知見による検討



75km

（1）地震調査研究推進本部の海域活断層に係る知見における地震発生層の検討
4.3.2 地震調査研究推進本部の海域活断層に係る知見による検討

○ 震源として考慮する活断層のうち地震調査研究推進本部により評価された海域活断層について，地震調査研究推進本部（2024b）における断層の下
端深さを整理した結果を下表に示す（地震調査研究推進本部（2024b）により評価された海域活断層の特性を補足資料P.124に示す）。

○ 特に，敷地から半径75km程度の範囲の海域活断層について，4.1節で設定した敷地周辺の地震発生層下端深さとの整合性を確認した結果，いずれの
活断層についても，敷地周辺の地震発生層下端深さ（18km）の範囲に含まれることを確認した。

地震調査研究推進本部（2024b）による断層の下端深さ
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敷
地

か
ら

半
径

7
5
km

程
度
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範

囲
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層
知見の拡充

地震調査研究推進本部の海域活断層の概略位置図
地震調査研究推進本部（2024b）に一部加筆

▲：志賀原子力発電所

右図中の
番号

断層名
（ ( ) 内は当社による断層名）

検討結果

下端深さ

10 羽咋沖東断層（羽咋沖東撓曲） 15km

11 羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲） 15km

12 内灘沖断層（KZ4） 15km

13 海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯） 15km

14-1～2 門前断層帯（笹波沖断層帯（東部）・（西部）） 15km

15 沖ノ瀬東方断層（前ノ瀬東方断層帯） 15km

16-1～3
能登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，

珠洲沖セグメント，禄剛セグメント）
15km

17 輪島はるか沖断層（猿山岬北方沖断層） 15km

20-1～2,21
七尾湾東方断層帯（富山湾西側海域断層（南部）・（北部））

飯田海脚南縁断層（TB3）
15km

8-1～2 ゲンタツ瀬・大グリ南東縁断層帯（FU1・FU2・FU3） 15km

9 加佐ノ岬沖断層（KZ6） 15km

18 能登半島北方沖断層※ 15km

19-1～2 舳倉島近海断層帯（NT1） 15km

22 富山トラフ西縁断層（NT2・NT3） 15km

23-1～3 上越沖断層帯（TB5・TB6・JO1・JO2・JO3） 15～20km

※ 地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海域活断層



 4.1節の検討結果（P.249）を踏まえ，上端深さが3kmより浅い断層及び下
端深さが18kmより深い断層は，地震調査研究推進本部により評価された
値を上端深さ及び下端深さとして設定し，上端深さが3kmより深い断層及
び下端深さが18kmより浅い断層は，安全側に，それぞれ上端深さを3km，
下端深さを18kmと設定する。

まとめ
4.3 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さの設定

○ 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等に係る知見による地震発生層上端深
さ及び下端深さの検討結果を下記に示す。
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断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

検討結果

上端深さ 下端深さ

邑知潟断層帯（邑知潟南縁断層帯） 2km 18km

砺波平野断層帯※1（砺波平野断層帯（西部）・（東部））・呉羽山断層帯 4km 20km

森本・富樫断層帯 4km 18km

魚津断層帯 3km 18km

牛首断層帯 2km 18km

跡津川断層帯 2km 18km

庄川断層帯（御母衣断層） 2km 16km

福井平野東縁断層帯※2 2km 18km

糸魚川-静岡構造線断層帯（糸魚川-静岡構造線活断層系） 4km 17km

設定した地震発生層

上端深さ 下端深さ

2km 18km

3km※3 20km

3km※3 18km

3km 18km

2km 18km

2km 18km

2km 18km※3

2km 18km

3km※3 18km※3

主要活断層帯に係る知見による検討（4.3.1項）

※1
※2

砺波平野断層帯は，砺波平野断層帯西部と砺波平野断層帯東部からなる。
福井平野東縁断層帯は，福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部
からなる。

※3 安全側に，上端深さを3kmまたは下端深さを18kmと設定

断層名

（ (  ) 内は当社による断層名 ）

検討結果

下端深さ

羽咋沖東断層（羽咋沖東撓曲） 15km

羽咋沖西断層（羽咋沖西撓曲） 15km

内灘沖断層（KZ4） 15km

海士岬沖東断層（海士岬沖断層帯） 15km

門前断層帯（笹波沖断層帯（東部）・（西部）） 15km

沖ノ瀬東方断層（前ノ瀬東方断層帯） 15km

能登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セグメント，珠洲沖セグメント，禄剛セグメント） 15km

輪島はるか沖断層（猿山岬北方沖断層） 15km

七尾湾東方断層帯（富山湾西側海域断層（南部）・（北部）） 飯田海脚南縁断層（TB3） 15km

ゲンタツ瀬・大グリ南東縁断層帯（FU1・FU2・FU3） 15km

加佐ノ岬沖断層（KZ6） 15km

能登半島北方沖断層* 15km

舳倉島近海断層帯（NT1） 15km

富山トラフ西縁断層（NT2・NT3） 15km

上越沖断層帯（TB5・TB6・JO1・JO2・JO3） 15～20km

設定した地震発生層

下端深さ

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

18km※3

20km

海域活断層に係る知見による検討（4.3.2項）

地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海
域活断層

*



まとめ
断層名 上端深さ 下端深さ

敷
地
近
傍

ふくうら

(1) 福浦断層 3 km 18 km
かぶといわおき

(2) 兜岩沖断層 3 km 18 km
ごばんじまおき

(3) 碁盤島沖断層 3 km 18 km

敷

地

周

辺

とぎ が わな ん がん

(4）富来川南岸断層 3 km 18 km
さかみ

(5) 酒見断層 3 km 18 km
びじょうさん

(6) 眉丈山第２断層 3 km 18 km
の と じ ま は ん う ら

(7) 能登島半の浦断層帯 3 km 18 km
あまみさきおき

(8) 海士岬沖断層帯 2 km 18 km
ささなみおき

(9-1) 笹波沖断層帯（東部） 2 km 18 km

(9-2) 笹波沖断層帯（西部） 2 km 18 km
さるやまおき

(10-1) 猿山沖セグメント 3 km 18 km
わじま おき

(10-2) 輪島沖セグメント 3 km 18 km
す ず おき

(10-3) 珠洲沖セグメント 3 km 18 km
ろっこう

(10-4) 禄剛セグメント 3 km 18 km

(11) NT2・NT3 3 km 18 km
と ぎ が わ

(12) 富来川断層 3 km 18 km
はくいおきひがし

(13) 羽咋沖東撓曲 3 km 18 km
はくいおきにし

(14) 羽咋沖西撓曲 3 km 18 km
おうちがたなんえん

(15) 邑知潟南縁断層帯 2 km 18 km
もりもと とがし

(16) 森本・富樫断層帯 3 km 18 km
ま えの せ とう ほ う

(17) 前ノ瀬東方断層帯 3 km 18 km
お き の せ

(18) 沖ノ瀬断層 3 km 18 km
の と

(19-1) 能都断層帯 3 km 18 km
と やまわん にしがわ かいいき

(20-1) 富山湾西側海域断層（南部） 3 km 18 km

(20-2) 富山湾西側海域断層（北部） 3 km 18 km
(20-3) TB3 3 km 18 km

と な み へ い や

(21-1) 砺波平野断層帯（西部） 3 km 20 km
さるやまみさきほっぽうおき

(22) 猿山岬北方沖断層 3 km 18 km
と な み へ い や

(23) 砺波平野断層帯（東部） 3 km 20 km
くれはやま

(24) 呉羽山断層帯 3 km 20 km

(25-1) KZ3 3 km 18 km
(25-2) KZ4 3 km 18 km
(26) KZ6 3 km 18 km
(27-1) FU1 3 km 18 km
(27-2) FU2 3 km 18 km
(27-3) FU3 3 km 18 km
(28) KZ5 3 km 18 km

うしくび

(29) 牛首断層帯 2 km 18 km
の と は ん と う ほっぽうおき

(30) 能登半島北方沖断層 3 km 18 km
あとつがわ

(31) 跡津川断層帯 2 km 18 km
うおづ

(32) 魚津断層帯 3 km 18 km

(33-1) TB5 3 km 20 km
(33-2) TB6 3 km 20 km
(33-3) JO1 3 km 20 km
(33-4) JO2 3 km 20 km
(33-5) JO3 3 km 20 km

み ぼ ろ

(34) 御母衣断層 2 km 18 km

(35) NT1 3 km 18 km
ふ く い へ い や と う え ん

(36) 福井平野東縁断層帯 2 km 18 km
いといがわ しずおかこうぞうせん

(37-1)糸魚川－静岡構造線活断層系(北部) 3 km 18 km

(37-2)糸魚川－静岡構造線活断層系(中北部) 3 km 18 km
(37-3)糸魚川－静岡構造線活断層系(中南部) 3 km 18 km
(37-4)糸魚川－静岡構造線活断層系(南部) 3 km 18 km

4. 地震発生層の設定

283

コメントNo.16の回答

「上端深さを3kmかつ下端深さを18kmと設定する断層」以外の断層

敷地周辺の断層の分布
（震源として考慮する活断層を表示）

(18)，(30)の断層は，地震調査研究推進本部（2024b）を踏まえ新たに震源として考慮する活断層とした海域活断層

 敷地周辺の地震の震源分布，速度構造，コンラッド面深さ及びキュリー点深度による検討結果を踏まえ，敷地周辺
の地震発生層上端深さを3km，下端深さを18kmと設定。（4.1節）

 2007年能登半島地震及び2024年能登半島地震の震源断層上端深さに係る知見による検討結果を踏まえ，笹波沖
断層帯（東部），笹波沖断層帯（西部）及び海士岬沖断層帯の上端深さを2kmと設定。（4.2節）

 地震調査研究推進本部の主要活断層帯等の地震発生層上端深さ及び下端深さに係る検討結果を踏まえ，上端深
さが3kmより浅い断層及び下端深さが18kmより深い断層は，地震調査研究推進本部により評価された値を上端深
さ及び下端深さとして設定。（4.3節）

 震源として考慮する活断層の地震発生層上端深さ及び下端深さを右表に示す。
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巻末資料（1/2）

学会・研究機関等 報告会等 時期

地震調査研究推進本部

令和6年能登半島地震の評価 2024年1月2日

令和6年能登半島地震の評価 2024年1月15日

令和6年能登半島地震の評価 2024年2月9日

2024年1月の地震活動の評価 2024年2月9日

2024年2月の地震活動の評価 2024年3月11日

2024年3月の地震活動の評価 2024年4月9日

2024年4月の地震活動の評価 2024年5月13日

2024年5月の地震活動の評価 2024年6月11日

2024年6月の地震活動の評価 2024年7月9日

日本海側の海域活断層の長期評価
－兵庫県北方沖～新潟県上越地方沖－（令和6年8月版）

2024年8月2日

2024年7月の地震活動の評価 2024年8月9日

2024年8月の地震活動の評価 2024年9月10日

2024年9月の地震活動の評価 2024年10月9日

2024年10月の地震活動の評価 2024年11月12日

2024年11月の地震活動の評価 2024年12月10日

2024年12月の地震活動の評価 2025年1月15日

「令和6年能登半島地震」に関する「地震調査委員長見解」 2025年1月15日

2025年1月の地震活動の評価 2025年2月12日

2025年2月の地震活動の評価 2025年3月11日

地震予知連絡会

第242回地震予知連絡会 2024年2月29日

第243回地震予知連絡会 2024年5月22日

第244回地震予知連絡会 2024年8月29日

第245回地震予知連絡会 2024年11月18日

第246回地震予知連絡会 2025年2月27日

防災学術連携体

緊急報告会「令和6年能登半島地震の概要とメカニズム」 2024年1月19日

令和6年能登半島地震1ヶ月報告会 2024年1月31日

令和6年能登半島地震3ヶ月報告会 2024年3月25日

令和6年能登半島地震7ヶ月報告会 2024年7月30日

阪神・淡路大震災30年，社会と科学の新たな関係 2025年1月7日

日本地球惑星科学連合 2024年大会 2024年5月26～31日

日本地震学会

オンライン談話会－2024年能登半島地震－ 2024年2月2日

オンライン談話会－2024年能登半島地震－ 2024年2月8日

オンライン談話会－2024年能登半島地震－ 2024年2月15日

オンライン談話会－2024年能登半島地震－ 2024年2月28日

2024年度秋季大会 2024年10月21～23日

日本地震工学会

第18回年次大会 2024年12月4～5日

阪神・淡路大震災から30年
－地震工学の再定義と今後のアジェンダ－

2025年1月24日

土木学会

令和6年能登半島地震（M7.6）に関する速報会 2024年1月9日

令和6年能登半島地震津波に関する調査報告会 2024年1月27日

第49回海洋開発シンポジウム 2024年6月24～26日

第79回年次学術講演会 2024年9月5～6日

第44回地震工学研究発表会 2024年9月10～11日

第71回海岸工学講演会 2024年11月6～8日

学会・研究機関等 報告会等 時期

日本建築学会
日本建築学会大会[関東] 2024年8月27～30日

第52回地盤震動シンポジウム 2024年11月29日

日本原子力学会
2024年春の年会 2024年3月26～28日

2024年秋の年会 2024年9月11～13日

日本免震構造協会 令和6年能登半島地震免震建物調査報告会 2024年4月4日

日本ジオパーク学術支援連
合

「令和6年能登半島地震緊急オンライン学習会」 2024年1月28日

日本地理学会

春季学術大会 緊急シンポジウム「令和６年能登半島地震」 2024年3月19～21日

「地理学は能登半島地震をどのように捉えるか」 2024年8月30日

2024年秋季学術大会 2024年9月14～16日

2025年春季学術大会 2025年3月19～21日

日本第四紀学会
令和６年能登半島地震に関するシンポジウム 2024年7月7日

2024年大会 2024年8月29日～9月2日

日本地質学会

関東支部2024年度講演会 2024年4月20日

令和６年能登半島地震による地殻変動と地盤災害 2024年5月12日

中部支部2024年支部年会 2024年6月22～23日

第131年学術大会 2024年9月8～10日

日本活断層学会 2024年度秋季学術大会 2024年11月2～4日

日本自然災害学会 第43回日本自然災害学会学術講演会 2024年9月19～20日

日本堆積学会 日本堆積学会2024年大会 2024年4月20～22日

日本応用地質学会 中部支部 令和６年度講演会 2024年5月22日

地盤工学会

震災速報会 2024年2月19日

第59回地盤工学研究発表会 2024年7月23～26日

地盤工学会と富山県との災害協定に基づく研修会 2024年8月28日

2024年度地盤工学に関わる実務者報告会：石川地区 2024年9月13日

第64回地盤工学シンポジウム 2024年11月26日

物理探査学会
第150回学術講演会 2024年6月4～6日

第151回学術講演会 2024年12月4～6日

写真測量学会 令和６年度年次学術講演会 2024年5月23～24日

東京地学協会 特別講演会2024 2024年6月15日

歴史地震研究会 第41回歴史地震研究会 2024年9月13～15日

東北大学
令和6年能登半島地震に関する速報会 2024年1月9日

令和6年能登半島地震に関する報告会 2024年5月8日

東京大学

令和６年能登半島地震ワークショップ 2024年3月12日

2024年公開講義 2024年8月6日

能登の海底で何が起こったのか？学術研究船「白鳳丸」による
緊急調査航海でわかったこと

2024年12月21日

海と地球のシンポジウム 2025年3月12～13日

名古屋大学
2023年度年次報告会 2024年3月21日

第12回減災連携研究センターシンポジウム 2024年6月21日

京都大学

報告会「令和６年能登半島地震災害を理解する」 2024年1月28日

令和５年度 京都大学防災研究所 研究発表講演会 2024年2月21～22日

地震リスク評価高度化研究分野 成果報告会 2024年3月21～22日

第61回自然災害科学総合シンポジウム 2024年9月21日

令和６年度 京都大学防災研究所 研究発表講演会 2025年2月20～21日

※上記の主な報告会等のほか，各機関のホームページ等で発表される情報や論文についても収集を行っている。
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※上記の主な報告会等のほか，各機関のホームページ等で発表される情報や論文
についても収集を行っている。

巻末資料（2/2）

学会・研究機関等 報告会等 時期

産業技術総合研究所

第340回活断層・地震研究セミナー「2024年（令和6年）能登半
島地震で石川県珠洲市若山町の若山川沿いに出現した地表

変状の特徴」
2024年11月22日

第348回活断層・地震研究セミナー「2024年能登半島地震の特
異な破壊過程と広域地質災害」

2025年2月28日

防災科学技術研究所
令和5年度 第4回 災害レジリエンス共創研究会

「令和6年能登半島地震」報告会
2024年3月5日

海上保安庁 令和6年度海洋情報部研究成果発表会 2025年1月30日

国土地理院 第187回国土地理院地理地殻活動研究センター談話会 2025年2月21日

応用地質㈱ OYOフェア2024 2024年7月30日
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